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持続可能な小中連携システムの構築 

― キャリア教育の視点の共有化・焦点化・可視化からのアプローチ ― 

 

  学校マネジメントコース ２５２５３０１  

黒澤 英美子  

 

１．研究の背景と目的 

予測困難な現代社会において、自立し他者と協働して生きる力を育成するため、校

種間を超えた一貫性のある教育と組織的支援が不可欠である。しかし、移行期におけ

る中 1 ギャップや指導観の断絶といった課題は未だ顕在化している。対象校である施

設一体型の A 小学校・B 中学校においても、児童生徒の自己肯定感の低下や自己表現

力の課題が見られ、小中をつなぐ指導の連続性の確保が喫緊の課題となっている。本

研究では、教職員が校種を超えて子どもを見るための「共通言語」としてキャリア教

育の視点を位置付けた。研究の目的は、キャリア教育の視点を共有化・焦点化・可視

化することを通して、教職員の協働を促進する持続可能な小中連携システムを構築す

ることにあり、その過程における教職員の認識変容のプロセスを明らかにする。 

２．研究の方法と内容  

本研究では、キャリア教育の視点における「共有化・焦点化・可視化」のサイクル

を機能させ、具体的には以下の 3 つのアプローチを柱としたシステムを構築した。 

①【共有化】体制の整備とビジョンの統一：既存の校務分掌を小中共通の 3 部会体

制に再編し、小中 9 年間で育てたい 4 つの力を共通言語として定義・共有した。 

②【焦点化】部会による取組の具体化：各部会において「4 つの力」と関連付けた

具体的な取組を策定・実践した。学習指導においては、授業内での思考の深まり

を可視化するキャラクターを小中共通で使用するなど、授業改善の視点を絞った。 

③【可視化】教職員用「振り返りシート（大人版キャリアシート）」の活用：活動

や取組の後に、児童生徒の姿を共通の枠組みで記述するツールを開発・導入した。

加点法的に見取ることで、肯定的な子ども理解を促進することを意図している。 

これらの実践プロセスで収集されたシートの記述や対話記録、意識調査を SCAT 分

析等により多角的に検証し、教職員の見取り・省察・対話・実践が循環する「ひびき

合いサイクル」が機能することが、システムの核として効果的だと明らかになった。 

３．研究のまとめ 

本研究の実践を通じ、キャリア教育の視点を共通言語とし、シートと対話を連動さ

せたサイクルは、教職員に 9 年間を見通す当事者意識を醸成し、実効性の高い連携シ

ステムとして機能した。特に、小中教職員間の文化や指導観の差異は、「解消すべき

課題」ではなく、子どもの発達を支えるために必要な連続性のある役割分担であり、

その意義を共通認識することで連携促進の資源となり得ることが確認された。また、

シートの活用は、抽象的な目標を具体的な子どもの姿へと翻訳する機能を果たした。

これにより、活動や取組を単独で捉える「点」から、9 年間の児童生徒の発達を見通

し「線」として捉える視点へと、教職員の意識変容を促す結果となった。 

今後は、システムをより持続可能なものにするための「連携コストの最適化」を図

るとともに、物理的距離のある分離型校舎における汎用性の検証、さらに地域・家庭

を巻き込んだ「チームとしての連携」への発展が課題として挙げられる。 
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小 中

小中学校の連続性
中１ギャップ

学習意欲・学力の問題
自己肯定感の低下

合同行事の目的化・形式化
空間的・時間的制約

教職員の連携
学校文化の壁

負担感

連携を促進する３つのサイクル

キャリア教育の視点で
①共有化→②焦点化→
③可視化というサイクル
を回すことで、連携システム
を構築・改善していく

共有化

焦点化

可視化
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表面化した課題： 小中教職員の「まなざしのギャップ」
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評価の視点の違い
文化・指導観の違い

認識の
ズレ

経験の内容(What) 学びの過程(How)

社会的背景と研究の目的：小中連携の課題

研究の内容：システムの構築と運用

学校-家庭-地域

すこやか
部会

ふれあい
部会

まなび
部会

成果：共通の視点による職員の意識変容

実践プロセスと認識の変容

関連付け・再定義・精選

４つの力

活動

［STEP1：共有化］
　体制の整備とビジョンの統一

記述の蓄積による
分析・検証

［9-11月］発達の軸の確立

今後の展望：システムの最適化と汎用性

［STEP2：焦点化］
部会による取組の具体化

◇既存の組織を再編
・小中教職員・PTA・CSが共通組織
・連携するハブとして機能

小中学校
校務分掌

PTA
専門部

学校運営
協議会

生徒会
児童会

共通言語としての「キャリア教育」の視点

9年間を通して育てたい子供の姿を言語化
教職員が校種を超えて子どもを見るための
共通の枠組み

連携の核となる「４つの力」

研究の構想：持続可能な連携システム

持続可能な小中連携システムの構築
―キャリア教育の視点の共有化・焦点化・可視化からのアプローチー

◇取組と目標の接続
・各部会の取組の「4つの力」の　
　関連付け
・行事や授業のねらいの再定義
・活動の精選

［STEP3：可視化］
　　振り返りシートの開発・活用

「大人版キャリアシート」
9年間で目指す４つの力

教職員のまなざし
意識変容の可視化

小中教職員が
４つの力の視点で
子どもの成長を見
取るためのツール

［7月］視点の差異の発見
〈可視化〉

［８月］対話による再構成
〈共有化〉

〈焦点化〉
［12月］価値観の統合

〈深化〉

□連携コストの最適化(シート・対話のバランスと全体共有)
□物理的距離のある「分離型校舎」における汎用性の検証
□地域・家庭を巻き込んだ「チームとしての連携」への発展

よさの
見取り
価値付け

方向付け

目指す児童生徒の姿や育成する力、子どもを見る視点の共有・省察

〇シートの活用→抽象的な目標を具体的な子どもの姿へ翻訳
・点(活動・取組)から線(9年間の接続)へ、発達の軸の明確化
〇共通言語による、校種・教科を超えた対話の質の向上
〇小中教職員間の見取りの差異→連続性のある役割分担
・互いの指導観の相互理解と、価値観の統合

「対話の有効性」
「連携継続の必要性」
 
→肯定的回答 9割強
相関分析「手段と目的」

納得感が当事者意識に

「シートの有効性」
「共通理解の深まり」
 
→強い相関関係の表出

質的データ分析「関係性の質的変換」
Before「互いの学校を見合う関係」（向き合い・交渉）
After  「9年間の成長を共に同じ方向で見る関係」（協働・共創）

（シート記述・対話・意識調査）

小中間の見取りを資源として生かす循環システム

・評価の整理
・差異の抽出
・「発達の軸」

ひびき合いサイクル

認識の共有

・子どもの成長
・教職員の意識
・次に目指す姿

事実の収集

・柔軟な組合せ
・スリム化
・役割の明確化

省察 対話見取り 実践
データ分析 改善・継続

・取組の精選
・指導の具体化
・変容の確認

〈可視化〉 〈焦点化〉 〈共有化〉 〈焦点化〉



持続可能な小中連携システムの構築 
― キャリア教育の視点の共有化・焦点化・可視化からのアプローチ ― 

 

学校マネジメントコース ２５２５３０１   

黒澤 英美子   

 

１．研究の背景と目的 

 予測困難な現代社会において、学校教育に

は、単なる知識・技能の習得にとどまらず、

自立し、他者と協働しながら自分らしく生き

る力を育成することが求められている。この

ような資質・能力の育成には、学校種を超え

た一貫性のある教育と、組織的・継続的な支

援体制の構築が不可欠である。中央教育審議

会(2012)は、小学校から中学校への接続にお

ける指導観や評価観の差、「中 1 ギャップ」の

課題を指摘し、小中学校の教職員が共通理解

の下で連携することの重要性を示している。

文部科学省(2016)は、連携をそれ自体の「目

的」とするのではなく、課題解決の「手段」

として構想することの重要性を述べている。

また、教職員の共通認識や当事者意識の醸成

なしには、取組が形骸化し、多忙感の増大を

招くリスクがあることを指摘している。国立

教育政策研究所(2019)の調査では、施設一体

型の学校であっても、教職員間の交流や相互

理解は容易ではなく、学校文化の違いによる

連携の困難性が依然あることが示されている。 

 本研究の対象校であるＡ小学校・Ｂ中学校

(施設一体型)においても、これらの課題は顕

在化している。児童生徒は何事も前向きに取

り組む姿勢があるものの、自己表現力や集団

への貢献意識、状況に応じた判断力の育成に

は課題が見られた。両校は道徳教育の推進等

を通じて交流を重ねてきたが、学年進行に伴

う学習意欲や自己肯定感の低下という現状か

らも、小学校で培った学びを中学校へどのよ

うにつなげるのか、指導の連続性が解決すべ

き喫緊の課題であった。こうした課題を踏ま

え、昨年度末に実施した小中合同研修会では、

9 年間を通して育てたい子どもの姿について

協議を行った。その結果、目指すべき姿がキ

ャリア教育で育成される基礎的・汎用的能力

と深く関連していることを確認し、キャリア

教育の視点を教職員が校種を越えて子どもを

見るための「共通言語」として位置付けた。 

 以上の背景を踏まえ、本研究の目的は、キ

ャリア教育の視点を共通言語とし、教職員が

共通の視点で子どもを捉え、協働を継続でき

る仕組みとしての「持続可能な小中連携シス

テム」を構築することとする。 

２．研究の構想と方法 

 小中連携に関する既存研究の多くは、制度

設計や教育課程の接続、行事等の実践報告が

中心で、連携の課題を時間的・物理的制約と

するものが多い。そこへ一歩踏み込み、連携

過程で生じる教職員の認識に着目し、実効性 

のある改善策を検証した研究は限定的である。 

米田(2020)は、小中一貫教育の導入期にお

いて、特定の担当者だけではなく、全職員が

所属する組織と児童生徒へのアンケート調査

に基づく実態把握を基盤とし、教職員一人一

人が参画意識をもてる体制づくりの必要性を

明らかにしている。また、三垣・山本(2024)

は、特別支援教育における連携が形式的な引

継ぎに留まっている現状に対し、実態把握や

支援共有シートを活用した具体的な手立ての

共有が、小中教員間の協働を促し継続的な支

援を実現する上で有効であることを示してい

る。茂戸藤(2010)は、小中でキャリア教育を

進める協働プロセスの中で、単なる情報交換

を超えた実質的な連携を実現するためには、

教員間の教育観の対立や葛藤を伴う合意形成

が不可欠であると指摘している。 
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本研究では、キャリア教育の視点を共通言

語とした「共有化・焦点化・可視化」のプロ

セスを通じて、PDCAサイクルを機能させるこ

とが、教職員間の持続可能な協働を促進する

という仮説を立てた(図1)。そこで、単に制

度を整備するだけではなく、既存の教育活動

に共通の視点による振り返りを組み込むこと 

で、教職員による見取りを構造的に連結させ、 

実効性の高い連携システムの在り方を探究す

る。その実践過程において、教職員の意識の 

変容プロセスを追跡し、必要に応じて介入す 

るアクションリサーチを進める。また、検証 

のため、対象校における実践のプロセス（教 

職員による振り返りシートの記述、協議記録、

意識調査等）をデータとして収集し、量的・ 

質的(SCAT)に分析する。 

筆者は、連携システムの構築に向けたコー

ディネーター的役割を担い、小・中学校それ

ぞれの研究主任との連絡調整を図った。具体

的には、教職員による振り返りシートの集約

と要点のフィードバック、対話の時期や方法

に関する相談・調整などに関与した。時には

研修講師を務めたものの、筆者が実践を主導

するのではなく、あくまで現場の主体的な動

きを尊重し、支援的な伴走者としての立場に

徹した。これは、学校組織自体の自律的な変

容を捉えるためである。 

３．研究の内容（システムの構築） 

 研究の実践内容として、①「視点」をそ

ろえる(共有化)、②「取組」をしぼる(焦点

化)、③「見取り」を生かす(可視化)の、3

つのステップでシステムの構築を進めた。 

(1)【共有化】体制の整備と目指す姿の統一 

 まず、小学校と中学校の既存の分掌組織を

再編した。これを校内にとどまらせず、学校・

家庭・地域を含めた持続的なシステムとする

ため、「まなび(学習指導)」「ふれあい(交流活

動)」「すこやか(生徒指導)」の 3 部会を、小

中学校共通の組織として統一した。これらの

3 部会は、小中の縦の連携と、学校・家庭・地

域という横の連携をつなぐハブとして機能す

ることを意図している。各部会には小中双方

の教職員が所属し、PTA 役員や学校運営協議

会(CS)委員も参画する体制とした(図 2)。 

さらに、キャリア教育と関連した 9 年間で

目指す 4 つの姿を基に、小中共通で育成する

力を「みんなでひびき合う力・よさを生かす

力・課題に挑戦する力・明日に向かう力」の

4 つに整理した。これらを共通言語として位

置付け、連携の核として定義した(図 3)。 

(2)【焦点化】３部会による取組の具体化   

次に、小中合同の 3 部会において、重点的

に育成する力との関連を協議し、各部会の目

的を焦点化した。例えば、「まなび部会」では、

児童生徒の実態を踏まえ、伝え合う力を重点

目標として設定した。また、小学校で用いら

れてきた「つぼみ（個）」と「ひびき（協働）」

を往還させるキャラクターを中学校にも導入

し、小中共通で授業内における思考の深まり

を可視化する授業改善に取り組んだ。 図 １  キ ャ リ ア 教 育 を 視 点 と す る 共 有 化 ・ 焦 点 化 ・ 可 視 化  

図 2 組 織 再 編 （ 小 中 共 通 の 「 3 部 会 」 体 制 ）  

図 3 共 通 言 語 の 設 定 （ ４ つ の 目 指 す 姿 ・ 育 て た い 力 ）  
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(3)【可視化】振り返りシートの開発と活用 

児童 生 徒 の 自 己 変 容 の自 覚 を 促す キ ャリ

アシートとして、小学校では「つぼみシート」、

中学校では「Blue Prideシート」をそれぞれ

活用している。それに加え、本研究では、教

職員が共通の枠組みで児童生徒の姿を見取る

ことを目的として、「大人版キャリアシート

(以下、振り返りシートとする)」(用紙版・デ

ータ版)を新たに開発した。これは、前述の「４

つの力」を軸に構成され、行事や授業の後に、

児童生徒が発揮した具体的な姿や変容を記述

するツールである。従来の振り返りが運営面

の反省に終始しがちであったという課題を踏

まえ、子どもの育ちを基に省察を促すことを

意図して設計した。教職員が児童生徒のよさ

や成長を発見し記述する「加点法的」な見取

りを行うことで、肯定的な児童生徒理解の深

化や、意図的・継続的な働き掛けの促進につ

ながることを期待したものである。また、本

シートは対話の時間を補完し、小中教職員が  

同じ視点で児童生徒

を見取り、気付きを

共有する媒体として

の役割も担う。さら

に、これらの記述を

継続的に収集・蓄積

することで、教職員

の認識の変容を可視

化する指標としても

活用した(図4)。  

４．実践プロセスの分析（認識の変容） 

本章では、実践プロセスを時系列に沿って

整理し、振り返りシートの記述等の分析から

見える教職員の認識の変容過程を詳述する。  

(1)【 7 月】まなざしのギャップ －可視化－ 

 研究の出発点として実施された「小中合同

防災教室Ⅰ」において、振り返りシートを導

入したところ、小中教職員間に明確な視点の

差異、「まなざしのギャップ」が存在するこ

とが確認された。小学校教員は、異学年交流

を通じた関係性や体験の内容など、活動の「内

容(What)」に焦点を当て、「次への期待」を

抱く傾向が見られた。中学校教員は、話し合

いの深まり方や生徒の発言内容など、学びの

「プロセス(How)」や技能に着目し、そこから

「次への改善点」を考察する傾向が強かった。

この段階で、同じ活動を見ていても、校種に

よって見ているまなざしが異なることが明ら

かになった(表1)。 

(2)【 8 月】対話による再構成 －共有化－ 

可視化された「差異」を相互理解につなげ

るため、夏季休業中に、小中接続の要となる

教職員を対象とした、対話の機会を設定した

(表 2)。春から相互乗り入れ授業を実施して

いる小学 6 年部と中学 1 年部による情報交流

会では、当初、小学校教員からは中学校の学

習進度や量に対する不安が、中学校教員から

は中学生と小学生とのギャップに対する戸惑

いが語られた。しかし、対話を通して、中学

校が求める「自律」の視点や、小学校での支

援や協働による「受容」が安心感の土台にな

っている点への気付きが生まれ、互いの認識

が再構成されていった。さらに、「自ら考えて

行動する主体性」を育むため、一人一人の活

躍の場の保障や教師の待つ姿勢など、共に重

図 4 大 人 版 キ ャ リ ア シ ー ト  

表 1 小 中 教 職 員 の 視 点 の 比 較 ［ 小 中 合 同 防 災 教 室 Ⅰ ］  

当初の認識
(対話前)

「量とスピード」への懸念
・ついていけるか心配
・詰め込みになっていないか

「静と動」のギャップ
・小学生は元気だが落ち着きがな
いのでは
・基礎は定着しているのか

↓
【対話による共有】
互いの実態を語り合う

【対話による共有】
プロセスの背景を知る

合意形成
(対話後)

対話によって明らかになった「初期認識のギャップと合意形成」

◎共通目標:「自ら考え行動する主体性」
・教え込みすぎず「待つ」姿勢
・失敗して修正する場（活躍の場）の保証

表 2  小 6・ 中 1 年 部 に よ る 情 報 交 流 会 （ 認 識 の 再 構 成 ）  
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視したい具体的な児童生徒像や取組について

合意形成が図られていた。こうして、シート

による「差異の可視化」から、対話による「相

互理解」へと小中の接続が一歩前へ展開され

た。リーダー会の対話後の聞き取りでは、「今

後の方向性について共通理解ができた」「こう

いう機会がまたほしい」といった肯定的な意

見が聞かれ、対話による納得感が時間的負担

感を払拭する可能性をもつことが示唆された。 

(3)【9～11 月】発達の軸の確立 －焦点化－ 

1)小中教職員の見取りの差異  

9 月に全児童生徒が参加して実施した「防

災教室Ⅱ」において、振り返りシートの記述

を分析した結果、小中教職員の見取りに顕著

な特徴が表れた。まず、子どもが主体的に行

動した場面や仲間と協力して課題に取り組む

姿、リーダーとしての自覚や責任をもって行

動する姿など、「主体性」「協働性」「リーダ

ーシップ」が、小中共通して着目するよさで

あることが明らかになった。挨拶などに表れ

る「相手意識」については、どの学年もさら

に育てたい共通課題として認識していること

も確認された。また、中学生に対する記述で

は、校種による視点の違いを比較することが

できた。小学校教員は、中学生を「小学生の

未来の姿」として捉え、具体的モデルを通し

て 9 年間の見通しを獲得していることが分か

った。一方、中学校教員は、「普段は人任せ

にしている生徒であっても、小学生の前では

自分から率先して行動していた」など、異年

齢交流によって発揮される生徒の潜在能力を

再評価し、自己有用感につながる環境の有効

性を実感していた(表 3)。このことは、シー

トの活用が、小中合同行事の意義を再確認す

る契機となり、小中連携の取組の形骸化を防

ぐ鍵となることを示唆している。 

2) 9 年間の連続性 ―点から線へー 

こうした行事後の振り返りシートを基に、

小 1 から中 3 までの学級担任の見取りを整理

することで、小中教職員の目指す姿が発達段

階ごとに可視化された(表 4)。分析の結果、 

小学校低・中学年では「集団の中で自分を発

揮する力」、高学年では「自分たちで考え、主

体的に協働する力(主体性)」が、中学校では

それを基盤とした「社会的役割を果たす力（社

会性）」が重視されている傾向が読み取れた。

これにより、自分(個)から仲間(集団)、そし

て社会(公)へとつながる、9 年間の「発達の

軸」が構造的に明確になった。   

さらに、9 月から 11 月までの実践において

振り返りシートを蓄積し、教職員が「よさ」

として取り上げた児童生徒の姿を整理するこ

とで、汎用性のある４つの「ステージ」とし

て表すことができた。これにより、各ステー

ジにおける教職員の指導スタンス(視点)も焦

点化された。特に、小 5 から中 1 にかけた時

期を「自律」に向けて独立したステージとし

て位置付け、小中にブリッジをかけるように

指導することの重要性が再認識された(表 5)。 

こうして小中それぞれの見取りによる段差

表 3 中 学 生 を 見 る ま な ざ し の 差 異 と 共 通 認 識  

表 ５  9 年 間 を つ な ぐ 4 つ の ス テ ー ジ （ 視 点 の 焦 点 化 ）  

▶▶▶

表 4 行 事 の 姿 か ら 可 視 化 さ れ た 「 発 達 の 軸 」  

ステージ 学年 段階名称 キーワード 教師のスタンス

第1期 小1・2 【基盤】 知る・守る
認める・褒める
（即時評価で自己肯定感を育む）

第2期 小3・4 【協働】 広げる・挑む
仕掛ける・支える
（集団活動での成功・失敗を支える）

第3期 小5～中1 【自律】 整える・つなぐ
任せる・見守る
（自己調整・自己決定の場をつくる）

第4期 中2・3 【社会】 拓く・尽くす
問う・送り出す
（社会との関わり・キャリア自律）

視点 実際の記述 概念化 考察
小学校教員
（中学生を見る目）

「中学生が小学生にうまく声を掛
け、目線を下げて一緒に行動する姿
が見られた」

【憧れとモデルの発見】
中学生を「目指すべき具体的
な姿（ロールモデル）」とし
て捉えている

小学校教員が、中学生の姿を通して
「6年生の未来の姿（ゴール）」を具
体的にイメージしている。「9年間の
見通し」をもつことにつながる。

中学校教員
（生徒を見る目）

「普段は人任せにしている中学生で
あっても、小学生がいるので、自分
から率先して行動していた」
「話したり書いたりするのが苦手な
生徒が、段ボールベッドをさくさく
と作成した」

【役割による変容】
「守るべき他者（小学生）」
の存在が、普段は受動的な生
徒もスイッチ（主体性・リー
ダーシップ）を入れるきっか
けとなっている

中学校教員が、生徒の「固定的な評
価（普段は～）」を見直し、環境
（異年齢交流）によって発揮される
「潜在能力」を再評価している

共通認識 「小・中の子どもたちが課題として
いること(相手意識)は似ている」
「小・中の先生方がうまくコミュニ
ケーションを図っており、スムーズ
だった」

【連続性の実感】
別々の学校ではなく、一つの
連続した教育活動であるとい
う実感
ワンチーム感

児童生徒の姿から、合同行事のよ
さ・効果を再認識し、連携の目的に
立ち返っている
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は、9 年間のゴールに向かうために必要な「ス

テップ」と捉え直すことができた。また、こ

れが既存の理論の当てはめではなく、対象校

の教職員が目の前の児童生徒の実態を捉えて

生成された、現場に根差した現時点での「発

達の軸」という点に、本実践の価値を見出す

ことができる。シートによる「可視化」は、

単発の「点」だった小中教職員の意識を、9 年

間をつなぐ成長の「線」への理解を促す、有

効な手立てとなることが明らかになった。 

3) 地域・家庭への広がり 

 この期間、CS を中心とした一部の保護者・ 

地域住民を対象に同様の実践を試行した。活

動に参加し、振り返りシートへの記入を行っ

た学校運営協議会（CS）委員の記述からは、

意識の変容が読み取れた。 当初は学校を外か 

ら見る「外部者(評価者)」であった視点が、

教職員と共通のシートへの記述を通して子ど

もの具体的な成長に目を向けたことで、「共

に子どもを育てる応援団(当事者)」としての

意識が芽生えていることが分かった。これは、

学校と地域が「子どもの成長」という共通目

的で結ばれたチームとしての基盤になり得る

ことを示すもので、今後の連携強化への可能

性を確認できた(図 6)。 

 (4)【 12 月】相互理解と価値観の統合 

12月に入って、春からの児童生徒の成長を

振り返るための振り返りシートの記述の分析

や、三部会リーダー会による対話の機会が設

けられた。これらは、第Ⅲ期に向けて実践の

焦点を再度明確化するとともに、次年度への

円滑な接続を図るためのプロセスとして位置 

付けられる(図 6)。  

1) 認識の深化と指導観の転換〈接続期〉 

円滑な接続の鍵を探るため、接続期の教職

員（小 6・中 1 担当）のシート記述を分析し

たところ、児童生徒に対する見方や指導に関

する認識に変容が見られた（表 6）。小学校教

員は、中学生の姿から「中学校で求められる

力」を認識し、「それを見通した上で、今ど

のような力を育てるべきかを考えるようにな

った」と記述している。その結果、中学入学

を見据え、自分から学びを獲得しようとする

主体性を育むための授業改善に取り組んでい

た。一方、中学校教員は、授業中に仲間と教

え合う小学生の姿を「中学校での学びにつな

がる成長のつぼみ」として価値付け、「小学

校で育まれてきた関係性や学び合いを前提に

指導を構想する必要性を感じた」と記述して

いる。これにより、子どもたちの協働性をリ

セットさせずに、継承・活用していく指導を

大切にしていこうとする意識を高めていた。 

これらの記述は、教職員が小中間の差異を受

表 6 接 続 期 の 見 方 ・ 認 識 の 変 容  

・進度の速さと内容の難化に直面
→ついていけないのではないかと
いう不安

・小学生の反応のよさと中学生の
静けさの差
→既習事項の確認に留まる

・つまずきの原因は能力差ではな
く孤立にある
・分からないと言えないことが壁

・結果だけでなく互いに教え合う
姿の発見
・児童の背景への関心

・知識量より「分からないことを
自ら聞く行動力」重視

・未完成を「伸びしろ（成⾧のつ
ぼみ）」と捉える

・孤立の防止
・援助要請行動の評価
・学習方略の指導

・発達段階の肯定
・強みの継承（接続）
・リセットの回避

「相互乗り入れ授業」児童生徒に対する見方・意識の変容

図 ６  教 員 と Ｃ Ｓ 委 員 の 比 較 （ 合 同 行 事 で の 見 取 り ）  

ｋ  

図 6 教 職 員 と 保 護 者 ・ CS 委 員 の 見 取 り の 比 較  
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表 9 事 後 意 識 調 査 （ ク ロ ス 分 析 ）   
設問カテゴリー 具体的記述 概念化 結論（本研究の成果）
共通理解・視点
(Q1, Q4)

「振り返りの具体的な視点が
示されてあり、シートが視覚
的にも分かりやすい」
「見る視点のギャップが縮
まっている」

【共通言語の獲得】
・曖昧だった「連携」
がシートというツール
によって「可視化」、
共通のモノサシに

シート活用は、単なる
評価ツールではなく、
「教員の視座を揃える
レンズ」として機能

対話の効果
(Q2, Q6)

「実際に教職員同士で語り合
うことで、成果や課題が見え
てきた」
「中学校の授業参観を通し
て、9年間の成⾧をイメージ
できた」

【文脈の共有】
文書の引き継ぎだけで
なく、対話によって
「なぜその指導が必要
か」という背景の共有

対話は、情報の伝達手
段を超え、「9年間の
教育を創造する場」に

継続性・課題
(Q3, Q7)

「自習調整等が難しい時があ
るが、継続が必要」
「防災教室のような形で交流
することで、子どもたち同士
の仲が深まる」

【負担と効果の天秤】
業務調整の負担はある
が、それ以上に「子ど
もの変容」という効果
を実感しているため、
継続意欲が高い

連携の持続可能性は、
教職員の「多忙感・負
担感の解消」ではな
く、「教育効果の実感
（納得感・効力感）」
によって担保される

け止め、互いの役割を生かす「相互補完(機能

分化)」の意識へと質的転換を果たしているこ

とを示している。 

2)対話の質の深まりと連携システムの成立  

12月の振り返りシートや3部会リーダー会

の内容を8月からの経過とともに分析したと

ころ、教職員の関係性と連携の仕組みにも変

容が見られた。教職員の関係性に着目すると、

8月段階の対話では、小学校と中学校の指導観

や実態の違いに焦点が当たり、「差異の確認や

調整」が中心だった。しかし、実践を経る中

で次第に互いの関わりや役割が見え始め、12

月には「小学校での自己肯定感が中学校での

自律を支える」といった「連続性の確認」や

「価値の共有」へと転換していた。小中間の

差異は、「アクセル」(小学校における受容的

な土台づくり)と「ブレーキ・ハンドル」(中

学校における社会的規律の習得)などの、児童

生徒の自立に必要な連続性のある役割分担と

して再定義できる。教職員の意識は、当初の

「互いの学校を比較し、向き合う関係」から、

「9年間の子どもの成長を共に同じ方向で見

る関係」へと深化し、価値観の統合が進んだ

といえる(表7)。  

こうした意識の深まりを基盤として、キャ

リア教育の視点を軸とした振り返りシートと

対話は、単発の取組をつなぐ媒体を超え、次

の実践を方向付けるための「システム」とし

て機能し始めた。シートにより可視化された

見取りは、対話を通して共有・意味付けされ、

その結果が組織的に次の指導改善へ接続され

るという循環をつくったといえる。また、短

時間で焦点化された対話は、全教職員が同時

に集まることが難しい状況においても、連携

を前進させる有効な手立てであることが確認

された。視点の共有と、無理のない対話の仕

組みが両輪となり、持続可能な連携システム

が形成されることが示された。 

５．小中教職員の事後意識調査(分析・考察)   

実践過程で収集した「小中連携に関する事

後意識調査(12 月)」の量的・質的データを基

に、本研究の連携システムが教職員の意識や

実践にどのような変容をもたらしたのかを多

角的に分析・考察した(表 8，9）。 

(1) 共通ツールによる「認識」の可視化 

本研究が導入した共通の「振り返りシート」

は、校種を超えて児童生徒を見取るための「翻 

訳装置」として機能した。量的分析において、

「共通振り返りシートの有効性(Q5)」と「9年

間で目指す像の共通理解(Q1)」に強い相関関

係が確認されたことは、本ツールが抽象的な

教育目標を具体的な子どもの姿へと翻訳し、

認識のズレを補正したことを裏付けている。

自由記述では「共通の視点が示され、視覚的

に分かりやすい」「小中で同じ方向を見る意識

が出た」といった回答があり、キャリア教育

の視点が校種間の「共通言語」として確立さ

れたことを示していた。これにより、教員個々

が抱く「暗黙知」が、共通のモノサシを介し 

 

 

 

 

 

 

 

段階 第1段階: 7-8月【発見・驚き】 第2段階: 9-11月【省察・共鳴】 第3段階: 12月【統合・確信】
視点 [限定的]

目の前のイベントや年度
[相互的]
「相手校種」との関わり

[俯瞰的]
９年間の「キャリア発達」

キーワード 「違い・ギャップ」 「憧れ・役割」 「根と幹・連続性」
小中教員の
関係

「向き合う関係」
（対立・調整）

「混ざり合う関係」
（交流・体験）

「同じ方向を見る関係」
（協働・接続）

指導のスタ
ンス

小:「量への不安」
中:「リセット指導」

小:「主体性の発見」
中:「潜在能力の発見」

◎共通:「自律への接続」
（根を育て、枝を伸ばす）

シート記述から見る「教職員の意識変容」(7月～12月)表 ７  「 対 話 」 に 見 る 意 識 変 容    
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て「形式知」へと変換された。このプロセス

は、単発の行事評価という、点の意識を、9年

間の発達の軸で捉える、線の理解へと変え、

校種を越えた一貫性のある支援を組織的に可

能にする仕組みを構築したといえる。 

 (2) 対話による「差異」の資源化 

量的データでは、「教職員間の対話の有効性

（Q6）」の肯定的な回答が 94%、「連携の継続・

発展の必要性（Q7）」は 100％に達した。自由

記述にある、「小学校での学習規律や声掛けを

具体的に理解できた」といった声は、対話を

通じて互いの指導の背景が共有され、自校の

実践を 9 年間の発達軸の中で捉え直している

ことを示している。SCAT 分析の結果、対話は、

小中間における指導観の差異を「対立」とし

てではなく、連携を深化させるための「資源」

へと転換させる機能を果たした。これにより、

校種間の文化の差異は、9 年間の成長を支え

るための「連続性のある役割分担」として肯

定的に再定義された。本研究における対話は、

単なる情報交換を超え、互いの専門性を認め

合いながら目指す姿を統合する「協働的省察」

の役割を果たした。 

一方で、一部記述に「温度差」や「全体浸

透」への指摘も見られた。これは時間的負担

を考慮し、3 部会リーダーや接続期の学年部

に絞って対話の機会を設けたことによる副作

用とも考えられる。この評価の差は、対話が

連携の実感に直結している事実を裏付けると

ともに、適切な時期に適切なメンバーの組み

合わせによる、必要感をもった対話の場を確

保することの有効性を示唆している。 

(3) 教職員の効力感による連携の持続性 

自由記述からは「校務負担はあるが継続が

必要」「打ち上げ花火で終わらない指導が必要」

といった多忙感や形骸化への懸念も読み取れ

る。それにもかかわらず、「継続の必要性」の

肯定的回答が多い要因は、「子どもの変容が見

えることによる効力感」にあると考えられる。

「9 年間を意識した実践の増加（Q3）」が約 88%

と高評価であることからも、小中合同実践で

の見取りが日常の指導改善に結び付いている

ことがうかがえる。  

量的データは、小学校教員に比べ中学校教

員の方が、相対的に評価が低い傾向にあるが、

自由記述の質的データとクロス分析すると、

対話時間の不足等に関する課題は、「より深い

実践への意欲」の表れだとも解釈できる。「子

どもが変わった」「つながりが見えた」という

実感は、連携に対する教職員の意識を、外発

的な業務から内発的取組へと変容させ、「当事

者意識」をもたらしている。 

６．まとめ 

(1) 「ひびき合いサイクル」による循環構造 

本研究が提案した「共有化・焦点化・可視

化」のアプローチは、校種間の認識の差異を

可視化し、それを相互理解と指導改善につな

げる有効な手段といえる。ここで、実践を通

じて見出された循環構造を整理し、「ひびき合

いサイクル」と定義する(図 8)。 

①「見取り」の可視化 :  子どもの具体的な姿

を共通の枠組み（ 4 つの力）で記述するこ

とで、校種固有の評価観を顕在化させる。 

②「省察」による焦点化 :  シート記述を基に、

小中それぞれの視点を相互に提示し、着目

点の差異を明らかにする。  

③「対話」による共有化 :  違いの背景や意味

を共有し、単なる理解を超えて指導の再構

成を図る。  

④「実践」による焦点化 :  対話で得られた視

点を、具体的なねらいをもった日常的な活

動や取組の改善へと反映させる。  

この実践での子どもの変容を見取ることで、

循環が更新されていく。本サイクルの特徴は、

図 8 「 ひ び き 合 い サ イ ク ル 」 の 循 環 構 造  
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新たな業務負担を課すことではなく、既存の

実践に「視点」と「枠組み」を組み込む点に

ある。これにより、多忙な現場においても持

続可能なシステムとしての運用が可能となる

と考える。 

(2)本研究の結論 

本研究は、制度や行事の整備に焦点を当て

てきた従来の小中連携研究とは異なり、教職

員の見取りの可視化と対話を通した認識変容

プロセスに着目し、連携を更新し続ける学習

システムとして構造化した点に独自性がある。

実践を通じ、キャリア教育を共通言語とし、

シートと対話を連動させた「共有化・焦点化・

可視化」のアプローチが、教職員に 9 年間を

見通す当事者意識を促し、実効性の高い連携

システムとして機能していた。特に、小中教

職員間の文化や指導観の差異は、「解消すべき

課題」ではなく、子どもの発達を支えるため

に必要な連続性のある役割分担であり、 その

意義を共通認識することで連携促進の資源と

なり得ることが確認された。共通ツールの活

用は個人の感覚を共通の言語に変える「翻訳

装置」となり、対話のプロセスは小中の教育

観の違いを「資源」へと転換させた。小中連

携を固定的な制度としてではなく、教職員が

学び合いながら更新し続ける「学習するシス

テム」として捉え直すことで、教職員自身が

連携の成果を実感する「納得解」が、システ

ムの持続可能性を支える源泉であるといえる。 

(3) 今後の課題と展望 

今後の課題は、システムをより持続可能な

ものにするため、「ひびき合いサイクル」を組

織的に定着させることである。特定の担当者

に依存することなく、既存の取組を「質の深

化」によって洗練させ、学校全体で循環を回

す体制づくりが求められる。本研究の知見に

基づき、今後の展望として以下の三点を推進

したい。  

①取組の精選と最適化：活動内容を精査し、

シー ト の 活 用 と 対 話 の機 会 を 軸に シ ステ

ムのスリム化を図ることで、多忙な現場で

の運用性を高める。  

②分離型校舎での検証：施設一体型という特

性を超え、物理的距離がある環境下におけ

るシステムの有効性と汎用性を検証する。 

③地域への拡張：キャリア教育の視点を保護

者や地域住民とも共有することで、共に子

どもを育てる「チーム学校」としての連携

体制を強化する。  

対象校のキーワードである「つぼみ・ひび

き・ひらく」は、児童生徒の成長プロセスを

象徴すると同時に、異なる背景を持つ教員同

士（つぼみ）が互いの音を聴き合い（ひびき）、

新たなハーモニーを創造する(ひらく)姿その

ものといえる。本研究で構築したシステムが、

教職員の納得感と効力感を醸成し、子どもた

ちの 9 年間の歩みを支える「違いを尊重し、

資源に変える」組織文化の土壌となることを

願い、今後も実践的探究を継続していきたい。 

【引用・参考文献】 

茂戸藤  恵 (2010)「キャリア教育を推進する小

中連携の考察  －小中教員の協働プロセスの

検討－ 」リクルートワークス研究所 

中央教育審議会初等中等教育分科会(2012) 

「小中連携、一貫教育に関する主な意見等の

整理」学校段階間の連携・接続等に関する作

業部会 

文部科学省(2016)「小中一貫した教育課程の  

編成・実施に関する手引」 

国立教育政策研究所(2019)「市町村の教育施策

としての小中一貫教育に関する研究」 

米田  一也(2020)「子どもの実態に基づいた小

中一貫教育の推進に関する研究  －スタート

期 に お け る 教 職 員 組 織 の 考 察 と 手 が か り と

して－」静岡大学大学院教育学研究科教育実

践高度化専攻成果報告書抄録集,10,43-48. 

三垣  優子・山本  木ノ実(2024)「特別支援教育

の 視 点 に お け る 小 中 連 携 の 効 果 的 な 方 略 －

実践につながる支援の共有のあり方－」日本

教職大学院協会ジャーナル,1,31‒48 
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子どもが作成する個別の避難計画を活用した防災教育の展開 

ー聴覚支援学校における場面設定に基づく避難行動の具体化から家庭への接続へー 

 

学校マネジメントコース ２５２５３０２   

煙山 明美   

 

１.問題と目的 

我が国は自然災害が頻発し，学校には児童生徒が自ら判断し主体的に行動する力を育

む防災教育が求められる。聴覚障害者は音声情報が届きにくく，情報取得の困難から孤立

の恐れがある。災害対策基本法改正(2021)により「個別避難計画」作成が努力義務化さ

れ推進される一方，学校では生徒自身が避難行動を言語化し，家庭と共有する実践は乏し

い。本研究は，①生徒の防災意識や制度理解等の実態把握，②意思決定シミュレーション

に基づく「私の避難計画」作成と家庭共有を通した，支援要請の言語化（セルフアドボカ

シー）の効果と課題の検討を目的とする。 

２.研究内容と結果 

研究Ⅰでは，東北地区聴覚支援学校の中学部・高等部生徒 62 名に Web 質問紙を実施し，

43 名から回答を得た。防災への関心は 56%，災害時の音声情報取得への不安は 58%であっ

た。家庭で防災を「話し合った」は 44%，「していない」は 56%で，未実施の理由は「方

法が分からない」が最多であった。災害への事前の備え 10 項目の必要性の認識（重要度）

と実施状況（実行度）を比較した結果，全項目で実行度が重要度を有意に下回った。避難

行動要支援者制度は，名簿登録「している」が 2%，「分からない」が 54%，個別避難計画

も「分からない」が 67%と制度の認知不足が明らかになった。 

研究Ⅱでは，A 聴覚支援学校高等部生徒 6 名に自立活動の授業実践を行い，意思決定の

葛藤と言語化を通して「私の避難計画」を作成・更新し，家庭で共有した。計画の「配

慮・要望事項」の記述内容として，筆談や SOSカード等の依頼表現へ具体化した例が確認

された。生徒アンケートでは「参考になった」が大半を占め，連絡・合流や情報取得への

意識の高まりが示唆された。保護者・職員からは計画内容を確認する契機となったことが

挙げられた一方，家庭での「対話」へ確実につなぐ手立ての必要性が示された。 

３.研究のまとめ（次年度への提案） 

聴覚障害のある生徒は防災への関心や不安を抱えつつ，具体的な備えや制度理解が十

分でなく，家庭内対話の不足も課題であった。意思決定シミュレーションと「私の避難計

画」は，判断過程を可視化し，支援要請の言語化を促す点で有効であり，セルフアドボカ

シー向上の一助となり得る。 

次年度は，①情報取得・支援要請等を目的別訓練と関連付け，「私の避難計画」の更

新を位置付ける，②保護者面談や個別の教育支援計画において「避難先」「配慮・支援要

請」を確認し，家庭での対話につなげる，③小学部・中学部向けに選択式の様式を整備し，

「私の避難計画」作成への本人参加を推進する，④避難行動要支援者制度を周知し意向確

認の上，「私の避難計画」を用いた家庭での話し合いを促し，自治体の個別避難計画へ接

続することを提案する。 
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調査結果の概要　

家族との
連絡方法

外出時の
行動

配慮カード
の携帯

図3 重要度➖実行度の差(一部抜粋)
重要 重要 重要実行 実行 実行

Gap:1.2 Gap:1.0 Gap:1.0

授業実践の流れ
１.判断に迷う災害場面を提示
 2.行動と理由を言語化・共有
 3.「私の避難計画」に反映

生徒の防災意識と行動の実態把握と，意思決定シミュレーションを取り入れた授業実践を通して，『私の避難計画』を
核とした防災教育の可能性を検討する。

防災教育に求められる力

（文部科学省 2022年）

主体的行動   

意思決定   

家庭連携   

聴覚障害のある生徒の困難さ 

情報を尋ねること
をためらう   

音声情報が届き
にくい

災害対策基本法改正(2021)

障害者の死亡率が
高い(NHK,2011）

個別避難計画の作
成（努力義務化）

教師・保護者の理解

生徒の様子

研究Ⅰの課題　 研究Ⅱの具体化　

位置付け
・生徒の自己理解を深めるツール
・行動を具体化する学習成果物
・家庭での対話を促すツール

今後の展望①

 ①面談・個別の教育支援計画で確認し，
　家庭での防災の見直しと対話を促す。
 ②シミュレーションで言語化した内容を
　目的別訓練で試し，「私の避難計画」
　を更新する。
 ③「持ち物」「配慮事項」に絞った選択
　式（写真・イラスト）の様式を整備し
　て本人参加を推進する。

今後の展望②

 自治体・制度へ接続
・本人同意の上で個別避難計画に参画で
　きるよう，制度周知→面談で意向確認
　→接続（家庭・自治体）を推進する。

58%

42%

56%

44%

図1 災害時の音声情報　
　　取得に対する不安
        (n=43)
・とても不安14%
・不安44%

58% 56%
図2 家庭での
　 話し合い(n=43)
ある44%   ない56%

学校
家庭（本人・保護者）
「私の避難計画」

自治体
（個別避難計画）

作成・更新

接  続

防災への関心は比較的高い一方で，
災害時の情報取得に不安を抱く生
徒が多かった。
また，家庭での話し合いは十分とは
いえず，事前の備えは全項目で実行
度が重要度を有意に下回った。

「私の避難計画」
生徒が主体的に作成する

自分自身の避難行動を整理した計画

・避難行動・支援要請の具体化
・支援を求める意識の高まり

・生徒の不安や必要な支援の把握
 ・計画を通した共通理解の形成

研究Ⅰ：聴覚支援学校在籍生徒の
　　　    意識調査

２ 研究内容および結果

子どもが作成する個別の避難計画を活用した防災教育の展開
ー聴覚支援学校における場面設定に基づく避難行動の具体化から家庭への接続へー

１ 問題と目的

研究Ⅱ：授業実践
□対象：A聴覚支援学校高等部（6名）
□方法：意思決定シミュレーションを
　　　　取り入れた防災学習

３ 課題・今後の展望

□対象：東北地区聴覚支援学校
　　　　（中学部・高等部）62名
□方法：Webアンケート方式

課　題

 ①家庭との共有・対話
　が継続しにくい。
 ②実際の避難行動とし
　て定着しているか未検
　証である。
 ③小学部・中学部を含
　めた全体への展開が未
　整備である。

情報遮断 遠慮

「筆談をしてもらえると助かります」
「耳が聞こえません」

（松﨑・芳賀,2016）



子どもが作成する個別の避難計画を活用した防災教育の展開  

― 聴覚 支援 学校 にお ける 場面 設定 に基 づく避 難行 動の 具体 化か ら家 庭へ の接 続へ ―  

 

学 校マ ネジ メン トコ ース  ２ ５２ ５３ ０２    

煙 山  明美    

 

１．問題と目的 

我 が 国 は 自 然 災 害 が 頻 発 し ， 文 部 科 学 省

「第3次学校安全の推進に関する計画」では，

自ら適切に判断し主体的に行動する態度の育

成の理念のもと，防災教育は，災害理解に加

え，思考・判断に基づく意思決定と行動選択，

日常的な備え，家庭・地域と連携した実践の

重要性が示されている。  

東日本大震災では，障害者の死亡率が全住

民 の 約 2 倍 に 達 し た こ と が 報 告 さ れ て い る

（ N HK「福祉ネットワーク」取材班 2 01 1）。

特に聴覚障害者は，音声情報による避難誘導

や警報が届かないという困難を抱えている。

松﨑（ 20 1 3）は，自然災害による直接的な被

害だけでなく，平時からの情報アクセスに関

する制度や体制の不備を指摘している。また，

松﨑・芳賀（ 2 0 16）は，周囲への遠慮から，

情報を獲得できないまま不安な時間を過ごし

たり，適切な避難行動に移れなかったりする

事態が生じ得ることを報告している。そのた

め，混乱した状況下でも，自らの障害や必要

な配慮を周囲に伝え，支援を求めるセルフア

ドボカシーの視点が不可欠である。  

こうした教訓から，国は， 20 2 1年 5月，災

害対策基本法を改正し，自ら避難することが

困難な避難行動要支援者に対し，誰が支援し，

どこへ避難するかを定めた「個別避難計画」

の作成を市町村の努力義務とした。この計画

は，実効性のある避難支援を実現するため有

効な手段であると考えられる。しかし，聴覚

支援学校において，児童生徒自身が作成に関

与し，活用した実践はほとんど見当たらない。  

そ こ で ， 本 研 究 は ， ① 聴 覚 支 援 学 校 中 学

部・高等部生徒の防災意識や家庭での話し合

い等の現状を把握する，②意思決定シミュレ

ーションを通して生徒自身の避難計画（以下，

「私の避難計画」）の作成を行い，セルフア

ドボカシーに基づく避難行動の具体化を図る，

③作成した計画を家庭へ接続し，共有・見直

しの機会を設定する。これらのことに取り組

み，成果と課題を検討することを目的とする。  

なお，本研究の「私の避難計画」は，生徒

が作成する避難計画を指し，自治体の個別避

難計画とは区別する。  

 

２．研究Ⅰ   

(１ )目的 

生徒を対象としたアンケートから，防災に

関する意識や実践状況，家庭での話し合いの

状況等を把握し，課題を明らかにする。  

(２ )調査対象 

東 北 地 区 聴 覚 支 援 学 校 の 中 学 部 ・ 高 等 部

（中学校・高等学校に準ずる教育課程）に在

籍する生徒 6 2 人。  

(３ )期間・調査方法   

20 2 5 年 7 月 14 日から同年 10 月 6 日にか

けて， W e b アンケート方式により実施。  

(４ )調査内容   

質問紙は，須藤（ 2 02 1）による聴覚障害者

の防災意識に関する調査を参考に作成した。

構成は，①基礎情報，②災害への関心と意識，

③家族・地域との連携，④災害への備え，⑤

関連制度の理解，⑥自由記述の 6 領域，計 2 9

問である。防災意識の定量的な評価に加え，

自由記述欄を設けて当事者の具体的な意見を

収集できるよう構成した。  

(５ )分析方法   

①～③，⑤の 4 領域は単純集計とした。  
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「④災害への備え」の 1 0 項目は，「重要度

（どの程度重要であると思うか）」と「実行

度（どの程度実行できているか）」の 2 つの

観点から回答を求めた。回答は 4 件法（ 1〜 4

点）で数値化し，項目ごとに重要度と実行度

の平均値を「対応のある t 検定」を用いて比

較した。自由記述は， KJ 法に準じた手続きに

より，各記述をラベリングした上で内容の類

似性に基づいてグルーピングし，カテゴリ名

を付して整理した。  

(６ )倫理的配慮について 

筆者が在学する大学の研究倫理審査委員会

の承認（令和 7 年 6 月，第 7 -1 3 号）を得た。

研究の趣旨や内容，データの取扱いについて

対象者が所属する学校の校長から同意を得た。

対象者にはこれらの内容に加え，調査協力の

任意性と撤回の自由，途中辞退の内容につい

て文書で説明し，回答をもって同意を得たも

のとした。  

(７ )調査結果 

回答は 43 人から得られ（回収率  69 . 4%），

全て有効回答であった。  

１ )防災意識の現状 

防災への関心は，「とてもある」 7%，「あ

る」 4 9 %だった（図 1）。音声情報の不安は，

「とても不安である」 1 4 %，「不安である」

44 %であった（図 2）。  

２ )家庭での話し合いの実施状況 

家族と防災について「話し合ったことがあ

る」 1 9 人，「話し合ったことがない」 2 4 人

であった。内容は避難方法・避難場所，家族

との連絡手段などであり（図 3），話し合わ

ない理由には「方法が分からない」「十分に

話し合っている」「面倒だから」などが挙げ

られた（図 4）。  

３ )「重要度」と「実行度」 

 具体的な行動が伴っているかを検証するた

め，災害への備えに関する 1 0 項目の「重要度」

と「実行度」の平均値を比較した（表１）。

対応のある t 検定の結果， 10 項目すべてにお

いて重要度が実行度を有意に上回った。また，

平均値差（重要度－実行度）が 1 .0 以上の大

きかった項目は，「家族同士で災害時の連絡

方法や落ち合う場所」，「緊急時の配慮を書

いたヘルプカード」，「外出時に災害にあっ

た場合の行動」などであった。  

４ )避難行動要支援者制度について  

①避難行動要支援者名簿の登録状況 

生徒に避難行動要支援者名簿への登録状況

を尋ねた結果が図 5 である。  

図４  話し合わない理由（n = 2 4）  

 

とてもある
7%

ある
49%どちらともいえない

26%

あまりない
16%

ない
2%

図１  防災への関心の程度 ( n = 43 )  

とても不安である
14%

不安である
44%

どちらともいえない
14%

あまり不安ではない
21%

不安ではない
7%

図２  災害時の音声情報取得に対する不安 (n = 4 3 )  

( n = 4 3 )  

 

図３  話し合った内容  （n = 1 9）  
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「登録している」 2 %，「登録していない」

44 %，「分からない」 54 %であった。  

「登録していない」理由として「知らなか

った」 11 人，「登録窓口が分からなかった」 6

人，「知っているが必要ない」 2 人であった  

（図 6）。  

②個別避難計画の作成状況 

 個別避難計画の作成状況は「作成していな

い」 3 3%，「分からない」 6 7%であった。未作

成の理由は「知らなかった」 1 0 人，「どこで

作成するか分からなかった」 3 人，「必要だ

と思うが，まだ作成していない」 2 人，「知

っているが，必要ない」 2 人であった（図 7）。  

(８ )考察 

生徒の防災への関心や災害時の情報取得 の

不安は半数を超え，聴覚障害者の高い危機感

を指摘した須藤（ 2 0 2 1）と整合した。一方，

備えの実行度は重要度を有意に下回り，具体

的な行動化の課題が明らかとなった。家庭で

の話し合いも「方法が分からない」ため過半

数が未実施であった。話題や進め方等の共有

不足が要因と考えられる。 さらに，要支援者

名簿や個別避難計画の認知不足も判明した。  

松﨑（ 20 1 3）が指摘するように，発災直後

は公的支援の限界があるため，家族や近隣住

民との連携は不可欠である。しかし，平時の

周囲との関わり不足は，松﨑・芳賀（2 0 1 6）

が指摘するように，周囲への遠慮といった心

理的要因から，必要な情報を得られず孤立す

登録している
2%

登録して

いない
44%

分からない
54%

図５  避難行動要支援者名簿の登録
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図６  未登録の理由 ( n = 1 9 )  

図７  未作成の理由 ( n =1 7 )  
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る恐れがある。そのため，心理的障壁を下げ

る依頼表現や家族間での共有事項を具体的に  

指導・支援していく必要がある。    

これら，災害に関する社会の制度や情報取

得の困難さに対して，避難計画を生徒自身が

作成する重要性や，この計画を家庭と共有・

確認する実践が必要であると考え，以下，研

究Ⅱを構想した。  

 

３．研究Ⅱ 

A 聴覚支援学校高等部において自立活動の

授業実践「災害の備えと『私の避難計画』づ

くり」を実施した。授業実践の授業者は B 教

諭， C 教諭であり，筆者は，単元計画・指導

案作成の協議，教材準備，実施状況の観察，

事後アンケートの実施・分析を行った。  

(１ )教材「私の避難計画」について  

「私の避難計画」は，各自治体の避難計画を

参考に本研究において作成したワークシート

である。これは，意思決定シミュレーション

を踏まえて生徒が避難行動を具体化し，聴覚

障害に必要な配慮や備え（情報・連絡・持ち

物等）を整理するためのもので，緊急時に周

囲へ支援を求めるセルフアドボカシーの視点

を可視化するツールとしても位置付けた。ま

た，家庭への持ち帰りを通して家庭の実情に

即した検討を促すこともねらいとした。主な

項目は，表 2 の通りである。  

 

(２ )授業実践の概要 

１ )対象  

A 聴覚支援学校高等部 1〜 3 年生の計 6 人。  

 

２ )実施時期・授業時数 

20 2 5 年 1 1 月〜 1 2 月， 3 回の授業を実施。  

３ )学習の構成と計画 

学習活動は，①具体的場面に基づく避難行

動の検討，②判断根拠を言語化・共有する意

思決定シミュレーション，③外部講師の講話

で構成した。第 3 次は，講話を参考に発災から

避難所までをフェーズとして捉え，各段階の

行動や備えを検討して「私の避難計画」を整

理した（表 3）。  

４ )家庭への接続   

生徒が作成した「私の避難計画」は家庭へ

持ち帰り，計画を確認・相談する機会を設け，

実情に即した加筆・修正を促した。  

５ )倫理的配慮について 

 筆者が在学する大学の研究倫理審査委員会

の承認（令和 7 年 6 月，第 7 -1 3 号）を得た。

研究の趣旨や内容，データの取扱いについて

対象者が所属する学校の校長から同意を得た

のち，担任を通して，生徒・家庭に協力を依

頼し，同意が得られたうえで研究を進めた。  

(３ )各学習活動における生徒の様子 

表 4 に学習活動での生徒の発言を示した。  

①第 1 次：火災場面 

同級生の負傷に対して「付き添い」と「先

に逃げて大人を呼ぶ」で判断が分かれた。暴

風雨下の避難では，移動リスクよる「留まる」

と延焼への不安による「避難」に分かれ葛藤

する様子が見られた。  

②第 2 次：地震発生時 

帰宅や家庭への連絡を模索する一方，通信

障害や公衆電話の利用の困難さが挙がった。

議論を通し，安全を最優先する判断，事前の

家族会議（連絡・合流方法）の重要性が確認

された。  

③第 3 次：講話を手掛かりにした行動検討 

情報入手（駅員・周囲へ確認），配慮要請  

（筆談， SO S カード），周囲との連携（障害  

の伝達，作業分担），事前の備え等，障害特  

性を踏まえた具体的行動が示された。  

表２  「私の避難計画」の主な項目  

基本情報  氏名，生年月日，住所等   

ハザードマップ   洪水，土砂災害，〔津波等〕  

避難先  場所，移動方法（時間）  

配慮・要望    避難時，避難先での配慮  

備え・持ち物  
補聴器・人工内耳，充電器，筆談

用具等   

情報入手手段  
市町村ホームページ，防災メール，

テレビ（ d ボタン）等   
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表４ 生徒の様子 

表３ 学習計画 

主な学習活動 

第１次：火災を想定した避難訓練後 40 分「火災場面」 
①避難中，同級生が足首を捻り歩けない。友達への付き添 
いの判断。 
②暴風雨の夜。「火災発生，延焼の恐れ」の避難指示。避難 
所への避難の判断。 

第 2 次：50 分「地震発生時」 
外出時に駅で地震。停電で信号機は止まり渋滞。スマホの
バッテリーは残り５％。家族への連絡判断。 

第 3 次：50 分「講話を手掛かりにした行動検討」 
・防災アドバイザーの講話（災害発生時から避難場所まで 
の避難行動について）。 
・講話に基づく各フェーズの行動検討。 
①駅構内で地震。駅員の指示が出て周囲は一斉に動き出し 
た時の対応。 
②避難場所は多くの人で混乱。避難場所のルールが決まり 
始めていた時の対応。 

生徒 発言（原文抜粋，(   )内は一部加筆） 

第 1 次 

S1 
・友達を助けたいと思ったから，付き添う。 
・燃え広がるから逃げる。 

S2 

・迷うけど，見捨てられないという気持ちが強く出て 
しまうと思う。 

・家から避難所まで遠いことも考えられる。火事が発 
生した家を確認し，様子を見つつ避難するか考える。 

S3 

・一人で助けるよりは，大人の人を呼んだ方が早く確
実に助けられる確率が高いから，先に逃げる。消防
士さんに友達の居場所と状態を伝えて救助をお願い
すれば確実だ。 

・雨が降っていれば火が広がりにくそうだし，様子を
見て，必要だったら避難する。でも，風で火が広が
りやすくなると聞いたことがあるから，迷っている。 

S4 

・先に安全な場所に逃げて大人に伝えるべき。一人で
助けるより，複数人で助ける方が安全だ。状況を見
て助けられる可能性が高いなら助けたい。 

・風で火が広がるかも，雨で火が消えるかもと考えて
悩むよりは避難する。命を最優先する。 

S5 

・自分もゆっくり移動したら煙に巻き込まれるから先
に行って大人に助けてもらう。 

・暴風雨の中，避難するのはリスクが高い。雨で火も
広がりづらいと思うし，家にいた方が安全。でも，
風が強いと燃え移りやすいから心配だ。 

S6 

・二人とも危険に巻き込まれてしまうので，先に逃げ
て先生を呼ぶべき。 

・状況によるが，暴風雨はかなり危険かもしれないが，
火が来るまで待つと逃げ遅れる可能性がある。しっ
かり暴風雨対策をして気を付けながら避難所に行
く。 

第２次 グループ：A(S1,S2,S5)，B(S3,S4,S6) 

S1 ・家族に連絡はせず，歩いて帰る。 
・早く帰った方が，家族は安心するから。 

S2 

・家族に心配かけたくないから連絡する。 
・(S１へ）地面が割れて落ちてしまうかもしれない。 
・Wi-Fi をつかまえられるといいけど。 
・（ネット以外の手段）駅員さんにお願いしてみる。 
・公衆電話で連絡する。連絡先はスマホに入っている。 
・モバイルバッテリーがあっても，充電がもつか心配。 

S5 

・連絡する。でも，ネットが繋がらそう。できないと
心配させるから連絡したい。 

・(S１へ）安全ならいいけど。余震があるよ。大きい
地震の後に小さい地震が起きるかもしれないよ。 

・モバイルバッテリーがあればいい。 
・ネットが混雑して使えないかも，充電が消えてしま
うかもしれない。 

・公衆電話を使おうとしても親のスマホが充電切れだ
ったら。 

・事前に親と避難場所や緊急時の連絡手段を相談する
ことが大事。 

S3 

・渋滞もしているから親に迎えに来てもらうのは申し
訳ない。連絡がつけばお互いが安心だと思う。でも，
家族の状況を聞くほどの余裕はない。 

・モバイルバッテリーがあってもネットが繋がらない
可能性が高い。 

・公衆電話は混み合っているかもしれない。使い方が
分からないし，親の電話番号も覚えていないし，ノ
ーマネーかもしれない。そもそも聞こえにくいから
うまく話せる自信がない。 
・親への連絡は後回しでいいかもしれない。 

S4 

・先にバッテリーがなくなって連絡できなくなるより
連絡した方がいい。 
・モバイルバッテリーを持っているといい。 
・公衆電話は，混んでいたら使えない。小銭も必要。 
・家族が連絡を取れない状況かもしれない。 

S6 

・自分の命を最優先すべき，迎えに来なくていいと連
絡する。 

・５％しかないので充電が切れ，連絡ができなくなる
可能性が高い。通じない時，どうしたらいいか。 
・新しい情報を得られなくなるかも。 
・安全な場所に移動した方がいい。 
・状況に合わせて行動して，連絡はその後でもいい。 

第３次 

S1 ・(情報は）駅員さんにきく。 
・（正しい情報を得るために）先生や家族の話をきく。 

S2 

・(情報は）周りの人にきく。 
・(周りとつながるために）状況を確認する。 
・自分は声が聞こえにくいので，話すときはゆっくり
大きく話してもらうようにお願いしたい。 

S３ 

・(情報は）私も S6 さんと同じで他の人にどんな状況
かきく。 

・配慮してほしいことは，大きめの声で話してもらう
こと，それが難しいときは筆談をしてほしいので，
メモ帳を持っておく。 

S4 

・(情報は）駅員にききます。 
・筆談してもらいたい。 
・(正しい情報を得るために）怖がらずにすぐに周り   
にきくこと。 

・(つながるために）耳が聞こえにくいことを周りに
伝える。 

・(備え）避難場所を確認しておく。 

S5 

・(情報を）近くの人に何があったかきく。使えたら
スマホで調べる。 
・(周りとつながるために）落ち着いてパニックにな
らないようにする近くの人とつながる。 

・今起こっていることをできるだけゆっくり，分かる
ように教えてほしい。 

S6 

・(情報のとり方）近くにいる人に自分の耳の障害の
ことを伝えた上でどんな情報か教えてもう。他の人
に（私が）伝える場合もあると思う。 

・口形の読み取りは難しいので，筆談してもらうとは
っきり情報が分かる。筆談が難しいときは SOS カー
ドを使ってもらおうと思う。 
・(つながるために）情報を得て，正しい情報を自分
から共有する。軽い作業を分担する。 
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(４ )生徒の「私の避難計画」記述の結果  

１）配慮・要望事項 

 「配慮・要望事項」は，空欄や「特になし」

の記述があった一方，学習後には具体的な要

望を記述する生徒がいた。例えば「特になし」

から「聞こえないので大きな声で話してもら

えると分かりやすくて助かります。または，

筆談をしてくれると嬉しいです。」と記述が

あった。また， S O S カードや音声情報の文字

化，聴覚障害の周知に関する記述も見られた。  

２）情報取得・連絡手段 

防災メール，市町村ホームページ，市町村

LI N E，テレビ（ d ボタン）等が選択されてい

た。一方で，いずれの項目にもチェックがな

い生徒もいた。  

３）避難先・合流 

対象生徒 6 人はいずれも，自宅付近の避難

場所・避難所を記名していた。  

４）持ち出し・備え 

補聴器・人工内耳，補聴機器の電池，充電

器，モバイルバッテリー，携帯電話，障害者

手帳等を選択していた。一方で，服薬，筆記

用具， L E D ライト，笛・ブザー等は選択の有

無にばらつきがあった。また，非常食や水，

救急箱等を追記した生徒がいた。  

(５ )授業後のアンケート 

１）生徒アンケート（回答者 5 人） 

①授業の学び 

「授業が参考になったか」では，「そう思  

う」・「ややそう思う」 4 人，「あまりそう思

わない」 1 人，未回答が 1 人だった。  

②事前の備えと災害時の行動 

事前の備えは，「非常用品」，「連絡・合

流の決定」を 4 人。災害時の行動も「周囲に

状況を尋ねる」を 4 人が挙げていた (図 8 )。  

③「私の避難計画」の家族との使い方 

 生徒は，「避難場所や持ち物のチェック」  

「 冷 蔵 庫 に 貼 る 」 な ど の 確 認 ・ 常 時 参 照 や

「曖昧になった時の行動再確認」，「連絡先  

の決定」としての使い方を挙げていた。  

④防災学習で学びたいこと 

 防災学習で学びたいこととして，建物倒壊

や溺れる場面など「多様な場面での判断」や，

「避難所での生活・自助共助」，「体験的学

習（炊き出し等）」が挙げられた。  

２）保護者アンケート（回答者 6 人） 

①家庭での確認・対話の様子 

「私の避難計画」を見ての話し合い状況は，

「一緒に確認したが話し合いはしていない」 3

人，「一緒に確認し，話し合った」 2 人，「一

人で確認した」 1 人であった。  

②「私の避難計画」を通しての変化  

「私の避難計画」によって，「避難行動や

配 慮 が 以 前 よ り イ メ ー ジ で き る よ う に な っ

た」，「家族で確認・準備したいこと（連絡

方 法 ・ 集 合 場 所 な ど ） が は っ き り し た 」 ，

「自治体や学校に相談したいことが見えてき

た」とそれぞれ 2 人が回答した。また，「備

えたい物品，支援に気付いた」に 1 人が回答

していた（図 9）。  

③今後の要望（自由記述） 

1 人から「下校時など学校外の場面も想定し，  

3

3

3

4

0人 1人 2人 3人 4人 5人

避難所・経路確認

走る人を追わない

合流場所で待つ

情報を取りに行く

1

3

3

4

4

0人 1人 2人 3人 4人 5人

配慮事項メモ携行

避難場所の確認

緊急連絡カード携行

連絡・合流の決定

非常用品（バッテリー等）

図８  事前の備えと災害時の行動（ n = 5）  

 

1

2

2

2

0人 1人 2人 3人 4人 5人

備えたい物品・支援

自治体や学校への相談

家族で確認・準備すること

子どもの避難行動や配慮

図９  「私の避難計画」を通しての変化 ( n = 5 )  
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相談・避難できる場所やポイントに関する情

報があると助かる」と要望があった。  

３）職員アンケート（回答者 6 人） 

①生徒の学びの変化 

 生徒の災害時の行動の見通しが高まったと

思うかについては，「ある程度思う」 5 人，

「思う」 1 人であった。  

②「私の避難計画」による実態把握  

 「私の避難計画」の作成過程で，生徒の理

解や不安の実態を把握しやすくなるかの問い

に，「思う」 2 人，「ある程度思う」 4 人であ

った。  

③保護者との対話の可能性 

家庭との対話につながる可能性は，「思う」

2 人，「ある程度思う」 2 人，「どちらともい

えない」 2 人であった。  

④教材としての有効性と根拠 

「私の避難計画」の有効性は，「思う」 3 人，

「ある程度思う」 3 人であり，居住地や家庭

環境の違いを踏まえて防災を自分事として捉

えられる点が理由として挙げられた（表 5）。  

 

⑤継続に向けた改善点 

 継続に向けた改善点には，保護者の参加，

避難訓練と連動させることなどが挙げられた  

（表 6）。  

 

⑥今後加えたい学習内容 

 今後の学習として，聴覚障害者の体験談の  

活用，家族との話し合いを踏まえた学習など

の取組が挙げられた（表 7）。  

 

 (６ )考察 

本実践では，生徒が避難行動の判断に迷い，

揺れ動く過程を重視した。表 4 に示した通り，

生徒は暴風雨下の移動リスクと延焼・逃げ遅

れへの不安，家族へ連絡したい思いと災害時

の通信困難等，相反する条件の中で考えや判

断の理由を述べ合っていた。これらの活動は，

葛藤を可視化し，判断の観点（安全確保，情

報取得，連絡手段等）を共有する契機となっ

たと考えられる。また，「私の避難計画」に

は，障害特性を踏まえた支援の依頼に関する

記述が見られ，セルフアドボカシー向上の一

助となった。授業後のアンケートでも，連絡

方法や情報入手手段等への意識の向上が確認

された。  

保護者・職員のアンケートより，計画の持

ち帰りが家庭での確認・対話の契機となり得

ること，教員にとっては生徒の理解状況や不

安の把握に役立つことが示唆された。一方で，

家庭との対話につながる可能性は回答が分か

れ，家庭での「対話」へ確実につなげるため

の手立て（確認の観点提示，面談での取り上

げ等）の検討が必要である。  

以上より，本実践は，生徒が自身の避難行

動を主体的に考え，周囲と共有するための足

掛かりを築く点で一定の成果が得られた。た

だし，対象数や期間の制約から，記述内容が

実際の行動に直結するかまでは検証できてい

ない。今後は，計画の更新を見通した継続的

な学習機会の確保，家庭における実践と見直

しが継続的に行われる仕組みづくり，および

検証方法の検討が課題である。  

表５  「私の避難計画」の有効性 (自由記述 )  

・居住地や家庭環境が異なるため，防災を自分事

として捉えるのに役立つ。  

・分からない，書けないが学びの契機になる。  

・どんなことが分かり，何が分からないかを知る

手立てになる。また，防災のために知っておくべ

き情報を知るためにも有効だと思う。  

表６  継続に向けた改善 (自由記述 )  

・家庭での取り組みにつなげるためには，保護者

にも参加してもらうのが望ましいように思う。  

・具体的な状況を設定するために避難訓練とリン

クできるとイメージしやすかった。  

・授業の中で，生徒同士が話し合ったり，講義の

感想や質問などをその場で伝えあったりする時間

を設けることができれば，防災意識がさらに高ま

り，「私の避難計画」にも生かされると感じた。  

表７  今後の学習活動について  (自由記述 )  

・災害時の聴覚障害者の体験談をきく。  

・家族と話して確認したことや，家族もどう行動

すべきだと思ったか等を取り上げる学習。  

・今回の指導と合わせて，自分たちができる備え

を考え，行動に移す取り組み。ハザードマップの

活用や様々な場面の対応方法。  
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４．総合考察 

研究Ⅰでは，生徒の防災への関心および災

害情報取得の不安は，先行研究（須藤， 2 0 21）

と整合する一方で，備えの実行度が重要度を

有意に下回り，意識と行動の乖離が確認され

た。また，家庭での話し合いが未実施である

理由は「方法が分からない」が最多で，対話

を促す工夫の必要性が示唆された。さらに，

要支援者名簿や個別避難計画等の制度も「分

からない」とする回答が多く，制度認知に課

題が残った。  

そこで，研究Ⅱでは意思決定シミュレーシ

ョンによる判断の言語化と「私の避難計画」

を介した家庭への接続を図った。その結果，

意思決定の過程を可視化し話し合う活動は，

判断過程の整理につながり，「配慮・要望事

項」の記述が具体化した。また，計画を家庭

に持ち帰り確認することは家庭内での話し合

いの契機となり，生徒の不安や必要な配慮を

保護者・教員間で共有する機会になり得る。

さらに，「筆談」等の具体的な依頼表現への

変容はセルフアドボカシーの具体化として捉

えられ，松﨑ら（ 2 01 3 , 20 1 6）が指摘する発

災直後の孤立や支援要請の躊躇に対し，心理

的障壁を軽減する手立てとなり得る。  

一方で，災害時の行動として定着するか，

公的支援制度への接続が進むかは課題が残る。

今後は，シミュレーションでの言語化を目的

別訓練（情報取得・連絡・支援要請）と関連

付け，「私の避難計画」の更新につなげる。

家庭との連携は，保護者面談・個別の教育支

援計画に「避難先」「配慮・支援要請」等の

確認項目を位置付け，家庭内での備えの見直

しと対話につなげる。また，小学部・中学部

への展開に向け，本人が参加できるよう「持

ち物」「配慮事項」に絞った選択式（イラス

ト・写真等）を整備する。さらに，制度認知

の課題を踏まえ，制度周知と面談等を通した

意向確認の機会を重ねることが重要である。

「私の避難計画」を家庭と公的支援者との対

話の媒介として活用することで，自治体の個

別 避 難 計 画 へ の 円 滑 な 接 続 が 期 待 さ れ る 。

「私の避難計画」を核とした連携を通して，

防災教育の充実を図りたい。  
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知的障害特別支援学校におけるキャリア・パスポートの活用の実践 

ー教員・保護者・生徒への調査に基づく多角的観点からー 

 
                   学校マネジメントコース ２５２５３０３ 

                                   斎藤 明 

 

１. 研究の背景と目的 

 近年の学習指導要領改訂に伴い、子どもたちが自らの人生を主体的に切り拓く力を育む

キャリア教育が重視されている。その実現を支えるツールとして「キャリア・パスポート」

が導入されたが、知的障害特別支援学校における活用は特有の課題を抱えている。特に、

生徒が抽象的な将来像を言語化することや、自己評価を行うことの難しさが指摘されてお

り、現場の教員も具体的な指導方法の不足や、記録の形式化への懸念など、運用上の困難

に直面している。 

このような背景から、本研究は教員・保護者・生徒という三者の視点からキャリア・

パスポートの活用実態と課題を多角的に明らかにし、今後の効果的な活用に向けた基礎的

資料とすることを目的とした。本研究では、この目的を達成するために三つの異なる調査

を実施した。 

２. 研究の方法 

 本研究では、キャリア・パスポートの活⽤実態を包括的に理解するため、教員、保護者、
⽣徒という三つの異なる⽴場からのデータを収集する多⾓的なアプローチを採⽤した。こ
のアプローチは、いずれか⼀つの視点では捉えきれない、三者間の認識のズレや期待の相
違といった「構造的な課題」を特定するために不可⽋である。 

（１）Ａ県内の特別支援学校教員 550 名に対してキャリア・パスポートの活用実態調査 

（２）Ｂ支援学校保護者 135 名に対してキャリア・パスポートに関する認識や活用の調査 

（３）Ｂ支援学校高等部生徒５名に対してキャリア・パスポートが生徒の自己理解、目標 

設定、行動変容にどのような影響を及ぼしているのかについて半構造化面接調査 

３. 研究の結果 

＜教 員＞理念は理解しているが、実践方法の確立・共有が不足している。 

＜保護者＞教師への信頼は高いが、「子どもの成長の可視化」が不十分であるため、キャリ

ア・パスポートを活用することへの効果が分かりにくい。 

＜生 徒＞個々の成長が見られ、なりたい自分に向けて目標を設定、定期的に振り返る活 

動を通して自己理解につながるケースが見られた。一方で支援や対話の方法が 

教員によって異なるため、効果が十分に引き出されていない可能性がある。 

４. 研究の成果と今後の課題・提案 

効果的な実践のためには、教員は理念を実践に落とし込むため、校内での情報共有や研

修体制を整えること、作成すること自体を目的とせず、生徒が自身の変容を家庭で語れる

ような振り返り場面の設定を行うこと、生徒自身の個別の内省にとどめず、生徒同士が互

いの目標や成長を認め合う場を設定し、相乗効果を生み出すことが必要である。本研究に
は、調査対象が⼀部の学校に限定されるという限界がある。今後の展望として、⼩学部か
ら⾼等部までを⾒通した系統的な仕組みづくりや、持続可能な実践モデルの構築に向けた
さらなる研究が望まれる。 

21



様式の問題

１.
研究の目的

２.
キャリア・パスポートの理想と現実：知的障害特別支援学校における三者の視点

３.
総合考察：三者の視点から見える「構造的ギャップ」と解決の方向性

　　　
①
教員間の実践共有と

　　　　

校内体制の充実
　　　　　　生徒の実態に合う様式や支援方法を　　
　　　　　　共有し、学校全体で実践の質を高める

　　②
保護者への情報発信と


家庭連携の強化
　　　生徒の変容を保護者と共有し、
　　　家庭での対話のきっかけを作る

　　③
生徒の学習プロセスを

　　
継続的に支える仕組みづくり
　　　互いの目標や成長を認め合う場を
　　　設定し、集団での学び合いを促す

効果的な活用のための３つの提言浮かび上がった３つの「構造的ギャップ」

成長の可視化

自己理解の深化

実践方法の模索

理念は理解している
が、実践方法の確立
や共有が不足

教員への信頼は高い
が、子どもの具体的
な成長が見えにくく
ツールの効果が実感
しにくい

ツールを通じて確か
に成長しているが、
支援方法が教員によ
って異なり、効果が
最大化されない

教員の実践が、保護者が求める
「成長の可視化」につながっていない

生徒の内面的変化が家庭に
十分に伝わっていない

生徒

教師 保護者

約4割の家庭で
「ほとんど話題にしない」
「ない」と回答

【生徒Dの事例】キャリア・パスポート　
　が生徒全体の変容を促進

強みと仕事の

結び付き
実習での

気付き

生徒の変化

生活リズム改善

友人との相互学習

教師の視点

理念の理解と
実践のギャップ

生徒への

適用の難しさ

具体的な

活用方法の

不足

現場が抱える３つの困難

実際に「活用している」
教員は約３割にとどまる。

活用している教員

生徒の視点

生徒の成長を支える
4つの効果

自己効力感の向上

目標と行動の接続思考の可視化

保護者の視点

教師への信頼は厚いが
子どもへの成長実感は
低評価

家庭での話題には温度差

キャリア・パスポートとは？
児童生徒が自らの学びや成長を記
録・振り返り、プロセスを可視化
することが期待される。

知的障害特別支援学校におけるキャリア・パスポートの活用の実践
ー教員・保護者・生徒への調査に基づく多角的観点からー

特別支援学校における活用上の課題
＜生徒の課題＞
抽象的な将来像の言語化、自己評価の難しさ
＜教員の課題＞
具体的な指導方法の不足、記録の形骸化への懸念

研究の全体目的：三者の視点から実態を多角的に解明する
教員・保護者・生徒の三者を対象にキャリア・パスポートの認
識や活用の実態を調査し、課題を整理することで、今後の効果
的な活用方法を探る。

担任が思いを
聴き取っている

成長の
自己評価

「担任が思いを聴き取っている」という評価
は高いが、「成長の自己評価」は低い傾向



知的障害特別支援学校におけるキャリア・パスポートの活用の実践 

－教員・保護者・生徒への調査に基づく多角的観点から－ 

 
                           学校マネジメントコース ２５２５３０３ 

                                          斎藤 明 

 
１. はじめに 

近年の学習指導要領の改訂では、子どもた

ちが「自分の人生を主体的に切り拓く力」を

育むことが重視され、その一環としてキャリ

ア教育の充実が求められている（中央教育審

議会，2016）。その実現を支えるツールとして

導入されたのが「キャリア・パスポート」で

ある。文部科学省（2019）は、キャリア・パ

スポートを「児童生徒が自らの学びや成長を

見通し記録し、振り返るためのポートフォリ

オ」と位置付けており、学びのプロセスを可

視化する役割が期待されている。しかし、知

的障害のある生徒がこれを活用する際には、

抽象的な将来像の言語化や自己評価に伴う難

しさが指摘されている（藤川ら，2024）。さら

に、現場の教員にとっても、具体的な指導方

法の不足や、記録が形式化してしまうことへ

の不安など、運用上の課題が存在すると考え

られる（藤川ら，2025）。 

こうした状況を踏まえ、本研究では、キャ

リア・パスポートの活用実態を調査するため

にＡ県の知的障害特別支援学校の教員、また、

その具体的な活用実践に取組むためにＢ特別

支援学校の保護者および生徒を対象として研

究を実施し、キャリア・パスポートに関する

認識や活用の実態を多面的に明らかにするこ

とを目的とした。教員・保護者・生徒という

三つの立場を比較することで、キャリア・パ

スポートがどのように理解され、どのような

課題が生じているのかを整理し、今後のより

効果的な活用に向けた改善のためのアクショ

ンリサーチを実施する。 

２. 研究Ⅰ 

（１）研究の目的 

 本研究Ⅰでは、Ａ県の知的障害特別支援学

校に勤務する教員を対象に、キャリア・パス

ポートに対する認識や、実際の活用状況、そ

して運用上の困難点を明らかにすることを目

的とする。特別支援教育の現場において、キ

ャリア・パスポートがどの程度浸透し、どの

ように理解・活用されているのかを把握する

ことは、今後の改善に向けた重要な基礎資料

となる。 

（２）対象と方法 

調査は、Ａ県内の知的障害特別支援学校に

勤務する教員 550 名を対象に実施した。調査

期間は 2025 年 6 月 2 日〜6 月 30 日で、オン

ラインアンケートフォームを用いて回答を収

集した。回答者には、所属学部、性別、通算

勤務年数、現任校での勤務年数などの基本属

性とともに、キャリア・パスポートの認知や

活用状況について回答を求めた。教員の認識

調査のため、先行研究（藤川ら，2024）を参

考にしつつ、本研究の目的に合わせた 10 項目

を独自に作成した。回答は「全くない（1 点）」

〜「とてもある（５点）」の５件法で求めた。

また、キャリア・パスポートの認知度につい

ては、「知らない」から「知っていて活用して

いる」までの５つの選択肢から回答を得た。

得られたデータに対しては、最尤法・プロマ

ックス回転による探索的因子分析を行い、因

子構造を検討した。 

（３）結果 

 因子分析の結果、固有値の減衰状況と因子
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の解釈可能性から、２因子構造が適切である

と判断された。ただし、１項目については複

数因子に負荷がかかったため除外し、再度分

析を行った。その結果、以下の２因子が抽出

された。 

＜第１因子：「振り返りへの着目」＞ 

生徒の思いや願いの聞き取り、成長の自己

評価の機会、学習の見通しや振り返りなど、

キャリア・パスポートの理念に関わる６つの

項目で構成された。内的整合性（α＝.868）

は十分高く、信頼性が確認された。 

＜第２因子：「対話を意識した関わり」＞ 

家庭や地域とのつながり、特別活動と教科 

との往還、キャリア・パスポート自体の活用 

状況など、実践的な取り組みに関わる３項目 

で構成された。内的整合性（α＝.580）はや 

や低いものの、実践研究としての観点から採 

用した。最終的な因子パターンを表１に表す。 

表１ キャリア・パスポートに対する知的障害特別

支援学校教員に対する調査項目 

No 項目 因子 1 因子 2 

因子１：振り返りへの着目 (α＝.868） 

２ 

 

児童生徒の思いや願いを聞き取っ

ていますか 
.813 -.082 

５ 児童生徒が自身の変容や成長を自

己評価する機会を提供しています

か 

.794 .018 

３ 児童生徒が学習状況を見通したり、

振り返ったりできるように心掛け

ていますか 

.784 -.077 

７ 教師にとって児童生徒の自己評価

を基に対話的に関わる機会を提供

していますか 

.670 .103 

６ 児童生徒が主体的に学びに向かう

力を育み、自己実現につなぐことが

できていますか 

.546 .164 

10 児童生徒が自己有用感を醸成する

対話を行えていますか 
.496 .227 

因子２：対話を意識した関わり(α＝.580) 

９ 家庭や地域における学びを児童生

徒の自己キャリア形成に生かして

いますか 

-.006 .729 

８ 特別活動を中心としつつ各教科と

往還した実践をしていますか 
-.041 .672 

１ キャリア・パスポートを活用するこ

とができていますか 
.154 .376 

因子１ 1.000 .675 

因子２ .675 1.000 

 さらに、自由記述では教員が感じている困

難として、次の３点が多く挙げられた。  

＜対象児童生徒への適用の難しさ＞ 

言語化の困難、重度障害のある生徒への対応

など 

＜内容・活用方法の課題＞ 

記録の蓄積はできても活⽤が難しい、聞き取
り⽅法が分からないなど 

＜様式・システム上の問題＞ 

記録量の調整が難しい、実態に合った様式が

不足しているなど 

（４）考察 

 教員の多くはキャリア・パスポートを「知

っている」と回答しており、一定の認知度は

確保されていた。しかし、実際に「活用して

いる」教員は約３割にとどまり、認知と実践

の間に大きなギャップが存在することが明ら

かとなった。このギャップには、教員が自由

記述で述べたような「活用方法の不明瞭さ」

や「記録の意味付けの難しさ」が関係してい

ると考えられる。 

 因子分析の結果からは、教員はキャリア・

パスポートの理念的価値（振り返りや願いの

聞き取り、自己評価といったプロセス）につ

いては十分理解していることが示唆された。

一方で、「家庭・地域との連携」や「教科との

往還」といった実践的な要素に関しては、認

識や取り組みにばらつきが見られ、共通理解

や実践方法の共有が不十分であることが確認

された。 

 教員の自由記述から得られた「対象児童へ 

の適用の難しさ」については、障害が重い児

童生徒が活用できる様式の開発、言語化がで

きない児童生徒への個別の対応、イメージを

持てるような説明方法の工夫が必要である。

これらは、知的障害特別支援学校の特有の困

難さと考えられるため、児童の認知特性に即

した多様な表現手段の導入が求められる（勘

田,2025）。 

 「内容と活用方法の課題」については、効

果的な活用方法が認識されていない、児童生

徒の思いや願いを十分に聞き取ることができ

ずに教師主導で進めてしまう場合がある。理

念は理解しているが、具体的な方法論が確立

されていないため、単なる記録の蓄積にとど
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まってしまっている実態がある。「様式・シス

テムの問題」では、児童生徒の実態に合わせ

た内容や様式が少なく、どのように評価を蓄

積していけばいいか悩んでいる課題と直結し

ていると考える。 

「様式・システム上の問題」からも「対象

児童生徒への適用の難しさ」が指摘されてお

り、児童生徒の実態に応じた多様な様式や指

導方法の工夫が求められている。 

これらの結果から、キャリア・パスポート

を形式的な記録とせず、学びの意味付けや目

標達成を支えるツールとして機能させるため

には、教員間での実践方法の共有や、学校組

織としての継続的な支援体制の整備が不可欠

であると考えられる。 

 

３.研究Ⅱ 

（１）  研究の目的 

 研究Ⅱでは、Ｂ校に在籍する児童生徒の保

護者を対象に、キャリア・パスポートに対す

る認識や家庭での受け止め方、さらには学校

の取り組みへの理解状況を明らかにすること

を目的とする。保護者の視点を把握すること

は、学校と家庭が連携し、キャリア・パスポ

ートの取組の質を高めていくための重要な手

掛かりとなる。 

（２）  対象と方法 

 調査対象は、Ｂ校に在籍する児童生徒 135

名の保護者とした。Ｂ校はＡ県近隣地域に位

置する大規模な知的障害特別支援学校である。

調査は 2025 年６月２日〜30 日にオンライン

アンケート形式で実施し、学級担任を通じて

保護者へ協力を依頼した。 

 質問項目は次の４点で構成した。 

・キャリア・パスポート作成の認知度（４件 

法） 

・家庭での話題の頻度（４件法） 

・保護者の認識に関する５項目（５件法） 

・自由記述（意見や要望） 

 保護者の認識調査の５項目は、藤川ら（2024）

の研究を参考にし、本研究の目的に合わせて

作成した。得点化したデータに対し、分散分

析および最尤法・プロマックス回転による探

索的因子分析を行い、保護者の認識構造を検

討した。 

（３）結果 

 101人の保護者から回答を得ることができ、

回収率は 74.8％であった。小・中・高等部か

らそれぞれ均等に回答が得られ、偏りは見ら

れなかった。 

キャリア・パスポート作成の認知度について 

98％の保護者がキャリア・パスポートの活

用について知っている、ほとんど知っていて、

学校の取組を理解していることが示唆された。 

家庭での話題の頻度について（表２） 

最も多かった回答は「時々話題にする」で

あり、全体の約 45％を占めた。一方で、「ほと

んどない」「ない」と回答した家庭も約４割存

在し、家庭での活用にはばらつきが見られた。

特に高等部で話題にする頻度がやや高く、進

路を意識する学年であることが影響している

と考えられる。 

表２ 家庭で話題にすることがあるか 
学部 ある 時々ある ない ほとんどない 

中学部 3 15 5 7 

小学部  3 10 6 11 

高等部 6 20 3 11 

合計 12 45 14 29 

％ 11.9 44.6 13.9 29.7 

保護者の認識について（表３） 

 ５項目の平均値はいずれも 3.71〜4.12 と

比較的高く、キャリア・パスポートへの肯定

的な捉え方が示された。ただし、項目ごとに

違いが見られた。「担任が子どもの思いや願い

を聴き取っている」は最も高い評価だった。

「成長の自己評価」、「将来の見通し」など、

子どもの成長実感に関する項目はやや低めだ

った。 
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表３ キャリア・パスポートに対する保護者の認識

調査 

No 項目  

１ 

 

キャリア・パスポート作成に当たって担

任はお子さんの思いや願いを聴きとって

いると思いますか 

全体 4.12 

（0.94） 

２ キャリア・パスポートはお子さんの学習

状況を見通したり、振り返ったりするも

のになっていますか 

全体 3.88 

（1.02） 

３ キャリア・パスポートはお子さんが将来

の生活を見通したり、振り返ったりする

ものになっていますか 

全体 3.72 

（1.07） 

４ キャリア・パスポートはお子さんが自身

の変容や成長を自己評価するものになっ

ていますか 

全体 3.75 

（1.00） 

５ 

 

キャリア・パスポートはお子さんが自分

から進んで学びに向かう力を育み、自己

実現につなぐものとなっていますか 

全体 3.71 

（0.95） 

  

自由記述の傾向について 

取組の継続を望む肯定的な意見、家庭では

あまり話題にしないという声、取組内容が分

かりづらい、学校からの情報をもう少し知り

たいという要望が出された。 

（４）考察 

研究Ⅱの結果から、保護者はキャリア・パ

スポートに対して概ね肯定的な認識を持って

いることが明らかになった。特に「担任が子

どもの思いを丁寧に汲み取ってくれている」

という信頼感は強く、学校と家庭の連携の基

盤として重要な要素であるといえる。 

一方、「子どもの成長の実感」や「将来を見

通す力」についての評価がやや低い点は注目

すべき点である。因子負荷量の高さからも、

保護者がキャリア・パスポートの価値を判断

する際の決定的な要因は、教師の関わり以上

に、子ども自身がどれだけ成長を実感し、自

分の未来を描けているかであることが示唆さ

れる。これは、キャリア・パスポートを「書

く」だけでなく、書いたことを子ども自身が

理解し、現在の学びと将来の夢や思い、願い

をつなげていくための教師の支援や関わりが

重要であると考えられる。  

さらに、家庭での話題にばらつきが見られ

た点から、学校からの情報発信のあり方や、

家庭で活用できるような仕組みづくりも課題

として浮かび上がる。例えば、記述内容を家

庭で振り返る機会の設定や、保護者向けの説

明の工夫などが挙げられる。  

これらを踏まえると、キャリア・パスポー

トをより効果的なツールとして機能させるた

めには、教師による丁寧な関わりとともに、

子どもの成長実感を引き出す指導、学校と家

庭をつなぐ情報発信の方策の強化が重要であ

るといえる。 

 

４.研究Ⅲ 

（１）研究の目的 

 研究Ⅲでは、Ｂ校高等部に在籍する生徒を

対象に半構造化面接を行い、キャリア・パス

ポートをどのように受け止め、活用している

か質的に明らかにすることを目的とする。教

員や保護者とは異なる「当事者としての視点」

から、キャリア・パスポートが生徒の自己理

解、目標設定、行動変容にどのような影響を

及ぼしているのかを把握することがねらいで

ある。 

（２）対象と方法 

 対象は、Ｂ校高等部の生徒５名（男子４名・

女子１名）であり、学年は１〜３年である。

障害の程度は、療育手帳Ｂが３名、精神手帳、

身体障害手帳を取得している生徒である。面

接は半構造化面接形式で実施した。 

・キャリア・パスポートの作成過程 

・その内容をどのように捉えているか 

・書いた内容を見返してみるとどう思うか 

・目標達成に向けた行動や意識の変化 

・教師や友人との関わり 

 面接の内容は、今までの研究から必要と考

えた三つの項目で生徒一人ひとりについて分 

類してまとめた。 
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（３）結果 

 生徒の語りからは、キャリア・パスポート

が単なる記録用紙ではなく、自分の考えを整

理したり、行動を見直したりするための振り

返りツールとして機能しているという共通点

が見られた。生徒の発言は、主に以下の３つ

の視点に整理された。 

思考の可視化 

＜生徒Ａ＞ 

「これを書くことによって、何を頑張んなき 

ゃいけないか見える」 

＜生徒Ｄ＞ 

「１年生の頃は書けなかったけど、自分のこ

とを理解して書けるようになった」  

 このように、書くことで自分の考えが整理

され「可視化」が生じ、自己理解が深まって

いることが示された。 

目標と行動のつながりの自覚 

＜生徒Ｃ＞ 

「『そのために』って欄が、目標と毎日の行動

を結び付けて考えるのに役立つ」 

 生徒は、長期的な目標だけでなく、それを

実現するために必要な短期的行動まで意識で

きるようになっていた。 

成長の実感と自己効力感の向上 

＜生徒Ｂ＞ 

「前に書いたのを見ると、『これ僕できた』っ

て思える」 

＜生徒Ａ＞ 

「できているかなって不安になるけど、キャ

リア・パスポートがなかったら同じことを繰

り返していたと思う」 

 過去の記録を振り返ることで、自分の成長に

気付き、達成感を得る機会となっていた。 

友人との比較・学び合い 

＜生徒Ｅ＞ 

「友達のキャリア・パスポートを見て、参考

にしたいと思うことがある」 

 他者の記述を見て学ぶという、キャリア・

パスポートの新たな機能も示唆された。 

生徒の変容から 

本研究で調査を行った生徒Ｄの事例から、

キャリア・パスポートを用いた指導が生徒の

自己理解、行動変容、将来の見通しの獲得に

大きく寄与したことが確認できた。 

生徒Ｄは高等部入学当初、自分のやりたい

ことや将来像が漠然としていたが、本校で活

用している自己を振り返り、好きなことや得

意なことを整理するためのツール「人生の木」

を作成し、さらにキャリア・パスポートへと

書き進めていく中で、自分の強みを認識し、

それを将来の仕事に結び付けて考えられるよ

うになった。これは、学習・生活・現場実習

といった日々の活動が単なる「点」ではなく、
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目標達成に向かう「線」としてつながったこ

とを示す変容である。特に、現場実習を通し

て得た健康の重要性への気付きは、生活習慣

の改善に直結し、昼夜逆転をしていた中学校

時代から大きな変化を見せた。自立に向け、

「一人暮らしには家事能力が必要」と理解し、

休日に家族のために食事づくりをするなど、

学校外での行動にも変化が見られた。 

生徒Ｄは、目標を一人で考えることが難し

い場面もあったが、教師との面談を通して考

えが整理され、適切な目標設定につながって

いた。「寄り添ってくれる」、「話すと目標が分

かりやすく見えてくる」という生徒の語りか

らは、教師との対話が、自己理解の促進およ

び行動の方向付けにとって重要な役割を果た

していることが読み取れる。また、友人との

トラブルなどの困り事を教師に相談し、適切

に対処できた経験は、生徒に「困った時は大

人に相談できる」という新たな対処スキルを

獲得させた。これは、キャリア発達だけでな

く、学校生活全体の適応にも寄与する重要な

変容である。キャリア・パスポートを教室に

掲示し、互いに見合う実践は、生徒同士の刺

激につながり、挑戦意欲を高める効果をもた

らしている。友人のキャリア・パスポートを

見て「自分も頑張ろうと思う」、「その目標を

自分も設定してみようかな」と語る生徒たち

もおり、個人の内省ツールが、学級全体の学

び合いに寄与していることが示された。この

ような環境は、キャリア教育が重視する「人

間関係形成・社会形成能力」の育成にもつな

がるものであり、仲間とともに未来を思い描

いていく学級づくりの重要性を示唆している。 

（４）考察 

 生徒の語りから、キャリア・パスポートの

効果は大きく４つに整理できる。 

思考の整理 

 書く活動を繰り返すことを通して、自分の

思いや目標を客観的に捉える力が伸びている

ことが示された。知的障害のある生徒にとっ

て、抽象的な概念を扱うことは難しいとされ

るが、キャリア・パスポートはその補助とな

り、思考の整理を支えていると言える。 

目標と日常生活との橋渡し 

 「そのために何をするか」という欄が象徴

するように、長期的目標と具体的行動が結び

付き「行動の見通し」が形成されている。こ

の機能は、生徒自身のキャリア形成の発達を

支える重要な要素である。 

成長の自覚による自己効力感の向上 

過去の自分を振り返ることで、「自分ができ

るようになった」ことを自覚し、新たな挑戦

への意欲につながっている。 

他者理解・相互学習への転換 

友人の記述を参考にするという新たな側面

は、キャリア・パスポートが個人内の振り返

りにとどまらず、学級集団の中での相互学習

のきっかけとなり得ることを示している。 

 以上の結果から、キャリア・パスポートは

知的障害特別支援学校における生徒のキャリ

ア発達に対し、記録媒体を超えた「学びの可

視化のツール」として機能していることが示

唆された。 

 

５.総合考察 

本研究では、知的障害特別支援学校におけ

るキャリア・パスポートの活用実態について、

教員・保護者・生徒という三つの立場から多

角的に検討した。その結果、各主体が抱える

認識のズレが明らかになるとともに、今後の

実践を改善するための重要な示唆が得られた。

ここでは、研究Ⅰ～Ⅲの結果を統合し、実効

性を高めるための方向性を考察する。 

教員の視点から 

 研究Ⅰの分析から、教員はキャリア・パス

ポートの理念である「振り返り」、「自己評価」、

「思いや願いの聞き取り」を重要視している

ことが示された。これは文部科学省が示す目

的と一致しており、理念レベルの理解は浸透

しているといえる。一方で、家庭・地域との

28



連携や教科横断的な活用など、実践を支える

方法論にばらつきがあることが明らかになっ

た。自由記述でも「どのように活用したらよ

いか分からない」、「生徒の実態に合った様式

がない」といった声が多く、理念を授業や日々

の支援に落とし込むための共通理解や指導方

法の共有が課題となっている。 

保護者の視点から 

 研究Ⅱでは、保護者の評価構造に特徴的な

傾向が見られた。保護者は教師の姿勢に対し

て高い信頼を寄せていたものの、キャリア・

パスポートの価値を左右するのは、「子ども自

身が成長を実感しているか」、「将来を見通せ

ているか」という点であった。この結果は、

キャリア・パスポートが家庭でも意味を持つ

ためには、生徒が成長を自覚するための振り

返りや成果の可視化が欠かせないことを示し

ている。また、家庭での話題にはばらつきが

あるため、学校側が保護者へ情報共有を行う

仕組みづくりも重要である。 

生徒の視点から 

研究Ⅲの分析では、キャリア・パスポート

が生徒の自己理解に対して次の４点が大きく

寄与していることが示された。 

・書くことで自分の考えが「可視化」される 

・長期的目標と日常の行動が結び付く 

・成長の自覚が自己効力感を高める 

・友人の記述や目標から学ぶなど、相互学習 

が生まれる 

これらは、知的障害のある生徒にとって特

に重要な学びのプロセスであり、キャリア・

パスポートが一人ひとりのキャリア発達を促

す機能を有していることを示す結果といえる。

さらに、生徒Ｄの事例では、キャリア・パス

ポートの活用が日常生活や行動面の変容にま

で波及していた。Ｄは、自分の強みを再認識

し、それを将来の職業イメージと結び付ける

ことができた。また、現場実習での経験を基

に健康の重要性に気付き、昼夜逆転の改善、

家事への挑戦など、生活行動に具体的な変化

が見られた。これらの変容は、キャリア・パ

スポートが単なる記録活動ではなく、学習・

生活・将来の見通しをつなぐ媒介となってい

ることを示す象徴的な事例となった。 

三者の視点から見える「構造的なギャップ」

研究Ⅰ〜Ⅲの結果を統合すると、以下のよ 

うな三者間のギャップが浮かび上がった。 

＜教員＞ 

理念は理解しているが、実践方法の確立・共 

有が不足している。 

＜保護者＞ 

教師への信頼は高いが、「子どもの成長の可視 

化」が不十分であるため、キャリア・パスポ 

ートを活用することへの効果が分かりにくい。 

＜生徒＞ 

個々の成長は見られるが、支援方法や対話の 

方法が教員によって異なるため、効果が十分 

に引き出されていない可能性がある。 

このように、キャリア・パスポートの有効

性は生徒の語りから強く示唆されるものの、

学校としての組織的な運用が伴わない場合、

十分に成果が伝わらないという構造的な課題

が明らかとなった。 

 以上の考察から、特別支援学校におけるキャ

リア・パスポート活用の質を高めるためには、

以下の３点が重要である。  

教員間の実践共有と校内体制の充実  

生徒の実態に応じた様式や支援方法を共有

し、教員の負担を減らしつつ質の高い実践へ

つなぐ体制が求められる。  

保護者への情報発信と家庭連携の強化  

生徒の成長が家庭でも実感できるよう、「成

果の可視化」や連携の工夫を行うことが重要

である。  

生徒の学習プロセスを継続的に支える仕組み

づくり  

キャリア・パスポートを「作成して終わり」

にせず、振り返りや行動変容を促す学校全体

の仕組みが必要である。  
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６.結論 

 本研究では、知的障害特別支援学校におけ

るキャリア・パスポートの活用について、教

員・保護者・生徒の三者を対象に多角的な調

査と分析を行った。その結果、キャリア・パ

スポートは、生徒の自己理解や目標設定、行

動の見通しを支える有効なツールである一方、

学校現場における運用方法の不統一や保護者

への情報共有の不足、様式の工夫が必要など

改善すべき構造的課題が存在することが明ら

かになった。 

 研究Ⅰでは、教員がキャリア・パスポート

の理念を十分に理解している一方、実践方法

の確立や共有が不十分であることが示された。

研究Ⅱでは、保護者が教師への信頼を寄せる

一方、子どもの成長実感が得られにくいこと

から、キャリア・パスポートの効果が家庭に

十分伝わっていない状況が見られた。研究Ⅲ

では、生徒自身がキャリア・パスポートによ

って思考の整理や行動の見通しを獲得し、自

己効力感を高めている様子が明らかになった。 

効果的な実践のためには、以下の３点が必要

である。 

教員間の実践共有の充実 

理念を実践に落とし込むため、校内での情

報共有や研修体制を整えること。 

生徒の成長の可視化と家庭との連携 

作成すること自体を目的とせず、生徒が自

身の変容を家庭で語れるような振り返り場面

の設定を行うこと。 

集団での相互作用の活用 

個別の内省にとどめず、生徒同士が互いの

目標や成長を認め合う場を設定し、相乗効果

を生み出すこと。 

 本研究の限界として、調査対象が一校に限

られている点や、長期間の追跡調査には至っ

ていない点が挙げられる。今後は、小学部か

ら高等部までの系統的なキャリア・パスポー

ト活用のための仕組みづくりや、持続可能な

実践モデルの構築に向けた研究が求められる。 
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小学校の学区再編過程における不登校の未然防止体制の構築 

 

 

学校マネジメントコース ２５２５３０４   

澁谷 礼子   

 

1．研究の背景と目的   

不登校児童生徒数が過去最多を更新する中、研究対象校（A市 B小学校）においてもそ

の傾向は顕著である。特に同校は、複数の学校へ児童が分かれて進学する「分割統合」と

いう特殊な学区再編に直面しており、児童の心理的負荷や支援情報の分断が懸念される。

本研究では、この環境移行期において、集団への関わり合いと個への支援ツールの開発を

通じ、不登校を未然に防ぐ組織的な体制を構築することを目的とした。 

2．研究の方法と内容 

(1)  実態把握と課題の抽出 

  統合対象校の 5年生児童および教職員を対象に意識調査を実施した。児童アンケー

トからは、統合に対する不安の核心が「人間関係」にあること、教職員アンケートか

らは、不登校要因として家庭環境や対人関係スキルが重視されている現状や、統合時

の「情報の引継ぎ」に対する強い懸念が明らかとなった。 

(2) 未然防止体制の構築と実践 

  調査結果を基に、「心理的レジリエンスの向上」「安心できる学校の実現」を目指

し、以下の 2つのアプローチからなる未然防止モデルを構築・実践した。 

1）集団へのアプローチ（1次予防）： 少年自然の家等を活用した「構造化された交流

会（PA 活動など）」を実施した。単なる自由交流ではなく、協力する必然性のある

活動を通じ、児童の不安を可視化・軽減させ、新学校への期待感を醸成した。特

に、人間関係がリセットされる「分割統合」の児童においては、自由遊びよりも

「課題解決の共有体験」が関係構築への自信につながり、不安解消に有意に働くこ

とを実証した。    

2）個へのアプローチ（2次予防）： 組織的な早期発見のため「不登校予測学級シー

ト」によるスクリーニングを実施した。また、従来の欠点指摘型ではなく、児童の

強みや有効な手立てに着目した「支援引継ぎシート（強み重視型）」を開発し、新担

任がポジティブな視点で児童を迎え入れる体制を整備した。多忙な教職員の業務負

担を考慮してチェックボックス方式を採用し、個人の経験則や熱意に依存せず、組

織として継続可能な運用体制を担保した。 

3．成果と課題   

構造化された交流活動は、児童の統合に対する不安を解消し、期待感へと変容させる顕

著な効果が見られた。また、開発した支援ツールは、教職員の意識を「個人の経験則」か

ら「組織的なデータ共有」へ、「問題探し」から「強みの共有」へと転換させ、切れ目の

ない支援の実現に寄与した。今後は、本体制を基盤としつつ、統合初年度における継続的

なモニタリング体制の運用精度を高めるとともに、家庭・地域とも連携した持続可能な

「チーム学校」としての対応が求められる。 
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研究の目的と背景 学区再編過程における学校統合がもたらす不安とリスク

解決策：不登校を防ぐための２つのアプローチ

B小学校の約７割が統合に「不安」

不安の核心は
「新しい友達ができるか」
「今の友達と離れること」

教師も「情報の引継ぎ」と
「人間関係の構築」に懸念

統合後に問題が急増することを予見
し、事前のリスク把握と対応を求めて
いる

準備・統合前

本研究の範囲
不安の解消・引継ぎ

戦略①：集団へのアプローチ

一次予防 対象：
全児童

手立て：
構造化された交流
心情把握アンケート

ねらい：
不安の可視化と共有

戦略②：個へのアプローチ

二次予防 対象：
ハイリスク児童・教員業務

手立て：
強みも重視した引継ぎ

ねらい：
組織的かつ切れ間のない支
援の引継ぎ

チェックする方法だ
と取り組みやすい。
短時間でできる。

チェック項目があると偏った
視点にならない。付け足して
書くことができるフリー欄が
あるのがよい。

外部リソースの活用によ
る「質の担保」と「業務
負担の軽減」

不安を抱えた児童の
内、約8割の児童が不
安の軽減・解消を実感〇「自由に遊ばせる」のではなく、

　　　　　　「ルールや役割を決めた（構造化された）交流活動」
〇　児童の願いやアイディアを反映させることも

不安
プロジェクトアドベンチャー等

不登校未然防止

共有された成功体験

早期発見のための
スクリーニング

「支援予測学級シート」

リスク・要因を分析する
「支援チェックシート」

強みにも着目した
引継ぎシート

「支援引継ぎシート」

「安心できる学校」の実現
新しい学校への円滑な適応を促す

事前の交流活動を通じ、児童の「知らないことによる」不安を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「知っている」安心・期待へ転換する。

小学校の学区再編過程における不登校の未然防止体制の構築

不登校の増加
   全国（過去最多）     秋田県（過去最多）   
  ３５３,９７０人             ２,０２７人  

要支援児童の情報を可視化し、学校間で「支援の質」を維持する。

【戦略①】児童の心情把握アンケートと、構造化された交流活動

【戦略②】引継ぎシート：実用性の検証と改善

効果

教員の声

 

（ 

てもよい 

支援予測学級シート 年 組 

遅刻が多い。 

月曜日や連休明けなどに不調が起きる。 

特定の学習があるとき不調を訴えたり休ん

だりすることがある。

）←担任の視点で書い

午前中眠そうにしている。居眠りをよくす

るなど、 睡眠に課題がありそう。 

（懸念されるリスクと児童名）←この表記はしない。 

担当者

作成日

保健室の利用が多い。 

休み時間に一人でいることが多い。 

家族に悩みがある（不登校や他の関係など）。 

人間関係（子ども、教師）でうまくいってい

ないこと がある。 

早期支援

組織的共有

支援チェックシート 出席番号：

あてはまる
✔学校での様子 

登校時 

登校時間になると、ぐずぐずしたり、体調不良を訴えたりする。
遅刻や早退が増える。
月曜日や長期休暇明けに休みがちになる。

学校生活 

保健室の利用が増える。
食欲がない。
休み時間に一人でいることが多くなる。
友人との関わりを避けるようになる。
給食をあまり食べない。または食べる量を気にしている。
忘れ物が増える。
好きなことや楽しみにしていることがないようだ。

学習面 

授業中に発言しない、または挙手をしない。
ノートを取らない、または教科書を開かない。
成績が下がる。
宿題をしなくなる、または提出物が遅れる。
授業に集中できていない、または居眠りをする。

爪を噛む、髪を抜くなどの癖が出る。
チック症状（まばたきが多い、咳払いをするなど）が見られる。
「疲れた」「面倒くさい」が口癖になる。
「どこか遠くへ行きたい」など、現実逃避的な発言をする。
ささいなことで落ち込んだり、泣いたりする。
表情に乏しい。（笑顔が見られないなど）
感情の起伏が大きい。
服装に無頓着になる。

対人関係 

友人からの誘いを断ることがふえる。
下学年としか遊ぶことができない。（同学年と遊ぶことが少ない）
人の視線を過度に気にするようになる
いじめられている。または仲間外れにされている可能性がある。
教師との関係がうまくいっていない

心と体の状態 

マインドセットの転換
「欠点探し」から、子どもの

「強み」を共有する文化へ。

組織的な対応
担任個人の資質に依存せず、

「チーム学校」として組織で

対応する。

継続的な改善サイクル(PDCA)
   「Plan(把握)→Do(実践)→

　　Check(分析)→Action(改善)」

　　を回し続ける。

主な手立て
実態把握アンケート、構造化
された交流会（PA活動など）

主な手立て
支援予測・チェックシート
強みを引き継ぐ支援引継ぎシート



小学校の学区再編過程における不登校の未然防止体制の構築  

 

 
学校マネジメ ントコース  ２５２５３０４    

澁谷  礼子    

 
１．はじめに  

（ 1）不登校をめぐる現状と課題  

 文部科学省が実施した令和６年度「児童生

徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題

に関する調査」の結果によると、全国の小・

中学校 に お け る不登 校児童生 徒数 は 35 万

3,970 人に達し、過去最多を更新し続けてい

る。秋田県においても同様の傾向が見られ、

令和６年度の県内国公立小中学校の不登校児

童生徒数は 2,027 人とこちらも全国と同様に

過去最高となっ

ている。研究の

対象校（A 市 B 小

学校）における不

登校児童の出現率は、表 1 のように、全国や

県と同様の増加傾向を示している。不登校の

問題は、学校教育の大きな課題となっており

B 小学校においても例外ではない。  

「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導

上の諸課題に関する調査」等で把握している

不登校児童は年間３０日以上休んでいる児童

である。この他にも登校しぶりや心身の不調

等で休みがちな児童を不登校傾向と捉えると、

より多くの児童がなんらかの課題を抱え、登

校に関して支障のある状況にあると推測され

る。不登校は一度固定化・長期化すると、改

善が困難になるケースが多い。そのため、発

生してからの個別対応のみならず、全ての児

童を対象とした心理的健康の保持と、不登校

に至る前段階での「未然防止」が極めて重要

である。  

（ 2）不登校未然防止の施策と先行研究  

文部科学省の COCOLO プランでは、「誰一

人取り残されない学びの保障」を掲げ、不登

校の未然防止には児童生徒が安心して過ごせ

る魅力ある学校づくりが不可欠であると示さ

れている。特に早期発見・早期支援の重要性

が強調されており、学校マネジメントにおい

ては、担任の個人差に依らない組織的なスク

リーニングと支援の仕組みが求められている。 

本研究で扱う学校統合に伴う学区再編は、

児童にとって極めて大規模な「学級編成替え」

を意味するものである。西村他（ 2010）によ

れば、学級編成替えは児童の学級適応感に大

きな影響を及ぼし、特に「自己表現」や「親

和的動機」といった適応的な心理的特性を一

時的に低下させるリスクがあることが指摘さ

れている。  

また「不登校の要因分析に関する調査研究

報告書」（子どもの発達科学研究所他 2024）

は、学校側が見立てる要因（無気力など）と、

本人が感じている苦痛（いじめ、体調不良、

先生との関係など）には大きなギャップがあ

るという事実を明らかにしている。不登校防

止には、子どもの心情変化やニーズを正確に

把握した対応が必要不可欠である。同報告書

は支援に繋がっていない層についても触れて

おり、学校側には「無気力」という表面的な

分類にとどまらず、その背景を丁寧に聞き取

る姿勢や、特性への理解が強く求められてい

ると言える。  

藤井（ 2025）における「登校促進要因」の

分析によれば、児童の登校を支えるのは「友

人との良好な関係」「教員による受容的関わ

り」「学校における自分の役割（居場所）」と

いったポジティブな要素である。統合という

激変期において、児童がこれまでに築いてき

たこれらの「強み」や「登校を支えていた鍵」

R4 R5   R6

全国 1.71 2.15 2.31

秋田県 1.1 1.56 1.99

B小学校 0.19 0.85 0.85

表 １  R4～ R6 不 登 校児 童 出 現率  
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を組織間で適切に引き継ぐことは、新校での

適応を支える強力な保護要因となると考えら

れる。  

（ 3）学区再編  

研 究 対 象 校

である B 小学

校 は 、 学 区 再

編 に よ り 図 1

のように分か

れる。これからも分かるように、統合する 4

校のなかで学区を分割し統合するのは、B 小

学校だけである。本研究が対象とする学区再

編（学校統合）による環境の大きな変化は、

周囲との関係構築に不安を抱えやすい児童に

とって、登校意欲の減退を招く深刻なストレ

ス要因となり得る。山本、S・ワップナー（ 1991）

は、移行期には一時的な不適応（混乱、不安、

退行）が起こるのが自然であると述べている。 

不登校を「個人の問題」と見なすのではなく、

「移行に伴うシステム全体の不均衡」と捉え

ている。つまり、学区再編によって以前の人

間関係から「分化（切り離し）」された子ども

が、新しい学校でうまく「統合（再構成）」で

きない状態が不登校のリスクとなりえるので

ある。  

特に B 小学校の児童は、分割統合というこ

とで、他 3 小学校の児童に比べて、より大き

な心理的負荷がかかることが予想される。  

（ 4） A 市における統合過程  

A 地域学校再編スケジュールが R5 年度か

ら示されている。これによると E 小学校・F

小学校それぞれに開校準備委員会が設けられ

ている（図 2）。主に教育委員会が担当する総

務部と主に学校が担当する教育部から成り立

っている。児童交流は教育部教育課程編成班

が担当し、明記はないが、不登校関連は生徒

指導を担当する生活部会が主に担当している。 

当初の交流事業は、９月に E 小学校区の５

年生のみの１回である。その後、本研究への

協力や保護者アンケートでの交流を求める意

見があり全学年と該当４校の交流が実現した

（R8 年 1 月に実施）。  

 

２．本研究の目的と方法  

本研究の対象校である B 小学校は、児童

数 494 名を擁する規模であるが、次年度 E

小学校へ 270 人、F 小学校へ 142 人と分割

し統合されることが決定している。  

一般的な学校統合（複数校が 1 校に集約さ

れる形態）に関する先行研究は蓄積されてい

るが、「 1 つの学校が分割される（分割統合）」

事例における児童の心理的影響や支援体制に

関する知見は十分ではない。特に分割統合に

おいては、強固に形成されていた友人関係や

集団のアイデンティティが不可避的に分断さ

れるため、児童の抱える不安は通常の統合よ

りも複雑かつ深刻であると予想される。また、

教員間においても情報が複数の学校に分散さ

れるため、不登校傾向にある児童への継続的

な支援が途絶えてしまうリスク（引継ぎの漏

れ）が懸念される。  

本研究では、学区再編という大きな環境変

化の過程において、不登校を未然に防ぐため

の「未然防止体制」を構築することを目的と

する。環境移行期における児童の心理的レジ

リエンスを高めるとともに、分割統合に限ら

れない学校組織としての機能的な未然防止モ

デルを提示したい。  

（ 1）対象 :  統合対象校である B 小学校 5 年

生児童 76 名、G 小学校 5 年生児童 12 名、H

小学校 5 年生児童 16 名、および B 小学校教

員 24 名  

図  1 A 市 にお け る R8 年 度 学区 再 編  

G小学校

H小学校 E小学校 C中学校

B小学校

F小学校 D中学校

I小学校

図 ２  E 小 学校 開 校 準備 委 員 会組 織 図  
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（ 2）期間 :  令和７年７月（統合準備期）から  

令和８年 1 月（実践評価期）。  

（ 3）実施内容：①児童調査と教員調査 :  児童

調査（ 7 月：B 小、11 月：B・G・H 小 5 年）

では学校統合への意識や交流会の効果を分析

した。教員調査は B 小学校担任等を対象に、

不登校への意識（ 7 月）および早期発見・引

継ぎシートの活用（ 10 月）について Microsoft 

Forms で実施。これらを通じ、統合に向けた

児童の心理的変化と、教員の不登校支援体制

の実態を多角的に把握した。  

②開校準備委員会の視察（ 5、 8、 11 月）、③

閉校式典と交流会の視察（ 10 月）、④支援ツ

ールの開発と試行 :「不登校予測学級シート」

による早期スクリーニングと、児童の強みを

引き継ぐ「支援引継ぎシート」の作成（ 10 月）・

改善（ 12 月）。  

 

3．児童の心情分析（実態把握）  

（ 1）第 1 回調査（ 7 月）  

学区再編による児童の期待・不安を可視化

すべく段階的調査を実施した。第 1 回は統合

前のベースラインとして、B 小学校 5 年生の

心情および懸念事項の把握を目的とした。  

全体的な心情は「期待」と「不安」が拮抗

している（図 3）。約半数が「楽しみ」とする

一方、3〜 4 割が不安を感じており、現所属校

への愛着が統合への肯定感と必ずしも相関し

ない点が特筆される。不安・期待の要因は共

に「人間関係」に集約される。不安は学習面

より「友人との離別や構築」への懸念が圧倒

的で、高学年の役割へのプレッシャーや校名

消失による喪失感も見られた。期待面も「新

しい友達づくり」が最大だが、校舎や部活動

等の環境変化も期待の源泉となっている。し

かし、友人と離れる「分離」については否定

的な感情が支配的である（図 4）。大半が別れ

を「さみしい」と感じ、ほぼ全員が「統合後

も今の友達と会いたい」と回答している。児

童は分離への強い抵抗感を抱きつつ、現在の

絆を維持したいという切実な願いをもってい

ることが明らかとなった。  

（ 2）第 2 回調査（ 11 月）  

令和 7 年 9 月 10 日午前中に、県立岩城少

年自然の家にて、E 小学校への統合予定校に

よる交流会を実施した。PA（プロジェクトア

ドベンチャー）等の活動を通じ、単なる「遊

び」ではない「協力の必然性」を伴う、構造

化された交流を図った。バースデーライン、

フラフープくぐりなどの構成的エンカウンタ

ーである。  

本調査では、交流会実施後の変容を測定し、

交流の効果および不安解消や関係構築に寄与

した活動要因を分析した。分割統合校（B 小）

と一斉統合校（G・H 小）における支援ニー

ズの差異を明らかにし、効果的な関わりの在

り方を検討した。  

B 小学校の分析結果からは、不安から期待

図 3 今 の 学校 と 新 しい 学 校 に対 す る 心情 （ Ｎ ＝ 75）  

図４  二つの学校に分かれることについて（Ｎ＝ 75）  

図 5 交流前の不安（Ｎ＝75） 図6 交流後の不安の変化（Ｎ＝39） 
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への好転が見て取れる。事前調査で不安を感

じていた層（ 39 名）の 7 割以上が「不安が減

った・なくなった」と

回答している（図 5、

図 6）。そして、約 8 割

（ 47 名）が新生活を

「楽しみ（少し楽しみ

含む）」と捉え（図 7）、

8 割以上が「仲良くで

きそうだ」と関係構築に自信を深めている。

会話や協力活動、あるいはトラブル解決とい

った成功体験が自信の裏付けとなっているこ

とが伺える。一方で、交流の不調により孤立

感を深める児童もわずかに存在するため、継

続的な個別フォローが求められる。  

当初、交流は E 小学校区の 5 年生の 1 回で

あったため、「 I 小学校とも交流したかった」

という公平な接触を望む意見も見られた。こ

れら児童の声や保護者の要望を受け、令和 8

年 1 月には統合関係校全ての児童による交流

を実施した。その際は「交流担当」部会の調

整により県立少年自然の家の事業を有効活用

することで、職員負担を最小限に留めながら

も、公平で効果的な交流が実現できた。  

（ 3）統合形態による変容と各校のニーズ  

1）交流会の効果：全体として、交流会は「不

安の解消」と「期待感の醸成」に極めて高

い効果を上げたと言える（図 8、9）。特に、

当初不安が高かった児童ほど、他校の児童

と実際に顔を合わせ、「話せた」「協力でき

た」という具体的体験を経ることで、漠然

とした不安が解消され、期待へと置換され

ていることが確認できた。  

2）統合形態による「不安」と「ニーズ」の違い：

分割統合（B 小）と一斉統合（G・H 小）で

は、抱える課題感やニーズに明確な違いが

見られた。（図 10）  

①分割統合（ B 小）  

特徴：  交流会前の「不安」が最も強く、解

消幅も最大であった。会話や協力の必然性

がある仕掛け（PA 等）が、不安の払拭に大

きく寄与したと言える。  

ニーズ： 新しい人間関係を一から構築する

必要があるため、単なる自由遊びよりも「構

造化された交流（PA 活動など）」や「対話」

を求めている。自由記述では「もっと話し

たかった」「名前を覚えたかった」という記

述が目立ち、関係構築への強い意欲が確認

できた。  

②一斉統合（ G 小・ H 小）  

特徴： 学年集団が維持されたまま移動する

ため、心理的安全性が高く、不安は比較的

低い（特に H 小）。G 小学校では、「ドッジ

ボールをしたい」など前向きで素直な反応

が多く、活動を通じて順当に不安が解消さ

図7 新しい学校への期待（Ｎ＝61） 

図 10 自 由記 述 ワ ード 出 現 率（ ％ ）  

図 8 交流前の不安に感じる児童の割合（Ｎ＝85） 

図 9 不安を感じていた層の変化（Ｎ＝49） 
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れている。H 小学校では、最も心理的余裕

があり、「楽しみ」が先行している。「不安

は全くなかった」とする児童が多く、緊張

感よりも、既存の友人との関係性をベース

にした「自由な遊び」や「より自然な交流」

を求める傾向が顕著であった。  

ニーズ： 既存の安心感を基盤としているた

め、「自由」や「遊び」を志向する傾向にあ

る。構造化されたプログラムよりも、自然

な形での交流を好んでいた。  

 

4．教員アンケートと「引継ぎシート」の提案  

（ 1）不登校の要因  

教員は、不登校

の要因として家庭

環境と対人関係へ

の着目しているこ

とが分かる。共起

ネットワークの分

析からは、教員が

不 登 校 の 原 因 を

「学校外」や「本

人の資質」に強く

関連付けている傾

向 が 読 み 取 れ る

（図 11）。「家庭環

境」の円が最も大

きく、多くの要因

と結びついている。

特 に 「 対 人 関 係 の

力」「学級不適応」との結びつきが強く、「家

庭環境の課題が、本人の対人スキル不足や適

応力の弱さにつながっている」という認識が

現場で共有されている。「学業不振」は不登校

の直接的な原因としてはあまり挙げられてい

ない。教員は、勉強ができないから休むので

はなく、「休むことで勉強が遅れ、それが復帰

を難しくする悪循環」を懸念している。  

要因を家庭や本人に求める傾向が強い一方

で、学校だけでは解決できないという無力感

や、保護者連携

の難しさが、教

員にとって大き

な心理的負担と

なっている（図

12）。  

（ 2）対応のマ    

インドセット  

「チ ーム 対応 」

の必 要性 を感 じ

つつ も、 現場 の

リソ ース 不足 に

直面している現状

が明らかになった。校内リソースへの高い依

存連携先としては「養護教諭」「スクールカウ

ンセラー（ SC）」が圧倒的に多く、次いで管理

職や学年部となっている。一方で、外部機関

への接続は選択されにくく、まずは「校内の

リソース（保健室・SC）」で支えたいという意

識、あるいは外部連携へのハードルの高さが

見て取れる。「一人ひとりを丁寧に見取りたい」

という理想

に対し、「時

間 が な い 」

「 専 門 知 識

がない」とい

う 現 実 的 な

壁があり、担

任としての限界や葛藤が生じている。  

予防策としての「学校の魅力化」「別室登

校」などの対処療法も必要とされているが、

多くの教員が「行きたくなる楽しい学校（授

業・居場所）づくり」こそが最大の予防策で

あるという、教職としての強い信念をもって

いる（表 2）。  

（ 3）統合に向けた特有の懸念  

最大の不安は「人間関係の構築」と「情報

の引継ぎ」ということが分かってきた。統合

に伴う不安として、ほぼ全員が「友人関係の

構築」と「学校の規模や雰囲気の変化」を挙

図11 不登校の要因として考えるもの 

項　　目 人数
丁寧な観察と情報共有 21
楽しい学校づくり 17
案して過ごせる居場所 11
子どもが学校づくりに関わること 10
カリキュラム改善 7
定期的に相談期間を位置づけること 5
児童と共に考える規範作り 9
ソーシャルスキルトレーニングと場の提供 9

表2 不登校未然防止と早期発見・早期対応のため必要なこと 

図12 対応が困難と感じるもの 
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げている。自由記述からは「統合前の交流（複

数回）」「統合前の詳細な引継ぎ」を求める声

が多数あった。具体的には、「学級編成の前に

情報を共有すべき」「不登校傾向を含めた情報

を事前に知りたい」といったものである。教

員は、 4 月に人間関係づくりや環境への不適

応などで躓くと不登校が急増することを予見

しており、「統合してから様子を見る」のでは

なく、「統合前にリスクを把握して対策を講じ

たい」と考えているのではないだろうか。  

（ 4）不登校早期発見シートと引継ぎシート  

1）開発した 3 つの支援シートの構成   

学校統合を見据え、以下の 3 種類のシート

を開発・試行し、その結果をもとに改訂を行

った。  

①支援予測学級シート：全担任が毎月実施。

学級全体の不登校傾向を定点観測するため

のツール。負担軽減のため、 8 項目に該当

する児童名または出席番号を記入する形式

とした。  

②支援チェックシート：①で傾向が見られた

児童に対し実施。要因を特定し、早期対応

へつなげるための詳細把握ツール。教員の

負担を考慮し、レ点チェック方式とした。  

③支援引継ぎシート：学校統合時の情報断絶

を防ぐための情報共有ツール。学校間・担

任間で確実に引き継ぐべき事項を整理した。 

2）アンケート結果から見えた課題と改善策  

職員アンケートの結果、ツールの方向性は

支持されたものの「チェック項目だけでは背

景が見えない」「ネガティブな情報が先入観

（予断）を与える」という懸念が示された。

これを受け、以下の 2 点の改善を図った。  

①二段階スクーリングによる運用の効率化  

統合前の多忙感を考慮し、学級の全児童を

対象とする「支援予測学級シート（一次）」と

特定児童を深堀する「支援チェックシート（二

次）」を連動させる形に整理した。組み合わせ

て活用することを企図した。これにより、網

羅的な 見守り と詳 細 な分析 の両立 を試 み た

（図 14）。  

②「強み」重視型への転換  

従来の「課題（欠点）」中心の記述から、登

校を支えている要因や得意分野など支援のヒ

ントとなる「強み」を強調する構成へと刷新

した。新担任が偏見なく児童を迎えられるよ

う、情報の質を再定義した（図 13）。  

3）提案モデルの有用性  

①組織的な支援体制の構築（早期発見モデル） 

本モデルは、特定の担任の「個人の感覚」

に依存せず、組織として早期発見・対応を行

う土台となる。統合という環境変化のなかで

リスクの高まりを共通尺度で捉え、具体的な

支援方針を迅速に決定するための、実効性の

ある体制モデルとして提示したい。  

②ポジティブな児童理解の促進  

「強み」に焦点を当てた情報共有により、

新担任が児童に対して前向きなイメージをも

って新学期をスタートさせることが期待でき

る。これは、統合直後の不安定な時期におい

て、教員と児童の信頼関係を早期に構築する  

図 13 支援引継ぎシート   
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ための重要なアプローチになると考える。  

 

５考察  

（1）「構造化された交流」による適応感の維持  

本実践の結果、学区再編という大規模環境

変化において、意図的な交流活動が児童の不

安を大幅に解消し、期待感を醸成したことが

明らかになった。先行研究では、学級編成替

えが児童の学級適応感（アサーションや親和

的動機）を一時的に低下させるリスクが指摘

されている。特に、「分割統合」を経験する

B 小学校の児童において、事前の不安レベル

が有意に高かった事実は、集団の解体と再編

が心理的な負荷となる先行知見を裏付けてい

る。  

しかし、本実践における少年自然の家の出

前事業を利用した「PA（プロジェクトアドベ

ンチャー）」等の協同活動は、不安を感じてい

た児童の約 63%においてその解消に寄与した。

これは、ただ「遊ぶ」だけでなく、共通の目

標に向かって「協力する必然性」のある構造

化された交流が、新しい集団における自己有

用感や他者への信頼感を高めた結果であると

考えられる。不登校の心理的要因として「心

の健康」の保持が重要であるという指摘に照

らせば、統合前の交流デザインは、環境変化

による適応感の沈み込みを防ぐための不可欠

なマネジメント手法であると言

える。  

（ 2）「強み」を活かす組織的   

な支援の共有  

 不登校の未然防止において

は、児童の「欠点」ではなく、

登校を支えるポジティブな要素

を引き継ぐことが重要である。

友人との良好な関係や教職員に

よる受容的関わり、学校におけ

る役割などは、「登校促進要因

（保護要因）」として機能して

いる。本研究で作成した「支援

引継ぎシート」は課題だけでは

なく、児童の「強み」や「有効だった関わり

方」を中核に据えている。これにより、新担

任は児童の成功体験（例：特定の教科での活

躍や係活動への熱心さ）を事前に把握し、 4

月のスタート時から個別のニーズに即した具

体的な支援を意識することが可能となる。ま

た、職員アンケートで懸念されていた「先入

観の付与」というリスクも、課題ではなく

「成功の鍵」を共有する「児童の強みを生か

した支援モデル」への転換によって、前向き

な支援の動機付けへと変換されたと考察でき

る。  

（3）持続可能な体制とウェルビーイングの両立 

 秋田県内における不登校児童生徒数が 2，

000 人を超え、過去最多となっている現状に

おいて、担任個人の資質や努力に依存した支

援には限界がある。本研究で提案した「支援

予測学級シート」や「支援引継ぎシート」に

よる対応は、支援を「個人」から「組織（チ

ーム学校）」のものへとする橋渡しになると考  

える。特に、チェックボックス方式を採用し

た負担軽減を狙ったシートは、多忙な教職員

の事務負担を抑えつつ、情報の質を確保する

というマネジメント上の課題を解決するであ

ろう。教職員が組織的なサポートを得ること

図 14 支援予測学級シートと支援チェックシート   

 

 

 

支援予測学級シート   年  組   
担当者                           

作成日 

月曜日や連休明けなどに不調が起きる。 

 

 

 

 

 遅刻が多い。 

 

 

 

 

 

午前中眠そうにしている。居眠りをよく

するなど、睡眠に課題がありそう。 

 

 

 

 

 

保健室の利用が多い。 

 

 

 

 

 

（                    ）←担任

の視点で書いてもよい 

 

 

 

 

特定の学習があるとき不調を訴えたり休

んだりすることがある。 

 

 

 

 

 

休み時間に一人でいることが多い。 

 

 

 

 

 

人間関係（子ども、教師）でうまくいってい

ないことがある。 

 

 

 

 

 

家族に悩みがある（不登校や他の関係な

ど）。 

 

 

 

 

 

（懸念されるリスクと児童名）←この表記はしない。 
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は、支援の質を向上させるだけでなく、教職

員自身の心理的ストレスを軽減し、持続可能

な未然防止体制の構築に寄与するものである

と考える。  

 
6．終わりに  

本研究で提案した体制は、統合前の「準備」

と「引継ぎ」に主眼を置いたものであるが、

真の未然防止は統合後の学校生活において完

結する。今後は、統合初年度の全児童を対象

とした継続的なモニタリング体制の運用精度

をさらに高めていく必要がある。また、分割

統合において、仲の良い友人と離れ離れにな

る「人間関係の不一致」や「心理的な希望と

現実の不一致」など移行先への不一致になる

側面がある児童への配慮が必要である。また、

家庭・地域との連携深化など、解決すべき課

題も残されている。本研究の知見が、今後加

速する秋田県内の学校規模適正化において、

児童一人ひとりが安心して学び続けられる魅

力ある学校づくりへの一助となることを切に

願う。  
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小規模高等学校におけるチームサポート体制の構築に関する研究 

－教員の働き方の質的向上の視点から－ 

 

学校マネジメントコース ２５２５３０５   

菅  徹   

１．研究の背景と目的  

高等学校では、生徒支援の複雑化に伴う負担増が教員の精神疾患の一因となっている。

高校特有の「個業性」や「相互不干渉」の文化の下では、支援要請が自己の専門性への否

定と結びつきやすく、孤立した対応を余儀なくされる構造的課題が指摘されている。本研

究は R高等学校を対象に、この組織環境を変容させることで「抱え込み」を解消し、教員

の「やりがい」と「健康」を両立させる効果的な「チームサポート体制」の在り方を明ら

かにすることを目的とする。 

２．研究の内容と方法  

6月に実施した「職場実態把握アンケート」の結果を校内研修で共有し、KJ 法を用いて

「効果的な支援の在り方」を分析した。その後、対話プログラム「チームミーティング

（TM）」と、客観的指標としての「心×体アンケート」を試行した。 

TMは Brené Brown(2013)の理論と認知行動療法を参考に「脆弱性の開示」の機会を組み

込み、支援希求を阻む非合理的な信念（イラショナル・ビリーフ）を解消し、心理的安全

性の高い組織への変容を目指しプログラムを構成した。「心×体アンケート」では、

Kesslerら(2002)の「K6指数」や上妻(2025)および磯谷(2025)両氏の「突然死」のチェッ

クリストを参考に健康リスクの予兆を検知することを目指した。11月に再度、職場実態把

握アンケートを実施し、6月結果と比較することで教員の意識変容を検証した。 

３．研究のまとめ 

R高等学校では、教員間に良好な人間関係や相互支援の意識は存在するものの、具体的

な支援行動には結びついていない実態が浮き彫りとなった。 

TMの試行では、弱みを出すメリットを認める回答が増加した一方で、職務実態アンケー

トにおける「チームによる支援」の評価は低下した。これは一見すると労働環境の悪化に

見えるが、本質的には TMを通じて現状を客観視できるようになった「認識の適正化」と

捉えることができる。事実、11月の聞き取り調査でも、「現状を課題と捉えたことで評価

を下げた」とする回答があり、「認識の適正化」が裏付けられた。 

加えて「心×体アンケート」からは、医学的な観点から、TMの試行により最も重いリス

ク層が解消されるなどの一定の効果が示された。その一方で、依然として多くの教員が心

身の不調を抱えている実態も明らかとなった。 

また本研究では、教員から「抱え込み」を解消するための「実効的な組織の在り方」

や、それを支える「コーディネート機能の重要性」を指摘する切実な声が寄せられた。こ

れを受け、「認識の適正化」をもたらす効果のあるＴＭを土台とした、実効的な支援の仕

組みを提案する。具体的には、TMの内容をボトムアップで衛生委員会へ共有する体制を構

築し、主任層も参画する「拡大衛生委員会」を設置する。これにより同僚や主任層が対象

者の背景に寄り添い「納得と合意」に基づくコーディネートを実践することで、支援の実

効性を担保する。さらに、これらを学校経営計画や重点目標に明記し、評価を通じて組織

全体へフィードバックすることで、支援体制の定着と精緻化を図る。 
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小規模高等学校におけるチームサポート体制の構築に関する研究
－教員の働き方の質的向上の視点から－

研究の背景TMプログラム 研究の背景職場実態把握アンケート 研究の背景心×体アンケート

研結　果

◆身体面
１  食事をきちんと、規則正しく摂れなかった。
２  日常生活の動作をいつもどおり出来なかった。
３  ぐっすり眠れなかった。
４  意識が遠くなることがあった。
５  体の疲れがなかなか取れないと感じた。
６  胸の痛みや息切れ、動悸や脈の乱れなど、体
      の不調を感じた。

　
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
　
～
労
働
安
全
衛
生
活
動
と
運
用
ス
キ
ー
ム
～  

◆精神面
７  神経過敏になった。
８  絶望的だと感じた。
９  そわそわ落ち着かなく感じた。
10  気分が落ち込んで、何が起こっても気が
      晴れないように感じた。
11  何をするにしても骨折りだと感じた。
12  自分は価値がない人間だと感じた。

学校経営方針、年間計画および評価（学校、分掌、人事）への労働
安全衛生活動の位置づけを明確にする。
TM活動と衛生委員会を連携させることで、ボトムアップの機能を強
化し、計画的な実施を担保する。
主任層らが参画する「拡大衛生委員会」を設置し、支援の実効性を
高める。それにより、管理職によるコーディネート機能を充実させ、
「納得と合意」に基づいた支援の実現を目指す。
ＴＭのテーマ設定を工夫し、「支援を行う意識」の醸成を図る。

●アンケート等では、教員の「抱え込み」を解消する実効的な支援体制の在り方
と、それを支えるコーディネート機能の重要性が指摘された。 秋田県内の全県立
高校に衛生委員会が設置されているものの、実働レベルで業務改善を牽引するに
は至っていない。よって、個々の状況や意向を汲み取る「コーディネート機能」と
密接に連動した活動を展開が不可欠と考える。 今後は以下のように、組織と機能
が一体となった運用を通じて「チームサポート体制」の精緻化を図る。

労
働
安
全
衛
生
活
動
　
年
間
計
画

健康・４軸フレームワーク

◆対　　象：教頭、事務長、常勤教員
　　　　　　及び事務職員
◆実施日時：定例職員会議後
◆テ  ー  マ：個人の人柄や内面への理解を深め
　　　　　　 業務内容に留まらない 幅広く対話
　　　　　　 を促すテー マ設定とする。
◆進  め  方
１ 異なる分掌の教員で４～５名の班を作成す
　る。班構成員は、毎月入れ替える。
２ テーマについて、話合いを行う。
３ テーマについての「強み」と「弱み」を
　 自己開示する。「強み」から話し、徐々に
　 仕事上の失敗談や苦手なこと等の「弱み」
　 についても話する。
４ 自己開示のレベルを深める。
 　レベル１：日常生活に関する内容
 　レベル２：過去の軽微な失敗や不得手な事
 　レベル３：過去の大失敗や抱えている悩み
５ 聞き手は共感、受容的態度で話を聴く。
６ 聞き手は助言（支援）する。
７ 助言を受容し、助言への感謝と今後の方策を
　 話す。以降、積極的に自己開示を繰り返す。

　教員が自らの「弱み」を提示する「脆弱性
の開示」の機会を設けた。これに対し、周囲
の教員が共感的・受容的に傾聴した上で、具
体的な助言や支援を提案し、話し手の教員が
それらを受け入れるプロセスを導入した。こ
の手順を通じ、「困難（失敗、不安、課題等）
を共有しても安全である」という心理的安全
性の醸成およびイラショナル・ビリーフの解
消を図ることで、教員の支援要請の促進と支
援を受け入れる姿勢の変容を促す。

◆スコア設定
0点「まったくない」 1点「少しだけ」 2点「ときどき」
3点「たいてい」 4点「いつも」

・ 0 〜 4点：身体的に健康な状態
・ 5 〜 9点：何らかの身体的な問題がある可能性
・10点以上：身体の病気が疑われる状態
・13点以上：突然死の可能性が疑われる状態

・ 0 〜 4点：精神的に健康な状態
・ 5 〜 9点：何らかのうつ・不安の問題がある
 　　　　 　  可能性あり（心理的ストレス相当）
・10点以上：うつ・不安障害が疑われる状態
・13点以上：重度のうつ・不安障害が疑われる状態

　職場における支援の実態を測定するためアンケ
ートの尺度を開発した。「職務充実感」は、活力
や熱意、心身の健康を含む「働く意欲」に加え、
自己の「職能成長」と「信頼関係」を指標とし、
個人の内面的な「充実度」を多角的に測定する。
「チームによる支援」は、支援体制の構築に不可
欠な「役割権限」と、支援の起点となる「支援を
求める意識」を抽出した。さらに、支援の受け手
側の視点である「支援を行う意識」を独自に加え
ることで、組織内のコーディネーション行動と双
方向の支援実態を可視化し、職場の支援基盤を評
価する。(５件法１～５点)

　教員の健康状態を客観的・科学的な観点か
らも検証するため、全教員に対し並行して「心
×体アンケート」を試行した。本調査は、「精
神面」と「身体面」の二側面から構成してい
る。本アンケートを通じて、業務負荷に起因す
る客観的・科学的な健康リスク、とりわけ「う
つ・不安障害」や「身体疾患・突然死」の予
兆を早期に検知する。

　「支援を行う意
識」および「支援
を求める意識」の
評価が低下した。
　このことは、「認
識の適正化」によ
るものと推測され
る。

職場実態把握アンケート（下位概念平均）
（５件法 ０～４点）

TM：チームミーティング



小規模高等学校におけるチームサポート体制の構築に関する研究  

－教員の働き方の質的向上の視点から－  

   

 学校マネジメントコース  ２５２５３０５  
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１．はじめに  

近年、高等学校の教員は、複雑化する対人

トラブルや保護者対応といった個別事案の急

増に加え、不登校生徒への多角的な支援や、

一人ひとりの特性に応じた特別支援教育への

対応など、多岐にわたる課題に直面している。

こうした負担の増大は、教員が業務を一人で

抱え込む状況を招き、心身の健康を損なう深

刻な要因となっている。実際に、2024 年度の

文部科学省の調査では、精神疾患による教員

の病気休職・休暇者が過去最多を記録してお

り、看過できない状況である。  

現在、秋田県においては、小規模高等学校

が全体の約 3 分の 1 を占めている。2025 年に

策定された「第 8 次秋田県高等学校総合整備

計画」においても、 1 学年 1 学級の学校の存

続を可能にするなど、今後も高等学校の小規

模化が進んでいくことが予想される。  

一方で、高等学校の組織文化は小中学校に

比べ「個業性」や「相互不干渉」が際立つと

指摘されてきた（妹尾 ,2015、佐古 ,2006）。こ

うした文化の中では、教員が同僚からの評価

を過度に意識しやすく、親密性の低さと相ま

って自己開示を抑制する要因となっている

（片山,1996）。その結果、同僚に頼ることを

「自身の能力不足の露呈」や「周囲への迷惑」

と必要以上に捉えてしまい、相談や依頼を控

えてしまう心理が働くと考えられる。  

こうした背景もあり、学校現場における勤

務時間の把握に「歪み」が生じている実態が

報告されている。日本教職員組合の 2025 年調

査によれば、約 3 割の教員が勤務時間を過少

申告した経験があり、その理由として「管理

職からの指摘」が上位に挙がっている。長時

間勤務の報告が「能力不足」と見なされるこ

とを懸念し、実態の開示を躊躇する教員が一

定数存在する可能性は否定できない。  

このように、教員が支援を必要とする状況

にありながら、同僚への配慮や自己評価の維

持から行動をためらう状況が存在する。こう

して生じた「抱え込み」を解消する役割を担

うシステムとして、労働安全衛生法で定める

衛生委員会が秋田県内の全ての県立高等学校

に設置されているが、特に小規模高等学校に

おいては、業務改善を牽引する主体として十

分に機能しているとは言い難い現状がある。   

周囲の支援から孤立したまま進む「抱え込

み」を解消するために、チームとしての支援

体制を構築することは、学校経営における重

要な課題といえる。  

 

２．研究目的・方法と先行研究  

支援の実効性を高めるには、「支援を求め

る意識」を「チームによる支援」につなげる

システムの構築が不可欠である（野口・瀬

戸  ,2015）。しかし、高等学校におけるチーム

サポート体制の研究は依然として少なく（石

隈 ,1999）、働き方改革下においても、高等学

校特有の組織構造を踏まえた支援の在り方は

十分に検討されているとは言い難い。   

現在、小規模高等学校は、若手層が少なく

50 代以上が半数以上を占めるという、歪な人

員構成に直面している。したがって、こうし

た偏った年齢構成下においても、教員同士の

意識を確実に結びつけ、「相互不干渉」な組織

環境を変容させるためには、小規模高等学校

の実態に即した対話手法の開発が必要である。  

そのため、小林（ 2023）や世古（ 2017）ら
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が提唱する対話手法を参考に、複数教員によ

る小規模高等学校の実情に応じた「チームミ

ーティング（以下、TM）」を検証の軸に据える。   

その際、ブレネー・ブラウン（ 2013）が提

唱する「自己開示がチームの信頼基盤となる」

という理論を前提としつつ、対話のプロセス

において認知行動療法の視点を取り入れる。

これにより、「教員は完璧であるべき」「支援

を求めることは無能さの露呈である」といっ

た教員特有の非合理的な信念（イラショナル・

ビリーフ）を緩和・解消し、「抱え込み」の少

ない組織への変容を試みる。  

評価指標としては、教員の内的状態を可視

化するため、Schaufeli ら（2002）のワーク・

エンゲイジメント（以下、 WE）に着目する。

武智・露口（ 2020）は「職能成長」と「信頼

関係」が WE に正の影響を与えることを明らか

にしており、森（ 2023）は、これら 3 指標を

取り入れたオーダーメイド型の支援が主観的

幸福感の向上に寄与することを報告している。  

次に、客観的な心身の健康指標として、精

神面では Kessler ら（2002）の「 K6 指数」を

用いる。身体面では、上妻（ 2025）の「突然

死チェックリスト」および磯谷（ 2025）の「突

然死リスクのセルフチェック」を参考とする。 

支援体制の構築については、瀬戸・石隈

（ 2002）の「コーディネーション機能」や、

佐古ら（ 2011）が提唱する「コア・システム」

および協働を支える「プロセス・ファシリテ

ート（PF）機能」の考え方を参考にする。 

以上の先行研究に基づき、本研究では「 TM」

および「心と体アンケート」を並行して試行

する。試行の前後で「職場実態把握アンケー

ト」を行うことにより、 R 高等学校における

教員支援の現状と課題を明確にするとともに、

「支援を求める意識」を具体的な支援行動へ

とつなげる「チームサポート体制」を確立す

ることを目的とする。  

本研究の調査は、秋田県県南地区に位置す

る R 高等学校（全校生徒約 120 名、普通科・  

福祉科）の常勤教員 23 名の協力を得て実施し

た。なお、具体的な取組のスケジュールは表

１の通りである。  

 

３．職場実態把握アンケートの開発と試行 

（１）調査の概念構成と尺度設計  

職場における支援の実態を測定するため、

先行研究を参考にアンケートの尺度を開発し

た。本アンケートは「職務充実感」と「チー

ムによる支援」の２つの上位概念で構成され、

前者は「働く意欲」「職能成長」「信頼関係」、

後者は「役割権限」「支援を求める意識」「支

援を行う意識」の下位概念を設けた。下位概

念は５つの質問項目からなり、合計 30 項目で

構成した（表 2）。 

①｢職務充実感｣の構成 

上位概念「職務充実感」は、森（ 2023）が

用いた「主観的幸福感」をより仕事の側面に

重点を置く形で再構成した。具体的には、「働

く意欲」を測定する指標として、ＵＷＥＳの

日本語版（島津ら ,2025）の「活力」「熱意」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 職場実態把握アンケート  

表 1 試行スケジュール  
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「没頭」の 3 つに、「心身の健康」および「ワ

ーク・ライフ・バランス」に関する質問項目

を加えた。また、武智・露口（ 2020）は「職

能成長」および「信頼関係」が WE に影響を及

ぼすと指摘していることを踏まえ、これらを

加えて下位概念を構成し質問項目を設定した。 

②「チームによる支援」の構成  

同様に、上位概念「チームによる支援」の

下位概念を３つ設定した。   

まず、先行研究の「支援を求める意識」（野

口・瀬戸 ,2015）と支援システムの構築やコー

ディネーション行動に不可欠とされる「役割

権限」（瀬戸・石隈 ,2002）を用いた。さらに、

受け手側の視点である「支援を行う意識」を

独自に加えて構成し、質問項目を設定した。  

回答は 5 件法（ 1:全く当てはまらない～ 5:

とても当てはまる）を用いた。  

（２）調査の実施と分析方法  

 本アンケート調査は 6 月と 11 月の二回実

施した。7 月の校内研修会では、6 月に実施し

たアンケート結果を共有し、KJ 法により職場

における「効果的なチームによるサポートの

在り方｣について分析した。 

（３）調査結果と考察  

①第１回職場実態把握アンケート（６月）  

第１回職場実態把握アンケートの結果（回

答数 20 名）では、下位概念である「信頼関係

（ 3.9）」および「支援を行う意識（ 3.8）」の

評価が相対的に高かった（図 2）。特に「信頼

関係」については、その質問項目の「安心し

て意見交換ができる（ 4.1）」や「気軽に相談

できる同僚がいる（ 4.1）」で肯定的な回答が

目立つ結果となった。  

一方で、「役割権限（ 3.5）」の質問項目の評

価は相対的に低く、その質問項目の「分掌業

務の役割分担は業務の効率化に繋がっている

か（ 3.1）」や「働き方の問題解決をする役割

分担は明確か（ 3.0）」は、全体平均（ 3.6）を

顕著に下回る結果となった。     

以上の結果から、 R 高等学校には、安心し

て意見交換や相談ができる良好な人間関係が

既に存在し、困っている同僚を支援したいと

いう意識が高い反面、「支援を求める意識」が

実際の支援行動に結びついていないことが、

組織的な課題として浮き彫りとなった。  

②第２回職場実態把握アンケート（ 11 月） 

再度、11 月に職場実態把握アンケートを実

施し (回答数 20 名 )、6 月の結果と比較した。

その結果、上位概念「職務充実感」の評価（合

計平均）がほぼ横ばい（ -0.8 点）だったのに

対し、上位概念「チームによる支援」の評価

（合計平均）は低下した（ -4.1 点 )（図 1）。

特に下位概念の「支援を求める意識」（ -2.1 点）

および「支援を行う意識」（ -2.0 点）で低下が

図 1 

図 2 

図 3 

ワーク・ライフ・バランス  方針納得  
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顕著だった（図 2）。 

この結果は、本アンケート（ 11 月）に先立

ち実施した TM 試行（9 月・ 10 月）の際に見  

られた、チームによる支援に関する「認識 

の適正化」が生じたためと推察される。  

加えて、11 月の聞き取り調査において教員

A は、「 TM に慣れることで現状を課題として

捉えるようになり、チームサポートに関する

評価を下げた」と述べた。これらのことから、

TM の試行によって、自身や組織の状況をより

客観的に見つめ直すチームによる支援に関す

る「認識の適正化」が職場内で進んできてい

ると捉えることが可能である。  

一方、質問項目の「ワーク・ライフ・バラ

ンス」（＋ 0.4）、「方針納得」（＋ 0.3）の評価

が上昇した（図 3）。前者については、TM の実

施により、教員自身の心身の健康や私生活を

重視する意識が醸成されたためと推察される。  

後者については、後述する校内研修会で校長

が方針を表明したこと、および数ヶ月にわた

る本研究のプロセスを通じて、組織全体で業

務改善への理解が浸透したためと考えられる。 

 

４．校内研修会とＴＭへの着眼（７月）  

１）校内研修会  

6 月に実施した職場実態把握アンケートの

結果に基づき、 7 月の校内研修会において KJ

法を用いた分析を行った。多様な意見をグル

ーピング・図式化し、その構造を記述的に分

析した結果、全体として教員間の「コミュニ

ケーションの活性化」を求める声が多く示さ

れた。特に、教員の強い責任感に起因する「周

囲への負い目」や「自己完結できないことへ

の自責の念」が、支援を素直に受け入れられ

ない心理的葛藤を生んでいる実態が浮き彫り

となり、「積極的に集うことの重要性」や「話

しやすい信頼関係のある環境づくり」の必要

性について共通認識が持たれた。他方、組織

的な業務調整やワーク・ライフ・バランスの

充実に向けた意見についても多くの教員から

出された。    

なお、研修会の総括において、校長からは

「高等学校段階における働き方改革の研修を

実施した意義」が述べられるとともに、「今後

も教員一人ひとりのウェルビーイングを組織

として追求していく」との方針が示された。  

２）ＴＭへの着眼  

校内研修会を通じて、「周囲への負い目」や

「自責の念」から生じる問題の「抱え込み」

という課題が明確になった。解決には、対話  

の機会を設けて困難さを共有し、心理的障壁

を低減させることで、誰もが支援を求めやす

い環境を築くことが不可欠である。これは個

人の善意に頼らない組織的な支援体制を確立

する上で、極めて重要なプロセスといえる。  

以上の研究方針を 7 月に決定し、具体的手

立てとして、まずは TM の試行に着手すること

とした。  

 

５．ＴＭの開発と試行（９月、 10 月） 

（１）ＴＭの試行とプログラム構成  

TM は 9 月と 10 月に計 2 回、1 グループ 4～

5 名で 5 グループ構成し、異なるテーマ（図

6）を設定して試行した。組織横断的な対話を

図４  校内研修会  KJ 法分析  

図５  校内研修会  グループ発
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促進するため、管理職の参加を仰ぐとともに、

日常的に接点が少ない教員同士を意図的に組

み合わせる編成とした（図 7）。 

TM では先行研究を参考に、教員が自らの

「強み」や「弱み」を提示する「脆弱性の開

示」の機会を設けた。これに対し、周囲の教

員が共感的・受容的に傾聴した上で、具体的

な助言や支援を提案し、話し手の教員がそれ

らを受け入れるプロセスを導入した。この手

順を通じ、「困難（不安、失敗、課題等）を共

有しても安全である」という心理的安全性の

醸成および、イラショナル・ビリーフの解消

を図ることで、教員の支援要請が促されるよ

うにした。  

また、各回の試行後には、アンケート調査

で TM の対話の内容の把握を行った（図 8）。  

（２）ＴＭの実施結果と考察  

TM 後に実施したアンケート結果（ 9 月・10

月、 15 名分）を比較したところ、 1 回目では

「話すだけで気持ちが楽になる」「貴重な時間

だった」等の感情的・表面的な感想や、「マン

パワーの限界」「個々の業務削減」等の物理的

な制約や目の前の業務処理に関する意見が中

心だった。  

2 回目では、記述の総文字数が 1.8 倍、1 件

あたりの文字数が 1.2 倍に増加した。内容面

でも、「自分の弱みを発信することは、いざと

いう時に助けを求めやすくなる」「理解者がい

る心強さ」といった自己開示のメリットに触

れるものや、「コーディネート」「時間割変更」

「業務の交代」といった自身の状況を客観視

し、解決策を模索する建設的な思考への変容

が見て取れる。これらの変化から、「チームに

よる支援」における「認識の適正化」が進ん

だと推察される。また、支援ニーズを実際の

行動へとつなげる「実効的な組織体制」や、

「個々の教員の状況に即した配慮」を求める

声も表出した。  

以上の結果から、TM を継続しながら、既存

の組織体制を「コーディネート機能」と「実

効的な支援機能」を兼ね備えた体制へと再構

築することが、検討課題として示唆された。  

 

６．｢心×体アンケート｣の開発 

（１）「心×体アンケート」の概念と方法 

学校現場では教員のメンタルヘルス把握

を目的としたストレスチェックが実施されて

いるが、結果の閲覧には本人の同意を要する

という制度上の制約がある。そのため、管理

職による健康状態の把握は健康診断等の断片

的な情報に頼らざるを得ず、早期対応の機会

を十分確保出来ていない。こうした背景を踏

まえ、本研究では医学的観点から業務負荷に

起因する健康リスク、とりわけ「うつ・不安

障害」や「身体疾患・突然死」の予兆を早期

図８  TM 試行後アンケートの主な内容  

図 6 TM のテーマ  

図 7 TM のプログラム  

図 9 TM の様子  
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に検知し、管理職による的確な状況把握を可

能にすることを目的とした「心×体アンケー

ト」を開発した。  

本調査は、「精神面（メンタルヘルス）」と

「身体面（突然死リスク）」の二側面から構成  

されている（図 10）。開発に際しては、先行研

究における専門的指標を準拠枠組みとした。

「精神面」の評価には先行研究の「 K6 指数」

を採用し、精神的不調が疑われる状態（※ 1）

の有無を測定した。また「身体面」の評価に

ついては、先行研究を参考に 2 種の「突然死」

の可能性が疑われる状態（※ 2）の有無を測定

することを目的に質問項目を構成した。  

（２）健康リスクの現状  

11 月の調査結果（回答数 18 名、図 11・12）

では、「精神面」「身体面」ともに最も深刻な

「重度警戒」層は確認されなかった。10 月と

の比較では全体的に改善の傾向が見られ、「精

神面」では「軽度問題」の層が 14.3%から 31.6%

へと増加した。また、多くの教員が心身に何

らかの不調を抱えている実態が浮き彫りとな

り、今後も継続的な注視が必要であることが

明らかになった。  

（３）健康リスクの顕在化  

本調査により、医学的に多くの教員が不調

を抱えている実態が明らかになり、これまで

潜在化していた健康リスクを「可視化」する

ことができた。TM と本アンケートを並行して

試行した結果、心身の不調が改善に向かって

いることから、TM による「認識の適正化」や

「脆弱性の開示」の促進が、健康リスクの低

下に寄与した可能性があると推察される。 

 

７．総合的考察  

（１）組織的支援の基盤の形成 

 職場実態把握アンケートの結果、 R 高等学

校には良好な人間関係と高い支援意識が既に

備わっていることが示された。一方で、「支援

を求める意識」が実際の支援行動に結びつい

ていない点が、課題として浮き彫りとなった。 

本研究で試行した TM における「脆弱性の

開示」は、困難をありのままに捉え直す「認

識の適正化」を促す一助となったと考える。

これは、教員自身のイラショナル・ビリーフ

を緩和する方向に作用したと推察され、結果

として、「ワーク・ライフ・バランス」を重視

した働き方へ目を向けた側面もある。  

また、「心×体アンケート」の実施により、

医学的観点から、潜在化しがちであった不調

図 10 心×体アンケート  

図 12  心×体アンケート（精神面）（％）  

図 11 心×体アンケート（身体面）（％）  
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を可視化することができた。加えて、校内研

修会における校長の説明は、教員が自らの状

態を省みる動機付けとなり、職場実態把握ア

ンケートの項目である「方針納得」の評価向

上に寄与したと推察される。  

以上のことから、組織的なチームサポート

体制を構築していくための基盤を検証し、部

分的に整備することが出来た。  

（２）実効性のある支援体制の整備  

他方、アンケートや聞き取り調査からは、

教員の「抱え込み」を解消し、実効的な支援

を可能にする組織の在り方と、それを支える

コーディネート機能の重要性が浮き彫りとな

った。 

前述したとおり、秋田県内の全ての県立高

等学校では労働安全衛生管理体制が整備され

ているが、小規模高等学校では教員数の規模

により法律上の設置義務がないこともあり、

衛生委員会が実働レベルで業務改善を牽引す

るまで至っていないケースが散見される。そ

こで、衛生委員会の実効性を高めるとともに、

教員一人ひとりの個別事情を丁寧に把握し、

最適な支援へとつなげるコーディネート機能

を実現するため、以下の通り各活動を有機的

に結びつける（図 13）。  

具体的には、機微な情報を扱う「支援方針

決定機関」としての衛生委員会に加え、新た

に「主任層が参画する支援の実行組織」とし

ての拡大衛生委員会（業務改善 TM）を組織す

る。この二重構造モデルにより、「チームによ

る支援」における「認識の適正化」に効果の

あった TM を個人の気づきの場で終わらせず、

労働安全衛生活動として組み込むことで、具

体的な支援の実効性を仕組みとして担保する。 

また、TM で抽出された現場のニーズをボト

ムアップで衛生委員会に集約し、個々の状況

に配慮した円滑な支援がなされる環境を整備

する。さらに、こうしたアプローチを表 3 の

ように各種年間計画に明記し、既存の評価シ

ステムと密接に連動させる。これにより、実

施状況や成果を定期的に共有・フィードバッ

クするサイクルを構築し、システムの実効性

と継続性を確立する。  

（３）「コーディネート機能の充実」と「納得

と合意」による支援の追求  

支援の実効性をより高めるためには、対象

者本人の「納得と合意」に基づくシステムの

構築が不可欠である。しかし、実際には管理

職が決定した支援内容が本人のニーズと合致

せず、支援の実行に至らないケースも散見さ

れる。勤務時間の過少申告といった「実態開

示への躊躇」が生じ得る実情を鑑みれば、教

員の心理的側面への十分な配慮は避けて通れ

ない。   

そのため、衛生委員会の審議を経て決定さ

れた支援策を画一的に適用するのではなく、

対象教員の多面的な背景に寄り添い、状況に

応じた柔軟な調整を行うプロセスを充実させ

る必要がある。具体的には、対象者と心理的

結びつきの強い同僚や分掌主任の協力を得て、

個別のニーズを丁寧に汲み取るアプローチが

不可欠となる。  

このような対応を一部の教員の資質や善

意に委ねるのではなく、持続可能な仕組みと

して衛生委員会の監督のもと「拡大衛生委員

会」を支援の実行組織として機能させること

が肝要で、TM と連動させ定期的に衛生委員会

を開催させることで、支援の実効の起点を仕

組みとして担保し、決定から実効に至るプロ

セスを円滑になるようにする。 

図 13 労働安全衛生活動チャート    
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以上の取り組みは、先行研究の「協働を支

える PF 機能」を小規模高等学校の実情に合わ

せて具体化したものといえる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

８．おわりに 

本研究の調査は、試行回数が限定的であった。

今後は長期的な運用を通じた成果の蓄積と多角

的な分析により、「納得と合意に基づくコーディ

ネート」および「『支援を行う意識』を向上させ

るためのＴＭのテーマ設定」等について、さらな

る精緻化を図っていきたい。   

また、今回は十分な検証に至らなかった「チー

ムによる支援」と「職務充実感」の関係性を明ら

かにすることは、教員が生き生きとやりがいを

もって働けるチームサポート体制を構築してい

くうえで、欠かすことのできない重要なステッ

プである。 

これら一連の取組を通じて、教員一人ひとり

の多様な困難さやニーズに対する組織的な「受

容性」を高め、かつ具体的な支援が機能する「実

効性」を兼ね備えた「あたたかいシステム」の実

現へとつなげていく所存である。 
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高等学校における教職員の多忙感解消に向けた実践研究 

－個と組織によるワーク・エンゲイジメント向上へのアプローチ－ 

 

学校マネジメントコース ２５２５３０６   

 冨 樫 真 雄   

 

1.研究の背景とねらい 

教員の厳しい勤務実態が社会問題化する中，国や教育委員会は働き方改革の推進に向け，

体制整備や勤務環境の改善を進めてきた。しかし，学校現場では依然として多忙化の解消

を実感しにくい状況がみられ，原籍校でも時間外在校等時間が県平均を大きく下回ってい

るにもかかわらず，多忙化の解消を求める声が上がっている。その背景には，勤務時間等

の量的側面に加え，業務への負担感等の心理的・感覚的側面が影響していると考えられる。

そこで本研究では「多忙」と「多忙感」を区別して捉え，働き方改革の自助と共助の両面

から実践活動を行い，そこで得られた知見を学校現場に提示することをねらいとした。 

 

2.研究内容 

 本研究では，事前調査としてアンケートによる働き方の意識調査を実施し，その実態や

分析結果を踏まえ実践活動を行った。活動後に再度アンケート調査を行い，実践活動が多

忙感にどのような影響を与えたかについての検証及び多忙感に影響を与える要因について

の分析を行った。 

 活動実施後の調査結果では，多忙感，満足感，ワーク・エンゲイジメントの数値がやや

減り，自己効力感，自己有用感の数値がやや増えるという結果となった。多忙感の項目で

は 6名がマイナスの数値を,2名がプラスの数値を回答している。また，自身のタイム・マ

ネジメント，経営参画意識，仕事への納得感について変化があったかという質問について

は，経営参画意識に変化があったと回答した教職員の数が最も多く，半数を超えた。 

これらの結果を受けて，多忙感と経営参画意識の関係性を詳しく見てみたところ，経営

参画意識に変化がなかったグループでは多忙感の平均値が 3.64から 3.55 へとわずかに減

少しただけだったのに対し，経営参画意識に変化があったグループでは多忙感の平均値が

3.00 から 2.77 へ大きく減少するというデータを得ることができた。このことは学校経営

に関わっているという感覚が得られれば，多忙感が解消される可能性があることを示して

いる。 

 

3.成果と課題 

 経営参画意識の変化が多忙感の解消に影響を与える可能性が示されたことから，教職員

が活動主体となって取り組む業務改善活動の有効性が認められた。一方で，多忙感を直接

的に解消する方策を提示するには，中長期的な視点に立った取組の継続とさらなる分析が

必要である。今後，各学校において教職員一人一人が学校経営に関わっているという意識

をもてるような体制の整備と活動の充実が図られ，働き方改革の主体である教職員が主体

的に経営参画することで，ウェルビーイングが向上していくことを期待している。 
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経営参画意識に変化あり

多忙感低下

経営参画意識に変化なし

成果と課題分析と考察

ほぼ横ばいほぼ横ばい

高等学校における教職員の多忙感解消に向けた実践研究
－個と組織によるワーク・エンゲイジメント向上へのアプローチ－

教員の勤務実態が社会問題化

◆長時間労働やワーク・ライフ・バラ

ンスの不均衡が教員のウェルビーイン

グ向上を阻害している。

教職の魅力の低下

◆教師の仕事が「ブラック」と捉えら

れることにより，教員志願者が減少傾

向にある。

「働き方改革」の推進

◆文部科学省や教育委員会は勤務時間

上限のガイドライン等を策定し，勤務

環境の改善を図ってきた。

多忙化の解消を実感できない現場

◆これまで行われてきた施策だけでは

十分とは言えず，多忙化の防止を求める

声が多くの教職員から上がっている。

◆Ｎ高校の時間外在校等時間は

県平均に比べて低い水準にある

◆それにもかかわらず，「多忙」

であると感じる背景には心理的な

側面が影響しているのではないか

多忙 多忙感

◆本研究では「多忙」と「多忙

感」を区別し，働き方改革の自

助と共助の両面から実践活動を

行い，そこで得られた知見を学

校現場に提示することをねらい

とした。

量的側面 心理的側面

研究の方法

事前調査：アンケート（７月）

校内研修 業務改善活動

◆グループで業務改善案を

作成→管理職，分掌主任が

提出された改善案の検討結

果を回答

◆教職の特性を理解し，自

身のワーク・ライフ・バラ

ンスの充実につなげていく

ことを意識した研修

調査の結果

◆多忙感の項目では

数値が下がり，わず

かながらも改善傾向

がみられた。全体の

割合の変化を見ても

多忙感を感じている

教職員の割合は

87.5％から79.1％に

減少している。自己有

用感，自己効力感に

ついてもプラスの変化

となった。一方，満

足感，ワーク・エン

ゲイジメントの数値は

下がる結果となっ

た。

意識調査の比較

意識調査（多忙感）の比較

活動後の変化

◆経営参画意識の変

化だけは，半数を超

える教職員が「変化あ

り」と回答した。

◆経営参画意識に変化があったグループと変化がなかったグループの多忙感

の変化を比較してみると，変化があったグループに多忙感の低下がみられ

た。学校経営に関わっているという感覚が得られれば多忙感が解消される

可能性があることを示している。

◆経営参画意識の変化を意識した回答が多かった要因として，今回の取組が

結果そのものよりも，過程に重点を置いた実践であった点が影響していると

考えられる。

多忙感解消に向けた業務改善活動の有効性

◆組織的に業務改善の取組を行うことで多忙感の解消が実感でき

る可能性が示された。業務改善においては対話や意見を表明でき

る機会を設定し，カリキュラム・マネジメントのもと，教職員の

共通理解を得ながら進めることが重要である。

中長期的な視点に立った取組の継続と分析

◆働き方改革に向けた取組やその検証については，単発的・短期

的に行われるものではなく，中長期的な視点で進めていかなけれ

ばならないものであることを実感した。今後はより戦略的な計画

を立て，ワーク・エンゲイジメントの向上に結び付けたい。

◆働き方改革は国や教育委員会の施策や取組に加え，各学校の実

情に合わせた活動，教職員の意識も重要であることが示された。

教職員一人一人が経営参画意識をもてるような体制の整備と活動

の充実，そして教職員の主体的な姿勢が欠かせないと考える。

研究の背景 研究のねらい

事後調査：アンケート（11月）

実践活動



高等学校における教職員の多忙感解消に向けた実践研究  

－個と組織によるワーク・エンゲイジメント向上へのアプローチ－  

 

学校マネジメントコース  ２５２５３０６    

 冨  樫  真  雄    

 

１．はじめに 

（１）研究の背景 

 教員の厳しい勤務実態が社会問題として取

り上げられる中，長時間労働やワーク・ライ

フ・バランスの不均衡は教員のウェルビーイ

ング向上の阻害要因となり，メンタルヘルス

にも影響を及ぼしている。また，メディアの

報道やＳＮＳなどの情報により教員の仕事が

「ブラック」と否定的に捉えられることで，

教職に対して負のイメージが広がり，教員志

願者が減少傾向にあることは，わが国の教育

の根幹にかかわる問題となっている。  

このような状況を背景に，中央教育審議会

は「新しい時代の教育に向けた持続可能な学

校指導・運営体制の構築のための学校におけ

る働き方改革に関する総合的な方策について

（ 2019）」で，働き方改革の目的や方針を示し，

これを受け文部科学省は，「公立学校の教師の

勤 務 時 間 の 上 限 に 関 す る ガ イ ド ラ イ ン

（ 2019）」，「教師を取り巻く環境整備について

緊急的に取り組むべき施策（ 2023）（以下，緊

急提言）」を打ち出すなど，勤務環境の改善を

図ってきた。  

Ａ県においても 2008 年以降「教職員が実感

できる多忙化防止対策」（ 2018 年以降は同計

画）」を策定し，働き方改革の推進に向けた体

制の整備や働きやすい学校環境の整備を進め

ている。  

表 1 Ａ県教育職員の勤務状況（ 2024 年度高校）  

 

2024 年のＡ県教職員の働き方改革推進計

画検証結果（表 1）では，月当たり時間外在校

等時間が 45 時間の教員の割合，年間時間外在

校等時間が 360 時間超の教員の割合ともに前

年度と比べ，改善傾向にあることが報告され

た。 

しかしながら，実際の学校現場では依然と

して多忙化の解消を実感できる程に改善が進

んでいない状況がみられ，このことは，国や

教育委員会の施策だけでは，決して十分とは

言えないことを示している。原籍校であるＡ

県立Ｎ高等学校（以下，Ｎ高校）においても，

多忙化の防止を求める声は多くの教職員から

上がっており，働き方改革に向けた取組は重

要な課題となっている。ところが，Ｎ高校の

時間外在校等時間は 23.3 時間で，高校の平均

時間外在校等時間 42.3 時間を大きく下回っ

ていた。それにもかかわらず「多忙」である

と感じられている背景には，勤務時間や業務

量といった量的側面に加え，やりたい仕事に

十分に時間を割けない不満や，達成感を得に

くい業務の存在など，心理的・感覚的側面が

影響していることが考えられる。  

 

（２）研究のねらい 

教員の働き方改革において，長時間勤務の

是正が唯一の解決策でないことは，前述の緊

急提言にも示されており，露口（2024）は「『働

きやすさ』と『働きがい』の両立が教員のウ

ェルビーイングを高める」としている。  

そこで，本研究では量的側面の「多忙」と

心理的側面の「多忙感」を区別して捉え，働

き方改革の様々な角度から実践活動を行うこ

ととした。そして，これらの実践が，ワーク・

ライフ・バランスの充実，教員のウェルビー

イング向上に与える影響を探り，得られた知

教育職員の勤務状況 2024年度 2023年度

平均時間外在校等時間 42.3h 44.3h

月当たり時間外在校等時間の割合（0～45時間） 61.4% 59.0%

年間在校等時間が360時間超の教職員の割合 63.1% 86.3%
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見を学校現場に提示することをねらいとして

いる。 

 

（３）研究対象校の概要  

 研究の対象とするＮ高校は普通科と情報系

学科の二つの学科で構成されている。情報系

学科は，県内に唯一設置された特徴ある学科

で，加えて，普通科には 2022 年度にデジタル

探究コースを設置，2025 年度にはＤＸハイス

クールの認定を受けるなどデジタル教育が充

実している。また，地域連携にも力を入れて

おり，2019 年に地元Ｎ市と地域連携協定を締

結し，Ｎ市の豊富な教育資源の活用や人的交

流及び協働事業を通して，幅広い教育活動を

展開している。一方で近年は，生徒減少が進

み，学校全体の活気が薄れているとの指摘が

ある。このような状況を受けて，Ｎ市は 2025

年にＮ高校魅力化推進地域連絡協議会をスタ

ートさせ，校内に学習センターを設置して，

常駐する市の職員を採用，派遣をするなど，

市の事業としてＮ高校の支援を行っている。  

 

２．研究内容 

（１）研究の方法 

本研究では，事前調査として 2025 年 7 月

にＮ高校の教職員に対して，アンケートによ

る働き方の意識調査を実施し，その実態や分

析結果を踏まえ，実践活動を行った。そして，

一連の活動を終えた 11 月に事後調査として

再度アンケートによる調査を実施し，実践活

動が，多忙感にどのような影響を与えたかに

ついての検証及び多忙感に影響を与える要因

についての分析を行った。  

事前調査については，多忙感や自身の働き

方についての意識調査，ワーク・エンゲイジ

メント測定，力を入れたい業務，負担に感じ

ている業務について質問をした。実際の質問

項目と選択肢は表 2 のとおりである。意識調

査は 4 件法とし，質問にある「自己効力感」

については，「自分には特定の目標や課題を達

成するための能力があると信じる感覚」，「自

己有用感」については，「自分が他者や集団に

とって役に立っている，必要とされていると

感じる感覚」と定義した。  

働きがい指標であるワーク・エンゲイジメ

ントの測定については，島津（ 2014）によっ

て 紹 介 さ れ て い る ， 日 本 語 版 Ｕ Ｗ Ｅ Ｓ

（ Utrecht Work Engagement Scale）の短縮版

（ 9 項目）を採用した。ワーク・エンゲイジメ

ントとは，「活力，熱意，没頭によって特徴づ

けられる仕事に関連するポジティブな心理状

態」のことである。 

表 2 アンケート項目（ 7 月）  

 

力を入れたい業務，負担に感じている業務

には，次の「教科指導・ＨＲ活動・生徒指導・

進路指導・教育相談・部活動・生徒会活動・

分掌業務・外部連携・学科業務・保護者対応」

の中から，それぞれ三つまで選択する形式で

回答を求め，その結果を集計した。  

なお，比較対象校として近隣のＨ高校にも

調査を依頼し，Ｎ高校と同じ質問内容でアン

ケートを実施した。Ｈ高校は地域の中心校で

進学を主とする学校である。  

 

（２）Ｎ高校の調査結果  

事前調査ではＮ高校の管理職，非常勤講師，

事務職員を除く 24 名の教職員を調査対象と

質問項目

① 日々多忙感を感じながら仕事をしている

② 現在の職場で自己効力感を感じている

③ 現在の職場で自己有用感を感じている

④ 現在の仕事に対して満足感がある

⑤ 勤務時間を過ぎても自分のペースで仕事がしたい

⑥ 教員の仕事は勤務時間が過ぎても仕方がないと思っている

⑦ 先月の自分の残業時間を把握している

⑧ 長期休業中などに在宅勤務が定着すれば，大いに活用したい

① 仕事をしていると，活力がみなぎるように感じる

② 職場では，元気が出て精力的になるように感じる

③ 仕事に熱心である

④ 仕事は，私に活力を与えてくれる

⑤ 朝に目がさめると，さあ仕事へ行こう，という気持ちになる

⑨ 仕事に没頭しているとき，幸せだと感じる

⑥ 自分の仕事に誇りを感じる

⑦ 私は仕事にのめり込んでいる

⑧ 仕事をしていると，つい夢中になってしまう

意

識

調

査

ワ

ー

ク

・

エ

ン

ゲ

イ

ジ

メ

ン

ト

0 全く感じない 1 ほとんど感じない（１年に数回以下）

2 めったに感じない（１か月に１回以下）

3 時々感じる（１か月に数回） 4 よく感じる（１週間に１回）

5 とてもよく感じる（１週間に数回） 6 いつも感じる（毎日）
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し，全員から回答を得ることができた。Ｈ高

校の回答数は 20，回答率は 47.6％であった。 

表 3 働き方の意識調査（ 7 月）  

 

調査結果を見ると，設問①の多忙感につい

ては平均値 3.29 と高い結果となっている。

「とても当てはまる」，「やや当てはまる」と

回答した人数は，それぞれ 10 名（ 41.7％），

11 名（ 45.8％）で両方を合わせると全体の 9

割に近い 87.5％が多忙感を感じていること

になる。このことから，Ｎ高校において多く

の教職員が日常的に多忙感を抱いている実態

が数値化された（図 1）。 

 

図 1 Ｎ高校多忙感（ 7 月）  

設問②から④までの自己効力感，自己有用

感，仕事への満足感は，いずれも比較対象校

であるＨ高校よりも低い結果となった。Ｈ高

校の方が多忙感の数値が高いことを考えると ,

多忙感とこれらの意識の要因は異なるもので

あることが推察される。  

 一方，設問⑤から⑧までの調査結果では他

の項目と比較して回答にばらつきがみられ，

働き方に対する多様な姿勢や考え方が表れる

結果となった。このような多様な価値観や認

識の相違が，働き方改革を進める上での難し

さの一因になっていると考えられる。 

 ワーク・エンゲイジメントに関しては，比

較対象校であるＨ高校とは明確な差が認めら

れた。ワーク・エンゲイジメントは働きがい

を示す指標の一つであり，その水準は組織マ

ネジメントにおいて重要な意味を持つことか

ら，Ｎ高校における特徴的な結果として捉え

ることができる。  

表 4 は力を入れたい業務と負担に感じてい

る業務を集計し，力を入れたい業務の値を降

順で並べ替えたものである。力を入れたい業

務の上位には教科指導や進路指導など，生徒

と関わりのある業務が並び，これらの業務の

負担感は相対的に低い傾向がみられた。この

結果から，教職員は主体性や納得感をもって

取り組める業務については負担感を感じない

傾向があることが示された。  

表 4 力を入れたい業務，負担に感じている業務  

 

一方で，負担を感じている業務の上位は，

外部連携，生徒指導，保護者対応であった。

着目したいのは，外部連携が最も負担感の高

い業務であった点である。地域連携や外部人

材の活用が多いＮ高校の特徴的な傾向が表れ

ている。生徒指導や保護者対応にはトラブル

対応が含まれることが多く，心理的負担の多

い業務であることから負担感が高い結果とな

ったと考えられる。  

地域連携を含む外部との連携業務は，Ｎ高

校の学校運営上の強みである一方で，教職員

にとっては負担感を生じさせる要因となって

いる。今後，学校の魅力化を進めていくにあ

たっては，この点を十分に踏まえた対応が求

められるとともに，業務改善を進める際にも

留意すべき必要がある。  

文部科学省は，「少子化・人口減少社会に対

応した活力ある学校教育推進事業」などによ

り，地域の実情に応じた魅力ある学校づくり

質問項目 Ｎ高校(N=24) Ｈ高校(N=20)

① 多忙感 3.29 3.55

② 自己効力感 2.88 2.95

③ 自己有用感 2.92 3.00

④ 満足感 2.75 2.95

⑤ 自分のペースで仕事がしたい 2.38 2.55

⑥ 勤務時間が過ぎても仕方がない 2.58 2.45

⑦ 残業時間を把握している 2.50 2.95

⑧ 在宅勤務大いに活用したい 2.79 3.00

25.5 30.2

意

識

調

査

ワーク・エンゲイジメント

41.7% 45.8% 12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても当てはまる

やや当てはまる

あまり当てはまらない

全く当てはまらない

NO. 業務 力を入れたい業務 負担を感じている

1 教科指導 23 3

2 進路指導 13 1

3 HR活動 8 0

4 部活動 6 8

5 生徒指導 5 10

6 分掌業務 5 9

7 学校行事 3 2

8 外部連携 3 12

9 教育相談 2 4

10 学科業務 2 2

11 生徒会活動 0 1

12 保護者対応 0 9
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を促しており，今後も少子化・人口減少が続

くことを前提に，学校教育の活力向上や学校

の魅力化に関する施策を推進している。しか

し，既存の事業を十分に整理しないまま新た

な事業を付加することを繰り返すと，教職員

の納得感が得られず，結果として負担感やや

らされ感を増大させることにつながる。その

ため，教職員が主体的に経営参画意識をもっ

て業務に取り組めるようにすることが必要で

あり，その基盤として業務改善においてもカ

リキュラム・マネジメントの視点が重要であ

ると改めて確認することができた。  

 

（３）実践活動 

 事前調査の結果を踏まえ，働き方の自助と

してタイム・マネジメントの研修を，そして，

働き方改革の共助として，組織的な業務改善

活動を実施することを計画した。  

１）校内研修（タイム・マネジメント） 

 この校内研修は，ワーク・エンゲイジメン

ト向上の個のアプローチとして位置付けてお

り， 9 月にＮ高校の教職員を対象として実施

した。研修は筆者が講師として講義形式で行

い，その目的は働き方改革を「与えられるも

の」として受け止めるのではなく，教職員一

人一人が主体となって実践していくことを自

覚することにあった。あわせて，社会の情勢

や教職の特性を理解しながら，自身のワーク・

ライフ・バランスの充実につなげていくこと

をねらいとした。  

前述の調査では，自身の勤務時間を十分に

把握できていない教職員が多いという結果が

示された。働き方改革は単なる勤務時間の削

減を意味するものではないが，勤務時間の把

握は，タイム・マネジメントにおける第一段

階として不可欠であり，「公立の義務教育諸学

校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」

改正による教職調整額の引き上げと，時間外

在校等時間の目標値である月 30 時間は一体

のものとして示されていることからも，今後

は，これまで以上に自身の勤務時間の状況を

意識的に確認していくことが重要になると考

えられる。  

表 5 残業時間の把握  

 

校内研修では，教員の仕事の無限定性につ

いても理解を求めた。無限定性は，教員の業

務は際限がなく，生徒のためであれば時間が

許す限り仕事を続けてしまう傾向があるため，

人員を増やしたり業務量を削減したりしても，

必ずしも勤務時間が大きく減るとは限らない，

という考え方である。教員の仕事の特性を理

解することにより，限られた時間の中で業務

量を調整できるよう ,自身の働き方を客観的

に見つめ直す契機となることを意識して研修

を行った。 

 

２）業務改善活動 

 次にワーク・エンゲイジメント向上の組織

的アプローチとして，教職員による業務改善

活動を企画した。藤原（ 2019）は「働き方改

革が業務改善の工夫を伴わない勤務時間管理

の徹底に矮小化されることによって，かえっ

て教職員のモチベーションの低下やプロフェ

ショナルな教員としてのアイデンティティの

崩壊につながる危険性」について指摘してお

り，露口（ 2022）は，「業務改善の学びを経ず

に，管理強化を推進し，短期的に勤務時間の

縮減を実現しようとする管理行動は教員の職

務環境に様々な弊害をもたらす」と，業務改

善の重要性について言及している。事前調査

では力を入れたい（自分が主体的に取り組み

たい）業務には負担感を感じにくかったこと，

Ｎ高校では負担感を感じる業務の上位に外部

連携があげられていたことから，業務改善活

動では，教職員の経営参画意識の醸成や，外

部連携への理解を深めることをねらいとした。 

また，本研究では教職員が自ら行う活動を

ワーク・エンゲイジメント向上の重要なファ

先月の自分の残業時間を把握している（N=24）

とてもよく当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 全く当てはまらない

6 5 8 5
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クターと位置付けているため，自分たちで学

校を変えられたという実感がもてるよう，活

動内容や進め方については管理職とも綿密に

打合せを重ねた。その上で，業務改善が業務

や勤務時間の削減に偏らず，学校の魅力を損

なわないものであること，これまでの学校文

化や担当分掌が担ってきた役割を否定せずに，

発展的な意見交換を行うことなどを確認した。 

 活動の手順は次のとおりである。  

①ワークショップによる業務改善案の作成  

②業務改善案を担当分掌や管理職で検討  

③業務改善案に対しての検討結果を回答  

ワークショップについては 9 月に実施し，

Ｎ高校の職員を年代や教科などがばらけるよ

うに六つのグループに分け，それぞれのグル

ープで業務改善に向けた提案を協議した。ミ

ドル層をチームリーダーとし，経営参画意識

の醸成を意図した点も業務改善活動のねらい

に向けて考慮した点の一つである。 

この活動での筆者の役割は，6 グループか

ら提出された案と，それを検討する分掌主任，

管理職の意向との調整であった。グループの

リーダーと提案内容の確認を行った後，管理

職及び分掌主任と協働して業務改善案の回答

を作成した。  

表 6 業務改善提案内容一覧  

 

業務改善案に対しての検討結果の回答は

10 月に行った。表 6 はテーマ，提案内容，担

当をまとめたもので，図 2 は担当分掌より事

前に提出された回答内容をそれぞれの案毎に

スライドにしたものの一例である。 

 
図 2 業務改善回答スライド例  

提案の内容は，予算や制度上の制約から実

現が困難なもの，次年度に向けて比較的容易

に変更が可能なもの，実現に向けてさらなる

検討を要するものなど，多岐にわたった。ま

た，変更によって生じる二次的な影響及び提

案内容が，全ての教職員の利益や学校全体の

より良い改善につながらないと考えられるも

のもあり，慎重な検討を要するものもあった。

それぞれの教職員が抱いている業務に対して

の価値観，働き方に対しての価値観が違うと

ころに，この取組の難しさがあり，この異な

る価値観の相互理解が，業務改善の最も重要

な点であると考えた。そのため，今回行った

組織的な業務改善活動においては，多様な考

えがあることを前提に，互いの意見の背景に

あるものを尊重しながら進めていくことに留

意した。  

活動後には，「働き方改革を進めるために

自分たちでできること（個人の視点・組織の

視点）」をテーマにリフレクションを行った。

その結果，活動を通して自身の働き方を見つ

め直し，組織として業務改善に取り組むこと

について肯定的に捉える意見が多く見られた。

特に印象的であったのは，業務改善の成果そ

のものよりも，協議やワークショップといっ

た活動過程に対する評価が多かった点であ

NO. テーマ 提案内容 担当

1 ICT
ICT導入にあたっての研修やサポート体

制を整備
教育情報

2 休憩時間
休憩時間を確実に確保できるような声

掛けや配慮
管理職

3 引き継ぎ 引き継ぎマニュアルや共有資料の整備 管理職

4 成績処理 成績処理等のチェック作業の効率化 教務

5 生徒指導 生徒指導の在り方を見直し 生徒指導

6 会議 会議の在り方及び会議の精選の検討

管理職

総務

教務

7 行事 外部と連携した行事の在り方の見直し
管理職

特活

8 生徒指導 生徒のトラブル対応の人材配置 管理職

9 地域連携
外部連携業務におけるの情報共有のシ

ステムの見直し
管理職

10 配布物(校内） 配布物についてデジタル化等の推進
管理職

総務

11 配布物(校外)
保護者宛の文書の送付方法の見直し

（配信含む）

管理職

総務

教育情報

12 配布物 部活動の生徒引率の同意書の見直し 管理職
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る。「他者の意見を聞くことができて良かった」

という感想はある程度想定していたが，「自分

の意見を聞いてもらえてよかった」「普段は言

えないことを言えて良かった」といった発信

側としての記述も見られた。日常的に抱えて

いる思いや課題を言語化し，共有できたこと

への感想が多かったことから，対話の場を意

図的に設定することの重要性を認識すること

ができた。  

（４）研究の結果 

１）アンケート調査結果  

 実践活動から 1 か月経過した 11 月に，事

後調査を行った。今回は事前調査の調査内容

に加えて「校内研修後にタイム・マネジメン

トに対する意識に変化はあったか」，「業務改

善活動後に学校経営参画意識に変化はあった

か」，「業務改善活動後に仕事への納得感に変

化はあったか」の三つの項目を付け加えてい

る。前回同様，調査対象は管理職，非常勤講

師，事務職員を除くＮ高校 24 名の教職員と

し，全員から回答を得られた。結果は以下の

とおりである。  

表 7 働き方改革の意識調査（ 11 月）  

 

 

図 3 働き方改革の意識調査（多忙感比較）  

意識調査の結果では，①多忙感，④満足感，

ワーク・エンゲイジメントの数値がやや減り，

②自己効力感，③自己有用感の数値がやや増

えるという結果となった（表 7）。多忙感の項

目では 6 名が 7 月と比較してマイナスの数値

を ,2 名がプラスの数値を回答している。全体

の割合の変化を見ると，多忙感を感じている

教職員の割合は 7 月の 87.5％から 79.1％に

減少た（図 3）。一方で，多忙感に影響を与え

ると予測していたワーク・エンゲイジメント

の数値は微減した。ワーク・エンゲイジメン

トについては，年間を通じた業務量の変動に

左右されやすい指標であるため，計測時期の

設定が適切であったか，短期間で変化量を見

取ることが妥当だったかなど，今後の課題と

して検討する必要がある。  

活動後の意識の変容をみると，タイム・マ

ネジメントの変化については 8 名（ 33.3％），

経 営 参 画 意 識 の 変 化 に つ い て は 13 名

（ 54.2％），仕事への納得感への変化について

は 5 名（ 20.8％）が「変化あり」と回答して

いる（表 8）。この結果についても当初期待し

ていた変化にはならなかったが，経営参画意

識についてだけは，半数を超える職員が「変

化あり」と回答しており，他の項目と比較し

て，相対的に大きな変化が見られた。この要

因としては，業務改善の結果そのものよりも，

過程に重点を置いた実践であった点が影響し

ていると考えられる。  

表 8 活動後の変化  

 

 

２）調査結果の分析と考察  

調査の結果，全体としての多忙感は微減に

留まる結果となったが，経営参画意識に変化

があった教職員が多かったことから，多忙感

と経営参画意識の関係性について詳しく見て

みることにした。経営参画意識に「変化があ

ったグループ」と「変化がなかったグループ」

に分け，多忙感の数値の変化を比較したとこ

ろ，経営参画意識に変化がなかったグループ

では，多忙感の平均値が 3.64 から 3.55 へと

わずかに減少しただけだったのに対し，経営

参画意識に変化があったグループでは，多忙

質問項目 7月(N=24) 11月(N=24)

① 多忙感 3.29 3.13

② 自己効力感 2.88 2.96

③ 自己有用感 2.92 2.96

④ 満足感 2.75 2.58

25.5 25.3

意

識

調

査

ワーク・エンゲイジメント

33.3%

41.7%

45.8%

45.8%

20.8%

12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11月

7月

とても当てはまる やや当てはまる

あまり当てはまらない 全く当てはまらない

NO. 活動後の変化(N＝24) 変化あり 変化なし

1 タイム・マネジメント変化 8 16

2 経営参画意識変化 13 11

3 仕事への納得感への変化 5 19
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感の平均値が 3.00 から 2.77 へ大きく減少す

る結果が得られた（表９，10）。同様に自己効

力感や自己有用感についても経営参画意識に

変化があったグループの方がプラスの変化を

示す結果となった。納得感について変化があ

ったと回答している 5 名についても全員が経

営参画意識に変化があったグループに属して

いた。 

表 9 経営参画意識「変化なし」グループの意識調査  

 

表 10 経営参画意識「変化あり」グループの意識調査  

 

 
図 4 経営参画意識「変化なし」グループの多忙感割合  

 
図 5 経営参画意識「変化あり」グループの多忙感割合  

これらの結果は，業務への関わり方が，多

忙感などの心理的側面に影響を与える可能性

について示している。経営参画意識に変化が

あった教職員は，業務改善の一連の取組の中

で学校運営に関わることができているという

感覚を得たと考えられ，経営参画意識に変化

がなかった教職員は，業務改善の取組が自身

の実感と十分に結びつかなかったと考えられ

る。このことから，組織として多忙感を解消

していくためには，より多くの教職員に「学

校づくりに関与している」という実感をもた

せるような校内研修の工夫や業務改善の取組

が必要であることが示唆された。  

本研究の実践において，意識の数値変化は

限定的であったが，経営参画意識の有無によ

り多忙感に比較的大きな変化が見られたこと

から，組織的な業務改善の取組が教職員の多

忙感の解消に作用する可能性を示した。一方

で，ワーク・エンゲイジメント指標について

は単発的・短期的な介入では顕著な変化を捉

えにくいことも明らかになった。  

今回，一部の教職員に見られた業務を「や

らされるもの」から「意見を出し合ってより

良くするもの」に捉え直すことは,今後働き方

改革を実践していく上で ,非常に重要な視点

の転換といえる。この転換が中長期的には教

育界全体に波及的な影響を与え，教員のワー

ク・エンゲイジメント向上につながると考え

ている。  

 

３．成果と課題  

 本研究では，高等学校における多忙感を感

じさせる要因に着目し，アンケート調査，校

内研修，業務改善に関する協議やリフレクシ

ョンを通して，教職員の変容を多面的に捉え

ることを試みた。その結果，意識調査の数値

変化は限定的なものとなり，多忙感やワーク・

エンゲイジメントに関しては，短期間で顕著

な改善が確認されたとは言い難い結果となっ

た。しかしながら，経営参画意識については，

一定数の教職員に変化がみられ，この変化を

意識することができた教職員は，そうでない

教職員に比べて高い割合で多忙感が低下する

という結果を得ることができた。  

このことは多忙感解消に向けた業務改善

活動の有効性を示しており，組織的に業務改

善を行うことで経営参画意識に作用すること

ができれば，多忙感の解消が期待できること

示唆している。また，業務改善活動の過程で，

「協議」や「対話」といった意見を表明する

活動が効果的であること，職員に主体的な経

営参画を促すためにはカリキュラム・マネジ

メントが重要な基盤となることについて確認

できたことも，本研究の成果であった。  

 一方で，課題としては中長期的な視点に立

変化なし(N=11) ①多忙感 ②自己効力感 ③自己有用感 ④満足感
ワーク・

エンゲイジメント

7月 3.64 2.64 2.64 2.55 22.0

11月 3.55 2.64 2.64 2.45 21.9

変化あり(N=13) ①多忙感 ②自己効力感 ③自己有用感 ④満足感
ワーク・

エンゲイジメント

7月 3.00 3.08 3.15 2.92 28.5

11月 2.77 3.23 3.23 2.69 28.2

54.5%

63.6%

45.5%

36.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11月

7月

とても当てはまる やや当てはまる
あまり当てはまらない 全く当てはまらない

15.4%

23.1%

46.2%

53.8%

38.5%

23.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11月

7月

とても当てはまる やや当てはまる
あまり当てはまらない 全く当てはまらない
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った取組の継続，教職員の意識調査と実際の

勤務時間の関連性の検証があげられる。今回

の研究では，調査人数が少なかったため，対

象者一人の回答が全体へ与える影響が大きく，

全体の傾向や実践による変化と認められない

ものもあった。そのため，経営参画意識の変

化についても根拠を明確にするために質的な

アプローチを行うなど，結果の一般化に向け

てさらなる分析が必要である。また，原籍校

から学校全体の在校等時間のデータを入手す

ることはできたが，個人の在校等時間は対象

外であったため，今回の取組が個人の勤務時

間に与えた影響について，客観的なデータと

結び付けて分析することができなかった。教

職員の意識調査と実際の勤務時間の関連性に

ついては今後も注目していきたい。  

本研究は教職員の多忙感を直接的に解消

する方策を提示するには課題を残したが，教

職員の主体的な学校経営への参画が多忙感の

解消に影響を与える可能性については一定の

示唆を得ることができた。今後，各学校にお

いて教職員一人一人が学校経営に関わってい

るという意識をもてるような体制の整備と活

動の充実が図られ，働き方改革の主体である

教職員が主体的に経営参画することで，教員

のウェルビーイングが向上していくものと考

える。 

 

４．おわりに 

 この研究は，現在の疲弊している学校現場

の声と将来の教職に対する危機感がスタート

であった。今回改めて教職員の意見や考え方

を取りまとめたところ，現状を憂慮している

記述や悲観的な感想がある一方で，建設的，

前向きな意見をもっている教職員が多数存在

することも確認できた。「タイム・マネジメン

トを自分のためにも管理職のためにも，教員

を目指す貴重な存在の若者のためにも，これ

から努めて心がけようと思う」，「忙しいけど

もその分やりがいも感じられる仕事だと思う

ので，若い人達にもっと教職の魅力が伝わる

といいと思った」などといった意見からは， 

個々の教職員が自分に合った働き方を模索し

ながらも，今の自分の仕事に「働きがい」を

感じ，若い世代につなげていきたいという思

いを感じ取ることができる。今回主題とした

「多忙感の解消」は短期的には難しい課題で

はあるが，こういった思いや自校をより良い

学校にしたいという意識が漸進的に実を結ぶ

ものと期待している。  
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評価シートと対話を活用した教員の内省支援 

―学習する組織形成に向けた管理職の役割― 

 

学校マネジメントコース ２５２５３０７   

 長沼 真人   

 

１．研究の背景と目的 

近年，学校現場では，教員の多忙化や業務の複雑化が進む中で，校内研修が形式化し，

教員一人ひとりが自らの実践を振り返り，学びを深める機会が十分に確保されにくい状

況が指摘されている。特に，評価や研修が「管理」や「指示」として受け取られる場合，

教員の主体的な内省や学びにつながりにくいという課題がある。 

 本研究では，評価シートを単なる評価の道具としてではなく，対話と省察を促すきっか

けとして位置付けた校内研修を実施し，その中で教員の内省や学びがどのように生まれ

ていたのかを明らかにしようとした。その過程で、管理職の関わりや言葉かけが教員にど

のように経験されていたのかを記述・整理し，校内研修を通した教員の学びを支える管理

職の関わりについて検討することを目的とした。 

２．研究の方法と内容  

⑴ 校内研修の実施 

研究対象校において，評価シートと対話・省察を中心とした校内研修「ミライ・ミ

ーティング」を一定期間にわたり全 5回実施した。教員が今年度の目標やそれを達成

するための行動計画を立て，それをもとに少人数での対話を行った。管理職は，指示

や助言を最小限にとどめ，教員同士の対話や省察が生まれるよう配慮した。 

⑵ データの収集と分析 

研修実施前後に教員を対象としたアンケート調査を行い，目標設定・自己評価，評

価シート活用意識，対話を通した省察に関する変化を把握した。また，研修後に複数

の教員への半構造化インタビューを実施し，研修や管理職の関わりがどのように経

験されていたのかについて語りを収集・分析した。 

３．成果と課題 

アンケート結果およびインタビューの語りから，評価シートをきっかけとした対話と

省察の場において，教員が自らの実践について立ち止まり，他の教員との対話を通して，

これまで言葉にしてこなかった考えや迷いを語り始めていたことがうかがえた点が印象

的であった。一方で，そうした意識の変化が，直ちに行動の変容や実践の習慣化にまで至

ったとは言い難い。本実践は，教員が「このままでよいのだろうか」と自らに問いを向け，

実践の意味を問い直し始める段階に注目した取組であったと考えられる。 

本報告書では，管理職が特定の方法や助言を行うべきであるという提言を行うのでは

なく，管理職の関わり方や言葉かけが教員にどのように経験されていたのかを記述した。

管理職の関わりは，教員が自らの実践について安心して立ち止まり，考えや迷いを言葉に

してよいと感じられる環境として経験されており，内省を直接的に促す働きかけという

よりも，学びが生まれるための条件として機能していた。こうした関わりは，教員が主体

的に学び始める土台を支えていた。今後は，このような内省の経験がどのように積み重な

り，行動や実践の変容として継続的に展開していくのかについて，課題としていきたい。 
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事前　   事後
A1 目標は自分にとって意味があるものだった
A2 目標達成に向けて意識して取り組んでいた
A3 目標の達成度を定期的に確認していた
B1 評価シートへの記入は自分の実践の振り返りや改善したりする 
      機会となっていた
B2 管理職との対話を通して，気づきを得られたことがあった
B3 評価シートや面談の内容を日々の実践の中で意識することがあ
      った
C1 実践中に「今のやり方は効果的か」と振り返ることがあった
C2 うまくいかないとき，その場や後で進め方や考え方を見直すよ
      うにしていた
C3 他の教員との対話を通じて自分の実践を振り返ることがあった

3.3 → 3.5
3.2 → 3.2
2.4 → 2.8
3.2 → 3.4

3.4 → 3.4
2.9 → 3.1

3.0 → 3.3
3.2 → 3.5

3.1 → 3.6

①ミライ・ミーティング→「一人の悩み」が組織の学びへと変わる場所
②評価シート→思考が立ち止まる「きっかけ」
③行動や習慣には至らなかったが、実践の意味を問い直そうという語り
④管理職→教員が安心して語り、考えることができる環境を整える存在
　　　　→環境そのもの

4人のインタビューの考察

4人のインタビューの代表的な語り

「自分が普段悩んでいることや感じていることを，先生方と安心して話せ
る時間だった。」

「行動に移すとか習慣化するとか文化にするっていうのは，なかなか大変」

「ミーティングをするたび（評価シートの）目標を確認できた」

「（管理職は）基本的にしっかり見守ってくれてるなと感じた。しっかりと
自分の話を聞いて受け止めて尊重してくれていると感じた

KEY WORDS
安心して話せる　見守られている　悩みを出せる　考える時間がある

立ち止まれる　考えが揺れる　管理職の関わりも環境の一部

評価シートと対話を活用した教員の内省支援ー学習する組織形成に向けた管理職の役割ー

１．研究の背景 ２．研究の目的

４．研究の方法と実際

７．示唆

５．アンケートの結果と考察

６．インタビューの結果と考察

８．最後に

■　一般的な学校現場の現状
　・研修をしても，なかなか日常は変わらない
　・忙しくて，立ち止まって考える時間がない
　・評価シートは「出すもの」になりがち
→本当に学びにつながっているのか

■　勤務校の課題
　・個々の教員の力を組織の力として十分に生　
　　かし，よりチームとして取り組んでいく必
　　要性

1.評価シートをきっかけとし，対話と省察を中心とした校内研
修（ミライ・ミーティング）で，教員の内省や学びがどのよ
うに生まれていたか

2.管理職の関わりが「教員にどのように受け取られていたか」
3.上記の1,2を読み取り，学校を「学習する組織」にするため
の管理職の在り方について，どのような示唆が得られるか

３．ミライ・ミーティングの特徴
「学習する組織」を目指して，職員会議内で行う20分程度の校
内研修で「構造化された問い」を活用

2025年6月～11月（１回20分間、第2回のみ60分間）進め方：評価シートを記入→対話→省察→共有

6月（関係性向上） ７月（対話体験） ９月（初めの一歩） 11月（全体振り返り）10月（進捗状況）

■対話を通した関係性の構築 ■失敗談を語れる雰囲気 ■振り返りは共有

4(そう思う) 3(どちらかと言えば思う) 2(どちらかと言えば思わない) 1(思わない)

C領域の対話・省察
の項目が特に上昇

A2の項目は伸びず、
行動化には至らない
様子

A～Cの多くの項目は
上昇傾向

■挑戦をたたえ合う雰囲気

1.管理職は変化を急がず，待つ（経験・困り具
合に応じて）
2.管理職は前面に立たない（経験・困り具合に

応じて）教員が安心して語り，考える環境を
整える
3.管理職自身が場に影響する存在・環境である

として認識 （言い方・態度・関わり方）
4.評価シート 制度的機能（査定・説明責任）と

学習的機能（省察・成長支援）を整理し、学
習的機能を日常的に意識

　教員集団がどう学んでいくか・管理職の関わりが
どう受け止められるかは，教職員集団の状態や学校
文化によって大きく異なる。
　皆さんの学校では管理職の関わりがどのような意
味として受け止められるか、この報告書の物語を参
考に、その問いを立ち止まって考えるきっかけになる
ことを期待したい。

対
話
・
省
察

目
標
設
定
・
管
理

評
価
シ
ー
ト
の
活
用
意
識

「結局（管理職の）言い方ですよね」

※背景理論：学習する組織（チーム学習）・構造化された問い

B2の項目はもともと
高いことから伸び悩
みか

事前アンケート6月（N=23）　事後アンケート11月（N=21）



評価シートと対話を活用した教員の内省支援  

―  学習する組織形成に向けた管理職の役割  ―  

 

学校マネジメントコース  ２５２５３０７    

 長沼  真人    

 

１．  研究の目的  

(1) はじめに  

 学校に勤務していると，「研修をしても変わ

らない」「忙しくて振り返る余裕がない」と感

じる場面が少なくない。授業づくりや生徒対

応に追われる中で，自分の実践を落ち着いて

見つめ直したり，同僚と語り合ったりする時

間は，どうしても後回しになりがちである。

筆者の勤務校である H 中学校は，力量のある

教員が 多く ， 学校 教 育目標 の達成 に向 け て

日々努力が重ねられていると感じている。一

方で，個々の教員の力を組織の力として十分

に生かし，よりチームとして取り組んでいく

必要性があるのではないかという課題意識を

筆者は抱くようになった。  

教員一人ひとりが自分を振り返り，仲間と

考えを共有しながら学びを深めていくことが，

学校を成長させると考えられる。    

以上の課題意識を踏まえ，本研究では，評

価シートと対話・内省を取り入れた校内研修

を「ミライ・ミーティング」と名付け，教員

の学びと管理職の関わりを検討していく。研

究の具体的な目的は本章の (5)で示すことと

する。  

(2) 社会的背景  

 少子化や価値観の多様化が進む中，文部科

学省（ 2021）は，「チームとしての学校」の実

現を掲げている。また，ピーター・センゲ（ 2011）

や OECD（ 2016）は，教員が対話と内省を通し

て学びを共有する文化が，組織としての学校

の持続的な成長に不可欠であると指摘してい

る。  

(3) 校内研修の現状と課題  

 こうした学校の内情と社会的背景を考える

と，文部科学省（ 2022）は，「教職員研修に関

する近年の主な提言等」で，学校で行われる

研修が果たす役割は大きいとしている。しか

し，現場では校内研修が講義型中心で，教員

が受け身で参加する傾向がある（小林 , 2013）。

筆者の経験でも意見交換は以前より行われる

ようになったが，互いの考えを問い合い，自

己を省みる「対話」には発展しにくい。  

 一方，正木・佐藤（ 2022）は，秋田県の教

職キャリア指標を活用した校内研修の成果を

示し，教員が自らの成長を意識化する仕組み

が内省を促すと述べている。こうした事例は，

研修を「知識伝達の場」から「学びを共有す

る場」へと再構築する必要性を示している。  

(4) 人事評価制度の課題と可能性  

 人事評価制度は本来，教員の成長を支援す

る目的で導入されたが，実際には「管理的手

続き」として運用される場合が多い（高谷 , 

2024）。古賀（ 2008）は，能力開発型教員評価

制度を有効に機能させるためには，評価を内

省や自己成長の契機として位置付ける必要が

あると述べている。  

 したがって，評価シートを，①年度末の評

価・査定を目的とした使用②年度途中の対話

と内省を通した学習を目的とした使用という

二つの役割をもつものとして整理した上で，

②を日常的な実践として意識的に位置付けて

いくことが求められる。  

(5) 研究の目的と意義  

1) 研究の目的  

本研究の目的は，評価シートと対話・内省

を取り入れた校内研修を通して，教員がどの

ように自らの実践を振り返り，学校を「学習

する組織」として捉えながら主体的に学び始
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めていたのか，そのような学びが生まれ始め

ていた場面において，管理職の関わりや言葉

かけがどのように受け取られ，どのような意

味をもつものとして経験されていたのかの 2

点を明らかにすることである。  

なおここで用いる「経験されていた」とは，

管理職の態度や存在が，教員にとってどのよ

うに感じられ，どんな意味をもたらしていた

のかという，教員自身の内側の受け取り方の

ことである（例：見守られていたことで，「正

解を言わなくてもよい」と安心して語れた）。 

2) 研究の立場  

教員が主体的に学び始めていた場面に注目

し，管理職の関わりがどのように経験されて

いたのかを整理し，読者が自校に合わせて考

えるための材料を提供することをめざす。  

本研究は，管理職の関わりと教員の変化と

の因果関係を明らかにしたり，「管理職はこう

すればよい」といった方法を示したりするこ

とを目的とするものではない。  

3) 研究課題  

本研究では，次の三点について検討する。  

①  評価シートをきっかけとし，対話と内省を

中心とした校内研修の中で，教員の内省や

学びがどのように生まれていたか  

②  管理職の関わりが教員にどのような存在

として経験されていたか  

③  これらの経験の整理を通して学校を「学習

する組織」として捉える際の管理職の在り

方について，どのような示唆が得られるか  

4) 研究の意義  

本研究の新規性は，評価シートを制度的な

枠組みとしてではなく，教員の内省や対話を

生み出すきっかけとして捉え，校内研修に生

かしている点にある。  

 あわせて，実践の中で，管理職の関わりが

教員にどのように経験されていたのかを描き

出している点にも，本研究の意義がある。つ

まり，管理職があるべき姿を提示するもので

はない。示唆されたことを，自校ならばどう

当てはめることができるだろうと考える視点

を提供する。  

２．  理論的枠組み  

(1) 学習する組織  

ピーター・センゲ（ 2011）は，組織が持続

的に成長するためには，構成員が学び続け，

知識を共有・更新する仕組みが必要であると

し，「学習する組織（ Learning Organization）」

という概念を提唱している。その中核には，

自己マスタリー，メンタルモデル，共有ビジ

ョン，チーム学習，システム思考の五つのデ

ィシプリンが位置付けられている。  

 本研究では，対話を通して個々の経験を組

織の学びへと発展させる「チーム学習」に着

目し，校内研修の設計を行った。  

(2) 創造的な対話を促す「構造化された問い」 

安斎（ 2025）は，管理職の役割を「学びの

場をデザインする存在」と捉え，対話を基盤

としたマネジメントの重要性を指摘している。

また，安斎・塩瀬（ 2020）は，創造的な対話

を促す方法として，「事実・意味・未来」を問

う三段階の構造化された問いを提案している。 

本研究では，評価シートを対話のきっかけと

してこの構造化された問いを用い，校内研修

「ミライ・ミーティング」を実施した。  

以下が構造化された問いの例である。  

①事実を問う -最近生徒の姿で「おや？」と

いう場面はありましたか？  

②意味を問う -なぜ，その場面が印象に残っ

たのですか？  

③未来を問う -この気付きを踏まえて，次に

やりたいことは何ですか？  

３．  研究の方法  

(1) 研究の概要  

 本研究では，1.(5)で示した研究目的に基づ

き，筆者が勤務する H 中学校において校内研

修「ミライ・ミーティング」を実施した。  

本章では，その方法と手順を示す。2025 年

度に計 5 回の研修を実施し，評価シートを活

用して教員の内省を促す仕組みを構築した。
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参加者の振り返り，アンケート，インタビュ

ーを分析し，対話を通して教員の内省や学び

が生まれ始めていた場面に着目し，その様子

を記述した。  

(2) 実践の構成  

1) 目的  

 研修「ミライ・ミーティング」は，評価シ

ートと対話を組み合わせ，教員の内省を支援

することを目的とした。  

2) 概要  

研修は，定例の職員会議内に 15～ 20 分間程

度（第 2 回のみ 60 分間）実施し，評価シート

への記入とグループでの対話を基本とした。

対象は教員 23 名で，研修では，事前に評価シ

ートを記入し，構造化された問いを意識した

対話を行った後，全体共有と振り返りを行い，

その内容を次回の研修に反映させた。  

(3) データの収集と分析  

分析対象は，各回の振り返りカード，実践

前後に実施した教員アンケート（ 4 件法およ

び自由記述），およびアンケート結果をもとに

選定した教員 4 名へのインタビューである。  

 アンケートについては事前・事後の変化を

比較し，インタビューについては語りをテキ

スト化した上で，研修や管理職の関わりがど

のように経験されていたかという観点から整

理した。  

(4) 倫理的配慮  

 本研究は，研究の目的と方法を事前に説明

し同意を得た上で実施し，匿名化を行うなど

倫理的配慮を行った。  

４．実践の実際  

研修では，評価シートを起点に，教員が自

身の実践や日頃感じている課題を語り合い，

対話を通して振り返る場を継続的に設定した。

初期段階では，安心して語れる関係づくりが

重視され，「自分だけが悩んでいるわけではな

いと感じた」「落ち着いて話すことができた」

といった記述が見られた。  

 その後，教員の関心は個々の実践から学校

全体の取組へと広がり，取組の進捗や変化を

共有しながら，小さな一歩や立ち止まりも含

めて振り返る様子が確認された。振り返りに

は，「進んでいなくても責められない雰囲気だ

った」「小さな一歩でよいと思えた」「周囲の

変化にも目が向くようになった」といった語

りが見られ，研修は互いの変化を確かめ合い

ながら実践を見つめ直す機会として経験され

ていたことが示された。  

５．  結果  

(1) アンケート分析  

 「ミライ・ミーティング」実施前後に教員

を対象にアンケート調査（事前 23 名，事後 21

名）を実施し，自己評価・目標設定（ A 領域），

評価シート活用意識（ B 領域），対話を通した

内省（ C 領域）を含む複数項目について比較

した。領域全体として見ると，平均値はいず

れも事後の値が事前を上回っていた。  

（表 1，図 1 参照）  

特に対話を通した内省を表す C 領域の平均

値が全体として上昇していた。その中でも C3

は事後に 3.6 と高い数値を示しており，他の

教員との対話を通じた内省が促されていたこ

とがうかがえる。  

 A2 および B2 の項目において平均値の変化

は見られなかった。B2 はもともと 3.4 と高評

価だったことが理由として考えられる。A2 に

関しての考察は６章で述べる。  

表 1 アンケート結果（事前 N＝ 23,事後 N＝ 21） 

質問項目  前  後  差  

A1. 過去に立てた目標は，

自分にとって意味のあるも

のだった  

3.3 3.5 0.2 

A2. 目標達成に向けて意識

して取り組んでいた。  
3.2 3.2 0 

A3. 目標の達成度を定期的

に自分で確認していた。  
2.4 2.8 0.4 

B1. 評 価 シ ー ト へ の 記 入

は，自分の実践を振り返っ
3.2 3.4 0.2 
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たり，改善したりする機会

となっていた。  

B2. 面談での管理職との対

話を通して，新たな気付き

を得られたことがあった。  

3.4 3.4 0 

B3. 評価シートや面談の内

容を，日々の実践の中で意

識することがあった。  

2.9 3.1 0.2 

C1. 実践中に「今のやり方

は効果的か」と振り返るこ

とがあった。  

3.0 3.3 0.3 

C2. 授業や生徒との関わり

の中でうまく行かないと感

じたとき，その場や後で進

め方や考えを見直すように

していた。  

3.2 3.5 0.3 

C3. 他の教員との対話を通

じて自分の実践を振り返る

ことがあった。  

3.1 3.6 0.5 

 

図 1（アンケートのレーダーチャート）  

なお，サンプル数が 23 名と比較的少ないた

め，本結果は参考値として扱い，解釈には慎

重を要する。  

(2) インタビュー内容  

インタビューの内容は以下のとおりである。  

全員に質問  

Q1. ミライ・ミーティング全体を振り返っ

て，率直にどう感じましたか？  

Q5. ミライ・ミーティングとは別に，普段の

学校生活の中で，管理職とのやりとりや言

葉が，あなたの振り返りや考え方に影響し

たと感じる場面はありますか？  

Q6. ミライ・ミーティングでは研修の時間

確保，進行を妨げない姿勢，教員主体の尊重

など，管理職の関わりの中で「これはありが

たかった」と感じたものはありましたか？  

Q7. もし可能であれば，来年度，教員の学び

をさらに深めるために，管理職にはどのよ

うな関わり方を期待しますか？（例：時間確

保，見守る姿勢，承認，文化づくり，相談し

やすい雰囲気づくり，ミライ・ミーティング

の改善など）  

肯定的な回答をした教員に  

Q2-P. 事前より数値が上がった項目があり

ました。その変化が起きた理由を，あなた自

身ではどのように捉えていますか？  

Q3-P. ミライ・ミーティングの中で，特に

「効果があった」と感じた活動や時間はあ

りましたか？  

Q4-P. その活動が，日常の考え方や行動に

どのような変化をもたらしましたか？  

否定的な回答をした教員に  

Q2-N. 今回のアンケートでは，事前より数

値が大きく変わらなかった項目があったよ

うです。そのとき，どのような気持ちや状況

がありましたか？  

Q3-N. ミ ラ イ ・ ミ ー テ ィ ン グ の 活 動 の 中

で，「少し参加しづらかった」「なじみにくか

った」と感じた場面があれば教えてくださ

い。  

Q4-N. もし可能であれば，参加しにくさの

背景に業務量・タイミング・人間関係・個人

的な事情など，どのような要因が関係して

いたか教えてください。  

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0
A1

A2

A3

B1

B2B3

C1

C2
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事前 事後
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(3) インタビューに見られた語りの特徴  

すべての教員が同様の経験を語っているわ

けではなく，距離を置いた語りや判断を留保

する発言も確認されたが，インタビューにお

いて教員自身の語りをもとに，どのような経

験が起きていたかを整理して示す。これらの

語りの意味づけや理論的解釈については，第

6 章において詳しく述べる。  

1) ミライ・ミーティングは「一人の悩みが

組織の学びへと変わる場」として経験され

ていた  

【語り】  

「自分が普段悩んでいることとか感じている

ことを，先生方と安心して話せる時間だった。」 

「行動に移すとか，習慣化するとか，文化に

するっていうのは，なかなか大変なところ。」 

【解釈】  

これらの語りから，ミライ・ミーティングは，

教員が安心して悩みや考えを語ることができ

る場として経験されていたことが分かる。一

方で，学びは行動や文化の変容にまでは至っ

ておらず，実践を問い直す段階にとどまって

いた。  

2) 評価シートは「行動管理の紙」ではなく，

立ち止まる「きっかけ」として経験されて

いた  

【語り】  

「ミーティングをするたびに，目標確認でき

た。気を付けなきゃなという意識ができた」  

【解釈】  

これらの語りから，評価シートは提出のため

の書類ではなく，自身の実践に立ち止まり，

考えを向ける入口として経験されていたこと

が分かる。数値の変化よりも，記入や対話を

通して気付きや問いが生まれる点に意味が見

い出されていた。  

3) 行動や習慣には至らないものの，実践の

意味を問い直そうとする語りが見られた  

【語り】  

「できたかどうかは置いておいて，一歩踏み

出すっていうのは大事なことだと思います。」 

「習慣までは難しかった。習慣にはならなか

ったが，学級経営の見方を少し変えてみよう

と思うきっかけになった。」  

【解釈】  

これらの語りから，明確な行動や習慣の変化

には至っていないものの，自身の実践の意味

や捉え方を問い直そうとする経験が生じてい

たことが分かる。この変化は，行動変容に先

立つ，教員が主体的に学び始める初期段階の

変化と考えられる。  

4) 管理職は，教員一人ひとりの経験や困り

度に応じて関わり方を使い分けながら，教

員が安心して語り，考えることができる環

境を整える存在，あるいは環境そのものと

して経験されていた。  

①管理職の「見守る姿勢」は，安心して語る

ことを可能にしていた  

【語り】  

「（対話に管理職が）入らない方が話しやすい

だろうと思う。」  

【解釈】  

管理職が対話に積極的に介入しない姿勢は，

教員にとって正解を求められず，安心して語

ってよい状況として経験されていた。  

②管理職の沈黙や距離は，「受け止められてい

る」という安心感として経験されていた  

【語り】  

「しっかりと自分の話を聞いて受け止めて尊

重してくれてるなと感じます。」  

【解釈】  

管理職の沈黙や距離の取り方そのものが，教

員にとって「語ってよい」「受け止められてい

る」という安心感として意味づけられていた。 

③研修時間の確保は，「立ち止まって考えてよ

い」というメッセージとして経験されていた  

【語り】  

「ミライ・ミーティングみたいな研修の機会

があるというのはすごくありがたかった」  

【解釈】  
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研修時間を確保する行為は，教員にとって日

常の実践から一度立ち止まり，考えてよいと

いうメッセージとして受け取られていた。  

④管理職は，助言と問いを教員の状況に応じ

て使い分ける存在として経験されていた  

【語り】  

「全く自分は思いつかない考えをこうアドバ

イスしてくださることが多かったので…」  

【解釈】  

管理職は問いに限定せず，教員の経験や困り

具合に応じて助言と問いを使い分ける存在と

して経験されていた。  

⑤管理職の関わり方や言い方は，教員の意欲

や信頼感に影響するものとして語られていた  

【語り】  

「一方的に自分の考えをこちらに上げ続けて

くれる管理職も（今までいた）…そうなれば

意欲が下がるし，信頼感も下がる。」  

【解釈】  

これらの語りは，管理職の関わり方や言い方，

態度が，教員の意欲や信頼感に大きく影響し

うるものとして経験されていたことを示して

いる。  

(4) まとめ  

①  ミライ・ミーティングは，教員が悩みや

考えを安心して語ることができる場と

して経験されていた。  

②  評価シートは，行動を管理するための書

類ではなく，自身の実践に立ち止まり，

考えを向け直すためのきっかけとして

経験されていた。  

③  行動・習慣レベルの変化は限定的であっ

たが，実践の意味や捉え方を問い直そう

とする語りが見られ，教員が主体的に学

び始める初期段階の変化が生じていた。 

④  管理職は，教員の状況に応じて関わり方

を使い分け，教員が安心して語り，考え

ることができる環境を整える存在，ある

いは環境そのものとして経験されてい

た。  

６．考察と示唆  

1.(5)3) 研究課題と呼応する形で，考察と

示唆を述べていく。  

(1) 研究課題 1 に対する考察  

評価シートをきっかけとし，対話と内省

を中心とした校内研修の中で，教員の内省

や学びがどのように生まれていたか  

 評価シートをきっかけとし，対話と内省を

中心とした校内研修を行ったことで，教員は

自らの実践を立ち止まって振り返り，他の教

員との対話を通して考えや迷いを言語化する

場面が見られた。アンケート結果において内

省に関わる項目（ C 領域）の数値が上昇して

いたことや，インタビューの語りからは，実

践を振り返る視点や対話への意識が高まりつ

つあった様子がうかがえる。  

 一方で，A2 の結果やインタビューから意識

の変化が直ちに行動変容や習慣化にまで至っ

たとは言い難い。Argyris & Schön（ 1978）は，

学習を，既存の行動枠組みの中での修正にと

どまる段階と，行動を支えている前提や意味

付けそのものを問い直す段階に区別して捉え

ている。本実践は後者に向かう初期段階に位

置付けられる取組であり，教員が「このまま

でよいのだろうか」と自らの実践の意味を問

い直し始める変化が生じていたと捉えられる。 

 以上より，本研究で捉えた変化は，行動変

容の定着に先立つ，教員が主体的に学び始め

る初期的な変化であったと考えられる。  

(2) 研究課題 2 に対する考察  

管理職の関わりが教員にどのような存在

として経験されていたか  

 インタビューにおいて特に印象的であった

のは，管理職が教員一人ひとりの経験や困り

具合に応じて助言と問いを使い分けながら，

教員集団全体の状態を踏まえて，あえて対話

に深く介入しない姿勢を取っていた点である。

このような関わりが，教員にとって大きな安

心感につながっていたことは，複数の語りか

ら共通して確認された。筆者自身も，当初は

68



「管理職は指示する人・助言する人」という

イメージを強くもっていたが，本研究の語り

からは，当初想定していたものとは異なる管

理職像が浮かび上がってきた。   

 管理職が対話に加わらず，必要な場面で問

いを発するという関わりは，教員に「正解を

言わなくてもよい」「自分の言葉で語ってよい」

という感覚をもたらし，自らが取り組むべき

課題を自分事として捉え直す契機となってい

た可能性がある。ただし，このような問いか

けが機能していた背景には，教員集団が一定

程度，自立した学習者集団としての状態にあ

ったことも影響していると考えられる。  

管理職の言い方や態度，関わり方の在り方

が，教員の安心感や学ぼうとする意欲に影響

していたことを示す語りが複数確認された。

一方的な助言が続いた場合には意欲や信頼感

が低下した経験が語られる一方で，見守りや

受容的な態度は，安心して語れる環境として

受け止められていた。  

 また，管理職が研修時間を確保し，対話と

内省を中心とした研修を設定したことは，「自

分たちの実践を自分たちで振り返ることが大

切にされている」「自分たちの実践を尊重して

もらっている」と教員に受け取られていた。

管理職は教え導く存在というよりも，教員が

安心して語り合える場を維持し，守る存在と

して経験されていたと捉えることができる。  

 なお，管理職は一貫して問いに偏っていた

わけではなく，教員の経験や困り具合に応じ

て助言と問いを使い分けていた様子も確認さ

れている。こうした柔軟さこそが，管理職が

教員にとって「環境そのもの」として経験さ

れることにつながっていたと思われる。  

(3) 研究課題 3 に対する考察及び示唆  

これらの経験の整理を通して，学校を「学

習する組織」として捉える際の管理職の在

り方について，どんな示唆が得られるか  

 本研究の語りから得られた示唆は，管理職

が教員に何かをさせることそのものよりも，

学びが芽生え，持続していくための条件を整

え続けることが，「学習する組織」づくりにお

いて重要であるという点である。管理職の関

わりは，一定の方針を一律に適用するもので

はなく，教員一人ひとりの経験や困り具合，

教員集団全体の状態を踏まえながら判断され

ていたものとして経験されていた。  

 これらを踏まえると，学校を「学習する組

織」として捉える際の管理職の在り方として，

以下の点が示唆される。  

①  教員の経験や困り具合を踏まえ，変化を急

がず，必要に応じて「待つ」という関わり

方を選択すること  

②  管理職自身が前面に立つのではなく，教員

が安心して語り，考えることができる環境

を整えること  

③  管理職の表情や声の調子，関わり方そのも

のが場に影響を与える要素であることを

自覚し，感情も含めた場づくりを意識する

こと  

④  評価シートの活用を，年度末の評価・査定

を目的とした使用と，年度途中の対話と内

省を通した学習を目的とした使用という

二つの役割をもつことを整理し，後者を日

常的な活用の中心に据えること  

本研究が示した最も重要な点は，管理職が

「何をしたか」「何を言ったか」ではなく，教

員が「何を学んだか」を重視することである。

この点は，「教師が何を教えたか」よりも「生

徒が何を学んだか」を重視する学習観とも通

じる。  

 管理職が口出しをせずに見守ったり，少し

距離を保ったり，答えを教えずに問いを返し

たりする関わりは，一見すると消極的に見え

ることもある。しかし教員にとっては，「正解

を言わなくていい」「自分で考えていい」とい

う安心感として受け止められ，立ち止まって

自分の実践を振り返るきっかけになっていた。 

(4) 本実践の成立条件  

本実践で得られた示唆は，特定の学校状況
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のもとで生じた経験の整理であり，すべての

学校にそのまま適用できるものではない。  

 しかし，だからこそ本研究は，「管理職は何

をすればよいか」を示すのではなく，読者が

自校の文脈に引き寄せて捉え直すための視点

を提供するものとして位置付けられる。  

本実践が成立した背景には，いくつかの条

件があったと考えられる。  

 第一に，当該校の教員集団には個々の教員

が自身の実践をよりよくしようとする意識を

もち，機会があれば学びを自らの実践に生か

そうとする姿勢が見られた。このような教員

集団であったことで，安心して対話できる場

が設定された際に，対話を通して自らの実践

を振り返り，次の実践へとつなげようとする

学びが生まれやすかったのではないか。  

第二に，管理職が研修の時間を継続的に確

保し，評価シートの活用や対話の場を業務の

一部として位置付けていた点である。これは

実践を通して形成されていった条件であった。 

第三に，筆者自身が日常的に教員と関わり，

現場の状況や教員の困り感を共有していたこ

とも，本実践を支える条件であった。  

これらの条件が重なったことで，教員が安心

して語り，立ち止まり，考えを揺らす場が成

立していた可能性がある。  

(5) 今後の研究の方向性について  

 本研究は，学びが生まれ始めていた教員が，

管理職の関わりや言葉かけをどう経験し，さ

らに学びを深めていったかという物語を記述

し，そこから得られる示唆を提供した。今後

さらに研究を深め，学校が学習する組織とな

るためにできることを提案するためには，次

のような課題がある。  

第一に研究対象となる教員数を増やしたり，

インタビューによる語りの記録を積み重ねた

りして，より広い視野から管理職の関わり方

を検討する必要がある。  

第二にインタビューの記録を継続的に蓄積

することで，学びの変化を記録し，教員の学

びのプロセスを深く捉えることができるだろ

う。そのような研究を重ねることで，学習す

る組織形成と管理職の関わりの相関や因果関

係を明らかにできる可能性がある。  

(6) さいごに  

本研究は，管理職の関わりが教員にどのよ

うに経験されていたかを丁寧に描くことを通

して，学びが芽生える条件の一端を示した。  

 しかし，管理職の関わりがどのように経験

されるかは，教員集団の状態や学校文化によ

って大きく異なる。読者自身の学校では，管

理職のどのような関わりが，どのような意味

として経験されているだろうか。本研究が，

その問いを立ち止まって考えるきっかけとな

ることを期待したい。  
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継続的な登校を目指した学校教育活動に関する考察 

－不登校経験者の高校生活に着目した教育活動の見直しを通して－ 

 

学校マネジメントコース  ２５２５３０８             

萩 原  亨  

 

１．研究の背景と目的 

文部科学省の調査では、小・中学校における不登校者数は 12年連続で過去最多を更新

し、高等学校においては前年度から減少しているという結果が示された。本県においても

全国同様一部の校種では改善傾向が見られるが、決して楽観視できない状況である。  

Y高等学校定時制課程においては、生徒の約 3分の 2が中学校時代に不登校を経験して

おり、入学後もその傾向が続く生徒が存在する。一方、高校入学を機に継続して登校でき

る生徒も比較的多い。本研究は、継続的な登校の背景にある要因を分析し、その要因を反

映させた学校教育活動を検討すること、継続的な登校に寄与するため学校教育活動を見直

していこうとする、教員の意識を醸成することを目的とする。 

２．研究の方法と内容 

研究 1として、まず Y高等学校定時制課程の生徒に対してアンケートを行い、継続登校

に寄与している要因を分析した。次に、特徴的な改善が見られた数名の生徒にインタビュ

ーを行うことで、その要因をさらに深く掘り下げた。また同校教員に対しても事前アンケ

ートを行い、教員が考える継続的登校に寄与する要因を明らかにするとともに、生徒と教

員の認識を比較した。 

研究 2では、まず教員研修を行い、継続的な登校に資する要因を反映させた学校教育活

動の見直し・検討を行った。次に研修後に事後アンケートを実施し、継続登校に寄与する

学校教育活動についての意識の変容を分析するとともに、今後の教育実践に繋げていくこ

とを促した。 

３．研究の成果と課題 

 アンケートの分析により、「全く欠席がなかった」生徒は中学校時代の 8.5%から高校入

学後には 23.9%に増加したことが明らかとなった。このことは Y高等学校定時制課程の教

育活動が生徒の登校状況の改善に寄与していることを示している。 

研究 1では、継続登校には、様々な要因が複合的に作用していることが明らかとなっ

た。また 9割の教員が、継続的な登校のためには「内面的な強さ」が大切であると考えて

いるが、同様に考えている生徒は半数に満たず、両者の認識に隔たりがあることが明らか

となった。研究 2では、教員研修を通して、教育活動の見直し・構想は｢生徒の目線｣に立

ち、「教育活動全体」という視点で捉える必要があるという認識を深めることができた。 

一方で、多様なニーズへの対応により教員が消耗しており、持続可能な支援には組織的

な業務の精選や平準化が不可欠であるという課題が明らかとなった。今後は検討された活

動を実践し、生徒の変容を長期的に検証していくことが求められる。 
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全国の小中学校では、12年連続で過去最高

を記録。高校では減少傾向も見られるが、

依然として重要な教育課題となっている。

全校生徒128名の内、約2/3が中学校で

不登校を経験。高校入学を機に、継続

的に登校できるようになったケースも

多い。

不登校経験者が継続登校できるようになった要因を質的に分析し、その要因を反映させた学校教育活動を検討する。

学校教育活動を見直していこうとする、教員の意識を醸成する。

心理的要因

（前向きな気持ちなど）

環境的要因

（学校の雰囲気など）

人的要因

（友人・教師との関係）

【ケース1】｢このままでいいのかという不安がある。だから頑張れる。｣（心理的要因）

【ケース2】｢（以前は）周りがギスギスしていた。いい意味で緩い感じで過ごしやすい。（環境的要因）｣

【発見】継続登校のために大切なもの　認識の違い

【気付き】

不登校支援は、単なる｢個別の悩み相談｣ではない。

学校の｢教育活動全体｣という視点で取り組むべき問題で

ある。

・生徒の継続的な登校は、様々な要因が複合的に作用することで

　成り立っている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

・生徒の視点に立った教育活動を、｢学校教育活動全体｣という視

　点で構想していく必要がある。　　　　　　　　　　　　　　  

課題：持続可能な支援体制の構築

｢何をするにも、支援者が疲弊していては十分なサポートはできな

い。業務の精選と平準化を組織的に行っていくことが急務。｣　　 

①研修で構想した

　教育活動の実践

　と効果検証。

②業務の精選・平準化

　など、組織的な働き

　方改革の推進。

     研究の目的：｢何が継続的な登校につながっているのか｣     

考察と今後の展望
成果：支援の鍵は｢様々な要因｣という認識

研究の実際　研究1：現状認識

研究の実際　研究2：教員研修と意識の変容



継続的な登校を目指した学校教育活動に関する考察 

－不登校経験者の高校生活に着目した教育活動の見直しを通して－ 

 

学校マネジメントコース ２５２５３０８   

萩 原  亨   

 

１．研究の背景と目的 

(1)背景 

 文部科学省が公表した「令和 6 年度児童生徒

の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関

する調査」によると、全国の小・中学校におけ

る不登校の児童生徒数は、小・中学校全体で

353,970 人（前年度から 7,488 人の増）であり、

12 年連続の増加、過去最多となっている。一方

高等学校においては 67,782 人（前年度 68,770

人）であり、前年度から 988 人の減少であった。 

 本県の令和 6 年小・中学校における不登校者

数は合計 2,027 人（国立も含む)となっており、

前年度より 80 人の増加、国公私立高等学校に

おける不登校者数は 448 人、前年度の 522 人か

らは 74 人の減少と、全国の調査結果と同様の

動きを示しているものの、少子高齢化が加速度

的に進行している本県においては、決して楽観

できる数値ではないと考える。 

 このように全国共通の課題である不登校に

ついて文部科学省から、「学びの多様化学校」

の更なる設置や SC や SSW の配置による教育相

談体制の充実を計るための経費の計上、高等学

校におけるオンライン等を活用した効果的な

学習の在り方に関する調査調査研究の実施と

いう、不登校対策（COCOLO プラン）を踏まえた、

誰もが安心して学べる魅力ある学校づくりの

推進策が示されている。本県においても、高等

学校としては東北初の「学びの多様化学校」と

して、私立秋田修英高等学校全日制課程普通科

に「ステップ UP コース」が新設され、その成果

は、今後の本県高等学校における不登校者数の

減少に資するものとして大いに期待するとこ

ろである。 

 不登校に関しては現在までに多くの研究が

成され、それによって数多くの知見が紹介され

てきた。松井・阿形（2014）は、定時制・通信

制高校の生徒に対する生活実態調査で学校満

足感について不登校経験者と非経験者の特徴

の違いを多面的に比較することによって、不登

校経験者の定時制・通信制高校への適応を促進

し、不登校を未然に防ぐための示唆を得ること

を目的として研究を行っている。この研究では

不登校経験者は、全ての校種の中で中学校の満

足度が最も低く、現在登校することができてい

る者は、高等学校での満足度が高いということ

が示されている。また、本間（2000）は、不登

校状態とは「学校から離脱しようとする力が、

学校へ結びつけようとする力を上回っている」

状態とし、「なぜ学校へ行けないかその原因や

ストレッサ―を見つけだしそれらの除去およ

び改善を目指すことよりも、彼らの残された学

校との繋がりを発見し、その繋がりを促進強化

していくことの重要性を指摘」している。 

全校生徒 130 名弱の Y 高等学校定時制課程で

も、約 2/3 の生徒が中学校において不登校を経

験しており、中には入学後もその状態が継続し

ている生徒も存在する。一方で、高校進学を契

機として登校を継続できるようになる生徒も

比較的多い。そうした生徒が継続登校を実現で

きた背景には、学校の教育活動や人間関係、心

理的な変化など、様々な要因が存在するものと

考えられる。それらの要因が学校教育活動に反

映されていれば、今後継続的に登校できる生徒

が増加していくのではないかと考えた。 

(2)研究目的 

本研究は、過去（中学校または高校入学後）

に不登校を経験し、その後 Y 高等学校定時制課

程に継続的に登校できるようになった生徒に
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ついて、背景や要因を明らかにし、それらをも

とにして学校教育活動の在り方を考察するこ

とを目的とする。具体的には生徒に対するアン

ケート、インタビュー等を通して、何が継続登

校の成立に寄与しているのかを質的に分析す

る。そして、分析によって明らかになった要因

や背景を学校教育活動においてどのように取

り入れ、再現可能な支援の仕組みとして活用で

きるかについて、職員研修を通して考察し、今

後の教育実践への提案とする。また教職員にお

いては、自校の教育活動を常に見直していくと

いう意識も醸成されるものと考える。 

1),研究 1：生徒と教員における現状認識の  

分析と比較 

①生徒へのアンケート 

②生徒へのインタビュー 

③教員への事前アンケート 

2),研究 2：継続的な登校に資する教育活動の 

構想と教員の意識の変容 

①教員への研修 

②教員への事後アンケート 

２．研究の実際 

（1）研究 1 について 

1),生徒へのアンケート調査 

 Y 高等学校定時制課程に在籍している生徒に

ついて、登校の状況並びにその要因を明らかに

するためにアンケート調査を実施した。 

・対象：Y 高等学校定時制課程 生徒 128 名 

・時期：令和 7 年 7 月 14 日～7 月 24 日 

・調査方法：Google フォームによる 

・調査内容：質問事項は【表 1】の通り 

【表 1】 Y 高等学校定時制課程生徒への主な質問事項 

【表 2】 中学校時代の欠席状況について（N=71） 

 全校生徒 128 名に対して実施し 78 名から回

答を得た。回答率は 56.3％であった。【表 2】は

中学校時代の欠席状況についての回答結果で

ある。正確な欠席日数は問わず、生徒の認識の

まま回答してもらった。中学校時代に欠席が

「①よくあった」と回答した生徒は 40.8%と最

も多く、「②時々あった」の 28.2%を合わせると

全体の約 7 割（69.0%）が何らか理由により頻繁

に欠席をしていたことが示された。一方で「全

くなかった」と回答した生徒は 8.5%にとどまり、

本調査の対象者における不登校傾向の高さが

顕著に表れる結果となった。 

 続けて、高校入学後からアンケート実施まで

の期間の欠席状況について質問した。その結果

が【表 3】である。この設問は高校入学後の状

況について問うものであるため、欠席日数の基

準を明確にし、「①よくあった」を学期 15 日以

上または年間 30 日以上、「②時々あった」を週

3 日未満、「③あまりなかった」を学期 5 日未満

とした。【表 2】と【表 3】を比較すると、継続 

 

選択肢 人数 (n) 割合 (%)

① よくあった（ほとんど登

校していない）
29 40.8

② 時々あった（週に何日か

休んでいた）
20 28.2

③ あまりなかった（年に何

日しか休んでいない）
16 22.5

④ 全くなかった 6 8.5

合計 71 100

Q3　中学校時代に、学校を休む

ことが多かった時期はありました

か？

Q4　本校入学後現在までの間

で、学校を休むことが多かった時

期はありましたか？

Q5　高校では登校を続けられて

いると思う理由やきっかけがあれ

ば教えてください。

Q6　あなたが、高校生活を続け

るために大切だと感じていること

はどんなことですか？

Q7　高校で登校を続ける上で、

あなたを支えてくれたと感じる人

はいますか？

Q8　あなたが感じる本校の雰囲

気・環境について、当てはまるも

のはありますか？

Q9　本校への進学後、以前の自

分と比べて、考え方や気持ちに変

化はありましたか？

Q10　（変化があった場合）どの

ように変化したと感じています

か？

Q11　本校の生活で「前向きにな

れた」「自分に合っている」と感

じる活動はありますか？

Q12　本校に入学して「環境が変

わったことで気持ちが楽になっ

た」と感じることはありますか？

Q13　中学校と比べて「高校に

なって良かった」と思えることが

あれば教えてください。
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【表 3】高校入学後から現在までの欠席状況について（N=71） 

的な「欠席状態」にある生徒（①と②の合計）

が、69．0％（約 49 名）から 50.8％（約 36 名）

へと 18％、人数にして約 13 名減少している。

対照的に、「④全くなかった」とする回答は 8.5%

から 23.9% へと約 15 ポイント増加しており、

不登校傾向にあった生徒の多くが、本校入学を

機に登校を再開あるいは継続できていること

が示唆される。 

 続いて Q5 および Q10 の自由記述を基にして、

継続的な登校のために大切だと考える要因や

継続的な登校状態に移行した要因を明らかに

し、【表 4】に示す 5つのカテゴリーに分類した。

分類に当たり、各要因の特徴を捉えたキーワー

ドを設定しそれに従って分類した。なお、記述

に複数の要因に関するワードが含まれ、単一の

要因に分類できないものは「その他」としてい

る。登校を継続できている理由を主な要因別に

分類した結果（【表 5】）、単一の要因としては「③ 

心理的要因」が 21.1%（15 名）と最も多く、次     

【表 4】5 つのカテゴリー 

【表 5】要因別の分類結果（N=71） 

いで「②環境的要因」が 14.1%（10 名）であっ

た。複数の要因が複合している「その他（複数

回答含む）」も 21.1%に達しており、生徒の登校

継続には、心理的な安定に加え、学校環境の整

備や人間関係の構築といった多面的な要因が

関係していると考えられる。また、無回答が約

4 分の 1 を占めており、明確なきっかけを自覚

しないまでも、日々の生活の中で徐々に適応し

ている層の存在も確認できる。 

2),生徒へのインタビュー（10 月～11 月） 

 次に 5 つのカテゴリーに分類された中から、

登校状況に特徴的な改善が見られた生徒 5 名を

抽出しインタビューを行った。これにより、定

量的データでは捉えきれない生徒の心理的変

容が明らかになると考える。 

・対象：各要因から 1 名ずつ抽出した計 5 名 

・時期：令和 7 年 10 月上旬～11 月上旬 

・調査方法：アンケートの質問項目を基にした 

半構造化インタビュー 

・調査時間：１名につき約 30 分 

以下に、心理的要因に分類された生徒の代表と、

環境的要因に分類された生徒の代表によるイ

ンタビューの一部を抜粋して示す。 

【ケース 1】 

・対象：定時制昼の部に在籍の 3 年次（男性） 

・分類：心理的要因 

（T）…教員（S）…対象生徒 

（S）なんかとにかく、転校前は目の前のことが嫌ってい 

うのから逃げたいっていうのだけで生きてたんですけ 

ど、今は嫌って思ってもこの先それが響くなって思うと 

選択肢 人数 (n) 割合 (%)

① よくあった（学期15日

以上など）
18 25.4

② 時々あった（週3日未

満）
18 25.4

③ あまりなかった（学期

5日未満など）
18 25.4

④ 全くなかった 17 23.8

合計 71 100

分類 内容 記述のキーワード（例）

①人的要因
友人・教師等との関係性

について

先生方との関係、友達、仲良く、

新しい仲間

②環境的要因
クラス・学校の雰囲気に

ついて

学校が楽しい、クラス・学校の雰

囲気、自分のペース

③心理的要因
受け止め方、考え方の変

容について

人格・人間性の形成、まともな人間、

やりがい、チャレンジ、

前向き、自分を変えたい

④学習的要因
学習内容、難易度、始業

時間等について

興味ある授業、卒業、進路、

4時間、他部履修

⑤移行的要因
進学・転入学等、物理的

な立場の移行について

中学校に比べ、中学時代には、

前の学校では

要因の分類 人数 (n) 割合 (%)

①　人的要因 7 9.9

②　環境的要因 10 14.1

③　心理的要因 15 21.1

④　学習的要因 3 4.2

⑤ 　移行的要因 2 2.8

その他（複数回答含む） 15 21.1

無回答 19 26.8

合計 71 100
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（逃げることが）できなくなるんですよね。 

（T）今、20 分ぐらい聞いてきたけど、ここの学校で続け 

られてるのは決して楽しいことばっかりでもない？ 

（S）そうですね。あの、楽しいよりもまずいが大きいで 

すね。このままでいいのかっていう不安もある。不安し 

かないです、逆に。だからこそ頑張れるのかもしんない 

です。 

【ケース 1】の生徒の発言から、彼の飛躍的な

精神的成長をうかがうことができる。以前の彼

には、嫌な事柄に直面するとそこから逃避する

という行動が顕著に表れていた。その行為が前

籍校での二度の原級留置につながっていた。そ

して、その逃避という行動の延長として定時制

高校への転入学を選択したが、現在は転入学と

いう｢移行的要因｣によって新たな人間関係を

構築することができている（人的要因）。このよ

うな様々な要因が心理的要因に複合的に作用

し、自身を客観的に把握することができるよう

になったことで獲得した肯定的な危機感が、彼

の現在の継続的な登校状態につながっている

と判断できる。 

【ケース 2】 

・対象：定時制昼の部に在籍の 2 年次（女性） 

・分類：環境的要因 

（T）…教員（S）…対象生徒 

（T）「環境が変わったことで気持ちが楽になったと感じる  

ことがとてもある」って（アンケートでは）答えている 

ね。その辺のことちょっと聞きたいな。 

（S）あっちにいた時は割ともうギスギスしてた。私がっ 

ていうよりも周りがギスギスしてて、あんまり人間関

係にいいイメージなかったかな。（この）学校に入っ 

て、人と関わって、先生含めて関わってやっぱなんか

そういう苦手意識持ってたのはだいぶ無くなったし。 

（T）この学校で過ごしてみて、どんな印象持ってる？ 

（S）ま、なんかこう割と自由っていうか。やっぱ定時制 

なんで全日制とかよりは、いい意味で緩い感じ。で、 

やっぱり過ごしやすいですよね。心理的な圧迫が少な

いってことかな。 

【ケース 2】の生徒は｢ギスギスした環境｣から

距離を置くために、中学校 3 年生の 1 年間、学

校にはほとんど登校しなかった。卒業すること

はできたが地元の高校には進学せず、ただ家に

いる生活をしていた。一家転住を契機に Y 高等

学校定時制課程に入学し、｢環境が変わったこ

とで気持ちが楽になった｣と感じている。そこ

で出会った教員や同級生との関わりを通して、

苦手意識を持っていた人間関係のイメージが

改善され（人的要因）、その理由を｢いい意味で

緩い感じ（環境的要因）｣と語り、｢心理的圧迫

が少ない（心理的要因）｣と捉えている。定時制

高校という｢攻め立てられる感じのない学校環

境｣に身を置くことが心理的安定につながり、

継続的な登校が可能になっている様子が読み

取れる。他 3 名も同様に、複数の要因が複合的

に作用していると認められた。 

3),教員への事前アンケート（7 月）  

Y 高等学校定時制課程に勤務している教員に

ついて、生徒の登校状況並びにその要因につい

ての認識を明らかにするため、アンケート調査

を実施した。 

・対象：Y 高等学校定時制課程に勤務する教員  

24 名 

・時期：令和 7 年 7 月 14 日～7 月 31 日 

・調査方法：Google フォームによる 

・調査内容：質問事項は【表 6】の通り 

管理職・非常勤講師を含む 24 名に対して実

施し 21 名から回答を得た。回答率は 87．5％で

あった。 

まず、生徒の「登校への意欲」に対する一般

的な認識として、当てはまる選択肢を複数回答

可で答えてもらった【表 7】。最も多い回答は「③ 

生徒自身の意識や感情」の 18 名（90％）であり、

次いで「① 教員、友人や家族の人間関係」の 17

名（85％）であった。生徒に対して同様の質問

を行ったところ、最も多い回答は「② クラスや 

【表 6】 Y 高等学校定時制課程教員への事前質問事項 

Q3　本校に在籍している生徒

で、以前（中学校時代または前年

度まで）不登校を経験していたと

思われる生徒との関わりはありま

すか？

Q4　先生のお立場でそのような

生徒と関わる際、特に意識してい

ることや工夫していることがあれ

ば教えてください。

Q5　一般的に、生徒の「登校状

況」と「学校教育活動」には、ど

の程度の関連があると考えていま

すか？

Q6　一般的に、生徒の「登校へ

の意欲」には何が関係していると

思いますか？

Q7　本校生徒の中で、過去に不

登校を経験しながらその後継続的

に登校できるようになった生徒の

登校要因としてプラスに働いてい

るものは何だと感じますか？

Q8　Q7で選択した要因の中で、

特に効果的だと感じる要因と、そ

の理由を教えてください。

Q9　本校の教育活動で、生徒の

登校継続に良い影響を与えている

と感じる取り組みがあれば教えて

ください。

Q10　登校継続を更に支援するた

めに、改善する余地があると感じ

る点があれば教えてください。
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【表 7】要因別の分類結果（N=20） 

学校全体の雰囲気・環境」の 52 人（73.2%）で 

あり、次いで多いのが「① 友達や先生方との関

係」45 名（63.4%）であった。教員の 90％が大

切であると回答している｢生徒自身の意識や感

情｣に対する生徒の回答率は 46.5%と、半数に満

たなかった。この結果から両者の認識を比較す

ると、教員側が「本人の意識」を最終的な鍵と

見るのに対し、生徒側はまずクラスや学校の雰

囲気等「安心できる場の確保」という要因を、

登校を継続するための前提条件として強く求

めていると言える。 

（2）研究 2 について 

 1),教員への研修（10 月） 

次に、生徒の継続的な登校に繫がる教育活動

を検討する研修会を行った。教員に対する事前

アンケートの Q8 および Q10 の自由記述を基に

【表 8】に示す 4 つのカテゴリーに分類し、カ

テゴリーごとに現行の教育活動を見直したり、

新たな教育活動を構想したりする活動を行っ

た。分類に当たり、各要因の特徴を捉えたキー

ワードを設定しそれに従って分類した。なお、

人数の（ ）内には非常勤講師が含まれている 

【表 8】4 つのカテゴリーと内訳（N=20） 

ものの、実際の研修には参加できなかった。 

・対象：Y 高等学校定時制課程 教員 18 名 

・研修日時：令和 7 年 10 月 22 日（水） 

 12：40～13：40 

・研修場所：Y 高等学校定時制課程 会議室 

【研修の実際】 

 事前アンケートを基に、教員を 4 つのカテゴ

リーに分類した。そしてそのカテゴリーに関連

のある現行の教育活動を見直したり、新たな教

育活動を創造したりする取り組みを、事前に行

っていただいた【写真 1】。 

【写真 1】各自の構想案 

 当日はカテゴリーグループ内で自身の構想

案を紹介し合い、興味深いアイデアを一つ選択

し、その具現化に向けて必要な事柄をグループ

内で構想する活動を行った【写真 2】。 

【写真 2】アイデアの紹介とグループでの構想 

そして、各グループで構想した教育活動を、

全体に向けて紹介し、共有した【写真 3】。 

分類 内容 記述のキーワード（例） 人数

①人的要因
人間関係構築スキルの向上

に資する活動

人間関係、自主性を尊重、参加した

いと思える学校行事
4（5）

②環境的要因
クラス・学校のよりよい雰

囲気を醸成する活動

「大きな声」に敏感な生徒、担任と

合わない生徒、チーム担任制
6

③心理的要因
多様な考え方、受け止め方

を獲得する活動

面談、生徒との共感的対話、不安を

早期キャッチ
5（6）

④学習的要因
教育課程や学び方を見直す

活動

科目選択の柔軟化、未履修科目を選

択、限りある時間をどう活用するの

か

3

選択肢
回答人数

（ｎ）
割合（％）

① 教員、友人や家族の人間関

係
17 85.0

② クラスや学校全体の雰囲気 16 80.0

③ 生徒自身の意識や感情 18 90.0

④ 魅力的な授業内容や学習ス

タイル
10 50.0

⑤ 進級や進学による環境のリ

セット
11 55.0

その他 1 5.0
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【写真 3】構想したアイデアの紹介 

事前に行っていただいた個人での構想では、

【表 4】の生徒アンケートに記述のあったキー   

ワードを基に、その実現に資するアイデアを考

えていただいた。普段考えてはいるもののなか

なか表現することができないような斬新なア

イデアや、自分にはない新しい発想に触れるこ

とで、笑顔で協議する場面が見られた。以下に

研修によって提案されたアイデアを一部抜粋

して紹介する。 

・共通の趣味・特技を持った生徒同士のミーテ  

ィングの設定【人的要因班】。 

・（生徒）朝会をなくし、連絡事項をスライド

ショーにしてホールで流す【環境的要因班】。 

・｢総合的な探究の時間｣の内容に、生徒の要望

を反映させる【心理的要因班】。 

・履修科目の見直しと精選・選択科目群に ｢必

履修科目｣を入れる【学習的要因班】。 

2),教員への事後アンケート（10 月） 

事前アンケート、教員への研修を踏まえ事後

アンケートを行った。このことによって生徒の

継続的な登校と学校教育活動との関連、学校教

育活動の見直しや生徒の立場に立った学校教 

育活動の実施に関する教員の意識に変容が現    

【表 9】Y 高等学校定時制課程教員への主な事後質問事項 

れることを期待した。 

・対象：Y 高等学校定時制課程 研修に参加し  

た教員 18 名  

・時期：令和 7 年 10 月 23 日～10 月 30 日 

・調査方法：Google フォームによる 

・調査内容：質問事項は【表 9】の通り 

10 月 22 日に実施した教員研修に参加した 18

名に対して実施し 13 名から回答を得た。回答

率は 72．2％であった。まず、学校教育活動が

生徒の継続登校に与える影響についての意識

の変容について質問を行った。「①とても深ま

った」と回答した教員は 7 名（53.8％）、「②あ

る程度深まった」と回答した教員は 6 名（46．

2％）であった。「③あまり変わらない」「④分か

らない」は共に 0 名であり、事後アンケートに

おける肯定的な回答（①とても深まった、②あ

る程度深まった）を合計すると 100％であった。   

事前調査における、生徒の継続的な登校と学

校教育活動との関連についての回答は、「①密

接に関連している」と回答した教員は 7 名

（33.3％）、「②ある程度関連している」と回答

した教員は 1 名人（61.9％）であり（肯定的回

答の合計 95.2％）、教員研修を通じて、生徒の

継続登校と学校教育活動との関連に対する意

識が向上したことがうかがえる。 

Q4「不登校経験者の登校支援に関する、ご自

身の意識や対応の変化があれば教えてくださ

い。（自由記述）」という設問に対しては、以下

のような回答が挙げられた（抜粋）。 

・個別的な支援を中心に考えていたが、学校全 

体の教育活動の中で登校支援を捉えること

の大切さに気付くよい機会となった。 

・話し合うことで、周りとの考えの違いや共通 

点をみつけることができ、改善していこうと 

思った。 

・初任以来思ってきたことが現実に行われよう 

としていることを実感している。 

このような肯定的な回答の一方、以下のよう

な記述も見られた。 

Q3　事前調査や校内研修を経て

「学校教育活動が登校継続に与え

る影響」についての意識はどのよ

うに変化しましたか？

Q4　不登校経験者の登校支援に

関する、ご自身の意識や対応の変

化があれば教えてください。

（自由記述）

Q5　今後の教育活動において、

登校継続を支援するために特に重

視したい要素は何ですか？

（複数回答可）

Q6　今後、教職員全体で共有・

強化していきたい取り組みや工夫

があればご記入ください。

（自由記述）

Q7　今回の活動を通して得られ

た気付きや感想があればご記入く

ださい。（自由記述）

Q8　最後に、今後の支援や学校

づくりに関してご意見・提案があ

ればご記入ください。

（自由記述）
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・環境が変わることで登校できるようになった 

生徒を見てきたことが多く、自分の中での変 

化はあまりない。 

Q6「今後、教職員全体で共有・強化していき

たい取り組みや工夫があればご記入ください。

（自由記述）」という設問に対しては、以下のよ

うな回答が挙げられた（抜粋）。 

・教員間のコミュニケーション・チームワーク 

・不登校生徒に「学校は嫌な所ではない」こと 

をわかってもらえる、学校の雰囲気作り 

・グループ（人的要因）で検討した新しい学校 

行事への取り組み 

Q7「今回の活動を通して得られた気付きや感

想があればご記入ください。（自由記述）」とい

う設問に対しては、以下のような回答が挙げら

れた（抜粋）。 

・登校支援について、要因別に分けて検討する 

というのは初めての試みであった。 

・教育課程に関する先生方の意見を聞くことが 

できて有益だった。 

・言葉でまとめられないが、安心感が得られた。 

このような肯定的な回答の一方、以下のよう

な記述も見られた。 

・自分も含めて、やりたいことはあるのに行動 

を起こせていない。 

・本校は行事が多いが、それゆえに落ち着いて 

授業ができない面もあり、「社会性を身に付

けるための行事」とは言うが、これで良いの 

か疑問である。 

Q8 「今後の支援や学校づくりに関してご意

見・提案があればご記入ください。（自由記述）」

という設問に対しては、以下のような回答が挙

げられた。 

・今回のように検討する機会をもっと増やし、 

実施可能なものは取り組んでいくことが必

要だと感じた。 

・担任だけでなく、長欠者への対応部署（部活 

動顧問の様な）を設けてもいいかと思う。 

一方、以下のような貴重な提言をした教員が

いた。事後アンケートの分析の締めくくりとし

て紹介する。 

・学校現場では多種多様な教育的ニーズを抱え 

た生徒への対応に追われる日々で、継続的な 

登校支援というところまではなかなか至っ 

ていないという実感がある。何をするにも支 

援者が疲弊していては十分なサポートがで 

きないため、業務の精選と平準化を個人の努 

力だけでなく組織的に行っていくことが急 

務と考える。 

３．考察 

本研究を通じて明らかになった成果と課題

を考察としてまとめる。 

Y 高等学校定時制課程に入学した生徒の多く

は、中学校時代に頻繁な欠席（約 7 割）を経験

していたが、「欠席が全くない」生徒の割合

（8.5%）が、高校入学後には 23.9%へと増加し

ており、Y 高等学校定時制課程での生活が登校

状況の改善に寄与していることが確認された。  

また、生徒・教員へのアンケートによって明

らかとなった注目すべき発見の一つとして、登

校継続の要因に対する生徒と教員の認識に隔

たりがあるという点が挙げられる。教員の 90%

は、生徒の登校意欲に「生徒自身の意識や感情

（内面的な強さ）」が最も関係していると捉え

ており、生徒自身の意志を最終的な鍵と考えて

いるが、生徒の 73.2%が「クラスや学校全体の

雰囲気・環境」に重きを置いており、｢自身の意

識や感情（内面的な強さ）｣を重要視している生

徒は半数に満たない。両者の認識の隔たりを理

解し、生徒の視点で学校教育活動を構想してい

くことが、継続的に登校できる生徒の更なる増

加につながるものと考える。 

そして、各要因の代表生徒に対して行ったイ

ンタビューの【ケース 1】では、転入学という

移行的要因によって新たな人間関係が構築さ

れ（人的要因）、それらによって促された精神的

成長（心理的要因）が継続的な登校につながっ

ていた。【ケース 2】の生徒は、人間関係構築へ

の苦手意識が払拭された理由を、定時制高等学

校独特の｢いい意味で緩い感じ（環境的要因）｣
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と語り、｢心理的圧迫が少ない（心理的要因）｣

とも語っている。これらのことから、継続的な

登校状態は特定の要因のみによるものではな

く、様々な要因が複合的に作用することによっ

て成り立っていること、そしてそれぞれの要因

がどのように作用し合うのか、そのプロセスが

明らかとなった。    

研究 2 では、研究 1 で得られた生徒の視点（キ

ーワード）を基にし、学校教育活動の構想をテ

ーマとした教員研修を行った。研修後のアンケ

ートでは、回答した教員全員（100%）が学校教

育活動と登校継続の関連について、意識が「深

まった」と回答している。この結果は、登校支

援は単なる「個別の悩み相談」としてではなく、

学校行事や教育課程の検討など「教育活動全体」

の中に組み込むべきものであり、生徒の視点に

立った教育活動の見直し・構想が必要であると

いう認識への転換を示唆している。 

また今回の研修は、教員に対する事前アンケ

ートのキーワードを基にし、機械的に構成され

たグループで行った。その結果、年齢や立場の

異なる教員同士がフランクでオープンに協議

することで、｢言葉でまとめられないが、安心感

が得られた（教員事後アンケートより）｣、｢初

任以来（ずっと）思ってきたことが現実に行わ

れようとしていることを実感している（同上）｣

と語っている教員がいた。学校全体のことを考

える際、｢職員会議｣という形式ではなく、今回

のように｢研修｣という形で行うことにより、心

理的安全性が得られ同僚性が高まるというこ

とが示されたことも、今回の研究の、学校マネ

ジメントという観点での大きな成果であると

感じている。不登校生徒への支援として学校教

育活動を構想する際には、生徒と教員間の認識

のギャップを理解し、生徒の視点に立った教育

活動を、オープンに語り合う場の設定が有効で

あるということが示された。 

一方で、重要な課題も浮き彫りとなった。あ

る教員からは、多種多様なニーズへの対応に追

われる中で「支援者が疲弊していては十分なサ

ポートができない」という切実な意見が出され

た。個人の努力だけでなく、組織として業務の

精選や平準化を行わなければ、継続的な支援体

制は維持できないという現実的な問題も依然

として残されている。生徒が成長するための土

壌を教員が耕し続けることができるよう、組織

的な働き方改革も必要であると考えられる。 

４．今後の展望 

本研究では、教員研修で構想された具体的な

教育活動を、実際に行うまでには至らなかった。

今後はそれらを実践に移し、効果を検証するこ

とが求められる。そのためには、意図的・定期

的に構想の場を設定すること、生徒の登校状況

の変容を在学期間中追跡していくことなど、長

期的で縦断的な取組を続けていくことが必要

である。 

同時に、教員から提起された「支援者の疲弊」

という課題に対し、個人の努力に依存しない持

続可能な支援体制の構築が急務である。生徒が

安心して登校することができ、学校生活を通し

て自身の成長が実感できる教育活動を構築し

ていくためには、学校全体としての組織的な業

務の精選や平準化といった働き方改革を並行

して進めていくことも不可欠であると考える。 

【引用・参考文献】 

・佐藤 郁哉（2008）「質的データ分析法－原理・ 

方法・実践－」株式会社 新曜社 

・本間 友巳（2000）「中学生の登校を巡る意識 

の変化と欠席や欠席願望を抑制する要因の 

分析」教育心理学研究 48 巻 1 号 

・松井 幸太 阿形恒秀（2014）「不登校経験の 

ある定時制・通信制高校生の生活実態調査 

―不登校経験者と非経験者との比較より―」 

・文部科学省（2025）「令和 6 年度 児童生徒の 

問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関 

する調査結果について」  

・山本 奬（2024） 「不登校児童生徒の再登校 

傾向に応じた教師による支援」岩手大学大学 
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小規模小学校・単学級における特別支援教育校内支援体制 

―通常の学級担任の語りから探る包括的支援の可能性― 

 

学校マネジメントコース ２５２５３０９  

堀川 るり子 

 

１．研究の背景と目的 

通常の学級に在籍する児童の約 8.8％は学習面・行動面で支援を必要としているが、単学

級の小規模校では人的資源が限られ、担任が課題を抱え込みやすい。勤務校も児童 78名・

単学級で、支援員は 1名のみである。こうした状況を受け、文部科学省（2022、2023）は校

内支援体制の強化と教師の専門性向上を求め、秋田県でも管理職のリーダーシップによる

体制整備が重点化されている。先行研究では、ニーズに応じた研修（酒井・野崎、2014）、

複眼的支援（佐藤、2022）、相談できる文化の重要性（加藤・司城、2017）を指摘している。 

そこで本研究では、①ニーズに即した研修、②複数教員の関わりによる多層的支援、③管

理職の傾聴を三つの「包括的支援」と位置付け、担任の語りから質的変容を分析する。小規

模校に特化してこれらの支援と担任の変容を関連付けた研究は乏しく、小規模校に共通し

て適用可能な校内支援モデルの構築を目的とする。 

 

２．研究の方法と内容  

本研究では、勤務校の通常の学級担任 6 名を対象に、7 月と 11 月に半構造化インタビュ

ーを実施し、その質的変容を追跡した。管理職 2名への聞き取りも加え、担任・児童の変化

を多面的に把握した。逐語録を M-GTAで分析し、変容プロセスを構造化するとともに、考察

ではナラティブの視点から担任の語りを引用した。「包括的支援」として、①担任のニーズ

に即した研修では、センター的機能を活用し、教育専門監による研修を実施。②多層的支援

では、合同・交換・専科・TT授業や特別支援学級担任による通常学級支援、担任以外による

給食指導など、複数教員が関わる体制を整備。③管理職による傾聴では、担任の話を日常的

に受け止め、情緒的サポートを行う仕組みを維持した。 

        

３．成果と課題 

初期の頃は学習・行動・情緒面での児童の多様な困難に直面し、「メンタル的にやってい

けるか不安」と悩んだり、怒りや無力感などのネガティブ感情を抱く担任もいたが、包括的

支援の導入によって多様な質的変容が生じた。研修を通じて、「困っている子」への視点転

換や子ども理解の深化、具体的な支援スキルの獲得が進み、意識変容と行動実践へとつなが

った。また、多層的支援により複数の視点から子どもを見取れるようになり、孤立感が軽減

され、子どもに対して肯定的に関わる余裕も生まれた。管理職の傾聴は担任の情緒的支えと

なり、「一人ではない」という安心感を形成した。こうした担任の変容は児童の肯定的な変

化を促し、その成果が担任の喜びや自信となって負担感を和らげ、心理的安定とよりよい支

援の継続につながる好循環を生んだ。以上のように、三つの包括的支援が小規模校で相互に

作用し、担任の変容に寄与したことが示され、一定の役割を果たした可能性が示唆された。 

一方で、多層的支援の構築にあたっては、事前の情報共有不足といった課題が残り、仕組

みづくりが求められる。また、対象が前向きな中堅・ベテラン教員に偏った点や、深刻な保

護者対応事例を扱えなかった点に限界があり、今後は異なる条件下での検証が必要である。 
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 国や県の動向 
 

・通常の学級担任を支える校内支援

体制の強化 

・管理職のリーダーシップによる 

体制整備の重点化 

・組織的な支援体制づくりの必要性 

先行研究 
 

・ニーズに応じた研修の必要性 

・複眼的に包み込む支援システ

ムの構築 

・悩みを外に出せる文化の 

必要性 

◇小規模校において、①担任のニーズに即した研修、②複数教員による多層的支援、③管理職の傾聴と

いう三つの「包括的支援」が、担任の質的変容にどう寄与するかを明らかにすることを目的とする。 

◇これらの関連を小規模校に特化して検討した研究は乏しい。本研究では、得られた知見を基に、汎用

的な校内支援モデルの提示を試みる。 

＜ 7月＞学級担任への半構造化インタビュー 

 

＜11月＞再度担任へのインタビューと管理職への聞き取り（効果検証）  

◇分析…M-GTA法による概念・カテゴリー・結果図の生成 

◇考察…ナラティブ研究の視点を取り入れ、必要に応じて担任の語りを引用し

て文脈理解を補った。 

担任の質的変容プロセス(結果図) 
【 】：カテゴリー、  ：概念 

 

   

・多層的支援における事前の情報共有不足 

・対象が前向きな中堅・ベテラン教員に偏ったことや、

深刻な保護者対応事例を扱えなかったことによる限界 

異なる条件下での検証の必要性 

三つの包括的支援が小規模校で相互に作用し、担任の変容に

寄与したことが明らかになり、一定の役割を果たした。また、

限られた人的資源しかない小規模校においても、担任の孤立

を防ぐ支援モデルとして機能し得る可能性が示唆された。 

課題 成果 

①担任のニーズに即した研修(8 月) 

・センター的機能を活かした研修 

・指導者：支援学校の教育専門監 

②多層的支援システムの構築 

・交換授業、合同授業、専科授業、TT 授業 

・特別支援学級担任による通常の学級支援 

（朝、帰りの会、給食指導における主担当） 

・学級担任以外の教職員による給食指導 

③管理職による日常的な傾聴 

 

 

 

 

 

三つの包括的支援 

 

   

学校の現状 
 

・通常学級の 8.8％が特別な 

支援を必要とする現状 
・小規模校は人的資源が乏し

く、担任の負担が大きい 

・対象校も単学級の小規模校 

教師の【子ども理解】

と【支援スキル】が高

まり、「困っている子

として捉えるように

なった」、「感情に寄

り添うことを意識す

るようになった」と

いった共感的な視点

が育った。 

多様な支援により「他の先生のア

プローチで伸びる」といった【支

援の質向上】が生まれ、抱え込ま

ずに「みんなで見ていけばいい」

と語るように【負担感軽減】にも

つながった。さらに「子どもを褒

めたり認めたりできるようにな

った」と、肯定的に関わる【心理

的余裕】も生まれた。 

【安心感】を生

み、「一人ではない

と感じる」、「安心

し、スッキリす

る」、「一歩前に進

むきっかけにな

る」といった前向

きな変化を促し

た。 

 
ニーズに即した研修         

【ポジティブ感情への転換】 

ネガティブ感情から支援志向へ 

担任の変容→児童の肯定的な変容 
→担任の【心理的安定】→よりよい支援＝好循環 

 

   

小規模小学校・単学級における特別支援教育校内支援体制 
―通常の学級担任の語りから探る包括的支援の可能性― 

  

研究の 

背景 

研究の 

目的 

研究の 

方法 

研究の 

結果 考察 

対象 

・筆者の勤務校（単学級の小規模小学校）  

・通常の学級担任６名 

勤務校と同規模の他校への訪問 

9 月、小学校校長へのインタビュー実施 

ニーズに即した研修 多層的支援システムの一つ 

多層的支援 傾聴 

＜三つの包括的支援による担任の質的変容＞ 

3tu  

 

   

 

児童は学習・行動・情緒面で多様な困難を抱え、担任

は「メンタル的に不安」と感じることもあった。また、

大きな学力差から一斉指導と個別支援の両立に悩む

声もあった。さらに児童対応では、怒りや無力感など

のネガティブ感情と、困難を受容的に受け止めるポジ

ティブ感情の両方が見られた。 

学級担任の初期状態 

   



小規模小学校・単学級における特別支援教育校内支援体制  
―通常の学級担任の語りから探る包括的支援の可能性―  

 

  学校マネジメントコース  2525309   

堀川  るり子    

１．背景と目的  

（１）研究の背景   

文部科学省が令和 4 年に公表した「通常の

学級に在籍する特別な教育的支援を必要とす

る児童生徒に関する調査結果」によれば、通

常の学級に在籍する児童生徒の 8.8％が学習

面や行動面で困難を抱えており、すべての学

級に支援を必要とする児童が在籍している可

能性が示された。特に小規模校では人的資源

が限られるため、担任が一人で対応せざるを

得ない場面が多く、困惑感や負担感を抱きや

すい。勤務校も児童 78 名の単学級の小規模校

であり、特別支援教育支援員は 1 名のみの配

置である。さらに、特別な配慮を要する児童

の割合は増加傾向にある。  

このような状況においては、通常の学級担

任を、学校としていかに支援するかが重要で

あり、校内支援体制の充実が不可欠である。

令和 5 年 3 月の文部科学省の検討会議でも

「通常の学級担任を支えることができるよう、

校内支援体制の更なる充実を図ることが必要」

と報告されている。また、秋田県では今年度

の特別支援教育の重点事項の一つとして「管

理職のリーダーシップによる校内支援体制の

強化」を掲げ、組織的な取組や研修の工夫の

必要性を示している。  

さらに、尾花・加瀬（ 2022）は「校内支援

体制が整っていない場合、学級担任が対応を

一人で抱え込み、支援の遅れや二次障害につ

ながる可能性がある」と指摘している。従っ

て、通常の学級担任が心理的負担を抱え込ま

ないようにするためにも、校内支援体制の在

り方を検討し、充実させていくことが極めて

重要である。  

 

（２）研究の目的  

特別支援教育における校内支援体制に関す

る先行研究では、文部科学省が示す校内支援

体制の枠組みに基づき、通常の学級担任が抱

える心理的負担を軽減するためには、校内委

員会の活用、特別支援教育コーディネーター

による支援、保護者対応、関係機関との連携、

研修の実施、さらに同僚や管理職への相談と

いった多面的な支援が重要であると指摘され

ている。これらの支援体制と担任の心理的変

容との関連についてはすでに検討が進んでお

り、その有効性も報告されている。しかし、

酒井・野崎 (2014)は、研修は研修でも「教師

が求めるニーズを捉えた研修会が求められる」

としている。文部科学省 (2022)でも、これか

らの特別支援教育においては、研修を通して

「全ての教師が専門性を持つことが重要」で

あると述べている。また、佐藤 (2022)は、「複

数の教師で子ども理解を深めるという複眼的

に『包み込む』システムをデザイン」する必

要性を指摘。加藤・司城 (2017)は、上司や同

僚からの心理的サポートの意義を強調し「困

っていることや悩んでいることを外に出せる

文化をつくり出すことが必要」と述べている。 

そこで本研究では、①担任のニーズに応じ

た研修、②担任以外の教員が協働して支援す

る「多層的支援システム」（交換授業等、特

別支援学級担任による通常学級支援、学級担

任以外の教職員による給食指導）、③管理職

による日常的な傾聴の三点に着目し、校内支

援体制を整備する。これらを「包括的支援」

と位置付け、担任へのインタビューを通して

質的変容を分析する。小規模校に特化して包
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括的支援と担任の質的変容との関連を扱った

研究はこれまでに見られない。本研究でその

有効性が示されれば、小規模校に共通して適

用可能な「支援モデル」として提示できる可

能性がある。三つの包括的支援の効果を明ら

かにし、得られた知見を整理することで、本

市の小学校の約 70％を占める単学級校を含

む小規模校における特別支援教育の校内支援

体制を充実させるモデルの提示を目的とする。 

 

２．研究の方法  

（１）調査対象者と研究の実際  

 本研究では、筆者の勤務校（児童数 78 名、

単学級の小規模小学校）を対象とした。調査

対象者は、調査時に同校で勤務していた通常

の学級担任 6 名である。なお、調査協力者の

概要は Table1 のとおりである。         

Table1 調査協力者の属性  

本研究で実施した包括的支援は、①担任の

ニーズに即した研修、②多層的支援システム

の構築（交換授業、合同授業、専科授業、 TT

授業、特別支援学級担任による通常学級支援、

学級担任以外の教職員による給食指導）、③

管理職による日常的な傾聴の三点である。  

①担任のニーズに即した研修は、 8 月下旬

にセンター的機能を活用して実施した。指導

者には支援学校の教育専門監を迎え、事前に

電話やメールで打合せを行い、学級担任のニ

ーズを伝えながら当日の内容を精査した。  

 

＜当日の研修内容＞  

 1 ・ユニバーサルデザインの視点を取り  

入れた授業づくり  

・学力差のある学級での指導  

・周りの子どもたちへのこと  

2 ・学習に困難を感じている児童への対応  

3 ・行動面で気になる児童への対応  

 

 

 

 

 

 視覚  聴覚  運動感覚  

九九  九九表  声に出す  カード並べ  

漢字  カード  語呂合わせ  空書き  

体の働き  図を見る  話を聞く  模型を作る  

教師の教え方に子どもが合わせる  

↓  

子どもの得意な学習スタイルを活用する  

 

 

 

 

 

 

②多層的支援システムは年度当初から導入

した。その取組を Table2 に示す。特別支援学

級担任による通常の学級支援については、 10

月下旬から 11 月中旬にかけて試験的に行っ

た。具体的には、通常の学級において朝の会

や帰りの会、給食指導を特別支援学級担任が

主担当として行うという取組を実施した。③

管理職（校長、教頭）による傾聴は、日常的

な取組として位置付け、継続的に実施した。  

 

Table2 多層的支援システム  
授業形態の工夫（合同授業、交換授業、専科授業、

TT 授業）（  ）…単元によって TT 授業を行うもの  

 
年齢  

教職  

経験  
特支教

員免許  
特支学級

担任経験  

A 先生  40 代前半  17 年  有  無  

B 先生  50 代後半  33 年  無  有  

C 先生  50 代後半  30 年  無  無  

D 先生  50 代前半  28 年  無  有  

E 先生  60 代前半  37 年  有  有  

F 先生  30 代後半  11 年  無  無  

 ７  ８  

＋  ４  

 

５  

 

１  

 

２  

 

３  

 合同  

授業  

交換  

授業  

専科  

授業  
TT 授業  

教頭  
  3 年外国語

5 年理科  

3 年 ,4 年  

算数  

A 

先生  

   （ 1,2 年  

  体育）  

B 

先生  

1,2 年

体育  

  
2 年図工  

C 

先生  

 4 年  

音楽  

 (3,4 年  

体育）  

D 

先生  

3,4 年

体育  

3 年  

図工  

  

E 

先生  

5,6 年

体育  

 3～ 6 年  

書写  

 

F 

先生  

   （ 5,6 年  

  体育）  

特支  

学級  

担任  

  

2 年図工  

・1,2 年体育  

・2 年国・算・

道以外  

支援

員  

   午前： 1 年

午後： 4 年  

・繰り上がりの数を途中で足さず、

最後にすべて足す方法。  

・ 計 算 す る 場 所 が 分 か り や す い よ

うに、小さいマスを作っておく。 
 

※研修資料の一部  

（当日資料をもとに筆者が作成） 

 

84



学級担任以外による給食指導  

（身支度、配膳、食事、片付け、  

歯磨きまでの見届け）  

 月  火  水  木  金  

1 年      
栄養

教諭  

2 年      
 

 

3 年     栄養

教諭   

4 年     
 

 
 

5 年  
栄養  

教諭      

6 年  
 

 
    

なお、校内支援体制の運用に関する他校の

実践を参照するため、 9 月に対象校と同規模

の小学校を訪問し、校長に担任支援の在り方

について聞き取りを行った。  

 

（２）データ収集とデータ分析   

 7 月には、各学級および担任の実態把握の

ため第 1 回インタビューを実施し、酒井・野  

崎（ 2014）の枠組みを参考に、担任が抱く感

情面についても尋ねた。11 月には効果検証と

して再度インタビューを行い、併せて管理職

2 名からも担任や児童の変容について意見を

得た。インタビューは Table3 に基づく半構造

化面接法で、一人 25〜 60 分であった。  

 

Table3 半構造化面接の主な質問項目  

＜ 1 回目＞（ 7 月に実施）  

＜ 2 回目＞（ 11 月に実施）  

＜管理職への質問＞（ 11 月に実施）  

インタビュー後、速やかに文字起こしを行

い、分析には主として M-GTA 法（木下、2007）

を用いた。 M-GTA 法は、データから概念を生

成し、カテゴリー間の関係性を整理すること

で、 現象のプロセスを理論的に記述する手法

である。本研究では、M-GTA によって生成され

た概念・カテゴリーをもとに結果図を作成し、 

教員の質的変容プロセスを明らかにした。 な

お、考察においては、 M-GTA で導かれた構造

をより文脈的に理解するために、 参加者の語

りを適宜引用し、語りの流れや意味付けを損

なわないように記述した。 これはナラティブ

研究の視点を参考にしたものであり、 独立し

たナラティブ分析を行ったものではない。  

 

（３）倫理的配慮             

本研究では、調査対象者に対し、研究の主

旨と目的を事前に説明した上でインタビュー

調査を実施した。論文に使用する際には、個

人が特定されないよう十分に配慮するととも

に、対象者から申し立てがあった場合には発

言内容を使用しないことを保証した。その上

で、IC レコーダーによる録音について承諾を

得た。  

 

３．結果  

（１）担任の初期状態（第 1 回インタビュー

の分析結果）  

第 1 回インタビューでは、児童の実態と、

支援が必要な児童と関わる際に、通常の学級

担任が抱えている困惑感や感情が明らかにな

った。分析の結果、次の三つのカテゴリーに

大別された。  

①【多様な困難（学習、行動、情緒）】  

担任は、対象児童が学習・行動・情緒の各面

で多様な困難を抱えていると捉えていた。学

習面では読み書きや計算のつまずき、論理的

思考の弱さ、既習事項の活用の難しさが指摘

された。行動面では多動や衝動性、注意の持

続の困難、全体指示の理解の難しさが見られ

1.特別な支援を必要とする児童の実態について  

2.特別な支援を必 要と する児童と 関わる とき の

自身の感情について  

3.困惑感や負担感について  

4.研修で学びたい内容について  

1.研修後の自身の変容について  

2.多層的支援システムの成果と課題について  

3.管理職による傾聴について  

4.支援が必要な児 童と 関わる際の 自身の 感情 の

変容について  

5.包括的支援システムの運用と困惑感、負担感軽

減との関連について  

1.先生方の変容について  

2.子どもの変容について  

3.傾聴の効果について  

校長  

校長  

校長  
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た。情緒面では気持ちの浮き沈みの大きさや

粘り強さの不足、気持ちの切り替えの難しさ

が挙げられた。 ASD や ADHD の診断を受けて

いる児童もおり、年度当初は「メンタル的に

やっていけるか不安」と語る担任もいるほ

ど、対応に苦慮していた。  

②【学習場面における具体的支援の困難】  

学級内の大きな学力差から、一斉指導と個別

支援の両立に葛藤を抱える担任が多かった。

上位層には内容が容易である一方、下位層に

は授業についていくことが難しく「どちらに

も十分に応じるのは難しい」という負担感が

示された。また、インクルーシブ教育の理念

を踏まえつつ、実際の授業でどのように行う

か悩む姿も見られた。①、②のような児童の

実態に応じた具体的支援方法を求める担任の

ニーズを把握し、センター的機能を活用した

研修内容の構築につなげた。  

③【ネガティブ感情とポジティブ感情】  

児童への対応を通して、担任の感情は大きく

ネガティブとポジティブの２側面に分けられ

た。怒りや苛立ち、無力感、疲労感などのネ

ガティブ感情が語られる一方で、それでも気

持ちを切り替え、子どもの困り感に寄り添お

うとする姿が見られた（「子ども目線で考え

るようにしている」）。また「そこ難しいん

だよね、できないんだよね」と指摘する担任

がいるように、児童の特性を理解しようとす

る受容的な姿勢や、状況を達観して受けとめ

る態度、感謝や前向きな関わりといったポジ

ティブ感情も示された。このように、担任の

中には両方の感情が併存していることが明ら

かになった。        

 

（２）包括的支援体制による担任の質的変

容（第２回インタビュー分析結果）      

M-GTA による分析の結果、 10 のカテゴリー  

と 24 の概念が生成された。カテゴリー、概念、

コードの一覧を Table4（三つの包括的支援に

よる教員の質的変容）に示す。以下では、生

成された概念   やカテゴリー【  】につい

て、その形成プロセスを示す。  

①【子ども理解の深化】このカテゴリーは、

研修を通して、子ども観が揺れ、視点の転換

が起こり、一人一人を丁寧に捉えようとする

個の理解が進み、さらに、子どもがもつ見え

方の違いに気付く 認知の多様性への気付き

が生まれたことで、子ども理解が深化してい

った過程を示している。  

②【具体的支援スキルの獲得】これは、研修

を通して、教師が例示指導や UD の視点を取り

入れた授業の進め方等の学習支援スキル、子

どもの気持ちを受け止める 情緒支援スキル

を身に付け、学習面、情緒面の双方で具体的

な支援のスキルを獲得していった過程から生

成されたものである。  

③【意識変容と行動実践】これは、イライラ

しなくなるなどの感情調整、他の研修への自

主参加や研修での学びを実践にうつすという

学び続ける姿勢、子どもを長い目で見られる

ようになる 視野の拡大  といった変化を表し、

研修を通して、具体的な意識変容と行動実践

へとつながっていく過程を示している。  

④【支援の質向上】本カテゴリーは、複数の

視点が関わることで子どもを 多面的に評価

できるようになり、また、異なるアプローチ

による多様な支援が生まれ、さらに役割分担

によって細やかな支援が可能となり、結果と

して支援の質が向上することを表している。  

⑤【負担感軽減】このカテゴリーは、支援を

一人で抱え込まなくてもよいという実感によ

って孤立感が軽減され、また、実態を理解し

てもらえるという共感的な支援が生まれ、さ

らに子どもを認めたり褒めたりといった肯定

的な関わりを可能にする 心理的余裕 が育ま

れていくプロセスを示している。  

⑥【課題】このカテゴリーは、支援に関する

事前の情報共有不足から、担任へ負担が逆流

する状況が生じているという語りから課題と

して浮き彫りになったことを示している。  
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⑦【安心感】本カテゴリーは、管理職による

傾聴を通じて、教師が情緒的支えを得るとと

もに、認識を共有してもらうことで負担が軽

減されるといった認知的サポートを受け、安

心感を醸成していく過程を示している。  

⑧【心理的安定】本カテゴリーは、子どもの

思いを受け止める関わりによって、子どもが

学習に戻れるまでの時間が短くなるなどの

教師の変容による児童の変容が生まれ、その  

児童の変化を実感することで 教師の安定 へ

とつながり、教師と児童の相互作用が、教師

の心理的安定を生み出すというプロセスを示

している。  

⑨【ポジティブ感情への転換】これは、変容

を通して、自分はやれるという自己有能感が

高まったと感じること、気持ちを切り替えて

関わろうとする前向きな意識への変化、そし

てネガティブ感情から「どう支援するか」へ

カテゴリー  概念  コード（担任の実際の語り）  

①子ども理解の

深化  

1 視点の転換  

 

2 個の理解  

 

3 認知の多様性へ  

の気付き  

・「困った子」ではなく、「困っている子」だと、より思うように

なった。                             

・一人一人原因が違う。よく見ていこうと思った。   

・特性のある子を多様な面で見ていかなきゃいけない。  

・子どもによる形の捉え方の違いに気付けた。  

② 具 体 的 支 援  

スキルの獲得  

 

4 学習支援スキ     

 ル  

 

 

5 情緒支援スキル  

・文章を書くときは例を出す。  

・漢字は空書きするなど、その子に合った方法で支援する。  

・ UD の視点等を念頭に置き、具体的な手立てや支援策を考えて

いきたい。                    

・悲しいとか悔しいという気持ちになっている人を、こういう

気持ちなんだねと受け止める。            

③意識変容と  

行動実践  

6 感情調整  

7 学び続ける姿勢  

 

 

8 視野の拡大  

・イライラしなくなった。  

・自ら希望し、特別支援学校の研修にも参加した。  

・本を購入し、感情への寄り添い方を実践している。  

・教えてもらったポイントをやってみた。  

・長い目で見れるようになった  

④支援の質向上  9 多面的評価  

 

 

10 多様な支援  

11 役割分担  

・学級のことを褒めてもらえるのが嬉しい。  

・色んな先生から見てもらえることで、「この子」に対する理解

が厚くなる。                   

・他の先生からのアプローチで伸びる。  

・ T2 が細かいところを支援できる。  

⑤負担感軽減  12 孤立感の軽減  

 

 

13 共感的支援  

14 心理的余裕  

・自分だけだと行き詰まってくる。  

・みんなで見ていけばいいんだな。思いつめないように変われ

た。                       

・実態を分かってもらえるだけで安心する。  

・切り替えができ、お互いにいい関係で関われる。  

・子どもを認めたり褒めたりできるようになる。  

⑥課題  15 情報共有の不足  

 

16 負担の逆流  

・支援の仕方について、全体で情報共有する時間が不足してい

る。                     

・担任がフォローに回ることがある。  

⑦安心感  17 情緒的支え  

 

18 認知的サポート      

・話を聞いてもらえると安心、スッキリする。  

・一人ではないと感じられる。  

・同じ認識でいてもらえるのがありがたい。楽になる。  

⑧心理的安定  19 教師の変容によ  

る児童の変容  

20 児 童 の 変 容 に よ

る教師の安定  

・こういう気持ちなんだね、と受け止める方が、解決までの道

のりは意外と早い、学習に戻れる時間も短くなっている。   

・支援の仕方を変えようと意識できていることが心の安定につ

ながっている。                  

⑨ ポ ジ テ ィ ブ  

感情への転換  

21 自己有能感  

 

22 前向きな意識  

23 支援志向への  

転換  

・感情に寄り添うことに意識していると、うまくできたなと思

う。  

・切り替えなくちゃ。気持ちに余裕をもとうと思う。  

・ネガティブ感情ではなく、どう支援できるか考えるようにな

った。                                         

⑩ ポ ジ テ ィ ブ  

感情の強化  

24 ポジティブ感情  ・楽しい。面白い。負担にはならない。  

Table4 三つの包括的支援による教員の質的変容  
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と視点が移る 支援志向への転換 が見られる

過程から生成されたものである。  

⑩【ポジティブ感情の強化】これは、もとも

とポジティブ思考の教師が、支援を「楽しい」                      

「面白い」と感じ、負担なく取り組めるとい

う ポジティブ感情 が一層強まっている過程

である。  

次に、以上のカテゴリー間の関係性を図式

化したもの結果図として Table5 に示す。  

                              

４．考察  

考察では、 M-GTA で構築した結果図を基盤

としつつ、その背後にある参加者の経験を補

足するため、一部の語りをナラティブとして

提示する。本研究で明らかになった担任の質

的変容は、年度当初の困惑感や負担感を起点

に、ニーズに応じた研修、多層的支援、管理

職の傾聴を経て、子ども理解の深化と支援実

践の変容へと至るプロセスとして描ける。  

教育専門監による研修は、担任の認知に大

きな転換をもたらした。「困った子ではなく

困っている子」という視点への変化や、子ど

もによって見え方が異なるという認知の多様   

 

もによって見え方が異なるという認知の多様

性への気付きが生まれ、①子ども理解が深化

した。こうした変容は支援行動にも反映され、

「その子に合った方法で支援する」という語

りに示されるように、例示指導・空書き・ UD

的手立てなどの具体的支援や、「子どもの感

情に寄り添うことを意識するようになった」

という情緒支援など、②具体的支援スキルの

獲得が進んだ。さらに、「気持ちを切り替え

られるようになった」といった感情調整、「学

んだことを実践している」という学び続ける

Table5 担任の質的変容プロセス（結果図）【  】：カテゴリー、   ：概念を示す    
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姿勢、「長い目で見られるようになった」と

いう長期的視野など、③意識変容と行動実践

も確認された。管理職も「特性を個性として

包み込むようになった」「より子どもの懐に

入るようになった」などと評価しており、担

任の行動変容は外側からも認められている。  

さらに、多層的支援システムの導入により

複数の教師が関わることで、「他の先生から

子どものよさを伝えてもらえるのが嬉しい」

「色んな先生に見てもらうことで『この子』

の理解が厚くなる」といった多面的な評価が

生まれ、「他の先生のアプローチでできる児

童がいる」といった多様な支援も可能となり、

④支援の質が向上した。これにより担任は支

援を一人で抱え込まずに済むようになり、「み

んなで見ていけばいい」と語るように、⑤負

担感の軽減が進んだ。また、他の教師に見て

もらう時間は、単なる業務改善にとどまらず、

自身の関わりを振り返り、次の支援を考える

重要な時間となり、「気持ちを切り替える大

事な時間」として肯定的関わりを生み出す心

理的余裕にもつながっていた。一方で、事前

の情報共有が不足すると、担任に負担が逆流

するという⑥課題も明らかになった。      

管理職による日常的な傾聴は、「話を聴い

てもらうと安心する、スッキリする、一人で

はないと感じられる、楽になる」といった語

りに示されるように、担任にとって大きな心

理的支えとなっていた。話を受け止めてもら

えることで安心感が生まれ、認識を共有して

もらえることで負担が軽減されるという⑦安

心感が形成された。管理職が「相談後、表情

が柔らかくなる」と述べるように、傾聴は担

任の情緒的安定にも寄与していた。また、「愚

痴だけでなく、一歩前に進むようになってい

る」という管理職の言葉からは、傾聴が担任

の次の行動を促す契機となっていることもう

かがえる。  

こうした包括的支援の循環の中で、児童の

変容も生み出されていた。「支援方法を変え

てみた方が、解決までの時間が早い」という

語りに示されるように、担任自身の変容が児

童の変容につながった経験は、担任にとって

成功体験となり、⑧心理的安定へと結び付い

ていた。また、ネガティブ感情を抱いていた

担任は、次第に支援志向へと変化し、「前向

きに支援を考えるようになった」という語り

に象徴される⑨ポジティブ感情への転換が生

まれた。さらに、もともとポジティブな教師

は支援を「楽しい」「面白い」と感じるよう

になり、⑩ポジティブ感情の強化が見られた。 

以上のように、担任の変容プロセスは、研

修による認知の深化、多層的支援による実践

の変化、児童の変容による成功体験、そして

管理職の傾聴による安心感が相互に作用しな

がら、支援志向の教師へと成長していく物語

として描くことができる。これら三つの支援

は単独ではなく、互いに補完し合うことで教

師を支える基盤となった。多層的支援と管理

職の傾聴によって、担任は「一人ではない」

という安心感を得て孤立感から解放される。

このように心理的な土台があるからこそ、研

修で学んだ専門的スキルを柔軟に吸収し、前

向きに実践へとつなげる変容が可能となる。  

さらに、担任の変容は児童にも肯定的な変

化をもたらした。「書くことに困難を抱えて

いた児童が書けるようになった」「自己コン

トロールができるようになり、落ち着きが増

した」「自分の努力が子どもの変化につなが

っていると感じる」といった語りが示すよう

に、児童の成長は担任にとって大きな成功体

験となった。また、「学校全体として、トラ

ブルが減り、学級内での助け合いや団結力が

高まっている」という管理職の評価も得られ

ている。こうした肯定的な児童の変容を目の

当たりにすることは、担任にやりがいや喜び、

自信をもたらし、心理的安定へとつながる。

実際に「子どもが変わると嬉しい、楽しい」

といった担任の声も聞かれた。  

これらの経験は担任の心理的安定を高め、
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次のよりよい支援へと循環していく。担任が

変われば児童も変わり、児童が変われば担任

の安定につながるという持続的な好循環が形

成されたと考えられる。この結論は、他校の

調査で得られた「児童の安定が担任の安定に

つながる」という知見とも一致していた。  

本研究で示された担任の質的変容は、酒井・

野崎（ 2014）が指摘した「怒り・苛立ち・無

力感」といったネガティブ感情だけでなく、

「受容・達観・感謝」といったポジティブ感

情を抱く担任もいることを明らかにし、先行

研究を補完するものであった。もともとポジ

ティブ感情をもつ教員も「色々な先生から見

てもらえるのはありがたい。管理職に実態を

分かってもらえるのは安心する」と述べてい

る。つまり、当初から大きな負担を感じてい

なかった教員にとっても、多層的支援や管理

職による傾聴は精神的な支えとして機能して

いたことがうかがえた。  

外部講師による研修が担任の視点転換を促

した点は、酒井・野崎（ 2014）の指摘する「教

師のニーズに即した研修の重要性」を支持し、

文部科学省（ 2022）の掲げる「すべての教師

の専門性向上」とも一致していた。複数の教

師が関わる多層的支援が孤立感の軽減や支援

の質の向上につながった点も、佐藤（ 2022）

の複眼的支援システムの必要性を裏付ける。

さらに、管理職の傾聴が心理的安心を生んだ

ことは、加藤・司城（ 2017）の示す「相談で

きる文化の重要性」と整合する結果であった。 

 

５．成果  

本研究の成果は、これまでの研究で示され

てきた重要な要素が、小規模校という文脈の

中でどのように循環的に作用し、担任の変容

に寄与したのかを具体的に可視化した点にあ

る。そして、複数の支援が組み合わさること

で、限られた人的資源しかない小規模校にお

いても担任が孤立せず、子どもと向き合う力

を取り戻していく「支援モデル」として一定

の機能を果たす可能性が示唆された。  

 

６．今後の課題  

一方で、本研究には限界もある。対象が中

堅からベテランで特別支援教育に前向きな教

員に偏っていた可能性や、保護者対応が深刻

な事例を十分に扱えなかった点が挙げられる。

今後は、若手教員や支援に消極的な教員が多

い学校、保護者対応が複雑な学校など、異な

る条件下での検証が求められる。  
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歴史的エンパシーを促す中学校社会科の授業に関する研究 

―歴史上の人物や集団に対するエンパシーの質に着目して― 

 

カリキュラム・授業開発コース ２５２４４０２   

木元拓斗   

 

１．問題の所在と研究の目的 

本研究の目的は中学校社会科の歴史的分野において生徒の歴史的エンパシーを促す授

業を実践し、歴史的エンパシーの質を検証することである。 

これまでの歴史教育に関する研究では、安井実践を始めとして歴史学習における「共

感」の手法が注目されてきた。しかし、原田（2012）は英語で「共感」を指す語にはシン

パシーとエンパシーの 2 つがあり、従来の議論ではそれらを明確に区別することなく議

論を展開してしまっていたということを指摘している。また、原田は歴史学習において、

現代とは異なるルールや価値観が支配した過去を対象としているため、安易にシンパシ

ーを求めるよりも、相手の立場を論理的に分析するエンパシーの方が効果的であること

を指摘している。 

しかし、従来の歴史的エンパシーの研究を概観すると、実際の授業実践をもとに生徒

の歴史的エンパシーの程度を実証的に検証した研究は見当たらなかった。また、新たに

エンパシーの質にも着目する必要があると考えた。 

 

２．研究の実際 

 先行研究をもとに本研究における歴史的エンパシーの定義を「歴史上の人物や集団の

立場に立って、その人物や集団の置かれた境遇・文脈・社会背景を理解した上で、人物

や集団の感情や行動を理解・分析する力」とした。また、歴史的エンパシーの定義をも

とにして、歴史的エンパシーの構成要素を「視点取得」「文脈理解」「感情理解」「多角的

思考」の 4 つに整理した。 

 実際の授業実践は 2024 年度の「フランス革命」「開国と不平等条約」、2025 年度の「独

立の回復」「江戸幕府の滅亡」の計４つの授業を行った。授業後それぞれの授業実践のワ

ークシートのまとめの記述から生徒の歴史的エンパシーの質を検証し、生徒の記述を「記

述不成立」「視点取得のみ」「文脈優位型」「感情優位型」「エンパシー成立」「エンパシー

＋多角的思考」の 6つのカテゴリーに分類した。 

 

３．成果と課題 

 本研究の成果は歴史的エンパシーの質を実証的に検証することができたことである。

4 つの授業実践の分析を通して、いずれの授業においても「エンパシー成立」の生徒が一

定割合存在し、生徒の歴史的エンパシーの特徴や傾向を明らかにすることができた。一

方で本研究の課題として、歴史的エンパシーの見取り方の妥当性の検討が十分とは言え

ない点、歴史的エンパシーを十分に働かせることができる単元に一定の偏りがある点、

多角的思考の位置づけの 3 点があった。 
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歴史的エンパシーを促す中学校社会科の授業に関する研究
―歴史上の人物や集団に対するエンパシーの質に着目して―

研究の背景
カリキュラム・授業開発コース 2524402 木元拓斗

これまでの歴史教育では切実感や当事者意識を持たせる
ために、生徒を歴史上の人物や集団に共感させることで
歴史を捉えさせる「共感」の手法が注目されてきた。

シンパシー

相手のことがわかる前提

現在の文脈で過去の時代
の感情や価値観を理解

エンパシーに関する先行研究の課題

エンパシーを
実証的に検証した
研究が見当たらない

エンパシーの質に
着目していない

「共感」に関する実践は主に小学校の社会科で
行われてきたが、当時の社会背景や文脈を重視する
エンパシーは中学校社会科の方が適している

歴史的エンパシーの質を高める
中学校社会科の歴史的分野の授業を開発し、
歴史的エンパシーの質を検証することが必要

中学校社会科の歴史的分野の授業において生徒
の歴史的エンパシーを促す授業を行い、歴史的
エンパシーの質を検証すること。

研究の目的 研究の方法

先行研究をもとに歴史的エンパシーの定義と構成要
素を整理し、整理した概念をもとに授業を実践して生
徒の歴史的エンパシーの質を検証する。

研究の実際

歴史上の人物や集団の立場に立って、その人物や
集団の置かれた境遇・文脈・社会背景を理解した
上で人物や集団の感情や行動を理解・分析する力。

歴史的エンパシーの構成要素

先行研究から捉えた歴史的エンパシーの定義
（鉾山1992, バートン,K.C.&レヴィスティック,L.S.2015, 原田２０１９）

視点取得： 過去の人物や集団の立場に立って考えること
ができている。

文脈理解：
歴史的事象をその時代の社会的・文化的背景
に基づいて理解できている

感情理解：
歴史上の人物や集団の感情を行動と結び付
けて理解できている。

多角的思考：歴史的事象について異なる立場からの視点も含めて多角的に考察している。

「江戸幕府の滅亡」 （第2学年３組）

「フランス革命」 （第2学年A組）

課題① なぜ、フランスの民衆は革命を起こしたのだろうか

課題② もし、自分が当時のフランスの民衆だったら、
どんなことを感じ、どんな行動をとると思うか

・史料をもとに第3身分が置かれた境遇（身分差や重い税）を
理解した上で革命を起こした理由を考える

・革命前のフランスの状況を自分事として考え、意思決定を行う

課題① なぜ、薩摩藩と長州藩は攘夷から倒幕へと
方針を転換させたのだろうか

・史料をもとに当時の薩長が置かれた境遇（攘夷の失敗や
開国後の経済の混乱）を理解した上で当時の薩長の
倒幕の意思決定の理由を考える

課題② 薩長の倒幕への動きを周囲の人は
どのように思っていたのだろうか

・「民衆」「朝廷」「幕府」の立場に立って価値判断をする。

２０２４年度の授業実践の例 （国立A中学校）

結果と考察
成果 ・歴史的エンパシーの質を実証的に検証できた

すべての授業実践においてエンパシー成立の
生徒が一定割合存在し、特徴を明らかにできた

課題 ・エンパシーの見取り方の妥当性
・有効に実践できる単元に一定の偏りがある
・エンパシーにおける多角的思考の位置づけ

相手のことはわからない前提

過去の文脈で過去の時代
の感情や価値観を理解

エンパシー北川
（2009）

異文化性や他者性を含む歴史学習においては
エンパシーの視点が不可欠

しかし、一連の研究ではシンパシーとエンパシーを明確
に区別することなく議論を展開してきた。（原田２０１２）

歴史的エンパシーの質の検証方法
授業内で使用するワークシートの「まとめ」の記述から歴史的エン
パシーの構成要素を踏まえて記述できているかどうかを見取る

フランス革命 開国と不平等条約 独立の回復 江戸幕府の滅亡

記述不成立 5.2 10.3 15.4 0

視点取得のみ 6.9 0 3.8 0

文脈優位型 5.2 48.3 7.7 4.2

感情優位型 17.2 6.9 19.2 20.8

エンパシー成立 65.5 34.5 53.8 75.0
エンパシー
＋多角的思考 19.2 12.5

２０２５年度の授業実践の例（秋田市立A中学校）



歴史的エンパシーを促す中学校社会科の授業に関する研究 

―歴史上の人物や集団に対するエンパシーの質に着目して― 

 

カリキュラム・授業開発コース ２５２４４０２   

木元拓斗   

 

１．本研究の目的と問題の所在 

本研究の目的は中学校社会科の歴史的分野

において生徒の歴史的エンパシーを促す授業

を実践し、歴史的エンパシーの質を検証する

ことである。 

これまでの歴史教育に関する研究では安井

実践を始めとして歴史学習における「共感」

の手法が注目されてきた。しかし、原田（2012）

はこれまでの論争について「藤岡信勝による

『共感から分析へ』というテーゼで落ち着い

たように感じるが、共感について共通認識が

なされていたとは言えず、まだ議論が十分に

かみ合っていたとは言えない」と指摘してい

る。その上で原田は英語で「共感」を指す語

にはシンパシーとエンパシーの 2 つがあり、

従来の議論ではそれらを明確に区別すること

なく一括りに「共感」という訳語で議論を展

開してしまっていたことを指摘している。 

シンパシーとエンパシーの違いについて、

北川（2009）はシンパシーは「感情移入」と

訳され、相手のことがわかるという前提で考

えるのに対して、エンパシーは「自己移入」

と訳され、相手のことはわからないという前

提で考えると述べている。また、原田

（2012）はシンパシーは過去の人々も現代の

我々と同じように考えたはずだという前提に

立ち、現在の文脈で過去の時代の感情や価値

観を理解するのに対して、エンパシーは過去

の人々と現代の我々では考え方や感じ方に違

いがあるという前提に立ち、過去の文脈で過

去の時代の感情や価値観を理解すると述べて

いる。その上で原田は、同質性の高いコミュ

ニティであればシンパシーも生かされよう

が、異文化の交錯するグローバル社会ではむ

しろエンパシーが不可欠であると述べてい

る。また歴史学習においても、現在とは異な

るルールや価値観が支配した過去を対象とす

るため、安易にシンパシーを求めるよりも、

相手の立場を論理的に分析するエンパシーの

方が効果的であることを指摘している。さら

に、常田（2012）も歴史的分野の人物学習に

おける同じ人物に対する「共感」でも、シン

パシーのような普遍的な感情の創造に基づく

授業ではなく、エンパシーのような人物の目

的や立場、その場面で置かれていた状況等の

分析に基づく授業づくりが必要であることを

指摘している。 

しかし、従来の歴史的エンパシーの研究を

概観すると、原田（2012）を始めとして歴史

的エンパシーの意義や基本原理が明らかにさ

れ、いくつかの授業実践が行われてきたもの

の、実際の授業実践をもとに生徒の歴史的エ

ンパシーの程度を実証的に検証した研究は見

当たらない。また、エンパシーを共感の一種

であると捉えるならば、共感には「共感度合

い」というものが存在する。そのため、歴史

的エンパシーにも「質の高い歴史的エンパシ

ー」と「質の低い歴史的エンパシー」がある

と考えられる。このようなことから、歴史的

エンパシーに関する授業実践の効果を検証す

る際には、歴史的エンパシーの質にも着目す

る必要があると考える。 

本研究の対象については中学生を対象とし

て中学校社会科の歴史的分野において歴史的

エンパシーの授業実践を行う。従来の先行研

究の「共感」に関する実践は人物学習がメイ

ンである小学校社会科と相性が良いと考えら

れ、小学校の歴史の授業での実践が多く行わ

れてきた。しかし、エンパシーに関してはシ

ンパシーとは異なり、人物の感情だけでなく

人物の行動の背景となる文脈や社会背景の理

解も重視している。そのため、歴史上の人物
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を中心とした学習から離れ、政治や経済、外

交、文化などの社会背景も含めて歴史を大き

く捉えることが求められている中学校社会科

の歴史的分野の方がエンパシーの実践に適し

ていると考える。 

 以上のことから、本研究では中学校社会科

の歴史的分野において生徒の歴史的エンパシ

ーを促す授業を実践し、歴史的エンパシーの

質を検証する。 

 

２．方法 

 本研究の方法は、以下の４つである。 

（1）先行研究をもとに、歴史的エンパシー

を定義する。 

（2）定義をもとに、歴史的エンパシーの構

成要素を整理する。 

（3）歴史的エンパシーの構成要素をもとに

歴史的エンパシーを促す授業を行う。 

（4）歴史的エンパシーの質を検証する。 

 

３．歴史的エンパシーの定義 

 先行研究における歴史的エンパシーの定義

として、鉾山（1992）は「他者の不幸に同情

するという意味ではなく他者の立場に想像上

立ったとき、他者がどのような見方、考え

方、感情を持つか認識する能力」と述べてお

り、原田（2017）は「過去の人々の感情を理

解するために、その時代の文脈や価値観を明

らかにしようとする思考方法」と述べてい

る。また、中村（2019）は「歴史的共感」を

エンパシーと同義であると捉えた上で、その

定義を「学習者が現在の価値観や信念に基づ

き過去の人々に対して感情移入する同情・同

調（シンパシー）とは異なり、その当時の文

脈や人々の価値観・信念を踏まえて歴史を解

釈する手法ないし見方・考え方」としてい

る。また、原田（2012）は米英の研究を要約

し、歴史的エンパシーの基本原理について、

想像力・同一視・シンパシーとは基本的に異

なること、人物の行為の理解に関わること、

過去の文脈の吟味に関わることなどがあるこ

とを示している。 

 これらの先行研究を見ると、歴史的エンパ

シーという概念の捉えが「能力」「方法」「見

方・考え方」と先行研究によって異なってい

ることがわかる。しかし、エンパシーにおい

てはシンパシーのように自然発生的に人物の

感情を感じとるのではなく、人物の内面に意

図的・主体的に介入し、人物の感情の裏にあ

る文脈や社会背景を掴み取ることが求められ

ている。そのため、歴史的エンパシーを「能

力」として捉える方が適切であると考える。 

これらのことや上記の北川（2009）と原田

（2012）が示したシンパシーとエンパシーの

違いをもとに、本研究における歴史的エンパ

シーの定義を「歴史上の人物や集団の立場に

立って、その人物や集団の置かれた境遇・文

脈・社会背景を理解した上で、人物や集団の

感情や行動を理解・分析する力」とした。 

 

４．歴史的エンパシーの構成要素 

 上記の定義をもとに、歴史的エンパシーの

構成要素を「視点取得」「文脈理解」「感情理

解」の 3 つに整理した。 

 1 つ目の「視点取得」は過去の人物や集団

の立場に立って考えることである。歴史的エ

ンパシーの定義で示したように、エンパシー

では人物の立場に立つことが不可欠であると

考える。北川がエンパシーを「自己移入」と

訳したように、エンパシーでは現代を生きる

私たちの視点や価値観を切り離し、当時の視

点や価値観に主体的に寄り添っていく必要が

ある。また、原田（2017）は歴史的エンパシ

ーについて「現代の見方を過去に応用してい

る段階」から「過去の人々は現代と異なる見

方や信念を持つことを理解する段階」に向か

わなければならないと指摘している。これら

のことから、歴史的エンパシーにおいて「視

点取得」が必要であると考えた。 

 2 つ目の「文脈理解」は歴史的事象をその

時代の社会的・文脈的背景に基づいて理解す

ることである。定義にもあるようにエンパシ

ーでは人物の感情的な側面に加えて、その感

情が生起する背景要因にも目を向けて分析す
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ることが必要とされている。先行研究におい

ても、原田はエンパシーにおいてその時代の

文脈や価値観を明らかにすることや過去の文

脈を吟味することが必要であると述べてい

る。このことから、歴史的エンパシーにおい

て「文脈理解」が必要であると考えた。 

3 つ目の「感情理解」は歴史上の人物や集

団の感情を行動と結び付けて理解することで

ある。上記にもあるように、とりわけエンパ

シーでは当時の社会背景や文脈の理解も重視

されているが、従来の研究よりシンパシーや

エンパシーに関わらず「共感」の実践におい

て人物の感情に関する理解が重視されてき

た。そのため、歴史的エンパシーにおいても

「感情理解」が必要であると考えた。 

 

５．歴史的エンパシーを促す授業の構想 

 上記のような歴史的エンパシーの構成要素

を踏まえ、歴史的エンパシーを促す学習活動

として、「①人物や集団の行動の理由を分析す

る活動」と「②人物や集団の立場に立って意

思決定する活動」が必要であると考えた。 

「人物や集団の行動の理由を分析する活動」

は歴史的事象における人物の行為に着目して、

その行為の背景にある思考や感情、またその

思考や感情が生起する要因となった歴史的文

脈やその人物が置かれた状況を理解させる活

動である。この活動では歴史的エンパシーの

構成要素の「文脈理解」と「感情理解」を促

すことを目的としている。そのために、「なぜ」

という学習課題を用いて資料をもとに人物の

行動の理由を分析する活動を行う。 

「人物や集団の立場に立って意思決定する

活動」は実際に歴史上の人物の立場に立たせ

意思決定させる活動である。この活動では歴

史的エンパシーの構成要素の「視点取得」を

促し、「文脈理解」と「感情理解」をさらに深

めさせることを目的としている。そのために、

「もし自分が○○だったら」という課題を設

定して自分自身を歴史上の人物に置き換えさ

せて意思決定する活動を行う。 

 

６．歴史的エンパシーの質の検証方法 

 本研究における生徒の歴史的エンパシーの

質の検証には授業内で使用するワークシート

を用い、ワークシートの「まとめ」の記述か

らエンパシーの質を見取る。授業では本時の

学習課題で「なぜ」という課題を設定して授

業を行い、授業の最後には「まとめ」という

形で生徒たちに本時の学習課題に対する答え

を自分なりの文章で記述させる。その文章か

ら記述の中にエンパシーの構成要素である 3

点が含まれているかどうかを検証する。見取

る際の基準については以下の基準を示した

（図 1）。 

 以上のように歴史的エンパシーの 3 つの構

成要素を文章中から見取り、3 つの構成要素

のすべてを満たしている状態を「エンパシー

成立」とした。 

 

 

 

 

 

 

 

図１．歴史的エンパシーを見取る際の基準 

 

７．2024 年度（令和 6 年度）の授業実践 

（１）「フランス革命」 

１）実践対象 

学校：A 国立大学附属中学校 

生徒：第 2 学年 A 組・D 組（58 名） 

単元：「欧米における近代化の進展」 

時期：2024 年 10 月 

２）授業の内容 

 本実践ではフランス革命期における民衆

（第三身分）をエンパシー対象とした。授業

の導入ではバスティーユ牢獄襲撃やベルサイ

ユ行進などの民衆の革命行動を取り上げ、民

衆の行動の背景を探る学習課題として「①な

ぜ、フランスの民衆は革命を起こしたのだろ

うか」という課題を設定した。 

学習活動では資料をもとに、当時のフラン

視点取得：文章を自分自身ではなくエンパシー対象の人物

の視点から行為の理由を記述できているかどうか 

文脈理解：行為の理由の中に当時の社会背景や歴史的文脈、

人物が置かれた状況などが含まれているかどうか 

感情理解：行為の理由の中に人物の思考や感情などの心の

動きが含まれているかどうか 
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スの民衆が重い税を課せられていたことや身

分上虐げられていたという歴史的文脈、また

それによる苦しい生活から脱却したいという

民衆の感情を掴ませた。その上で追加の学習

課題として「②もし、自分が当時のフランス

の民衆だったらどんなことを感じ、どんな行

動をとると思うか」という課題を設定し、当

時のフランスの民衆の立場に立っての意思決

定を行う活動を行った。 

３）歴史的エンパシーの構成要素の検証 

 本実践における歴史的エンパシーの構成要

素の検証を行った結果、ワークシート提出者

のうち「まとめ」の文章から歴史的エンパシ

ーの各構成要素を見取ることができた生徒は

以下の人数であった（表 1）。 

表 1．「フランス革命」の構成要素の検証  

フランス革命 人数 割合 

視点取得 55 名 94.8％ 

文脈理解 41 名 70.7％ 

感情理解 48 名 82.8％ 

 

（２）「開国と不平等条約」 

１）実践対象 

学校：A 国立大学附属中学校 

生徒：第 2 学年 C 組（29 名） 

単元：「欧米の進出と日本の開国」 

時期：2024 年 11 月 

２）授業の内容 

 本実践ではペリー来航時期に開国の判断と

条約の締結に迫られた江戸幕府の大老である

井伊直弼をエンパシー対象とした。授業の導

入では日米和親条約と日米修好通商条約の内

容とそれらの条約を日本が締結した事実を取

り上げ、条約締結の背景を探る学習課題とし

て「①なぜ、日本はアメリカと不平等条約を

結んだのだろうか」という課題を設定した。 

学習活動では資料をもとに、当時のアメリ

カが産業革命によって強大な軍事力を持って

おり、アジアへの進出をねらっていたという

歴史的文脈、またそれにより幕府や井伊直弼

が欧米への恐怖心や戦争を回避したいという

感情を持ち、苦渋の決断で不平等条約を締結

したことを掴ませた。その上で追加の学習課

題として「②もし、自分が井伊直弼だったら、

アメリカと不平等条約を結ぶか」という課題

を設定し、当時の井伊直弼の立場に立っての

意思決定を行う活動を行った。 

３）歴史的エンパシーの構成要素の検証 

 本実践における歴史的エンパシーの構成要

素の検証を行った結果、ワークシート提出者

のうち「まとめ」の文章から歴史的エンパシ

ーの各構成要素を見取ることができた生徒は

以下の人数であった（表 2）。 

表 2．「開国と不平等条約」の構成要素の検証  

開国と不平等条約 人数 割合 

視点取得 26 名 89.7％ 

文脈理解 24 名 82.8％ 

感情理解 12 名 41.4％ 

 

（３）2024 年度の実践における課題 

 2024 年度に 2 つの授業実践を行った結果、

課題が大きく 2 つあった。 

1 つ目は生徒に歴史的エンパシーの構成要

素を意識させた上で学習活動を行っていなか

った点である。授業実践では掴ませたい歴史

上の人物の感情や文脈に関する資料を提示し

た上で学習活動を行ったが、学習課題の追究

に際して、具体的に「感情」や「文脈」など

の着目すべき点については明示していなかっ

た。そのため、次年度の実践では生徒たちが

歴史的エンパシーの 3 つの構成要素を意識し

た上で学習活動を行うことができるように

「○○の立場に立って」「○○の考えや気持ち

に着目して」「当時の社会背景に着目して」な

ど着目すべき点を明示したいと考える。 

2 つ目は生徒が意思決定の際に歴史上の人

物の行動を絶対視してしまい、視野が狭まっ

てしまっていたという点である。「開国と不平

等条約」の実践において、「もし自分が井伊直

弼なら不平等条約を結ぶか」という課題に対

しての意思決定を行った際に、「当時の日本に

は結ぶ選択肢しかなかったから結ぶ」「後で条

約改正すればいいから結ぶ」など歴史的事象

の多面性を無視して一面的に考えてしまう生
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徒や現代の立場から結果論で判断してしまう

生徒が見られた。開国や条約締結の背景には

井伊直弼の考えだけではなく、幕府の他の役

人や孝明天皇、当時の民衆などの様々な考え

方が入り交っており、葛藤の末に井伊直弼が

苦渋の決断として条約を締結した事実がある

ように、井伊直弼以外の立場にも目を向けさ

せる必要があったと感じた。また、「フランス

革命」の実践でも同様に、生徒たちはフラン

スの民衆の苦しみを知り、革命を行った理由

を理解できていたものの、授業では当時の国

王や貴族、聖職者などの他の立場の考えに触

れさせることができなかったと考える。 

 上記の課題を克服するために、次年度の実

践では生徒たちに歴史的エンパシーを働かせ

つつ、多角的な見方を持って課題の追究をさ

せたいと考える。先行研究を見ると、原田

（2019）は歴史上のあらゆる意思決定には必

ず反対や異論があったはずであり、複数のパ

ースペクティブや選択肢の中から考えなけれ

ばならないと主張している。また、中村（2019）

は歴史教育における「共感」について、共感

する歴史上の人物の意思決定や認識、価値観

を全面的に肯定してしまうことの危険性を指

摘し、「共感」と「批判」を両立させていくこ

との必要性を指摘している。 

 以上の理由から次年度の実践では歴史的エ

ンパシーの 3 つの構成要素に加えて「多角的

思考」を検証項目に追加することにした。そ

して、授業では「①人物や集団の行動の理由

を分析する活動」に加えて、「③その人物の行

為を他者の立場に立って価値判断する活動」

を行う。具体的には「○○の行動を○○はど

う思っていたのだろうか」や「○○の行動は

○○にとってどうだったか」などの学習課題

を設定する。 

 

８．2025 年度（令和 7 年度）の授業実践 

（１）「独立の回復」 

１）実践対象 

学校：秋田市立 A 中学校 

生徒：第 3 学年 2 組・3 組・4 組（78 名） 

単元：「冷戦と日本の発展」 

時期：2025 年 6 月 

２）授業の内容 

 本実践では戦後の日本占領期のアメリカを

エンパシー対象とした。授業の導入では当時

のアメリカが日本占領政策を非軍事化と民主

化から日本の経済成長へと方針を転換させた

ことを取り上げ、アメリカの方針転換の背景

を探る学習課題として「①なぜ、アメリカは

日本占領政策の方針を転換させたのだろうか」

という課題を設定した。 

学習活動では資料をもとに、当時のアメリ

カがソ連を含む東側の社会主義陣営と冷戦を

していたという歴史的文脈、またそれによっ

て日本の政治的・経済的自立と成長を促して

西側の資本主義陣営の味方に付けたいという

思惑を掴ませた。その上で追加の学習課題と

して「③アメリカの方針転換は日本にとって

良かった？悪かった？」という課題を設定し、

当時の占領政策転換の受け手である日本の立

場に立って価値判断を行う活動を行った。 

３）歴史的エンパシーの構成要素の検証 

 本実践における歴史的エンパシーの構成要

素の検証を行った結果、ワークシート提出者

のうち「まとめ」の文章から歴史的エンパシ

ーの各構成要素を見取ることができた生徒は

以下の人数であった（表 3）。 

表 3．「独立の回復」の構成要素の検証  

独立の回復 人数 割合 

視点取得 67 名 85.9％ 

文脈理解 48 名 61.5％ 

感情理解 57 名 73.1％ 

多角的思考 17 名 21.8％ 

 

（２）「江戸幕府の滅亡」 

１）実践対象 

学校：秋田市立 A 中学校 

生徒：第 2 学年 3 組（24 名） 

単元：「欧米の進出と日本の開国」 

時期：2025 年 10 月 

２）授業の内容 

 本実践では開国後の薩摩藩や長州藩をエン
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パシー対象とした。授業の導入では両藩が攘

夷を実行して外国勢力を国内から追い払う方

針から江戸幕府を倒すという方針へと方針を

転換させたこと取り上げ、薩長の方針転換の

背景を探る学習課題として「①なぜ、薩摩藩

と長州藩は攘夷から倒幕へと方針を転換させ

たのだろうか」という課題を設定した。 

学習活動では資料をもとに、当時の日本は

開国によって経済が混乱していたことや薩長

が実際に攘夷を実行したが失敗したという歴

史的文脈、またそれにより外国には勝てない

ことを悟ったことや以前から江戸幕府に対し

て不満を抱いていたことなどがあり、江戸幕

府を倒そうという考えをもったことを掴ませ

た。その上で追加の学習課題として「③薩摩

藩と長州藩の行動を周囲の人はどのように思

ったのだろうか」という課題を設定し、当時

の民衆・朝廷・幕府の立場に立って価値判断

を行う活動を行った。 

３）歴史的エンパシーの構成要素の検証 

 本実践における歴史的エンパシーの構成要

素の検証を行った結果、ワークシート提出者

のうち「まとめ」の文章から歴史的エンパシ

ーの各構成要素を見取ることができた生徒は

以下の人数であった（表 4）。 

表 4．「江戸幕府の滅亡」の構成要素の検証  

江戸幕府の滅亡 人数 割合 

視点取得 24 名 100.0％ 

文脈理解 19 名 79.2％ 

感情理解 23 名 95.8％ 

多角的思考 3 名 12.5％ 

 

９．歴史的エンパシーの質の検証 

（１）エンパシーの質のカテゴリー化の方法 

 生徒の歴史的エンパシーの質を詳細に分析

するために、生徒の「まとめ」の記述に含ま

れているエンパシーの構成要素のパターンか

ら歴史的エンパシーの質のカテゴリー化を行

った。エンパシーの質のカテゴリーについて

は「記述不成立」「視点取得のみ」「文脈優位

型」「感情優位型」「エンパシー成立」「エンパ

シー＋多角的思考」の 6つに分類した（図 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2．歴史的エンパシーの質のカテゴリー  

 

（２）エンパシーの質のカテゴリー化の結果 

 各 4 つの授業実践における生徒の歴史的エ

ンパシーの質をカテゴリー化した結果は以下

のようになった（表 5～表 8）。 

 

表 5．「フランス革命」の質の検証結果  

フランス革命 人数 割合 

記述不成立 3 名 5.2％ 

視点取得のみ ４名 6.9％ 

文脈優位型 3 名 5.2％ 

感情優位型 10 名 17.2％ 

エンパシー成立 38 名 65.5％ 

 

表 6．「開国と不平等条約」の質の検証結果 

開国と不平等条約 人数 割合 

記述不成立 3 名 10.3％ 

視点取得のみ 0 名 0.0％ 

文脈優位型 14 名 14.3％ 

感情優位型 2 名 6.9％ 

エンパシー成立 10 名 34.5％ 

 

記述不成立：空欄又は文章として成立していないもの。 

視点取得のみ：エンパシー対象の視点に立って記述している

ものの、人物の意志決定・行動などの事実のみで 

    理由を記述できていないもの。（視点取得） 

文脈優位型：エンパシー対象の立場に立っており、かつその

人物が置かれた境遇や社会背景に触れて理由を記

述できているもの。（視点取得＋文脈理解） 

感情優位型：エンパシー対象の立場に立っており、かつその

人物の思考や感情などの心の動きに触れて理由を

記述できているもの。（視点取得＋感情理解） 

エンパシー成立：エンパシー対象の立場に立っており、かつ

その人物の置かれた状況や社会背景及びその人物

の思考や感情などの心の動きに触れて理由を記述

できているもの。（視点取得＋文脈理解＋感情理解） 

エンパシー＋多角的思考：「エンパシー成立」の状態であり、

加えてエンパシー対象とは異なる他者の視点も踏

まえて記述できているもの。（視点取得＋文脈理解

＋感情理解＋多角的思考） 
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表 7．「独立の回復」の質の検証結果 

独立の回復 人数 割合 

記述不成立 12 名 15.4％ 

視点取得のみ 3 名 3.8％ 

文脈優位型 6 名 7.7％ 

感情優位型 15 名 19.2％ 

エンパシー成立 42 名 53.8％ 

エンパシー＋多角的思考 15 名 19.2％ 

 

表 8．「江戸幕府の滅亡」の質の検証結果  

江戸幕府の滅亡 人数 割合 

記述不成立 0 名 0.0％ 

視点取得のみ 0 名 0.0％ 

文脈優位型 1 名 4.2％ 

感情優位型 5 名 20.8％ 

エンパシー成立 18 名 75.0％ 

エンパシー＋多角的思考 3 名 12.5％ 

 

10．考察・成果と課題 

（１）歴史的エンパシーの質の分析・考察 

 4 つの授業実践における歴史的エンパシー

の質の分析を通して、いずれの授業実践にお

いても「エンパシー成立」の生徒が一定割合

存 在 し た 。 中 で も 特に 「 フ ラ ン ス 革 命 」

(65.5％)と「江戸幕府の滅亡」(75.0％)の実

践が高い割合を示していた。その理由として

は、これら 2 つの実践は他の実践に比べて比

較的人物の感情とその感情が生起する社会背

景的要因・文脈が読み取りやすく、人物の行

動についての因果的理解がしやすかったこと

が挙げられると考える。 

また、「エンパシー成立」までは至らなかっ

た生徒にも注目すると、ほとんどの実践にお

いて「文脈優位型」の生徒よりも「感情優位

型」の生徒の割合が高いことが示された。こ

のことは人物の視点に立って人物の行動の理

由を説明する場合には、社会背景や文脈より

も人物の思いや考えの方がより強調され、感

情的な理由が先行してしまうことを意味して

いる。この理由としては人物の思考や感情な

どの心の動きが人物の行動や意志決定の直接

的な理由となっており、その人物の置かれた

状況や社会背景・文脈はその思考や感情のさ

らに裏にある要因となっているためであると

考える。このことから、人物の意志決定に至

るまでの過程を「文脈→感情→行為」という

因果関係で整理することができると言える。

一方で、「開国と不平等条約」の実践において

は「感情優位型」が 2 名(6.9％)で「文脈優位

型」が 14 名(14.3％)と他とは異なり、割合が

逆転している。このことは井伊直弼が不平等

条約を結んだ理由については井伊直弼の欧米

への恐怖心や葛藤よりも欧米が産業革命をし

ておりアジアへの進出をうかがっていたとい

う歴史的背景が強調されたことを意味してい

る。この理由としては授業全体の構成として

欧米の動きとの関連を強調しすぎてしまい、

井伊直弼の思考や葛藤に寄り添う機会をあま

り持たせられなかったことが挙げられると考

える。また、単元の構成上、生徒たちは前時

までにヨーロッパの市民革命や産業革命によ

る社会の発展、アヘン戦争を含む欧米のアジ

ア侵略などの世界史分野を継続して学習して

きた。そのため、本実践の生徒たちの考察の

中でも欧米が勢力を拡大している社会背景や

日本と欧米の関係が強調されやすかったこと

も関係していると考えられる。 

 

（２）本研究の成果 

 本研究の成果は生徒の歴史的エンパシーの

質を実証的に検証することができた点である。

本研究では先行研究をもとに歴史的エンパシ

ーを再定義し、その構成要素を明らかにする

ことができた。さらに、授業実践を通して歴

史的エンパシーに必要な学習活動についても

明らかにすることができた。そして、上記の

考察にもあるように歴史的エンパシーの質の

分析を通して、生徒の歴史的エンパシーの特

徴を明らかにすることができた。このように

歴史的エンパシーを能力として捉えなおし、

単に「ある」「ない」ではなくエンパシーの質

に着目して検証することができた点は本研究

の大きな成果であると言える。 
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（２）本研究の課題と今後の展望 

 本研究における課題は 3 つある。 

1 つ目は歴史的エンパシーの見取り方の妥

当性の検討が不十分であった点である。本研

究ではワークシートの「まとめ」の記述から

エンパシーの質を検証した。しかし、ワーク

シートの「まとめ」の記述には生徒の文章力

の差が顕著に現れていた。具体的には 2025 年

度に実践を行った公立中学校よりも 2024 年

度に実践を行った国立中学校の方が生徒の既

有知識が多く、文章力が高かった。実際に 2025

年度の公立中学校での実践におけるワークシ

ートの分析では、人物の行動の理由を考える

際には人物が置かれた状況や社会背景につい

て着目して考察できていたのにも関わらず、

最後の「まとめ」の文章中には感情的な理由

にしか触れていない生徒なども見られた。以

上のようなことから、生徒の歴史的エンパシ

ーの見取り方については「まとめ」の文章だ

けでなく、学習活動の部分も含むワークシー

ト全体から見取ることや学習活動の様子を動

画で撮影することなど他にも様々な検証方法

が考えられる。そのため、今後の検証におい

ても歴史的エンパシーの見取り方をさらに検

討していく必要があると考える。 

2 つ目は歴史的エンパシーを十分に働かせ

ることができる単元には一定の偏りがある点

である。本研究では歴史的エンパシーの授業

実践において主に近現代史を扱った。実際に

授業を構想し実践してみて、近代史や現代史

などの現代に近い時代ほど、人物の思考や感

情などの心の動きが読み取りやすく、また教

師側が歴史上の人物の感情に関する資料を用

意しやすいため、歴史的エンパシーを働かせ

る授業実践を行いやすいと考えた。対して、

縄文時代や弥生時代を始めとした古代史では

特定のエンパシー対象を設定しにくいことや

当時生活していた人々の感情を読み取りにく

いことなどがあると考える。人物の感情を読

み取りにくく、また人物の感情を明らかにし

た資料がない状態での人物の行動の理由を探

る学習活動は資料上の裏付けのない空想論に

とどまってしまう危険性がある。そのため、

歴史的エンパシーを働かせる授業を行う際に

は比較的人物の感情が見えやすい単元を選ぶ

ことや人物の感情に関する資料を充実させる

必要があると考える。 

3 つ目は多角的思考の位置づけである。本

研究では 2 年目の実践から多角的思考の必要

性から価値判断の活動をもとに多角的な思考

を促す実践を行った。しかし、実際に実践し

てみて歴史的エンパシーの構成要素として多

角的思考を加えることは本来の歴史的エンパ

シーの定義から逸れるのではないかと考えた。

そのため、今後は歴史的エンパシーにおける

多角的思考の位置づけについても検討してい

く必要があると考える。 
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小学校算数科における子どもの「深い学び」のための授業デザイン 

 

 

カリキュラム・授業開発コース ２５２４４０３   

小林 亜莉亜   

 

1．本研究の目的と問題の所在 

 平成 29 年に告示された学習指導要領では、知識の正確な理解に加え、その理解の質を高

める授業改善や深い学びの重要性が示されている。また、認知科学の知見からも、新たな

概念を既有の知識や原理と関連付けて理解することで、柔軟な課題解決を可能にし、深い

理解を得られるとしている（Sawyer,2006）。一方、教育実践の場では、結果や手続きの再

現にとどまり、考え方を説明できない子どもの姿が見られる。本研究では、こうした課題

を踏まえ、算数科における概念理解を促す授業構成について検討し、子どもが「主体的・

対話的で深い学び」に至るための授業デザインの要件を明らかにすることを目的とする。 

 

2．研究の内容 

 小学校算数科「四角形や三角形の面積」の学習において、子どもの思考の質的変容を捉

え、深い学びに至る授業デザインの有効性を検討することを目的とした。対象は、第 5 学

年 1 組 30 名で、全 16 時間の授業実践を行った。分析の枠組みには Van Hiele の思考水準

論を用いて小学校段階で中心となる第 0 ～ 第 2 水準に着目し、事前・事後テストの記述を

分析した。授業は、事前テストで把握した思考水準の実態を踏まえ、「見た目では判断で

きない課題の提示」「等積変形を用いた操作活動」「概念形成と一般化の統合」を柱として

構成し、松尾（2000）の「一般化」の視点を理論的背景に位置付けた。事前テストでは、

「形がちがう」「大きく見える」といった視覚に頼る判断や手続き的な理解にとどまる子

どもが多く見られ、図形の定義や性質を体系的に捉える段階には至っていなかった。特に、

長方形と平行四辺形の比較においては、「ななめ」「形」「大きさ」といった感覚的表現が

多く、性質同士の関係性を意識した記述は限定的であった。 

 

3．研究の総括 

本研究の結果、事前テストでは Van Hiele の第 0 ～ 第 1 水準にとどまっていた子ども

が、事後テストでは等積変形を基盤とする第 2 水準の思考へ移行したことが確認された。

特に、形の違いに左右されることなく面積の等しさを説明したり、三角形の面積公式の意

味を等積変形と関連付けて説明したりする記述が増加し、図形を関係的に捉える理解が形

成されたと考えられる。これは、未知の図形を既知の図形へとする等積変形を基本とし、

操作活動と「一般化」を取り入れた授業デザインが、面積概念の深まりに有効であったこ

とを示している。言語化されにくい内的な思考の把握には課題が残されているため、今後

は、非言語的な操作過程を見取ったり、多様な表現を含めた評価方法の設定をしたりして

検討を進めていきたい。 
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結果

小学校算数科における子どもの「深い学び」のための授業デザイン
カリキュラム・授業開発コース 2524403 小林亜莉亜

研究の目的 小学校算数科において、子どもが「深い学び」に至るには、どのような授業デザインが

要件となるのかを明らかにする。

考察
意図された授業デザインが思考の質的転換を促した
・具体的操作や切って動かす活動を繰り返し、面積を「単位量の集まり」として捉えるというアプローチが、子どもの思考を
視覚的判断(第０水準～第１水準)から、性質や関係性に基づく判断(第２水準)へと体系的に引き上げた。

理論を実践や評価に結びつける試み
・「深い学び」という抽象的な概念を、Van Hieleの思考水準論を用いて「測定可能な思考水準の変容」として可視化した。
→面積単元だけではなく、算数科の他領域の授業デザインの検討の際にも有用

「表現されない思考」をいかに捉えるか
・本研究で捉えられたのは、あくまで「表現された思考」に限られる。深い学びは、言語化されずに内的な理解として先行
する場合もある。
→今後のアプローチ 「非言語に着目した観察」「表現の選択肢の提供」「思考の過程から評価」など

事前テスト
▷視覚的な印象に頼る「第０水準」から
図形の性質を部分的に捉える「第１水準」の段階

事後テスト
▷等積変形に基づいた関係的な思考「第２水準」の段階

等積変形の理解（第２水準）

問題の所在

・現行の学習指導要領において、
主体的・対話的で「深い学び」の
実現を目指す（文部科学省,2017）。

・認知科学の視点からも教授主義と
対比的に「深い理解」の重要性が
示されている（Sawyer,2006）。

一方、インターンシップで見えた子どもたちの課題
・結果としての正解に固執してしまい、考え方の説明ができない。
・自分と異なる考え方に直面したときに受容することができない。

（小学校第２学年「たし算とひき算の図」
ワークシート）

研究手法

「深い学び」を可視化するための分析の枠組み: Van Hiele(1957)の思考水準論
子どもの図形の捉え方や面積概念の変容を、思考水準論をもとにした３つの水準で分析する。
第０水準…図形を全体的な見た目や感覚で捉える。「三角形に見える」
第１水準…図形を構成要素や性質で捉える。「3つの辺と3つの角がある」
第２水準…図形の性質間の関係性を理解する。「形を変えても面積が変わらない（等積変形）」

「深い学び」を促すための授業デザインの3つの柱

操作活動で得た理解をもとに
既習の図形との関係から面積公式を導き、
意味と手続きを結び付ける

（第1時間目の
子どもたちの
ホワイトボード）

見た目や直感だけでは
解けない課題を提示し、
思考の必要性を生み出す

（第14時間目で面積を
求めた葉っぱ）

図形を「切る」「動かす」
「組み合わせる」といった
等積変形を用いた操作活動を通し、
１㎝×１cmが何個分という面積の
本質を理解する

（第1時間目で用いた
まなびリンク）

第５学年１組 30名「四角形や三角形の面積」(総時数16時間) ▷事前テストの結果から授業デザインを構想する
▷事前事後テストを実施し、思考水準の変容を見取る

高い水準へ

形の異なる図形の面積比較で
誤答した子ども(８名)
理由として、
「形が違う」という記述から
面積概念の理解に課題があった

等積変形の理解(第２水準)

形の異なる図形の面積比較で
誤答した子ども(６名)
理由としては、
「並べ方で大きく見える」といった
視覚的特徴に依存

（事前テスト第4問） （事前テスト第5問）

（事後テスト第4問）

形の異なる図形の面積比較で
誤答した子ども（０名）
正答の理由としては、
「動かすと同じ形になる」
「マスの数を数えると等しい」など
面積の保存を理解

（事後テスト第5問）

・等積変形による説明に加え、三角形の面積公式を
用いて数値的に説明する記述が多く見られ、
一般化を取り入れた授業デザインと操作的理解が
結び付いたことを示している。
・一方、誤答した子ども（４名）は依然として形の違いに
着目して判断をしていた。



小学校算数科における子どもの「深い学び」のための授業デザイン 

 

 

カリキュラム・授業開発コース ２５２４４０３   

小林 亜莉亜   

 

1．研究の背景と問題の所在  

（1）主体的・対話的で「深い学び」  

 平成 29 年 3 月に告示された現行の学習指

導要領では、総則において「主体的・対話的

で深い学びの実現に向けた授業改善」につい

て規定するとともに、各教科等の「指導計画

の作成上の配慮事項」として、授業改善を図

る観点から、これまでも規定していた指導上

の工夫について整理した。義務教育において

は、これまでの蓄積を生かして子どもたちに

知識を正確に理解させ、さらにその理解の質

を高めるための地道な授業改善が必要だと述

べており、深い学びの重要性が示されている。  

（2）認知科学における「深い理解」  

 S a w y e r（2 0 0 6）のように、認知科学の視

点からも教授主義と対比的に深い理解の重要

性が示されている 。（表 1）例 えば、教 材を

自分たちがすでに知っているものとは無関係

なものとして扱うのではなく、新しい考えや

概念を先行知識や先行研究と関連付けること

で深く学ぶことができるという。原理や解法

を深く理解しておくことによって、他の類題

でも知識を使用でき、柔軟な課題解決をもた

らすということである。学習者にとって意味

ある学びを深く理解して行うことができるよ

うに援助すること、その際に原理の説明や課

題間の関係が重要なことが示されていた。  

表 １  深 い学 習  対  伝統 的 な 教 室の 実 践 ( S a w y e r , 2 0 0 6 ）

 

（3）子どもたちの実際  

深い学びが重要視される一方で、インター

ンシップⅠでは、子どもが学びを十分に深め

ることができていないと見えることがあった。

結果としての正解に固執してしまい、考え方

の説明ができなかったり、自分と異なる考え

方に直面した時に受容することができなかっ

たりするといった場合である。  

 

図 1  「たし算とひき算の図」ワークシート  

図 1 に示したものは、小学校第 2 学年算数

科「たし算とひき算の図」の単元で、テープ

図を描いてもらったときのワークシートであ

る。ちがいを求める問題であったため、ひき

算をするという式は正しいのだが、このテー

プ図はひき算を示しているとはいえない。  

テープ図を描くとき「まず真ん中に線を引

くように」という指示を担任の先生がしてい

たようだ が、「学習者は、 事実を記憶し 、手

順を実行するのみで、理由について説明でき

ない」という教授主義が強く表れていると感

じた。  

 

2．研究の目的  

以上のことから本研究では、小学校算数科

において子どもが「深い学び」に至るにはど

のような授業デザインが要件となるのかを明

らかにすることを目的とする。  
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3．研究方法  

（1）対象・期間  

 学校：秋田市 A 小学校  

 児童：第 5 学年 1 組の児童もと（3 0 名）  

 単元：算数科「四角形や三角形の面積」  

時期：20 2 5 年 1 0～1 1 月（総時数 1 6 時間）  

（2）分析方法  

1）思考水準に関する先行研究と本研究の  

取り組み  

算数・数学教育において、子どもがどのよ

うに図形を理解し、概念を形成していくのか

という問いは、長く研究されてきた。特に、

図形の学習における思考の発達過程について

は、理解の有無を二分的に捉えるのではなく、

段階的に質が変容していく過程として捉える

視点の重要性が指摘されている。  

その 代 表 的な 理 論の一 つが、Va n  H i e l e

夫 妻 （19 5 7） に よ っ て 提 唱 さ れ た 思 考 水 準

論である。Va n  H i e l e は、図形理解は連続

的かつ階層的に発達し、各段階において図形

の捉え方や判断の根拠が異なることを示した。

この理論は、その後の数学教育研究において

広く参照され、図形学習における理解の過程

を分析する枠組みとして有効性が認められて

いる。  

V a n  H i e l e の思考水準は、一般的に第 0

水準（視覚的水準）、第 1 水準（分析的水準）、

第 2 水準（非形式的推論水準）、第 3 水準

（形式的推論水準）、第 4 水準（厳密性の水

準）に整理される。このうち小学校段階では、

主に第 0 水準から第 2 水準までが学習の対象

となるとされている。  

先行研究によると、第 0 水準では、子ども

は図形を全体的な見た目や印象によって捉え、

「形が似ているかどうか」を判断の基準とす

る傾向がある。第 1 水準では、辺の長さや角

の大きさといった図形の性質に着目し始める

が、それらの性質同士の関係性を体系的に捉

えるには至らない。さらに第 2 水準において

は、複数の性質の関係を基に図形を捉えたり、

操作や変形を通して論理的に判断したりする

ことが可能になるとされている。  

このような理論整理は、図形の分類や名称

理解に限らず、面積概念の形成においても有

効であると考えられる。面積の学習では、図

形の見た目の大小に基づく判断から、等積変

形や構成要素の関係性に基づく判断へと、見

方・考え方の質的転換が求められるからであ

る。  

そこで本研究では、面積の学習における子

どもの思考の変容を捉えるための分析の枠組

みとして、Va n  H i e l e の思考水準を取り入

れることとした。 特に、 小学校第 5 学 年の

「四角形や三角形の面積」の学習において現

れやすい、第 0 水準から第 2 水準までの思考

の特徴に着目し、事前・事後テストの子ども

の表現を分析した。  

この枠組みによって、単に正答率の変化を

捉えるのではなく、子どもがどのような見方

で図形や面積を捉えるようになったのかとい

う、思考の質的変容を明らかにすることをね

らいとした。  

2）授業デザインの概要  

本研究の授業デザインは、事前テストによ

って明らかになった子どもたちの思考水準の

実態を踏 まえ、「概念形成 と一般 化の統合」

「等積変形を用 いた操作活動」「 見た目では

判断できない課題の提示」を柱として構成し

た。  

「概念 形成 と 一 般 化 の 統合 」 では 、 松 尾

（20 0 0）の 先 行 研 究 に お い て 示さ れ て い る

算数・数学における「一般化」を重視した学

習観を理論的背景として位置付け、授業デザ

インに取り入れた。松尾は、V a n  H i e l e の

思考水準を手がかりに、子どもの図形理解を

分析し、算数科における深い理解とは、個別

の事例や操作を積み重ねること自体ではなく、

そこから共通する構造や不変な関係を見いだ

し、他の場面へと適用可能な知識として捉え

直す「一般化」の過程にあると指摘している。
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特に、具体物操作や図形の変形活動は、それ

自体が目的となるのではなく、思考水準を高

めるための媒介として位置付けられるべきで

あることが示されている。  

本研究で実践した「四角形や三角形の面積」

の単元は 、「 等積変形を用 いた操作活動」を

通して形と面積の関係を捉え直し、複数の図

形を関連付けながら理解を広げることができ

る内容であり、松尾が指摘する一般化の過程

を意図的に組み込みやすいと考えた。そこで、

事前テストによって把握した子どもたちの実

態を基に、図形の分割や再構成といった操作

的活動を出発点とし、そこから「なぜ面積が

変わらないのか」「この考 え方は 他の図 形に

も使えるのか」といった問いを通して、共通

の考え方へと導く授業 をデザインした。「見

た目では大きさの判断が難しい図形を提示」

することで、視覚的な印象に依存した判断の

限界を自覚させ、等積変形によって面積の保

存を確かめる活動を重ねた。その上で、正方

形・長方形・平行四辺形・三角形といった複

数の図形を関連付け、「形 が変わっても、底

辺と高さに着目すれば面積は同じように考え

られる」という一般的な見方へと子どもの思

考を導いた。  

このように、本実践の授業デザインは、松

尾が Va n  H i e l e の思考水準を用いて明らか

にした「一般化を通した思考水準の向上」と

いう視点を踏まえ、事前テストによって把握

した子どもたちの思考水準や得意・不得意を

基にして、既習の学習を生かしながら、より

高い思考水準へと導くことを重視して構成し

たのである。  

3）思考水準を基にした事前事後テスト  

本実践では、V a n  H i e l e の思考水準を基

に作成した事前・事後テストを実施し、面積

概念および図形の見方の変容を検討した。事

前テストは 20 2 5 年 9 月 3 0 日、事後テスト

は同年 11 月 4 日に、それぞれ 20 分間で実

施した。  

事前テスト  

事前テストでは、子どもが図形や面積をど

のように捉えているか、その初期状態を把握

することを目的とし、次の三つの観点から問

題を作成した。  

①図形を見た目で判断する段階を測る  

不完全 な三角形の図 を提 示し、「この図は

三角形か。またその理由は？」と問う問題を

設定した。視覚的な印象だけで判断するのか、

それとも定義に基づいて考えるのかを見取ろ

うとしたものである。  

②図形の性質に着目できているかを確かめる  

「長方形と平行四辺形の同じところとちが

うところは？」という問題を設定した。この

問題では、形の見た目といった外形的特徴に

とどまるのか、辺や角と言った図形の構成要

素に着目し、性質に基づいて捉えているのか

を分析した。  

③面積を直感的に捉える力を見る  

正方形を切り分けてできた別の図形(図 2 )

や形の異なる二つの図形(図 3 )を示し、「ど

ちらの方が大きいと思うか？」と問う問題を

設定した。これらは、等積変形的な発想がど

の程度見られるかを探るものである。  

 

図 2  事前テスト 第 4 問  

 

図 3  事前テスト 第 5 問  
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事後テスト  

事後テストは、「 四角形や三角形の 面積」

の学習を通して、子どもの図形の見方や面積

概念がどのように変容したかを明らかにする

ことを目的として実施した。事前テストと対

応する構成とし、思考の深まりを測定する問

題を設定し、次の四つの観点から作成した。  

①図形の名称理解を問う  

図形を見て正しく名称を答えることができ

るかを確かめる問題を設定した。長方形と平

行四辺形の図を提示し、それぞれの図形の名

前を問うものである。この問題は、図形を視

覚的な印象だけで捉える段階から、形の本質

的な特徴に基づいて判断する段階へと移行し

ているかを確認することを意図している。  

②図形の包摂関係を問う  

図形同士の関係性についての理解を測るた

め、「 長方形 は平行四辺形 の仲間 か。そう考

えた理由は？」という問題を設定した。この

問題では、名称の知識ではなく、図形の性質

が別の図形の性質に含まれていること（包摂

関係）を理解しているかを問いとした。平行

四辺形の性質が、長方形にも当てはまること

に気付き、その上で「長方形は平行四辺形の

一種である」と説明できるかどうかを見取ろ

うとしたものである。  

③等積変形による面積判断を問う  

形が異なる二 つの図 形を 提示し、「どちら

の図形のほうが大 きいか。それとも同じ か。」

と問う問題（ 図 4・ 5）を 設定した。 提示し

た図形は、見た目には大きさが異なって見え

るよう工夫されている。この問題では、見た

目の印象に左右されず、マス目の数を数えた

り、図形を切って動かしたりするといった等

積変形の考え方を用いて、「形が 変わっても

面積は変わらない」ことを説明できるかどう

かを測定した。  

 

図 4  事後テスト  第 2 問  

 

図 5  事後テスト  第 3 問  

④三角形の面積公式の意味理解を測る  

三角形を提示し、なぜ三角形の面積が「底

辺×高 さ÷2」 で求 められるのかを、図や言

葉を用いて説明できるかどうかを問いとした。  

例えば、「三角形を二つ組 み合わせると 平行

四辺形になる 」「同じ底辺 と高さをもつ 平行

四辺形の半分が三角形である」などを根拠と

して説明できているかを見取ろうとしたもの

である。この問題は、等積変形の考え方が、

面積公式の意味理解へとつながっているかと

いう、操作と計算による二つの側面を通した

理解がされているかを測定することを目的と

している。  

 

４．結果  

（1）事前テストの結果  

1）図形の視覚的判断（第 0 水準）  

不完全な三角形を提示し「この図は三角形

か」を問 う問題 では、「三角形である」と判

断した子どもが 13 名（ 43 . 3％）、「三角形で

はない」と判断した子どもが 17 名（5 6 . 7％）

で あった 。 三角 形 である とした 理 由 に は、

「三つの 辺がある」「角が 三つある」といっ

た要素的・視覚的特徴に着目した記述が多く

見られた。一方、三角形ではないとした子ど
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もは、「線がつながっていない」「三本の直線

で囲まれていない」と、図形の定義に近い観

点から判断しており、第 0 水準から第 1 水準

への移行段階にある実態がうかがえた。  

2）図形の性質の認識（第 1 水準）  

長方形と平行四辺形の共通点や相違点を問

う問題では、「四角形」「辺や角の数」など外

形的特徴を挙げる記述が多く、平行や角度と

いった性質に言及する子どもは一部にとどま

った。また、「 形」「 ななめ」「 大きさ」とい

った感覚的表現も多く見られ、性質を体系的

に捉える段階には十分に到達していないこと

が示唆された。  

3）図形の構成と面積の直感的理解  

（第 1〜 2 水準）  

図形の組み合わせを問う問題では、各設問

とも正答率は 90％前後 と高く、多く の子ど

もが分割や再構成を直感的に捉えていること

が分かった。ただし、一部には誤答や別解も

見られ、図形の構成理解が必ずしも安定して

いない子どもも存在した。  

4）等積変形の基本理解（第 2 水準）  

正方形から長方形への等積変形を扱った問

題では、「同 じ大きさ」と 正しく 判断し た子

どもが 2 4 名（8 0％）であった。その理由と

して、「マスの数が同じ」「切って動かすと同

じ形になる」といった等積変形に基づく説明

が多く見られた。 一方で、「マ スの数 が多い 」

「並べ方で大きく見える」といった視覚的印

象に依存した誤答も少数ながら確認された。  

5）等積変形の応用（第 2 水準）  

形 の異 な る 二 つ の 図 形 の 面 積比較 では 、

「 面 積 は同 じ 」 と 判 断 し た 子 ど も が 2 2 名

（73 . 3％ ） で あ っ た 。 多く の 子ど も が マ ス

目の分割や再構成を用いて説明しており、等

積変形の発想の芽生えが見られた。一方で、

8 名（ 26 . 7％）は「形が違う」「数が違う」

として誤った判断をしており、面積概念の理

解には個人差があることが明らかとなった。  

 

（2）事後テストの結果  

1）図形の名称と包摂関係（第 0〜 2 水準）  

図形の名称を答える問題では、長方形は全

員 が 正 答 （1 0 0％ ）、 平 行 四 辺 形 も 2 8 名

（93 . 3％）が正答した。  

また、「長方形は 平行四辺形 の仲間 か」を

問う問題 では、「仲 間である」と 解答し た子

どもが 19 名（6 3 . 3％）であり、「向かい合

う 2 組の辺が平行」「性質が含まれている」

といった包摂関係に基づく説明が見られた。

一方で、「角がすべて直角でない」「形や名前

が 違 う 」 と し て 否 定 す る 子 ど も も 1 0 名

（33 . 3％ ） お り 、 包 摂 関 係の 理 解に は 課 題

が残ることが分かった。  

2）等積変形の定着（第 2 水準）  

形の異なる二つの図形の大きさ比較では、

全 員 が 「 同 じ 大 き さ 」 と 正 し く 判 断 し た

（10 0％）。理由としては、「マスの数が同じ」

「動かすと同じ形になる」など、等積変形を

前提とした説明が一貫して見られ、面積の保

存に対する理解が定着していることが確認で

きた。  

3）面積の計算と等積変形の統合（第 2 水準） 

三 角 形 と 四 角 形 の 面 積 比 較 で は 、26 名

（86 . 7％ ） が正 し く 「 面 積は 同じ 」 と 判 断

した。理由には、等積変形による説明に加え、

三角形の面積公式を用いて数値的に説明する

記述が多く見られた。これは、操作的理解と

公式理解が結び付いたことを示している。一

方、4 名 （1 3 . 3％）は 依 然と し て 形 の違い

に影響された判断をしていた。  

 

５．考察  

( 1）V a n  H i e l e の思考水準から見た子ども

の理解の変容  

子 ど も た ち 一 人 ひ と り の 解 答 を Va n  

H i e l e の思考水準 の観 点 から 分 析し た 結果、

水準が上昇した子どもは 1 7 名（5 6 . 7％）、

同水準を維持した子どもは 13 名（ 43 . 3％）、

低下した子どもは見られなかった。特に、事
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前テストにおいて視覚的・直観的判断に依存

していた子どもの多くが、第 2 水準、さらに

は第 3 水準へと移行しており、学級全体とし

て思考水準の向上が確認された。事前テスト

では、図形を「ななめ」「形が違う」「大きく

見える」といった感覚的な表現で捉える子ど

もが多く、図形の性質や関係に基づいて説明

する姿は限定的であった。これは、図形を見

た目で把握する第 0～第 1 水準の特徴に相当

する。一方、事後テストでは、図形を切った

り動かしたりする等積変形を根拠として面積

の等しさを説明する記述が増加し、図形を性

質や関係のまとまりとして捉えようとする姿

が顕著に見られた。さらに、一部の子どもは

三角形の面積公式について「なぜ÷2 になる

のか」を既習図形との関係から説明しており、

具体的操作を基にした理解が抽象的な一般化

へと発展している様子も確認できた。これら

の変化は、子どもの思考が第 1 水準から第 2

水準、さらには第 3 水準へと段階的に上昇し

たことを示している。  

( 2）第 2 水準に到達したと判断できる根拠  

多くの子どもが第 2 水準に到達したと判断

できる根拠としては、次の三点が挙げられる。  

第一に、等積変形を前提として面積の等しさ

を説明できる子どもが増加した点である。図

形を「切断」「移動」「再構成」する操作によ

って面積保存を説明する姿は、図形を関係的

に理解していることを示している。第二に、

三角形の面積公式について、平行四辺形や長

方形との等積関係を用 いて「÷2」の意 味を

説明しようとする記述が見られた点である。

これは、公式を手続きとしてではなく、性質

の関係として捉えていることを示している。

第三に、視覚的印象に基づく誤答が大幅に減

少し、操作や論理的根拠を伴う説明が増加し

た点である。  

以上のことから、本実践は V a n  H i e l e の

思考水準論に基づいた学習過程を意識し、子

どもたちの図形に対する理解を質的に一段階

引き上げる効果をもった授業であったと評価

できる。  

（3）授業デザインが思考水準 の向上に 与え

た影響  

このように、多くの子どもが思考水準を高

める方向に移行できた要因としては、様々な

ことが考えられるが、授業デザインにおいて

意図したことの効果について、本項では考察

する。  

本授業デザインで意図したことは「概念形

成と一般 化の統合」「等積変形を用いた 操作

活動」「見た目 では判 断できない課題 の提示」

であった。これらに沿って、授業デザインが

思考水準の向上に与えた影響を考察する。   

授業 で は松 尾( 2 0 0 0 )が 指 摘す る 「一般化」

を意図的に取り入れ、個別の図形操作にとど

まらず、「どの図形でも同 じように考えられ

るか」「公式は何を表しているのか」といっ

た問いを設定した。これにより、具体的な操

作が経験で終わらず、性質や関係を抽象化す

る思考へと発展したと考えられる。さらに、

「等積変 形 を用 い た操作 活動」 は 、 図 形の

「切断」「移動」「再構成」といった活動を通

して、形が変わっても面積は変わらないこと

を体験的に確かめた。その結果、子どもたち

は視覚的判断ではなく、等積変形を根拠とし

て面積を説明するようになり、図形を性質や

関係に基づいて捉える第 2 水準への移行が促

された。また、「見た目で は判断 できない課

題の提示」も重要であった。複雑な形や視覚

的な印象の異なる等積図形を扱うことで、感

覚的な大小比較が通用しない状況を意図的に

設定した。これにより、等積変形や公式を用

いて論理的に説明する必要性を実感し、直観

的判断から根拠に基づく判断へと思考を転換

させていった。  

以上の授業デザインの際に意図していた三

つの視点の効果に加え、授業における子ども

の様子から「説明や言語化の場の保障」が重

要な要素となっていることが示唆された。具
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体的には、事前事後テストで思考水準の上昇

が見られた 1 7 名（5 6 . 7％）のうち、2 段階

以上の顕著な伸長を示した 7 名 (2 3 . 3％ )の

子どもの様子である。これらの子どもたちの

授業中の様子を振り返ると、共通して等積変

形の操作活動に意欲的 に取り 組み、「なぜ同

じ大きさになるのか」「どのように説明でき

るか」を積極的に言語化しようとする姿が見

られた。授業において具体的な操作を繰り返

し経験し、その結果を友達と説明し合う活動

を通して、面積を「形に関係なく保存される

量」として捉える見方を獲得していった。  

以上のことから、本実践で重視した「概念

形成と一般化の統合」「等積変形 を用い た操

作活動」「見 た目で は判断 できない課題の提

示」「説明や 言語化 の場の 保障」 は、子ども

の思考水準を段階的に引き上げるうえで有効

に機能したと考えられる。特に、具体的な操

作を出発点として一般化へ導く授業構成が、

子どもの大きな水準上昇を支えた点に本実践

の意義がある。  

 

6 .まとめ  

（1）本研究の独自性  

本研究では、V a n  H i e l e の思考水準論を

分析の枠組みとして用いるにとどめるのでは

なく、小学校算数科の「四角形や三角形の面

積」という単元における授業デザインそのも

のに位置付け、子どもの「深い学び」を具体

的な思考の変容として捉えた。特徴について

以下のように整理する。  

第一に、面積の学習を数量的理解の獲得に

限定せず、図形の見方・考え方の発達過程と

して再構成した点が挙げられる。面積単元で

は、公式の習得や計算技能の定着が重視され

ることもあるが、本研究では、形が異なって

いても単位量が保存されるという 、「面 積」

の本質を、等積変形を通して理解することに

重点を置いた。その結果、子どもは見た目や

向きに依存した判断から脱し、図形を関係的

に捉える思考へと移行していった。  

第二に、V a n  H i e l e の思考水準論に基づ

いて作成 した事前・事後テストを用 い、「深

い学び」を測定可能な思考水準の変容として

可視化した点である。単なる正答率の向上で

はなく、子どもの記述内容や説明の質を分析

することで、第 0 水準から第 2 水準への移行

や、等積変形的発想の定着を具体的に捉える

ことができた。この点 は、「深い学び」とい

う抽象的な概念を、実証的に扱おうとしたも

のであった。  

第三に、授業実践と評価を往還させながら、

「どのような授業デザインが思考水準の向上

を促すのか」を示した点も独自性として挙げ

られる。本研究では、答えの正誤を問う問題

だけではなく、理由や考え方を説明させる問

題や操作活動を取り入れた構成、概念形成と

公式化を切り離さない指導を意図的に組み込

んだ。これにより、深い学びが偶発的に生じ

たのではなく、授業デザインによって支えら

れたものであることを示している。  

これらのことより、本研究は、「 深い学 び」

を理念的に論じるだけではなく、思考水準論

と面積単元を結び付けることで、具体的な授

業構成と子どもの思考変容として提示した点

に独自性があるといえる。この知見は、面積

単元にとどまらず、小学校算数科における他

領域の授業デザインを検討する上でも、有効

な示唆を与えることができると考える。  

（2）今後の課題と研究の展望  

本研究では、事前・事後テストの結果を基

に、子どもの思考の変容を分析してきた。し

かし、こうした方法によって捉えられる思考

は、あくまで「表現された思考」に限られる

という課題も残された。  

授業中やテストの場面において、子どもは

必ずしも自分の考えを十分に言語化できると

は限らない。実際には、図形を操作しながら

理解しているにもかかわらず、それを言葉や

式、図として表すことができない子どもも存
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在する。このような場合、思考が存在してい

ても、表現として表れないために、教師はそ

の理解を見取ることが難しくなる。  

この点は、深い学びを「思考の変容」とし

て捉えようとする本研究において、重要な課

題である。なぜなら、深い学びは必ずしも即

座に言語化されるものではなく、内的な思考

として先に生じる可能性があるからである。  

今後の研究においては、このような表現さ

れにくい思考を捉えるために、評価や観察の

方法を多層的に構成する必要があると考える。

例えば、図形を操作する際の手の動きや迷い

方を見たり、切り方や動かし方の選択に注目

したり、説明を求められた際の間や言い直し

を聞いたり、といった非言語的な部分を思考

の過程に着目することで、子どもたちの思考

を間接的に捉えることが可能になる。  

また、言語表現が困難な子どもに対しては、

説明を書くことを求めるのではなく、図に矢

印やメモを書き加えてもらったり、途中の操

作過程をそのまま残してもらったり、ペアや

グループでの対話を通して考えを引き出した

りするといった、表現の選択肢を用意するこ

とも有効である。これにより、思考を「表現

できない」のではなく、「 表現す る手段が限

られている」状態を改善できる可能性がある。  

さらに、教師自身が「表現されない思考が

あること」を前提として授業を設計し、評価

する視点をもつことも重要である。すべてを

明確に説明できる子どものみを「理解してい

る」と捉えるのではなく、ゆらぎや未完成な

表現の中に、思考の芽を見取ろうとする姿勢

が、深い学びを支える基盤になると考えられ

る。  

以上のことから、今後の研究では、思考を

結果として測るだけでなく、思考が形成され

る過程そのものを捉える方法を探究していく

必要があるといえる。この課題に取り組むこ

とで、深い学びをより包括的に捉える理論と

実践の構築につながると考えられる。  

付記  

本研究は、秋田大学手形地区における人を
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謝辞  

 本研究を進めるにあたり、ご協力いただき

ました研究協力校の児童の皆様、およびご指

導いただきました先生方に深く感謝申し上げ

ます。  

引用・参考文献  

・ 市 川 伸 一 編 （2 0 1 0）『 現 代 の 認 知 心 理 学 ５

発達と学習』北大路書房  

・ 大 林 正 法 （2 0 1 9）「 小 学 校 段 階 に お け る 図

形の 論理 的 思考 －思 考 水準 と推 論 －」 数学

教育会誌 V o l . 6 0 / N o . 1 . 2  p p . 1 2 3 - 1 3 2  

・ 三 宮 真 智 子 （2 0 1 8）『 メ タ 認 知 で 〈 学 ぶ

力〉を高める』北大路書房  

・S a w y e r , R . K . ( E d . ) . ( 2 0 0 6 ) .  T h e  C a m -

b r i d g e  H a n d b o o k  o f  t h e  L e a r n i n g  

S c i e n c e . C a m b r i d g e  U n i v e r s i t y  P r e s s .   

・二澤善紀,渡邉伸樹（2 0 1 3）「小学校におけ

る面 積教 育 の基 礎的 研 究  その １ 」数 学教

育会誌 V o l . 5 4 / N o . 1 . 2  p p . 4 9 - 6 4  

・ 蜂 須 賀 渉 （2 0 1 9）「 見 方 ・ 考 え 方 を 働 か せ

て深 く学 ぶ 算数 の授 業 づく り－ 子 ども の言

葉の 「問 い 直し 」に 焦 点を 当て て －」 岡崎

女子大学・岡 崎女子短 期大学研 究紀要 5 2 ,  

p p . 1 2 1 - 1 3 0  

・V a n  H i e l e ,  P . M . ( 1 9 8 4 ) .  A  c h i l d’s 

t h o u g h t  a n d  g e o m e t r y .  

( I n  F u y s , D .  G e d d e s , 0 .  &  T i s c h e r , R .  

E n g l i s h  t r a n s l a t i o n  o f  s e l e c t e d  

w r i t i n g  o f  D i n a  v a n  H i e l e - G e l d o f  

a n d  P i e r r e  M .  v a n  H i e l e，B r o o k l y n  

C o l l e g e，C . U . N . Y )  

・ 松 尾 七 重 （2 0 0 0）『 算 数 ・ 数 学 に お け る 図

形指導の改善』東洋館出版社  

・ 文 部 科 学 省 （2 0 1 7）「 新 し い 学 習 指 導 要 領

の考 え方 － 中央 教育 審 議会 にお け る議 論か

ら改訂そして実施－」  

110



 

中学校英語科における即興的なやり取りを活発にする Small Talk の検討 

―会話を継続させる質問力の向上に焦点を当てて― 

 

カリキュラム・授業開発コース ２５２４４０４   

近藤 聖眞 

 

1. 研究の背景と目的 

 これまでの経験から、英語でのやり取りに関して、生徒たちが難しさを感じている場面

多く直面してきた。生徒が間違いを恐れず、積極的にやり取りをするために教師として支

援していきたいと考え、「即興的なやり取り」と短時間で授業の初めに帯活動として気軽

に取り組むことができる「Small Talk」に着目した。 

 平成 29年度版の中学校学習指導要領における「話すこと［やり取り］」の目標の１つに

「関心のある事柄について、簡単な語句や文を用いて即興で伝え合うことができるように

する」とある。即興でやり取りすることの重要性について示されている。 

 取り組みやすく、どの校種、学年でもレベルを変えて行うことができる Small Talk に

着目した。発話量の増加（山口、吉澤 2023）や会話の質的変化（山口、巽 2020）とい

った先行研究に加え、気軽に楽しく即興的に話す力を高める機会に Small Talk が最適な

のではないかと考え、主題を設定した。 

 本研究の目的は、活発な Small Talk を行うための指導法や工夫を確認すること、会話

を継続させる質問力を向上させる活動及びやり取りを支援する教師の手立てを提案するこ

とである。 

2. 研究の内容と方法 

 秋田市の公立中学校の全学年の生徒を対象に、授業の帯活動として１学級につき全４回

の Small Talk を実施する。質問力に焦点を当てた指導や振り返りを実施する。事前と事

後には、全員を対象としたアンケート調査、１学級から６組 12人のペアを抽出して録音

調査を行う。英会話力が偏らないように会話力という視点から幅広い生徒を抽出する。 

 得られたアンケート結果や Small Talk の発話分析の結果をもとに、Small Talk の実施

と、生徒の即興的なやり取り及び質問力の向上の関係性について考察する。 

3. 研究の成果と課題 

 本研究の成果として、生徒のやり取りに関する意識はおおむね好意的になったと言え

る。質問力に焦点を当てた Small Talk の実践を重ねることで、生徒の発話量や質問数は

増加した。完璧な英語が話せなくとも、文法的に正確でない英語でも会話を続けたり、助

け合いながら必要感をもって英語を使用したりしていく姿も見られた。 

 課題としては、Small Talk の時間制限や会話の流れの分断等が挙げられる。指導すべ

きことが多くある中で、Small Talk にかけられる時間にも制限がある。１分間で質問者と

回答者を交代しながら Small Talk を行うという方法では、自然な流れの会話や生徒の話

したいという気持ちを止めてしまうという問題点も見られた。本研究では、Small Talk の

実践を４回のみしか行っていない。４月から始まる教員生活においては、より長期的な実

践における効果についても、今後明らかにしていきたい。 
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中学校学習指導要領
１ 目標（3）話すこと［やり取り］

ア 関心のある事柄について、簡
あ単な語句や文を用いて即興で伝
あえ合うことができるようにする。

Small Talkとは
「授業の初めに相手を替えあ
あて１～２分程度の対話を２
あ回程度行う対話的な言語活
あ動」（文部科学省、2017）

中学校英語科における即興的なやり取りを活発にする Small Talk の検討
ー会話を継続させる質問力の向上に焦点を当ててー

カリキュラム・授業開発コース ２年 2524404 近藤聖眞

２．研究の実際

１．研究の背景・目的

活発なSmall Talk を行うための、①指導法や工夫の確認 ②会話を継続させる質問力を向上させる活動や教師の手立ての提案

生徒78%が肯定的なとらえ方
（我妻 2021）

児童の発話量の増加
（山口、吉澤 2023）

会話の質的変化
（山口、吉澤 2023）

児童生徒の発話総語数の増加
（山口、巽 2020）

Small Talkの魅力
➢ 取り組みやすい
➢ どの校種、学年でもレベルを変えて行える
➢ 英語を話す抵抗感を減らす、親しみやすい

３．研究の結果・考察

課題

➢ 生徒の即興的なやり取りや
Small Talk、質問力に対する意
識の向上

➢ 発話量・質問数の向上

➢ 関連質問の増加

➢ 生徒同士での学び合い

成果

英語で会話するとき、
話の内容に合わせて相手に質問することができる。

気軽に楽しく
即興的に英語を話す
力を高める機会に
Small Talkが最適

話題の提示 教師の例を提示 Small Talk 質問の共有 振り返り記入

Small Talk（１回分）の流れ どんな質問が
考えられる？

間違えても
よい雰囲気

Small Talk（４回分）の流れ

①アンケート、録音

②質問の共有、振り返り

③質問の共有、振り返り

④アンケート、録音

What do you do in your free time?

What do you want?

Who is your favorite person?

What do you do in your free time?

アンケート

（秋田県秋田市の公立中学校、全学級、計４回の Small Talk を実施）

目指すべきSmall Talk の姿

➢ 会話が成立する英語を目指す
➢ 今もっている英語力で最善を尽くす
➢ 自然な流れで会話を続ける

※実際に授業で使用したスライド

質問力を向上させる手立て

➢ 実際に Small Talk した際の質問の共有
➢ できた質問やしたかった質問の振り返り
➢ Questions List の配布、活用
（実際に生徒が挙げた質問をリスト化して配布）

➢ Small Talk を行った全員を
対象

➢ １・４回目の Small Talk で
実施

➢ 生徒の即興的なやり取りに
対する意識の調査

＜質問例＞

「英語で会話するとき、話の内容に
「合わせて相手に質問することがで
「きる。」

➢ 各学級（11学級）から６組
12人のペアを抽出

➢ 研究協力校の英語科担当教
員が英会話力が偏らないよ
うに生徒を抽出

➢ １・４回目のSmall Talk を
録音

録音

１分間×２
役割を変えて

Aさんが質問者
Bさんが回答者

➢ 会話時の日本語使用

➢ Small Talk を行う時間の制限

➢ 会話の流れの分断

➢ Small Talkの実践の回数

できるだけ会話がとぎれないようにしたり、
長く続けたりする工夫をしている。

（生徒へのアンケート調査より）

※hour という単語を思い出す場面（１年生）
（略）

A: １日どれくらい寝るんですか。
B: 6 am.

A: amじゃない。6 time とかでいいんじゃね。あ！
A: 6 hours.

B: Six hours. Thank you.

※mustという表現を思い出す場面（２年生）
（略）

A: Why do you want to study?

B: なんていえばいいんだろう。
A: 頭がよくなりたい？
B: ワークがたまっているから。
A: やらなきゃいけないみたいな？
A: I must work. みたいな
B: I must work, work… study.

（Small Talk の録音より）

１分で質問者（A）と回答者（B）を交代するという方法の欠点
➢ 回答者（B）が答えたら、How about you? と聞き返すのが自然な流れ
➢ 英語が出てくるまでに時間がかかる生徒にとって、質問や回答を考えているうちに交代してしまう。



中学校英語科における即興的なやり取りを活発にする Small Talk の検討 

―会話を継続させる質問力の向上に焦点を当てて― 

 

カリキュラム・授業開発コース ２５２４４０４   

近藤 聖眞   

 

1.  研究の背景  

(1)  主題設定の理由  

1）  中学校英語科におけるやり取りの経験  

 筆者は、これまでの中学生への学習指導や

授業、自身の英語学習の経験から、英語での

やり取りに関して、生徒も自分も難しさを感

じる場面に多く直面してきた。生徒が間違い

を恐れず、積極的に英語でやり取りができる

ようになるために教師として支援していきた

いと考えた。そこで、短時間で授業の初めに

帯活動として気軽に取り組むことができる

Small Talk に着目した。  

 

2）  Small Talk について  

 小学校外国語活動・外国語研修ガイドブッ

クには、Small Talk とは、「児童が興味・関

心のある身近な話題について、自分自身の考

えや気持ちを楽しみながら伝え合う中で、既

習表現を繰り返し使用する機会を保障し、そ

の定着を図るために行う」(p.84)ものであ

り、「授業の初めに相手を替えて１～２分程

度の対話を２回程度行う対話的な言語活動」

(p.84)とある（文部科学省、2017a）。取り組

みやすく、どの校種、学年でもレベルを変え

て行うことができ、英語を話す抵抗感を減ら

し、親しみやすいという魅力があるのではな

いかと考え、着目した。  

 

3）  中学校学習指導要領  

 中学校学習指導要領の外国語における話す

こと［やり取り］の目標の一つに、「関心の

ある事柄について、簡単な語句や文を用いて

即興で伝え合うことができるようにする」

（文部科学省、2017b）とある。つまり、中

学生にも、英語での会話において、「即興

で」やり取りをする力が求められていると考

えられる。  

 

4）  会話を継続させる質問力  

 本研究では、活発な Small Talk を目指し

ている。Small Talk を活発に行うために

は、自然に会話を継続させることが必要不可

欠である。  

 即興的に会話を継続させる活動のために必

要なこととして、中学校学習指導要領解説外

国語編では、以下の４つなどが考えられると

している。  

①  相手に聞き返したり確かめたりする  

②  相づちを打ったり、つなぎ言葉を用いた

りする  

③  相手の答えを受けて、自分のことを伝え

る  

④  相手の答えや自分のことについて伝えた

ことに「関連する質問」を付け加える  

 ４つの中から、最も難しいであろう④の質

問力に焦点を当てて、「会話を継続させる質

問力の向上」を目指す。  

 

 以上のことから、研究主題を「中学校英語

科における即興的なやり取りを活発にする

Small Talk の検討」と定め、副題を「会話

を継続させる質問力の向上に焦点を当てて」

とした。  

 

(2)  先行研究  

 山口、吉澤（2023）は、小学校外国語にお

いて、Small Talk を継続的に行うことによ

って、会話の中で、発話語数、SVO/C の文の
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数、ターン数、反応数などに増加が認められ

ると述べている。Small Talk のような即興

的な会話の経験の継続が、自発的な発話量の

増加や会話の質の向上に効果があるとしてい

る。  

 山口、巽（2020）は、Small Talk を繰り

返し行うことで、児童生徒の即興的な会話で

発話総語数が増加したとしている。  

 我妻（2021）は、日頃の授業の中で即興性

を取り入れた話す活動を通して、78％の生徒

が英語で話すことに対して肯定的なとらえ方

をするようになったとしている。  

 以上から、Small Talk 活用の有用性が主

張されている。  

 

2.  研究の目的  

 本研究の目的を、次の２点とした。  

(1)  活発な Small Talk を行うための指導法

や工夫を確認する。  

(2)  会話を継続させる質問力を向上させる活

動及びやり取りを支援する教師の手立て

を提案する。  

 

3.  リサーチクエスチョン  

 リサーチクエスチョンを次の２点に定め

た。  

(1)  Small Talk を通して、生徒の英語での

会話や質問は、どのように変化するの

か。  

(2)  Small Talk を通して、生徒の英語での

即興的なやり取りや質問に関する意識は

どのように変化するのか。  

 

4.  研究の内容と方法  

 秋田県秋田市内の公立中学校において、計

４回の Small Talk を全学級（１年生４学

級、２年生３学級、３年生４学級の計 11 学

級）で実施した。10～11 月の英語科の授業

内で行った。  

 

(1)  目指す生徒の姿  

 活発な Small Talk を即興的に行うことを

目標として実施してきた。具体的には、以下

のような姿を目指すよう、研究を始める前に

生徒とともに次のような目指す姿を共有し

た。  

1）  会話が成立する英語を目指すこと  

2）  正確な英語でなくとも、今もっている英

語力で最善を尽くすこと  

3）  自然な流れで会話を続けること  

 ネイティブスピーカーのように、文法も発

音も表現も完璧で会話が成立する英語を話す

ことを最終的な目標に据えている。多くの中

学生にとっては、実現が難しい目標である。

さらに、文法や表現が正しくなくとも、今も

っている英語力で最善を尽くして何とか伝え

ようとすることも目標とした。文法的に正し

くなくとも、今もっている英語の知識や表現

力で相手に伝えたいことを伝えることができ

る能力が大切である。特に英語が母語ではな

い日本語話者にとっては、難しい英単語や表

現を使いこなすことよりも、簡単な英語で言

いたいことを簡潔に伝える力が求められるだ

ろう。現状に満足せず、さらにレベルの高い

英語を使用できるようになることも大切であ

るため、「会話が成立する英語を目指す」「今

もっている英語力で最善を尽くす」という、

一見矛盾した目標を目指す姿と設定し、生徒

と共有した。  

 会話を継続させる質問力に焦点を当ててい

るが、会話に大切なのは、相手の発言を受

け、それに対して応答することである。単に

質問数を多くするだけではなく、相手の発言

を受けて、会話の流れを分断せず、会話を深

めていく質問をすることが必要となる。  

 

(2)  Small Talk の実際  

1）  Small Talk（４回分）の流れ  

本実践研究における Small Talk の４回分

の流れとテーマは、図１の通りである。  
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ペアの相手とテーマに沿った Small Talk

を以下のように実施した。  

 

図１  Small Talk（４回分）の流れとテーマ  

 

・１回目  

Small Talk の事前アンケートと録音  

テーマは“What do you do in your free 

time?”（自由時間にすること）とする。  

・２・３回目  

Small Talk に加え、事後指導である質問

の共有や振り返りに焦点を当てる。  

テーマは“What do you want?”（欲しい

もの）及び“Who is your favorite 

person?”（お気に入りの人）とする。  

・４回目  

 Small Talk の事後アンケートと録音  

 再び１回目と同じテーマで、Small Talk

を実施。  

 このように、計４回の Small Talk を行っ

たが、４回ともすべて同じ相手にならないよ

う、ペアを調整しながら実施した。  

 

2）  Small Talk（１回分の流れ）  

 

図２  授業で実際に使用したスライド  

最初にテーマを提示し、教師による例を提

示した。英語を間違えても大丈夫だという雰

囲気づくりを大切にしながら行った。  

 Small Talk を行う際は、質問者と回答者

に役割を分担し、１分間の Small Talk を行

い、役割を交代してもう１度実施した。  

 その後、事後指導としての質問の共有や振

り返りの記入を行った。  

 会話を継続させることを強調し、１分間継

続できるように指導を行った。  

 図２は、実際に授業で使用していたスライ

ドである。  

 

3）  テーマ設定の理由  

 Small Talk のテーマ設定は、以下の要素

をもとに行った。  

①  １年生でも既習表現で話せる内容  

②  比較的誰でも話しやすい内容  

 今回は全学年で研究を実施するため、１年

生から３年生まで話せる内容での Small 

Talk を設定した。  

 中学校では、多様な生徒が一緒に授業を受

けている。生徒の家庭環境や日常生活の在り

方も様々である。例えば、 “What TV 

program do you watch?”（好きなテレビ番

組）にしてしまうと、家庭にテレビが無い生

徒やテレビを見る習慣がない生徒がいるかも

しれない。どの生徒にとっても話しやすい内

容で Small Talk のテーマを設定した。  

 

(3)  質問力を向上させる手立て  

 質問力を向上させるための手立てとして、

以下のようなことを実施した。  

1）  質問の共有  

2）  質問の振り返り  

3）  Questions List の配布、活用  

 質問力を向上させるために、質問に焦点を

当てた事後指導を毎時間に行った。生徒を１

名指名し、テーマに対して答えてもらった。

     

           （４回分）の流れ 

  

  ン ー    

 質問の    り り

 質問の    り り

  ン ー    

                 

                            

                                 

                                 

 ４回と す て   手にな ない  に  を  

          

                                    

                     

                          

            

          

・
・
・

       １分 に
         チ ン 
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その答えに対する適切な質問を学級全体で考

えていく活動を行った。  

 ２～４回目の Small Talk の終了後には、

振り返りを書いてもらった。授業でできた質

問やしたかった質問を振り返り、記入させ

た。  

 ４回目の Small Talk を実施する前に、

“Small Talk Questions List”（図３）を

配布した。これは、書いてもらった振り返

りをもとに、実際に生徒がこれまでの

Small Talk で使用した質問をまとめたもの

である。学級ごとのリストを作成、配布

し、４回目の Small Talk の前にリストを使

用して復習を行った。  

 

図３  Small Talk Questions List の例  

 

(4)   ン ー  査  

①英語で話すことは好きである。  

②英語で話すことは得意である。  

③知っている英語とジェスチャーで、言いたい

ことを何とか伝えようとできる。  

④“Nice!”や“ Good!”など、相手の発言に対

して感想を言うことができる。  

⑤英語で会話するとき、相手の話していること

を理解することができる。  

⑥英語で会話するとき、話の内容に合わせて相

手に質問することができる。  

⑦英語で会話するとき、相手の質問してきたこ

とに答えることができる。  

⑧できるだけ会話がとぎれないようにしたり、

長く続けたりする工夫をしている。  

⑨スモールトークで苦労したことは何ですか。  

⑩苦労したことについて、解決した方法があれ

ば、教えてください。  

⑪どういうサポートがあったら、スモールトー

クをより活発にできそうですか。  

⑫スモールトークに関して、その他感想等あれ

ば教えてください。  

 表１   ン ー の質問項目  

１回目と４回目で、Small Talk の事前ア

ンケート、事後アンケート（表１）を行っ

た。Small Talk を実施した全員を対象に行

い、生徒の即興的なやり取りや Small Talk

に対する意識を調査した。質問項目は、藤

崎、興津（2023）を一部引用しながら、筆者

が作成した。  

 アンケートは Google forms を用いて作成

し、生徒が持つ学校のタブレットで回答して

もらった。  

 質問項目は、表１の通りである。①～⑧は

４件法で、⑨～⑫は自由記述で回答してもら

った。  

 

(5)     査  

 録音調査は、各学級（11 学級）から６組

12 人のペアを抽出し、１回目と４回目の

Small Talk の様子を録音してもらった。  

 ペアの抽出は、研究協力校の英語科担当教

員にご協力いただき、英会話力という視点か

ら、得意不得意が偏らないように生徒を抽出

してもらった。１回目と４回目の発話の内容

を分析し、発話の変容を調査する。  

 

5.  研究の結果・考察  

(1)  成果  

本実践の研究の成果として、以下の４点が

挙げられる。  

 

1）  生徒の意識の向上  

 アンケート調査（図４～６）の結果か

ら、ほぼ全ての４件法での質問項目で、「そ

う思う」と回答した生徒の割合が増加した。  

特に、「“Nice!”や“Good!”など、相手

の発言に対して感想を言うことができる」に

対して「そう思う」と回答した生徒は、36％

から 57％と、最も大幅に増加した。   

質問力に関連する、「英語で会話すると

き、話の内容に合わせて相手に質問すること

ができる」という質問に関しても、「そう思
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う」と回答した生徒は 18％から 26％に増加

した。  

会話の継続に関連する、「できるだけ会話

がとぎれないようにしたり、長く続けたりす

る工夫をしている」という質問に関しても、

「そう思う」と回答した生徒は 20％から

34％に増加した。

図４   ン ー  査の結果Ⅰ

図５   ン ー  査の結果Ⅱ  

図６   ン ー  査の結果Ⅲ  

 

2）  発話量・質問数の増加  

 Small Talk の発話分析の結果、生徒の発

話量・質問数が増加したことが明らかになっ

た。  

全てのペアの質問者側の発話回数を合計し

たところ、１回目の発話回数の合計は、427

回、４回目の発話回数の合計は 476 回と、合

わせて 57 回増加した。  

 全てのペアの質問者側の発話回数のうち、

最初の質問“What do you do in your free 

time?”を除いた英語での質問回数を合計す

ると、１回目は 146 回、４回目は 220 回で合

計 78 回増加した。  

 このことから、発話量、質問数は増加した

と言える。全体的に見れば向上していたが、

全てのペアで向上したわけではなかった。  

 質問数が大幅に増加したペアに焦点を当て

て分析していく。質問数が２～３回増加した

ペアは全体の 16％ほどであった。使用する

疑問詞のバリエーションが増えることで質問

数が増加したり、相手の英語に対して反応し

かできなかった生徒が関連する質問を返すこ

とができるようになったりしていた。  

 質問数が減少したペアについても、焦点を

当てて分析していく。質問数が減少したペア

は全体の 10％ほどだった。質問数が減少し

たペアの 13 ペアのうち半分程度は、以下の

ような理由が考えられた。その他のペアに関

しては、明確な理由は見られなかった。  

①  言いたいことが英語で言えず、会話が止

まってしまうパターン  

②  質問者側が、回答者の発言に対して感想

を話したパターン  

③  回答者側が話し続け、時間が過ぎてしま

ったパターン  

 ①に関しては、言いたいことが言えない際

の対処法を指導していく必要がある。②や③

に関しては、会話のやり取りの流れ上、質問

できなかったことが必ずしも悪いことではな

いと考える。日常会話において、常に質問を

しなければならない状況ばかりではない。  

 単に英語を話したり、質問をしたりするの

ではなく、相手の話に共感し、さらに深く引

き出し、会話を深めていくという相手意識を

    
   

    

とい と

    
   

    

とい と

    

ない
  

    

ない
  

       や        な  
 手の発 に して  を   と で る 

    
   

    

とい と

    
   

    

とい と

    

ない
   

    

ない
  

        

      回     回 

    
   

    

とい と

    
   

    

とい と

    

ない
   

    

ない
  

英語で会話すると  
話の内容に  せて 手に質問する と で る 

    
   

    

とい と

    
   

    

とい と

    

ない
   

    

ない
   

        

      回     回 

    
   

    

とい と

    
   

    

とい と

    

ない
   

    

ない
  

で る け会話 と れない  にしたり 
  続けたりする  をしている 

    
   

    

とい と
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ない
   

    

ない
   

        

      回     回 

    
   

    と
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    と
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  ない
   

   

 ない
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もちながら会話をしていくことが大切であ

る。  

 

3）  関連質問の増加  

 

図７  会話の流れ 適切ではな った例  

図７のようなペアでは、１回目の Small 

Talk では、生徒Ｂの“I read book.”とい

う最初の答えに対し、生徒Ａは、好きな動物

や好きなスポーツについて尋ねてしまってい

る。自然な会話の流れで会話の継続ができて

いない。  

４回目の Small Talk では、生徒Ｂの“I 

play game.”という答えに対して、生徒Ａは

理由を尋ねている。その後も、日本語になっ

てしまってはいるが、会話の流れの継続とい

う面ではゲームの種類やゲームをする時間な

ど、自然なものになっている。  

Small Talk の経験を積み重ねてきている

ことで、質問の内容にも変化がみられた。  

 

4）  生徒 士での学び い  

 生徒同士で助け合ったり教え合ったりしな

がら英語を話す姿も見られた。  

 

図８  hour とい 単語を い出す場面  

 図８の１年生のペアは、“hour”という単

語が出て来なかった生徒Ｄに対し、生徒Ｃが

考えながら正解を導き出す場面である。  

 

図９  must とい 表現を い出す場面  

 図９の２年生のペアは、どう答えればよ

いか分からない生徒Ｆに対し、生徒Ｅが習っ

たばかりの “must”を思い出し、Ｆに使用

を勧める場面である。  

 生徒同士で必要感をもって助け合いながら

会話をし、英語の新しい表現を習得したり既

習事項を思い出したりしている。日本語で教

え合うことで学びにつながっている反面、日

本語を使用することで英語の使用時間は減っ

てしまっているという見方もできる。  

※２年生の会話（Ａ質問者 Ｂ回答者）  

＜１回目＞  

Ａ：What do you do in your free 

time? 

Ｂ：I read book. 

Ａ：What do you animal do you like? 

Ｂ：I like フェレット. 

Ａ：Oh, nice. What sports do you 

like? 

Ｂ：Badminton. 

 

＜４回目＞  

Ａ：What do you do in your free 

time? 

Ｂ：I play game. 

Ａ：Oh, game. Why? 

Ｂ：Free. This is free. 

Ａ：Oh, どのゲーム？  

Ｂ：APEX. YouTube. にゃんこ大戦争。  

Ａ：何分くらい？  

Ｂ：Three, Thirteen minute. 

Ａ：30 分？  

※１年生の会話（Ｃ質問者 Ｄ回答者）  

（略）  

Ｃ：１日どれくらい寝るんですか。  

Ｄ：６ am. 

Ｃ：am じゃない。６ time とかでいいん

じゃね。あ！ ６ hours. 

Ｄ：Six hours. Thank you. 

※２年生の会話（Ｅ質問者 Ｆ回答者）  

（略）  

Ｅ：Why do you want to study? 

Ｆ：なんていえばいいんだろう。  

Ｅ：頭がよくなりたい？  

Ｆ：ワークがたまっているから。  

Ｅ：やらなきゃいけないみたいな？ I 

must work. みたいな  

Ｆ：I must work, work… study. 
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言語面での間違いや正しい表現に気付くと

いう点ではよいが、英語での会話の継続とい

う点では、問題が残ったと考えられる。  

 

(2)  課題  

 本実践の研究の課題として、以下の４点が

挙げられる。  

 

1）  会話時の日本語使用  

 成果で述べたように、生徒同士の日本語で

の学び合いが見られ、日本語使用も依然とし

て多いと感じた。  

 学び合いの場面では、生徒が「分からな

い」と感じた時点に生徒同士で教え合うこと

ができ、より必要感をもって英語を習得する

ことができている。一方で、英語での会話の

流れは分断されてしまっている。  

 学び合いの場面の他にも、思っていること

を相手に伝えたいという気持ちが先行して、

途中から日本語での会話に夢中になってしま

っているペアも見られた。  

 Small Talk が終わってから生徒同士が振

り返る時間を設けることで、日本語の使用を

減らすことができたのではないかと考える。

「わからない」「知りたい」といった瞬間を

大切にすべきという考えもあるため、Small 

Talk の際に日本語を禁止すべきかは、今後

の検討事項である。  

  

2）  Small Talk を行 時間の制限  

 Small Talk を行う時間にも制限がある。

毎日の英語の授業において、語彙、文法、読

解、英作文、受験対策など、限られた授業内

ですべきことはたくさんある。毎時間に

Small Talk にかけられる時間は多くない。

今回は時間をかけて行ったが、一年間を通し

て毎回の授業で Small Talk だけに時間を割

いて行うことはできない。より長期的な計画

を立てて Small Talk を行い、即興的にやり

取りする力を計画的かつ効率的につけていく

必要がある。  

 

3）  会話の流れの分断  

 今回の Small Talk では、１分で Small 

Talk を行い、質問者と回答者を交代しても

う１分 Small Talk を行うという方法で実施

した。質問者がテーマについて質問をする、

回答者が答える、その答えに応じた反応し、

関連する質問をする、このような流れで

Small Talk を行った。  

 日常会話の自然の流れとしては、テーマに

ついて質問をし、回答者が答えたら、質問者

に“How about you?”と聞き返すのが自然な

場合も多い。今回の Small Talk の実施方法

では、この流れを止めてしまっていた。  

 会話を「１分間」続けるといった方法にも

問題点があった。会話が続いてきて「もっと

話したい」と生徒が思った瞬間や実際に続き

そうなときに教師側から一方的に会話を停止

させてしまっていた。  

 英語が出てくるまでに時間がかかってしま

う生徒にとって、質問や回答を考えているう

ちに交代してしまうという問題点もある。  

 今回の実践では、唐突に会話が始まったり

終わったりするペアも見られるなど、Small 

Talk 実施方法にも課題が残った。  

 

4）  Small Talk の実践の回数  

 今回は、教職大学院生である筆者が研究協

力校で授業を行わせていただく都合で、年間

を通しての実践ではなく、４回のみの実践と

なった。年間を通しての実践を行うことで、

長期にわたって計画的に生徒の会話力や質問

力を育成することができ、より説得力のある

結果や考察になるのではないかと考える。  

 本院修了後の４月から始まる教員生活にお

ける今後の課題とし、Small Talk の実践を

重ねていきたい。  
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6.  研究のまとめ  

 本研究は、山口、吉澤（2023）、山口、巽

（2020）、我妻（2021）の先行研究と同程度

の結果が見られた。本研究では、特に質問力

に焦点を置いて Small Talk を行うことで、

質問数や関連質問が増加することが確認でき

た。  

短期間ではあったが、継続的に Small 

Talk を行うことで、生徒の発話量や質問数

には向上が見られた。Small Talk の後に、

生徒同士でできた質問を共有したり、振り返

ったりすることも効果的であった。  

 アンケート調査で行った感想からも、「友

達と話すのが楽しかった」「友達の新しい一

面を知ることができて面白かった」「１回目

よりも会話が続くようになって嬉しかった」

など、生徒たち自身も達成感を得ることがで

きているように見受けられた。  

 実際に Small Talk を実践してみて、生徒

も意欲的に取り組んでくれ、積極的に会話

し、楽しんでいる様子が印象に残っている。

完璧でなくても、挑戦し続けることで、英会

話力が身に付いていくのだろうと考える。  

 このように、Small Talk はたくさんの可

能性を秘めており、生徒の即興的なやり取り

を活発にするための効果的な活動であると筆

者は考える。  

一方で、時間管理や会話の流れを分断させ

ないための Small Talk 実施方法、日本語で

Small Talk を言語面で振り返るタイミング

などについては課題が残る。今後さらに、実

践しながら検討していく必要がある。  

院生として実践してきたことを、４月から

は現場で教諭として本格的に実践していく。

本研究は４回のみの実施だったが、今後は、

より長期的な実践が可能になる。さまざまな

方法で Small Talk に挑戦し、具体的に目標

を立て、Small Talk を振り返りながら、よ

り会話の質を高め、会話の内容を深めていく

ことが可能になるには、どうしたらよいかを

生徒と共に探っていきたい。  

 何より、生徒が間違いを恐れず、積極的に

英語でのやり取りができるように、Small 

Talk を通しての支援を大切にしていく。  
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高等学校英語科における話すこと［やり取り］の指導の一考察 

―単元内のコミュニケーション活動につながる帯活動を目指して― 

 

カリキュラム・授業開発コース ２５２４４０５   

佐藤愛海   

 

１．研究の背景と目的 

 学習指導要領解説・外国語編（文部科学省, 2018）では、依然として「やり取り」や「即

興性」を意識した言語活動が十分ではないことを課題として示しており、実際に英語を使用

して互いの考えや気持ちを伝え合うといった「言語活動」の一層の充実を図ることを示して

いる。上記の課題に関連する先行研究として、山本ら（2024）は、英語が苦手な高校生に対

して１分間の英会話を継続的に実践したところ、発話の流暢さと理由を述べる力の向上に

つながったと示している。また千菊（2024）は、高等学校の英語コミュニケーションの授業

において、教科書題材に関するダイアローグ型タスクを反復して取り入れたところ、１分間

の発話分析より流暢さや語彙の複雑さの項目において改善が見られたと述べている。山本

ら（2024）、千菊（2024）の量的発話分析より、帯活動（small talk）を継続的に実施する

ことで、英語でのやり取りの質の向上につながることが明らかになった。一方で、相手の発

話に対して適切に応答したり質問したりする力に関して課題が残っている。また、主たる言

語活動において教科書題材に関連する英語でのやり取りをしながら生徒が自身の考えや気

持ちを再構築することに繋がる帯活動の検証については事例が見当たらなかった。 

 以上を踏まえ本研究では、教科書題材に関するやり取りの活性化につながる帯活動の実

践を行うことで、生徒が相手の発話に対して反応したり質問したりしながら様々な価値観

に触れ、考えを整理しながら互いに伝え合うことができるのではないかという仮説を設定

し、継続的な帯活動の実践の効果を推察することを目的とする。 

２．研究の方法 

 高校一年生１クラス（36 名）を対象に、教科書題材と関連する帯活動を計４回実施した

後、関連の単元でコミュニケーション活動（やり取り）を実施し、それぞれ発話分析を行っ

た。発話分析には Jefferson Transcription system（Jefferson, 2021）を用いた。また、

４件法と記述式の事前及び事後アンケートを実施し、生徒の英語で話すことややり取りを

することに対する意識の変容や帯活動の効果について調査した。 

３．本研究の成果と今後の展望 

 アンケートの結果より、帯活動の継続的な取り組みは単元内のコミュニケーション活動

に効果があると生徒が認識していることが明らかになった。特に、英語を話すことへの抵抗

感の軽減、相手の発話に応答したり質問したりしながら会話を続けることができたと回答

した生徒が多かった。しかし、発話分析の結果では、相手の話に反応したり質問したりする

ことはできていても、質問されたことにうまく答えられなかったり、質問のパターンが一定

になってしまったりと、より活発なやり取りをするには課題が残る結果となった。今後の展

望としては、生徒の「価値観」が揺さぶられるようなテーマを設定するとともに、質問の重

要性を認識させ、単元内のコミュニケーション活動の充実を図る方法を考えていきたい。 
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⾼等学校英語科における話すこと［やり取り］の指導の⼀考察
ー単元内のコミュニケーション活動につながる帯活動を⽬指してー

2. Research design

4. Conclusion & Future work

3. Result & Discussion

RQ1. 教科書題材に関連する帯活動の実施によって、英語でのやり取りに対する⽣徒の意識はどう変わったか？
RQ2. 教科書題材に関連する帯活動の実施により、単元内のコミュニケーション活動はどう変わったか？

4.1 アンケート結果

〜今後の展望〜

カリキュラム・授業開発コース  2年次 2524405 佐藤愛海

教科書題材に関するやり取りの活性化につながる帯活動の実践を⾏うことで、⽣徒が相⼿の発話に対
して反応したり質問したりしながら様々な価値観に触れ、考えを整理しながら互いに伝え合うことが
できるのではないか？

1. Introduction

帯活動に継続的に取り組んだ⽣徒が効果を認識していた。
相⼿の発話に反応したり質問したりする様⼦が⾒られた。
相⼿に伝える気持ちが先⾏し、⽇本語を⽤いて考えや気持ちを補⾜する場
⾯が⾒られた。
互いの考えにギャップが⽣じない場合、質問のパターンが⼀定になってし
まい、活発なやり取りにはつながらなかった。

先⾏研究

Ø 帯活動を通して、やり取りを活性化する上での
質問の重要性を認識させられるような指導を⽬
指す。

Ø 単元内のコミュニケーション活動の充実を図る
帯活動の在り⽅を考えていきたい。

⾔語の働きを意識した「話すこと［やり取り］」の帯活動ー英語が苦⼿な⾼校⽣への実践ー(⼭本ら, 2024)]

ü 英語が苦⼿な⾼校⽣への帯活動実施の効果
発話の流暢さと理由を述べる⼒の向上
参加者が成⻑を実感

授業概要
ü 研究対象⽣徒
秋⽥県⽴〇〇⾼等学校 第１学年E組

ü 帯活動
計４回の短いやり取りを通して、相⼿に反応したり
質問したりしながら⾃⾝の価値観を整理する活動。

⾐服を購⼊する際の価値観について、互いの発話に反
応したり質問したりしながら考えを伝え合う活動。 

ü 単元内のコミュニケーション活動

4.2 発話分析

※匿名で実施

［やり取り］を⾏う⾔語活動が⾼校⽣の英語発話にもたらす変化(千菊, 2024)

流暢さ、語彙の複雑さ
タスクの反復による認知負荷の軽減

ü ダイアローグ型タスクの効果

研究の背景
帯活動の継続的な実施による効果は検証されてき
たが、相⼿の発話への適切な応答や質問をする⼒
の向上には課題が残る。
教科書題材と関連する⾔語活動に繋がる帯活動の
在り⽅についても検証事例が少ない。

単元のコミュニケーション活動につながる帯活動
の在り⽅を考えられないだろうか？

RQ1：⽣徒の意識の変容を調査するた
めに、４件法及び記述式のアンケー
トを実施した。

RQ2：ターン数、反応・質問の数及び
内容、質問間のつながりを調査する。

対象者：1年E組（36名）
回収率：76%

※分析対象は快く引き受けてくれたペアに設定したため、英語⼒のレベルに関しては加味していない。

リサーチクエスチョン

分析⽅法



高等学校英語科の話すこと［やり取り］における指導の一考察  

― 単 元 内 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 活 動 に つ な が る 帯 活 動 を 目 指 し て ―  

 

カ リ キ ュ ラ ム ・ 授 業 開 発 コ ー ス  2524405   

佐 藤 愛 海    

 

1.  緒言 

(1)高等学校英語科の現状と課題 

 高等学校学習指導要領解説・外国語編(文部

科学省, 2018)は「話すこと」を「やり取り」

と「発表」に分けており、各領域で言語活動

の充実を図ることとした。この背景には、「依

然として「やり取り」や「即興性」を意識し

た言語活動が十分ではない」（p.6）という状

態がある。 

 2022 年度から高等学校で施行された学習

指導要領の下で実施された、令和 6 年度「英

語教育実施状況調査」（概要）は、高等学校に

おける生徒の英語による言語活動の状況を示

している。全国の高等学校では、【全科目合計】

で授業の半分以上の時間を言語活動に費やし

ており、特に普通科の【英語コミュニケーシ

ョン】の科目では、64.5%の割合で言語活動が

実施されている。(文部科学省,2025,p.9)しか

し、都道府県・指定都市別の生徒の英語によ

る言語活動の状況を見ると、秋田県の実施状

況は【全科目合計】で 41.2%であり全国平均

を下回っている。また、【英語コミュニケーシ

ョン】の科目においても 51.3%と全国平均を

下回っている。(文部科学省,2025,p.10) 

 

(2)帯活動の実践事例 

 言語活動の充実を目指した実践は数多く見

られる。中でも、継続的な帯活動の実践の効

果に焦点をおいた研究は校種を問わず、広く

検証されてきた。例えば山本ら(2024)は、「英

語教員には効果的な言語活動をデザインし、

授業で実施していくことが求められている」

(p.1）と捉え、言語の働きを意識した言語活

動を帯活動形式で実施した。英語が苦手な高

校生を対象に 1 分間の英会話を計 10 回継続

的に行い、プレテストとポストテストより効

果を検証した。成果としては、生徒の発話の

流暢さと理由を述べる力の向上につながった

と示している。また千菊(2024)は、高等学校

の英語コミュニケーションの授業において教

科書題材を軸にダイアローグ型タスクを反復

して取り入れたところ、1 分間の発話分析よ

り流暢さや語彙の複雑さの項目において発話

の質の向上につながったと述べている。山口

ら(2020)は、公立小学校に通う児童及び卒業

生を対象に small talk を 1 年間継続的に実

施することで、児童らはどのような語彙や英

語表現を会話の中で即興的に表現できるよう

になるのかを調査した。成果として、第２学

年を除く全ての学年で発話総語数が上昇し、

相手の発話に反応する表現を使用した児童の

割合にも有意な上昇が見られたと報告してい

る。 

 これまでの先行研究より、帯活動を継続的

に実施する効果については 2 点挙げられる。

1 点目は、英語でのやり取りにおける生徒の

発話総語数が増加したり、相手に応答したり

質問したりする表現の定着には非常に効果が

あるという点である。これは、日常的なテー

マにおいて生徒らが応答の仕方や表現を学ぶ  

帯活動に継続的に取り組むことにより、英語

を話すことへの抵抗感が軽減したことが 1 つ

の要因として考えられる(山本ら, 2024)。  2

点目は、比較的認知負荷が少ないテーマのも

と実践された帯活動の実施により、生徒の発

話における語彙の複雑さや流暢さの向上に効

果があるという点である(千菊, 2024)。 一方

で、継続的な帯活動の実践には以下の 2 点が
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挙げられる。1 点目は、帯活動の実施による

双方向の英語での「やり取り」に関しては、

特に相手の発話に対して適切に応答する、会

話を継続させる質問をするという 2 つの項目

においては依然として課題が残るという点で

ある。2 点目は、生徒が教科書題材で学んだ

ことに対して、自分だったらどう考えるか、

今後どのように行動していくのかというよう

に自分事として捉えて考えを伝え合ったり、

英語でのやり取りを通して他者の考えや気持

ちに触れることで自身の考えを再構築したり

することに効果的な帯活動については、検証

している事例は見当たらなかったという点で

ある。以上のことより、本研究では教科書題

材における活発なやり取りの言語活動につな

がる効果的な帯活動の実践を考案し、その効

果について検証したいと考えた。 

 

(3)仮説  

 本研究の仮説は下記のように設定した。 

 

 教科書題材に関するやり取りの活性化につ

ながる帯活動の実践を行うことで、単元内の

活発な言語活動(やり取り)につながるのでは

ないか？  

 

2.  研究の概要 

(1)リサーチクエスチョン 

 本研究では教科書題材に関連する帯活動の

実施の効果について、次の 2 つのリサーチク

エスチョンの下、研究を進めた。 

 

RQ1. 教科書題材に関連する帯活動の実施に

よって、英語でのやり取りに対する生徒の意

識はどう変わったか？  

RQ2. 教科書題材に関連する帯活動の実施に

より、単元内のコミュニケーション活動はど

う変わったか？  

 

 

(2)研究対象者 

 研究対象者は、秋田県立 A 高等学校の 1 年

生 1 クラス(36 名 )である。対象クラスの生徒

は、本学のインターンシップにおける生徒観

察より授業における意見が非常に活発な印象

である。一方で事前アンケートの結果より、

英語を話すことに対して意欲的でない生徒が

半 数存在す る こ と も 本クラス の 特徴で あ る

（図 1）。  

 

(3)研究方法 

 RQ1 の結果を明らかにするために、4 件法及

び記述式のアンケートを実施し、生徒の意識

の変容を調査した。アンケートは事前及び事

後で実施したが、事前アンケートは生徒の英

語に対する意欲やこれまでの言語活動の実施

割合や頻度等、研究対象者のバックグラウン

ドについて調査する目的で実施した。一方、

事後アンケートでは研究の成果を調査した。 

 RQ2 の結果を明らかにするために、帯活動

と単元の言語活動(やり取り)を録音し、文字

起こしを行った上で、以下の項目を調査した。 

 

①  会話のターン数 

②  質問と反応の回数 

③  質問の内容及び質問間のつながり 

 

(4)実施期間及び配慮事項 

 本研究の実施前に、研究の概要や取得した

いデータについて口頭で説明し、研究対象者

図 1 事前アンケート Q3 結果 
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及び研究対象校から許可を得た。加えて、研

究対象者が負担に感じないよう匿名でアンケ

ートを実施し、帯活動及び単元内の言語活動

でのやり取りの録音は、許可を得た生徒のみ

を対象にした。 

 

(5)事後アンケート調査 

 本研究の実施により、生徒の英語を話すこ

とへの意欲の変容や帯活動の効果について調

査するために事後アンケートを作成した。項

目は図 2 のような 4 件法及び自由記述式を踏

まえたものに設定した。 

 

(6)生徒の発話分析 

 本研究の実施により、生徒が教科書題材内

の言語活動において、相手の発話に適切に応

答したり質問したりしながら互いの価値観や

気持ちを伝え合うことができているかどうか

について、発話分析を実施した。発話を録音

して文字起こしを行ったペア及びグループは、

各活動 6 組である。発話分析には、世界的に

用 い ら れ て い る Jefferson Transcription 

system(図 3)を運用した。本調査では、明確

に英語が聞き取れた場合には英語を用いて文

字起こしを行ったが、曖昧な英語に関しては

カタカナで表記した。また、日本語での発話

は日本語で文字起こしを実施した。 

 

3.  授業実践 

(1)帯活動 

 帯活動は 10 月〜 11 月にかけて計 3 回実施

した。帯活動では 2 人 1 組のペアを作り、ペ

アを変えて 2 回ずつ実施した。各テーマにつ

いては、教科書題材に関連する生徒の日常的

な場面を想定して設定した(表 1)。帯活動の

流れと時間配分に関しては下記のとおりに設

定した。 

 

①  Thinking tips を提示し、生徒自身の考え

を整理する時間を設ける。(2 分) 

②  ペアで互いの考えや気持ちを伝え合う。

(必ず質問をする)(1 分) 

 
 

事後アンケート 

 

以下のアンケート項目に回答をお願いいたします。 

「１・２・３・４」の数字がある場合は、自分の考えに最も近い数字を○で囲んでください。 

１：そう思わない ２：どちらかといえば思わない ３：どちらかといえば思う ４：そう思う 

 

Q1. 私が実施したsmall talkの活動を始める前と比較して、英語を話すことへの抵抗は軽減され

ましたか？ 

１・２・３・４ 

 

Q2. 私が実施したsmall talkの活動を始める前と比較して、以前より英語での会話が続けられる

ようになったと感じますか？ 

１・２・３・４ 

 

Q3. 私が実施したsmall talkの活動を始める前と比較して、自分の意見を英語で伝えられるよう

になりましたか？ 

１・２・３・４ 

 

Q4. 私が実施したsmall talkの活動を始める前と比較して、会話を続けるための英語の表現が身

についたと感じますか？ 

１・２・３・４ 

 

Q5. 私が実施したsmall talkの活動を始める前と比較して、相手の話を聞いて質問ができるよう

になりましたか？ 

１・２・３・４ 

 

Q6. 私が実施したsmall talkの活動を始める前と比較して、相手の話を聞いてリアクション（相づ

ち、うなずき、繰り返し）ができるようになりましたか？ 

１・２・３・４ 

 

Q7. 相手からさらに詳しい情報を引き出すための質問の表現集は、英語で話す際に役に立ちまし

たか？ 

１・２・３・４ 

 

Q8. 相手にリアクションをするための表現集は、英語で話す際に役に立ちましたか？  

１・２・３・４ 

 

 

ご協力ありがとうございました！！！ 

 

図 2 事後アンケート調査 

 
Symbol Definition and use Key(s) 
[yeah] 
[okay] 

Overlapping talk  

= End of one TCU and beginning of next begin with no gap/pause in 
between (sometimes a slight overlap if there is speaker change). 
Can also be used when TCU continues on new line in transcript 

 

(.)  Brief interval, usually between 0.08 and 0.2 seconds  
(1.4) Time (in absolute seconds) between end of a word and beginning of next.

Alternative method: “none-one-thousand-two-one-thousand…”: 0.2, 0.5, 
0.7, 1.0 seconds, etc. 

 

Word 
 
Wo:rd 

Underlining indicates emphasis 
Placement indicates which syllable(s) are emphasised 
Placement within word may also indicate timing/direction of pitch 
movement (later underlining may indicate location of pitch movement) 

 

wo::rd Colon indicates prolonged vowel or consonant 
One or two colons common, three or more colons only 
in extreme cases. 

 

word 
word 

Marked shift in pitch, up ()or down (). 
Double arrows can be used with extreme pitch shifts. 

  Wingdings 3 (104) 
  Wingdings 3 (105) 
↑    ALT+24  
↓    ALT+25 

.,_¿? Markers of final pitch direction at TCU boundary: 
Final falling intonation (.) 
Slight rising intonation (,) 
Level/flat intonation (_) 
Medium (falling-)rising intonation (¿) (a dip and a rise) 
Sharp rising intonation (?) 

¿ ALT+168   

WORD Upper case indicates syllables or words louder than surrounding speech 
by the same speaker 

 

°word° Degree sign indicate syllables or words distinctly quieter than 
surrounding speech by the same speaker 

° ALT+248 

<word Pre-positioned left carat indicates a hurried start of a word, typically at 
TCU beginning 

 

word- A dash indicates a cut-off. In phonetic terms this is typically a glottal stop  
>word< Right/left carats indicate increased speaking rate (speeding up)  
<word> Left/right carats indicate decreased speaking rate (slowing down)  
.hhh Inbreath. Three letters indicate ‘normal’ duration. Longer or shorter 

inbreaths indicated with fewer or more letters. 
 

hhh 
 
whhord 

Outbreath. Three letters indicate ‘normal’ duration. Longer or shorter 
inbreaths indicated with fewer or more letters. 
Can also indicate aspiration/breathiness if within a word (not laughter) 

 

w(h)ord Indicates abrupt spurts of breathiness, as in laughing while talking  
£word£ Pound sign indicates smiley voice, or suppressed laughter  
#word# Hash sign indicates creaky voice  
~word~ Tilde sign indicates shaky voice (as in crying)  
(word) Parentheses indicate uncertain word; no plausible candidate if empty  
((   )) Double parentheses contain analyst comments or descriptions  

  
 
 図 3 Jefferson Transcription System 

表  1 帯 活 動 の テ ー マ ⼀ 覧  
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③  ワークシートに良かった点と改善点をメ

モする。その後、タブレットを活用し分か

らなかった表現について調べる。(2 分) 

④  ペアを変えてもう一度互いの考えや気持

ちを伝え合う。（1 分） 

⑤  ワークシートに 1 回目の活動に比べて良

かった点と改善したい点についてメモを

する。(2 分) 

 

(2)単元内のコミュニケーション活動 

 本研究で扱う単元は、英語コミュニケーシ

ョンⅠの HearteningⅠ  Lesson 7 “Behind 

the Price Tag”である。本単元では、衣服を

制作する労働者への賃金という視点を取り入

れた教科書本文を読み、学習者が衣服を購入

する際に気をつけることについて互いの考え

や気持ちを伝え合ったり書いたりすることが

目標である。本研究では、単元の導入部にお

いてコミュニケーション活動を実施した。こ

のコミュニケーション活動では、より多くの

価値観や考えに触れさせるために 4 人 1 組の

グループを構成し実施した。下記に授業の流

れを提示した。 

 

①  導入として” What is important for you 

when you buy clothes?”  のテーマの下、

互いに考えや気持ちを伝え合う。(1 分×

2 セット) 

②  いくつかの条件が示されたクラス T シャ

ツの中から、何を基準に選ぶのか、「価値

観ピラミッド」を基に考えをまとめる。(5

分) 

③  グループで互いに質問したり応答したり

しながら考えや意見を伝え合う。(4 分) 

④  短い動画を見て、衣服を制作する労働者

の苦労について知る。（8 分） 

⑤  「労働者への賃金」という要素を加え、

「価値観ピラミッド」を再構成したうえ

で、もう一度グループで互いの考えや気

持を伝え合う。(4 分) 

4.  結果と考察 

(1)アンケート分析結果及び考察 

 本アンケートへの回答は、当日の欠席者を

除いた 27 名に回答していただいた。 

 図 4 及び図 5 の結果から、教科書題材に関

する帯活動の実施により、英語で話すことへ

の抵抗感の軽減や自分の意見を英語で伝えら

れるようになったと感じる生徒が約 90%と非

常に高い評価を得ることができた。 

 図 6 の結果から、約 86%の生徒が帯活動の

実施によって質問したり反応したりすること

ができるようになったと回答している。この

調査においても、比較的肯定的な回答を示す

図 4 事後アンケート Q1 結果 

図 5 事後アンケート Q3 結果 

図 6 事後アンケート Q5,6 結果 
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生徒が多い印象である。 

 図 4 から図 6 までの結果より、本研究に参

加した多くの生徒が帯活動の効果を実感して

いることが分かった。これらの結果は、帯活

動を反復実施したことがきっかけになったと

考察する(山本ら,2024)。  

 図 7 の結果から、教科書題材に関連する帯

活動の実施により、単元内のコミュニケーシ

ョン活動において効果を実感している生徒が

約 93%という結果が出た。表 2 では、 Q9 の解

答に対する理由を書き出し、山本ら(2024)及

び千菊(2024)の調査項目を基にカテゴリー分

けをした。なお、回答番号の内訳は図 2 を参

照した。表 2 から、特に語彙・表現の項目に

おいて帯活動の成果を実感している生徒が多

かった。次に、流暢さ、相手意識と続き、中

には他技能 (読むこと)と関連付けて成果を実

感している生徒もいた。これらの結果も帯活

動を反復して実施したことによる成果である

と考察する(山本ら,2024)。特に語彙や表現、

流暢さの項目において効果を実感している生

徒が多いことは、帯活動における様々な英語

表現を補助資料として提示したり、中間指導

を通して分からない表現を調べさせたりした

ことも 1 つの要因として考えられる。 

 一方、少数ではあるが「表現がでてこなか

った」と感じている生徒も見られた。これは

単に繰り返し帯活動を実施するのではなく、

山本(2024)が実施した「応答の練習」という

ような活動を導入することで、提示された場

面での適切な表現を繰り返し練習することで

学んだ表現を活用する力が身につくのではな

いかと考察する。また、 Q9 では「2 どちらか

といえばそう思わない」と回答した生徒が、

「長く話せるようになったから」という理由

を挙げている。本回答をした生徒の多項目の

アンケート回答を見ると、全て「1 そう思わ

ない」か「2 どちらかといえばそう思わない」

と回答していたため、回答番号を誤った可能

性もあると考察する。以上のアンケート調査

の結果から、RQ1「教科書題材に関連する帯活

動の実施によって、英語でのやり取りに対す

る生徒の意識はどう変わったか？」という問

いに対しては、研究に参加した生徒の多くが

肯定的な意識へと変化したことが結論付けら

れる。 

 

(2)発話分析結果及び考察 

表 3 から表 5 の結果から、教科書題材に関連

する帯活動を通して質問数は比較的上昇が見

られた。これは生徒が似たようなテーマの下、

反復してやり取りの活動に取り組んだことで

次第に英語でのやり取りに慣れていったこと

が 1 つ の 要因と し て考え ら れ る (山 本 ら , 

図 7 事後アンケート Q9 結果 

 
１；そう思わない 
２：どちらかといえばそう思わない 
３：どちらかといえばそう思う 
４：そう思う 
 

 

 回答数 回答内容(回答番号) 

流暢さ 5 

・ すらすら言えたから(4) 

・ いつもより長く会話ができたから。(3) 

・ 会話を続けられるようになったから。(4) 

・ 会話しっかり続けることができた。(4) 

・ 長く話せるようになったから。(2) 

相手意識 3 

・ 実際に自分の考えていることを相手に伝えることは大切。 

スピーキング能力の向上につながった。(3) 

・ 相手に伝わる英語でできるだけ長く話そうという意識が大きく

なったから。(3) 

・ 回答に対して反応ができたから(4) 

語彙・表現 10 

・ 今までの授業の中で、相手に質問をしたり、自分がわからない表

現を調べて身につけたりしたことで、自分がなぜその Tシャツを

えらんだのか、くわしく話すことができたから。 

英語力が UP した気がした！！(4) 

・ small talk で沢山の文法を覚え理解したからこそ、actibity で

会話を長く続けることができた。(4) 

・ 会話表現がたくさん身についたから(3) 

・ 表現理解できたから(3) 

・ 新しく、表現を学ぶことができたから。(3) 

・ １分間という時間の間ずっと話し続けるのは難しいけれど少し

ずつやっていたおかげで、多くのことを英語で表現できた。(4) 

・ small talk で色々な表現の仕方を身につけることができたから

(4) 

・ 自分の考えを伝えたいときの表現を small talk の中でいくつか

知ることができたから(4) 

・ 自分の意見を英語で表現できたから(3) 

・ 表現がでてこなかった。(2) 

内容理解 2 
・ より内容を理解することができると感じるため。(4) 

・ 実際に話してみることで、より理解が深まったから。(4) 

他技能との

関連 
1 

・ 話すことで読む力も向上したから。(4) 

抵抗感 2 

・ 英語で話すことに抵抗が減ったから。できなくてもやってみよう

と思ったから。(4) 

・ small talk をすることで少し英語で話すことによゆうを持てた

から。(3) 

その他 3 

・ 生かされたと思うから！(3) 

・ activity 1,2 がよく分からないけどウォーミングアップ的なか

んじでできたから。(3) 

・ 充実した授業だったから(4) 

 

 

表 2 事後アンケート Q9 回答内容  
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2024)。一方で、全体を通して発話のターン数

や反応数、各言語活動の 1 回目と 2 回目の変

化には減少傾向が見られた。本来であれば中

間指導を経た後なので増加するはずであるが、

今回の実践では減少してしまった。また、帯

活動に比べて単元内のコミュニケーション活

動における質問の数が極端に減少した。この

結 果 の 要 因 と し て は 、 こ れ は 、 山 口 ら

(2023,p.81)が示す「仲間の受容の満足度が低

い児童や Small Talk に対する緊張感の高い

児童は，どのペアの組み合わせでも有意な変

化が認められなかった」が起因している可能

性もあるため、生徒同士の受容度や満足度等

と照らし合わせながらやり取りのペアやグル

ープを構成することで上昇が見られるかもし

れない。また、教科書題材に関連する帯活動

を実施しても、単元内のコミュニケーション

活動においてはいずれの項目においても上昇

は見られなかった。これは、帯活動の実施形

態（ペア）と単元内のコミュニケーション活

動の実施形態（グループ）の違いによる、や

り取りよりは発表に近い形の活動になってし

まったことが要因として考えられる。加えて、

帯活動のテーマに比べて単元内のコミュニケ

ーション活動のテーマが社会的話題も含めた

難しいものであったため、そもそも英語で表

現することが難しかったことも考えられる。  

 表 6 は、同ペアでの 1 回目と 2 回目の質

問の変容を示した。帯活動の序盤では、やり

取 り を 続 け る た め の 切 り 返 し の 質 問 と し

て”How about you?”という表現が見られ、

帯活動の回数を重ねるごとに、相手の発話を

受けてやり取りを活発にするための質問がで

きるようになったことがうかがえる。しかし、

main activity の質問を見ると、やり取りを

活発にするための質問よりは、単にやり取り

表 6 質問例 

 
質問例 
 

 １回目 ２回目 

Small talk ① 
Why do you choose this 

restaurant? 

What food do you like? 

Small talk ② 

Do you want to go to 

national university? 

Do you want to go to a 

national university?  

How about you? Why do you want to stay in 

your hometown? 

Small talk ③ 

Why do you want to choose 

stay in your country? 

What name, university? 

Why do you want to save 

money? 

Would you tell me more? 

 

Why do you want many 

money? 

What kind of job do you 

want to be? 

Main activity 

 なんて言った？ 

Why you think comfort, 

important? 

What do you think about 

origin? 

What, example? 

For example? 

What do you think about 

price? 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ターン数 

 

 
Small talk① Small talk② Small talk③ Main activity 

１回目 ２回目 １回目 ２回目 １回目 ２回目 １回目 ２回目 

ペア 1 

(グループ) 
22 18 15 9 15 12 

51 

(12.8) 

53 

(13.3) 

ペア 2 

(グループ) 
11 11 13 6 10 11 

41 

(10.3) 

26 

(6.5) 

ペア 3 

(グループ) 
12 11 9 7 9 11 

37 

(9.3) 

23 

(5.8) 

ペア 4 

(グループ) 
12 10 11 8 10 12 

40 

(10.0) 

33 

(8.3) 

ペア 5 

(グループ) 
11 12 13 7 7 9 

48 

(12.0) 

44 

(7.3) 

ペア 6 

(グループ) 
14 12 10 9 11 14 

49 

(12.3) 

52 

(13.0) 

平均 13.7 12.3 11.8 7.7 10.3 11.5 11.1 9.1 

 

※main activity は４分間で実施したため、総合値を４人で分割したものを()内に記載い

たしました。 

※また、ペアとグループは必ず１人は同じ話者が入るよう工夫いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 ターン数 

 

質問数 

 

 
Small talk① Small talk② Small talk③ Main activity 

１回目 ２回目 １回目 ２回目 １回目 ２回目 １回目 ２回目 

ペア 1 

(グループ) 
2 2 2 4 4 3 1 1 

ペア 2 

(グループ) 
2 2 2 2 2 2 0 1 

ペア 3 

(グループ) 
1 1 3 2 3 2 1 2 

ペア 4 

(グループ) 
2 1 3 3 2 4 0 1 

ペア 5 

(グループ) 
3 2 3 3 4 3 0 0 

ペア 6 

(グループ) 
2 2 2 2 3 1 1 1 

平均 2.0 1.7 2.5 2.7 3.0 2.5 0.5 1,0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4 質問数 

 

反応数 

 

 
Small talk① Small talk② Small talk③ Main activity 

１回目 ２回目 １回目 ２回目 １回目 ２回目 １回目 ２回目 

ペア 1 

(グループ) 
9 10 6 4 3 6 5 4 

ペア 2 

(グループ) 
6 8 7 4 4 7 6 3 

ペア 3 

(グループ) 
6 8 6 5 5 6 5 4 

ペア 4 

(グループ) 
7 9 6 5 4 7 5 3 

ペア 5 

(グループ) 
8 8 7 5 4 6 6 4 

ペア 6 

(グループ) 
8 8 6 4 3 7 5 5 

平均 7.3 8.5 6.3 4.6 3.8 6.5 5.3 3.8 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 5 反応数 
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を続けるための質問になっているようにうか

がえる。 

 図 8 及び図 9 は、一人は同じ発話者になる

ように設定したペアとグループの発話分析で

あり、図 9 は単元内のやり取りの活動の冒頭

部分を抜粋したものである。図 8 を見ると、

生徒 B が発話した「… and, i want to stay 

in my hometown.」に対して生徒 A が「 why do 

you want to stay in your hometown?」と質

問をすることで、活発なやり取りにつながっ

たことがうかがえる。しかし図 9 を見ると、

生徒 A が「最後に質問でいいでしょ .」と言っ

ており、やはり指示が通っていないことがわ

かる。また、他のペアでも同様の結果が見ら

れたため、表 4 に示すような質問数の極端な

減少につながったとうかがえる。 

 表 6 及び図 8、図 9 の結果から、帯活動に

おいては質問間のつながり（発話者からさら

に情報を引き出して活発なやり取りにつなげ

る質問）が見られたが、教科書題材内でのや

り取りにおいては、単に会話を続けるための

質問にとどまってしまったり、そもそも質問

が出現しなかったりしたグループが多く見ら

れた。これは、生徒同士のやり取りのテーマ

に対する考えや気持ちに大きなギャップがな

かったことが、互いの「価値観」を揺さぶる

ような質問の出現に影響を及ぼしたのではな

いかと考察する。 

 

5.  おわりに 

 本研究では、教科書題材に関連する帯活動

を実施することで、単元内のコミュニケーシ

ョン活動においてより活発なやり取りができ

るかどうかについて検証をした。アンケート

の結果より、生徒の英語でのやり取りに対す

る意識が肯定的なものに変化したことが結果

として挙げられた。特に、表現の定着や活用

を実感できたこと、また繰り返し活動に臨む

ことで、英語でやり取りをすることへの抵抗

感が軽減しより長く英語で話そうとする意識

が高まったことがきっかけとして考えられる。

一方で、帯活動及び単元内のコミュニケーシ

ョン活動でのやり取りの発話分析からは、帯

活動においてはやりとりにおける質問の数は

比較的上昇したものの、単元内のコミュニケ

ーション活動においてはどの項目においても

上昇は見られなかった。 Main activity にお

ける質問の内容を見ると「例えばどんなもの

がありますか？」や「値段はどう思いますか？」

といった質問にとどまってしまい、発話者が

なぜその考えに至ったのか深堀りするための

質問は見られなかったことが課題として挙げ

l Nov. 27th, Wed.（まとめ活動） 

Ø 1E ①-１ 

1 A) I choose(1.7)d(1.1)class t shirt. 

2 B) oh. 

3 A) because 

4 B) うん. 

5 A) i::(1.4)ah(.)comfort(.)the most important value for me.(0.7) 

eh::::(2.5)i donʼt like(0.6)バット comfort クロスティーズ. 

6 B) あ？ 

7 [LAUGHTER] 

8 C) え？[laughter]どゆこと？ 

9 B) ↑Oh(0.9)oh please. 

10 A) お::::(.) I donʼt 

11 B) うん. 

12 A) like 

13 B) うん. 

14 A) bad comfort clothes. 

15 B) あ:::(.)うん(.)うん. 

16 A) so(0.6)i choose the d class t shirt. 

17 B) oh(.)シエシエ. 

18 A) え？ 

19 B) やっていいの？ 

20 A) 最後に質問でいいでしょ. 

 

1 B) んと、I choose D. えっとー、comfort is most important, value, for me. Because, 

I want to ahh, this t shirt long, long. えっと、その after, sports festival とか、その

after I want to wear んんん（咳き込み）です。 

 

1 C) んと、I choose D class t shirt. 

2 B) OH. 

3 A) OH. 

4 C) price? the most, important value for me. Because, んー、I want to, buy cheap t 

shirt. but, んー、comfortable? Com, bad comforter, comfort. 

5 （笑い声） 

 

1 D) I choose, class t shirt number D. うーん、うーん、I…うーん、まって、I I want

図 9 main activity グループ 2 

(1 回目 ) 

図 8 small talk③  ペア 2(1 回目 ) 

l Oct. 28th, Tue.（small talk ③） 
Ø 1E ①-1（ペア２） 
1 A) what will you care about when you choose a university? 
2 B) i will care about 
3 A) [COUGH]  
4 B) i will care about(2.6)ん？学費ってなんていうんだ. 
5 B) 先⽣. 

T) ん？ 
6 B) 学費ってなんていうんですか. 

T) あ(.)tuition. tuition. 
7 A)B) TUITION. 
8 B) i will care about(1.5)[laughter]tuition.(0.8)be(0.6)because(.)i donʼt want to 

many money.(1.2) and(.)i want to(1.4)stay(0.4)in my hometown. 
9 A) ah:::(.)why do you want to stay in your hometown? 
10 B)ah::(0.7)my parents(.)always support(.)me. so(.)it is(2.7) so(0.8) it is(.)easy to 

study. 
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られる。これは、発話者と聞き手の意見にギ

ャップが生じず、相手の意見を鵜呑みにして

しまったことが要因としてあげられるのでは

ないかと考察する。また、日本語使用が非常

に多く、反応や質問はしているものの英語を

活用できていないペアやグループが非常に多

く見られた。 

 今後の展望としては、単元内のより活発な

コミュニケーション活動につながる帯活動を

実施するために、帯活動を通してやり取りを

活性化する上での質問の重要性を認識させら

れるような指導を考えていきたい。また、や

り取りのテーマが社会的な話題等の難しい話

題の場合、英語で考えをまとめる前に一度母

語でやり取りをする機会を設けて、どのよう

な点に疑問を抱くのかシミュレートした上で

英語でのやり取りに繋げられるような帯活動

の構成を考えていきたい。加えて、今回の検

証は 1 クラスのみで実施したため、一般化す

るためにはより多くの生徒を対象とした帯活

動を実施する必要がある。本研究で挙げられ

た課題の改善を試みながら、今後の授業実践

（帯活動の実施）ではより多くの生徒を対象

とし効果的な帯活動の在り方を検証していき

たい。 
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高等学校数学における実生活との関連性を高める授業の考察 

 

 

カリキュラム・授業開発コース 2524406   

佐藤理晶   

 
１ はじめに 

 現行の高等学校学習指導要領では，日常生活や社会の事象を数理的に捉える数学的活動

を通して，数学的に考える資質・能力を育成することが重視されている。一方，日本の高校

生は数学的リテラシーが高い反面，数学を実生活の課題解決に活用する自信や経験が十分

でないという課題が指摘されている。数学を受験のための知識としてではなく，社会で機能

する道具として実感させる授業の構築が求められている。本研究は，数学的モデル化を取り

入れた授業実践を通して，数学の有用性を実感させる学習活動の在り方を明らかにするこ

とを目的とする。 

２ 研究の内容 

 本研究では，三輪（1983）が提唱する数学的モデル化過程を理論的枠組みとして位置づけ，

高等学校数学 B「数列」において数学的モデル化を重視した研究授業を実施した。研究授業

では，リボ払いによる返済問題を題材とし，生徒が日常生活における具体的な事象を数学的

に捉え直すことができるよう教材を構成した。特に，数値条件の設定や変数の選択といった

定式化の段階において，生徒自身が見通しを立てながら考察できるよう工夫した。授業の展

開においては，現実事象を数理的に表現する定式化，数列の知識を用いた数学的作業，得ら

れた結果を現実の文脈に照らして意味付ける解釈・評価，さらに条件を変更して再度考察す

る過程を意図的に組み込んだ。これにより，数学的モデル化過程を一方向的な作業としてで

はなく，循環的に捉えさせることを目指した。研究方法としては，授業実践の前後に質問紙

調査を実施し，数学の有用性認識や学習意欲の変容について量的に分析するとともに，生徒

の自由記述を質的に分析した。 

３ 研究成果 

 分析の結果，数学的モデル化を取り入れた授業は，生徒の数学に対する有用感を高め，数

学を実生活や社会の仕組みを理解するための道具として捉え直す契機となることが示唆さ

れた。特に，リボ払いという具体的な消費行動を題材としたことで，数学が社会の中で実際

に機能していることを実感した生徒が多く見られた。 

 また，定式化から数学的作業，解釈・評価へと至る数学的モデル化過程を一連の流れとし

て経験させたことにより，数学を現実の事象と関連付けて考えようとする意識の高まりが

確認された。一方で，数学的作業の段階における知識・技能の定着不足や，数学的結論をも

とに実生活における意思決定まで踏み込む活動が十分に行えなかったことが，学習意欲や

自己効力感に影響を与えた可能性も明らかとなった。今後は，数学的モデル化によって得ら

れた結論を，生活者としての判断に結び付ける学習活動と，それを支える知識・技能の定着

を両立させる授業設計の工夫が必要である。 
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高等学校数学における実生活との関連性を高める授業の考察
カリキュラム・授業開発コース 2524406 佐藤理晶

１．はじめに

２．研究の実際

・

理論的枠組み
算数・数学の学種過程のイメージ

・

高等学校学習指導要領（平成30年告示）解説 数学編 理数編
（文部科学省，2018）

日本の生徒は数学的リテラシーは高いが，「実生活の課
題を数学で解決する自信」が低く，関連付けの経験も
不足している 。
数学を受験のためだけの知識に留めず，社会で機能する
「生きた道具」として実感させる授業設計が急務である 。

３．研究の成果

数学的モデル化を取り入れた授業実践を通し，
生徒の数学に対する有用感や学習意欲にどの
ような変容をもたらすかを検証する 。

現実の世界

数学的結論

数学的モデル

利息の影響を
現実の文脈で
考察する

特性方程式を
用いて一般項
を求め，返済
回数と総額を
算出する

支払い状況を漸化
式で表現する

授業で提示した課題 𝒂𝒏"𝟏 = 𝟏. 𝟎𝟏𝒂𝒏 − 𝟑𝟎𝟎𝟎𝟎

返済回数 11回
返済総額 約31.8万円

研究授業

数学的モデル化過程

分析①：量的分析（事前・事後調査の比較）

26

第１章
総　説

類似の事象にも活用したりして適用範囲を拡
ひろ

げる。

　イメージ図の右側の【数学の世界】に含まれる過程は，数学の事象から問題を見いだし，

数学的な推論などによって問題を解決し，解決の過程や結果を振り返って統合的・発展的，

体系的に考察する過程である。数学の事象から問題を見いだす過程を，イメージ図では

「数学の事象の数学化」としている。これは，数学的な見方・考え方を働かせ，数量や図

形及びそれらの関係などに着目し，観察や操作，実験などの活動を通して，一般的に成り

立ちそうな事柄を予想することである。この予想した事柄に関する問いが「数学的に表現

した問題」となる。そして，数学的に表現した問題をより特定なものに焦点化して表現・

処理したり，得られた結果を振り返り統合的・発展的に考察したりする。

　このイメージ図は数学の問題発見・解決の過程全体を示しており，「数学的活動を通し

て」とは，単位授業時間においてこれらの過程の全てを学習することを求めるものではな

いことに留意することが必要である。実際の数学の学習過程では，このイメージ図の過程

を意識しつつ，指導において必要な過程を遂行し，その結果，これらの過程全体を自立的，

協働的に遂行できるようにする。

　例えば，「数学B」の「数列」の「漸化式」の学習を考えてみる。「ある薬は 8時間ごと，

1日に 3回，1錠ずつ服用するとする。また，1錠には薬の有効成分が 50mg 含まれており，

服用して 8時間後に有効成分の 40％が残っているとする。このとき，この薬を飲み続け

ると有効成分の残量はどのように変化するか？」という問題に対して，n 回目に薬を服用

した直後の有効成分の残量を an��mg とすると，a1＝50，an＋1＝0.4an＋50 という関係式（漸

化式）が得られる。この式から，a1，a2，a3…を求め，結果をグラフに表せば変化の様子

を捉えることができる。しかし，この数列の一般項を求めることができれば，例えば 5日

後の 3回目に薬を服用した直後の有効成分の残量をすぐに求めることができる。そこから

新たに「漸化式から一般項を求めるにはどうすればよいか？」という問題が派生する。こ

有用性に関する意識対象： A高校2年生 文系クラス 32名

題材：数学B・数列・リボ払いの返済について

課題：30万円の商品をリボ払いで購入した。
毎月の支払額は3万円，年利は12％とする。
返済回数と返済総額を求めよ。

授業の展開：

現実の世界

数学的結論

数学的モデル
定式化

解釈・評価
比較

数学的作業
数学的理論・
手法

単純化・理想化
近似・仮定の設定
記号化・形式化

数学教育におけるモデル化についての一考察
（三輪，1983）

（１）定式化
（２）数学的作業
（３）解釈，評価
（４）より良いモデル化

数学の学習をすれば，ふだん
の生活や社会に出て役立つ

数学で学習したことを，日時
央生活や他教科の学習で使う

数学は社会のあらゆる分野で
必要だ

78.6%

78.6%

85.7%

0% 50% 100%

：事前
：事後

100%

92.9%

92.9%

78.6%

21.4%
将来，数学を生かした仕事を
したい

ふだんの生活や社会にで役立
つよう，数学を学習したい

100%

0% 50% 100%

：事前
：事後

28.6%

学習意欲に関する意識

分析②：質的分析（振り返りの記述より）

数学用語と実生活の題材が同
等の重要度で意識されていた
ことが読み取れる
一方で，達成感を示す語が見
られる反面，「難しい」「つ
まずく」などの語も出現

有用感の質的向上
01

主体的な学びの誘発
02

数学間の変容
03

数学的モデル化のプロセスを
体験することで，生徒の数学
に対する有用感を「抽象的な
認識」から「実感を伴うも
の」へと優位に向上させた

リボ払いという実生活に直結
した題材が，主体的な対話と
課題解決への姿勢を自然発生
的に引き出した

「定式化」と「解釈」の経験
が，数学を受験のためだけの
道具ではなく，実生活におけ
る意思決定を支える道具であ
ると認識させた

４．今後の課題
数学的モデル化を通して数学的結論を導
くことはできたが，その結果をもとに自
らの生活における意思決定へと結び付け
る段階まで十分に踏み込むことができな
かった。
数学的モデル化過程の「解釈・評価」を，
結果の確認にとどめず，複数の選択肢を
比較し価値判断を行う活動として位置付
ける授業構成の工夫が必要である。



高等学校数学における実生活との関連性を高める授業の考察 

 

 

カリキュラム・授業開発コース ２５２４４０６   

佐藤 理晶   

 

１．はじめに 

 現代社会は，人工知能（AI）やビッグデー

タの活用が高度化し，あらゆる産業や生活に

先端技術が取り入れられる Society 5.0 時代

の到来により，急速かつ大きな変化の中にあ

る。このような予測困難な時代において，学

校教育には，一人一人の児童生徒が多様な

人々と協働しながら社会的変化を乗り越え，

持続可能な社会の創り手となるための資質・

能力を育成することが求められている。中央

教育審議会による「令和の日本型学校教育」

の答申では，全ての子供たちの可能性を引き

出す「個別最適な学び」と「協働的な学び」

を一体的に充実させることが，2020 年代を

通じて実現すべき学校教育の姿として示され

ている。 

 数学教育においては，現行の学習指導要領

において，数学的な見方・考え方を働かせた

「数学的活動」を通して，数学的に考える資

質・能力を育成することが目標として掲げら

れている。具体的には，日常生活や社会の事

象を数理的に捉え，数学的に表現・処理して

問題を解決し，その過程を振り返って考察す

るサイクルと，数学の事象から自ら問題を見

いだし解決した上で，その過程を振り返り，

統合的・発展的に考察するサイクルという，

２つの「問題発見・解決の過程」を学習過程

に反映させることが重視されている。数学を

学ぶ意義には，実生活で役立てる「実用的な

意義」，論理的思考力を養う「陶冶的な意

義」，人類の文化としての「文化的な意義」

があり，これらを生徒に実感させることは，

学習意欲の向上において重要である。 

 しかし，現状の高等学校数学教育には依然

として課題が残されている。PISA 2022

（ OECD 生徒の学習到達度調査）の結果によ

れば，日本の生徒の数学的リテラシーは世界

トップレベルを維持している一方で，質問紙

調査では「実生活の課題を数学を用いて解決

する自信が低いこと」や，「数学を実生活の

事象と関連付けて学んだ経験が少ないこと」

といった傾向が顕著に見られる。また，平成

27 年度学習指導要領実施状況調査において

も，高等学校段階では中学校と比較して，数

学の学習に対する意欲が高くないことや，数

学の有用性に関する認識が低いことが指摘さ

れている。多くの生徒にとって，数学は受験

のための学習にとどまり，社会の多様な場面

で活用されているという実感を十分に得られ

ていないのが現状である。 

 このような背景を踏まえると，高等学校数

学においては，教科書上の抽象的な知識の習

得にとどまらず，それらが実生活や社会とど

のように関連しているかを具体的に実感でき

る授業への転換が求められている。とりわ

け，実生活に関連した事象を数理的に捉え，

数学的モデルを作成・活用して問題解決を図

る数学的活動を授業に取り入れることは，数

学の有用性に対する実感を高め，主体的な学

びを促進する上で有効な手立てであると考え

られる。 

 本研究では，生徒が数学の有用性や学ぶ意

義をより深く実感できるよう，実生活との関

連性を高めるための授業設計および教材開発

について，数学的活動のサイクルを重視した

具体的な授業実践を通して考察する。 
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２．研究の方法と目的 

（１）研究の目的 

 本研究の目的は，高等学校数学において，

生徒が数学の有用性や学ぶ意義を実感できる

ような学習活動の在り方を明らかにすること

である。 

 「１．はじめに」で述べた通り，日本の高

校生は数学的リテラシーが高い一方で，実生

活の課題解決に対する自信や，数学と実生活

の関連を学んだ経験が不足しているという課

題がある。この課題を解決するため，日常生

活や社会の事象を数理的に捉える「数学的モ

デル化」の過程を重視した研究授業を行い，

その教材開発および授業設計が生徒の数学に

対する有用感や意欲にどのような変容をもた

らすかを検証する。 

 

（２）研究の方法 

 本研究では，事前調査，研究授業，事後調

査を以下の手順で実施し，質問紙調査による

量的データと，自由記述による質的データを

用いて分析を行う。 

①  事前質問紙調査の実施  

 事前質問紙調査は，「平成 27 年度高等学

校学習指導要領実施状況調査」における生徒

質問紙調査を参考に作成する。調査項目は，

数学学習の有用性に関する認識（生活や社会

で役立つか），実生活における数学の活用意

識，ならびに学習意欲（受験に直接関係しな

くても重要だと考えるか）など，生徒の数学

に対する多面的な認識を把握する内容で構成

する。これにより，授業実践前における生徒

の実態を客観的に把握する。 

②  数学的モデル化に着目した研究授業 

 研究授業では，高等学校学習指導要領解説

（数学編）において重視されている，日常生

活や社会の事象を数理的に捉え，解決へと導

く「問題発見・解決の過程」を学習過程に反

映させた授業を行う。本研究では，この過程

を遂行するための理論的枠組みとして，三輪

（ 1983）が提唱する「数学的モデル化過程」

に着目する。 

 具体的には，現実世界の事象を数学的に

「定式化」し，数学の世界において「数学的

作業」を行って結論を導いた後，その結果を

元の事象に照らして「解釈・評価」するとい

う一連のサイクルを重視する。生徒が数学を

現実の問題解決に資する有効な「道具」とし

て活用し，その過程を振り返りながらモデル

を改善していく活動を設計することで，

「 1．はじめに」で述べた数学の有用感の欠

如という課題の克服と，主体的な学びの実現

を目指す。 

 なお，三輪（ 1983）に基づく数学的モデル

化の定義および過程の詳細については「 3．

理論的背景」で述べ，具体的な教材研究およ

び授業構成については「 4．授業設計」にお

いて詳述する。 

③  事後質問紙調査および振り返りの実施  

 研究授業後には，事前質問紙調査と同一の

質問項目に加え，自由記述による振り返りを

実施する。事前・事後の回答結果を比較分析

するとともに，生徒の記述内容をもとに，数

学的モデル化を取り入れた学習活動が数学に

対する有用感や学習意欲に与えた影響につい

て考察する。 

 

３．理論的背景 

（１）数学的モデル化の定義と三輪の理論 

 本研究の基盤となる理論的枠組みは，三輪

（ 1983）が提唱した「数学的モデル化過程」

である。三輪によれば，数学的モデル化過程

とは，現実の世界における問題の解決を目標

として，その事象を数学の世界へと翻訳（数

学化）し，数学的なモデルを作成して数学的

手法により解決を図り，得られた結果を再び

現実の世界に照らして解釈・検討する一連の

活動を指す。数学的モデルとは，事象を特定

の目的に従って，数値，グラフ，代数，幾何

などの数学的表現によって表したものであ
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る。三輪は，数学的モデルが単に事象と一対

一に対応するものではなく，作成者の目的や

利用可能な数学的手法に依存するものである

と指摘している。 

 

（２）数学的モデル化の４段階プロセス 

 三輪（ 1983）は，数学的モデル化の過程を

以下の４段階のサイクル（図１）として説明

している。 

 
図 1 三輪の数学的モデル化過程 

①定式化（数学化） 

 現実の事象から関係の薄い細部を省略し，

単純化・理想化を行うとともに，適切な仮定

の設定や変数の選択を行い，事象を数学の舞

台にのせるプロセスである。 

②数学的作業 

 定式化された数学的問題に対し，数学的な

原理・法則や手法（計算，推論，図形処理な

ど）を適用して数学的結論を導き出すプロセ

スである。 

③解釈・評価（比較） 

 得られた数学的結果を元の事象に関連付

け，その有効性や現実の文脈における妥当性

を検討・評価するプロセスである。 

④より良いモデル化 

 評価の結果が満足できない場合，よりソフ

ィストケートされた（洗練された）モデルを

求めて再び定式化からサイクルを繰り返す，

スパイラル的な発展のプロセスである。 

 この一連の過程において，三輪は特に「定

式化」の段階が最も困難かつ重要であると強

調している。現実世界の複雑な事象からどの

変数を選択し，どのような仮定をおくかとい

う判断には，数学的な知識だけでなく深い洞

察力が要求されるからである。 

 

（３）数学的活動との関連 

 三 輪 が 提 唱 し た 数 学 的 モ デ ル 化 過 程 は ， 現
⾏ の ⾼ 等 学 校 学 習 指 導 要 領 に お け る 「 数 学 的
活 動 」 の 考 え ⽅ と 密 接 に 関 連 し て い る 。 学 習
指 導 要 領 解 説 で は ， 数 学 的 に 考 え る 資 質 ・ 能
⼒ を 育 成 す る た め に ，「 ⽇ 常 ⽣ 活 や 社 会 の 事
象 を 数 理 的 に 捉 え ， 数 学 的 に 表 現 ・ 処 理 し て
問 題 を 解 決 し ， そ の 過 程 を 振 り 返 っ て 考 察 す
る サ イ ク ル 」 を 重 視 し て い る 。  
 指 導 要 領 に ⽰ さ れ た 学 習 過 程 の イ メ ー ジ 図
（ 図 2） に お い て は ，「 現 実 の 世 界 」 か ら
「 数 学 的 に 表 現 し た 問 題 」 を 経 て 「 結 果 」 に
⾄ り ， そ の 後 「 活 ⽤ ・ 意 味 づ け 」 を 通 し て 再
び 現 実 の 世 界 へ と 戻 る 循 環 的 な 過 程 が ⽰ さ れ
て い る 。 こ の 過 程 は ， 三 輪 の 数 学 的 モ デ ル 化
過 程 と 本 質 的 に ⼀ 致 し て い る と 捉 え る こ と が
で き る 。  
 具 体 的 に は ， 指 導 要 領 に お け る 「 事 象 の 数
学 化 」 は 三 輪 の 「 定 式 化 」 に ，「 数 学 的 な 表
現 ・ 処 理 」 は 「 数 学 的 作 業 」 に ， さ ら に 「 結
果 の 意 味 を 考 察 す る （ 意 味 づ け ）」 は 「 解
釈 ・ 評 価 」 に そ れ ぞ れ 対 応 し て い る 。 し た が
っ て ， 本 研 究 で 取 り 組 む 数 学 的 モ デ ル 化 を 重
視 し た 授 業 は ， 学 習 指 導 要 領 が ⽬ 指 す 「 数 学
的 な ⾒ ⽅ ・ 考 え ⽅ 」 を 働 か せ た 数 学 的 活 動 を
具 体 化 す る も の で あ る と い え る 。  

 

図 2 算数・数学の学習過程のイメージ  

 

とおくと，
A  U  +  1  )  =  c A  (i) ① 
乙れは時間 tが離散的な値 t = O，1，2  
をとるものと考え， A  (z 十 1 )と J¥(Z') の

関係を①の形で表したものである。
これに対して，同じ事象について，時間
t が連続的な値をとるものと考え，A(t ) も
連続的な値をとり，関数 A(t)が t について
微分可能であるとすると，上の①に対応す
るA (t) とtの間の関係は，kを定数として，
d A  (t) 

=  k  A (  t) dt 
のように微分方程式に表すことができる。
上で示した例からもわかるように，モデノレ
における変数の間の関係が，解析的な微分方
程式で表されるものもあれば，連立方程式な
どの代数方程式で表されるものある。
後者のザIJとしては，何ケ所かの工場から何
ケ所からの販売所までの輸送の問題( 輸送費
用を最小にするもの) がある。乙れは，最も
簡単な場合，線形計画法lζよって解かれる。
数学的モデノレlζは，上のような数式的なも
のばかりではない。幾何学化し，図形的に考
察することも忘れてはならない。
有名なケーヒスベノレグの橋渡りの問題は，
乙の最も古典的な例といえる。10)

以上，数学的モデノレの意味を述べ， その併
を示したが，その共通の特性はもっていても，
対象，目的，方法によって，非常に多様であ
ることがわかる。次に， 乙の数学的モテソレを

(1) その事象iζ光を当てるように，数学的問
題l乙定式化する( 定式化) 。
(2) 定式化した問題を解く( 数学的作業) 。
(3) 得られた数学的結果をもとの事象と関連
づけて，その有効さを検討し，評価する( 解
釈，評価) 。

(4) I問題のより進んだ定式化をはかる( より
良いモデノレ化)。
上述の過程で， ( 1 ) では，理想化・単純化な
いし近似など，一種の「結晶化Jがなされると
ともに，適切な仮定の設定，それらを数学的
言語で表現することが必要である。この際，
解けるように簡単な定式化をはかることと，
事象の複雑さを捉えることとは，経済学でい
うトレード・オフの関係にあるといえる。ま
た， (3)で，結果が検討され，評価されるが，
それが満足できないときは， (4)で示すように
よりソフィストケートされたモデルを求めて，
(1)'"'-'(3)の過程をくり返すことになる。つまり，
(4)は， (1)'"'-'(3)とは少しちがうのである。 (1)'"'-'(3)
で，過程が一応完結するのであるが， (3)で行
った評価の結果を踏まえて，いっそうのモデ
ルの改良を求めて再び( 1)'"'-'(3)をくり返すとい
うスパイラノレ的発展を (4)で表したのである。
以上をまとめて図式的に示せば，次のよう
になる。

どのように作成していくか，その過程を見る 解釈・評価 数学的作業
数学的理論・
手法ことにしよう。 比較

3. 数学的モデル化過程
数学的モデル化過程というとき，それは，
はじめに述べた， Pollak の定義に似て，次の
4 段階を踏む乙とになる。11)

まず，ぞれまでの経験・観察をもとにして，
ある事象が民求を要ーするという認識があると
いう前提の下で，

図 l

上の図式で，実際は数学的モデノレの改良を
求めて，何回も回ることになるのである。
これからもわかるように，数学的モデノレ化

過程は，単iζ，事象iζ対する数学的モデノレを

26

第１章
総　説

類似の事象にも活用したりして適用範囲を拡
ひろ

げる。

　イメージ図の右側の【数学の世界】に含まれる過程は，数学の事象から問題を見いだし，

数学的な推論などによって問題を解決し，解決の過程や結果を振り返って統合的・発展的，

体系的に考察する過程である。数学の事象から問題を見いだす過程を，イメージ図では

「数学の事象の数学化」としている。これは，数学的な見方・考え方を働かせ，数量や図

形及びそれらの関係などに着目し，観察や操作，実験などの活動を通して，一般的に成り

立ちそうな事柄を予想することである。この予想した事柄に関する問いが「数学的に表現

した問題」となる。そして，数学的に表現した問題をより特定なものに焦点化して表現・

処理したり，得られた結果を振り返り統合的・発展的に考察したりする。

　このイメージ図は数学の問題発見・解決の過程全体を示しており，「数学的活動を通し

て」とは，単位授業時間においてこれらの過程の全てを学習することを求めるものではな

いことに留意することが必要である。実際の数学の学習過程では，このイメージ図の過程

を意識しつつ，指導において必要な過程を遂行し，その結果，これらの過程全体を自立的，

協働的に遂行できるようにする。

　例えば，「数学B」の「数列」の「漸化式」の学習を考えてみる。「ある薬は 8時間ごと，

1日に 3回，1錠ずつ服用するとする。また，1錠には薬の有効成分が 50mg 含まれており，

服用して 8時間後に有効成分の 40％が残っているとする。このとき，この薬を飲み続け

ると有効成分の残量はどのように変化するか？」という問題に対して，n 回目に薬を服用

した直後の有効成分の残量を an��mg とすると，a1＝50，an＋1＝0.4an＋50 という関係式（漸

化式）が得られる。この式から，a1，a2，a3…を求め，結果をグラフに表せば変化の様子

を捉えることができる。しかし，この数列の一般項を求めることができれば，例えば 5日

後の 3回目に薬を服用した直後の有効成分の残量をすぐに求めることができる。そこから

新たに「漸化式から一般項を求めるにはどうすればよいか？」という問題が派生する。こ

135



（４）数学的モデル化過程を導入する教育

的意義 

 数学的モデル化を授業に取り入れる意義

は，以下の３点に集約されると考えた。 

 第一に，数学を現実の問題解決のための有

効な「道具」として活用する経験を通じ，生

徒に数学の有用性や実用的な意義を実感させ

ることである。 

 第二に，単純化や仮定の設定，結果の批判

的な検討といったプロセスを通じて，論理的

かつ統合的・発展的に考える「陶冶的な意義

（数学的な考え方の育成）」を達成すること

である。 

 そして第三に，答えのない問いに対して粘

り強く取り組み，自ら問題を構成していく

「創造性の基礎」を養うことにある。 

 

４．授業設計 

（１）生徒の実態 

 研究授業に先立ち，研究協力校である A 高

校 2 年文系クラスの生徒（ 32 人）を対象

に，数学学習の有用性認識に関する事前調査

を実施した。本調査は 2025 年 9 月 17 日に実

施し，「平成 27 年度高等学校学習指導要領実

施状況調査」の生徒質問紙調査を参考にした

質問項目を用いている。調査は「そう思う

（ある）」「どちらかといえばそう思う（あ

る）」「どちらかといえばそう思わない（な

い）」「そう思わない（ない）」の 4 件法で行

い，肯定的な回答（上位 2 項目）の割合を集

計した。 

 「平成 27 年度高等学校学習指導要領実施

状況調査」の結果を全国平均として，A 高校

の結果と比較したものが表１である。 

 調査結果の分析から，A 高校の生徒には以

下の特徴が見出された。 

 第一に，数学の有用性や社会的な必要性に

対する認識が非常に高い点である。設問 (1)

は 71.9％，設問 (7)は 84.4％に達しており，

生徒の多くが数学を社会に不可欠なものとし

て捉えている。また，設問 (4)が 80.6％，設

問 (5)が 78.1％と，学習に対する意欲も全国

平均を大きく上回っている。 

 第二に，日常生活における数学の活用意識

や授業での経験も，全国平均に比べれば高い

傾向にある。設問 (2)の活用意識では，

59.4％となり，設問 (3)授業での利用経験で

は 56.3％と，ともに全国平均の約 2 倍の水

準であった。これは，PISA 調査等で指摘さ

れている「日本の生徒は数学を実生活の事象

と関連付けて学んだ経験が少ない」という一

般的な課題に対し，A 高校においては比較的

関連付けが進んでいる状況を示唆している。 

 しかし，将来の職業と数学の結び付きにつ

いての設問 (6)は， 12.5％と極めて低い肯定

率を示した。これは全国平均である 28.0％

の半分以下であり，他の項目が軒並み高い数

値を示していることと対照的である。 

表 1 質問紙調査の質問項目 

 

 以上の実態から，A 高校の生徒は「数学は

社会で役立つ大切なものである」という抽象

的な認識はもっているものの，「自分自身の

将来や生活における具体的な課題解決の道

具」として数学を捉え切れていないという課

題が浮かび上がった。これは PISA2022 の質

問紙調査結果に見られる「実生活の課題を数

学で解決する自信の低さ」とも共通する課題

である。 

 したがって，本授業設計においては，生徒

アンケート質問項⽬ A⾼校 全国

設問(1)
数学の学習をすれば、ふだんの⽣活や社会に出
て役⽴つ

71.9% 51.6%

設問(2)
数学で学習したことを、⽇常⽣活や他教科の学
習で使おうとしていますか

59.4% 31.9%

設問(3)
数学の授業で、数学の知識や技能を⽇常⽣活や
社会の場⾯に利⽤することがありますか

56.3% 27.3%

設問(4)
数学の学習は、受験に関係なくても⼤切だと思
いますか

80.6% 61.3%

設問(5)
ふだんの⽣活や社会に出て役⽴つよう、数学を
学習したいと思いますか

78.1% 47.9%

設問(6)
将来、数学の学習を⽣かした仕事をしたいと思
いますか

12.5% 28.0%

設問(7)
数学は社会のあらゆる分野で必要だと思います
か

84.4% 56.4%
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がもつ高い有用性認識を，実際の課題解決能

力（自己効力感）へと繋げるために，三輪

（ 1983）の提唱する数学的モデル化過程を導

入し，数学を実生活の問題を解き明かすため

の「生きた道具」として活用する経験を積ま

せることが不可欠であると考えた。 

 

（２）授業の展開 

 研究授業のねらいは，リボ払いの計算を通

して，事象の再帰的な関係に着目し，日常の

事象を数学的に捉え，数列の考えを問題解決

に活用することができるようにすることであ

る。本授業は，2025 年 10 月 28 日に実施し

た。単元は数学 B「数列」に位置付けられ

る。対象生徒は，数学Ⅰおよび数学 A，さら

に数学 B の「数列」まで既に履修済みであ

り，加えて数学 C の「ベクトル」についても

学習を終えている。本授業は，これらの既習

事項を基盤とし，大学入学共通テストに向け

た演習の一環として実施した。 

 
図 3 究授業で提示した問題文 

 
１）定式化の段階  

 授業の導入部では，リボ払いによる商品購

入という実生活に関連した場面を提示する。

生徒は， 30 万円の商品を月利 1％，毎月 3 万

円返済するという条件から，返済回数や利息

の影響について「見通し」を立てる。ここで

三輪のいう「定式化」が行われる。具体的に

は， n 回目返済後の元金残高を 𝑎!という変数

で置き換え， 𝑎!"# = 1.01𝑎! − 30000という漸化

式（数学的モデル）を作成する活動である。

これは，事象を数学の舞台にのせる最も困難

かつ重要なプロセスを具体化したものであ

る。 

２）数学的作業の段階 

 展開部では，定式化された漸化式に対し，

数列の知識を用いて一般項を求める「数学的

作業」を遂行する。計算の結果，返済回数は

「 11 回」となり，返済総額は約 31.8 万円に

なるという「数学的結論」を導き出す。この

段階では，生徒は純粋に数学の世界で論理的

な処理を行う。 

３）解釈・評価の段階 

 得られた数学的結論（ 11 回，約 31.8 万

円）を，再びリボ払いという元の事象に照ら

して「解釈」する。生徒は，利息があるため

に単純な分割払い（ 10 回）よりも回数が増

えることや，利息総額の重みを実感すること

で，モデルの妥当性や現実社会における意味

づけを行う。これは，数学の結果を現実の文

脈で評価するプロセスである。 

４）より良いモデル化段階 

 終盤では，問題場面の条件を「年利 15％

ならどうなるか」「月々の支払いを 2 万円に

減らしたらどうなるか」と変更し，さらなる

考察を促す。これは三輪が提唱する「より洗

練されたモデル」を求める過程に相当する。  

返済額を減らすと利息総額が劇的に増えると

いった変化を分析させることで，一度得た結

論に満足せず，仮定を変更してサイクルを繰

り返す「スパイラル的な発展」を経験させる

構成となっている。 

 以上の展開により，生徒は抽象的な漸化式

の解法を習得するだけでなく，数学が実社会

の課題を解決するための強力な「道具」であ

ることを実感し，学習指導要領が目指す「数

学的な見方・考え方」を働かせた数学的活動

を展開することを目指している。 

 

５．研究授業の実際 

（１）実際の授業展開 

 導入では， 30 万円の商品を月利 1％，毎月

3 万円返済するという「リボ払い」の具体的

な数値を提示した。生徒はプリントを用い，

リボ払いについて考えよう！ 
30 万円の商品をリボ払い（元利定額方
式）で購入した。 
毎月の支払い額は 3 万円，年利は 12％
（月利 1％）とする。 
返済回数と返済総額を求めよ。 
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1 回目，2 回目の返済後の残高を算出し，元

金と利息の増減を追った。 

 展開では，返済回数の予想を立てた後， 𝑛

回目と 𝑛 + 1回目の関係を 𝑎!"# = 1.01𝑎! − 30000

という漸化式で定式化した。その後，特性方

程式を用いて一般項を求める数学的作業を行

い，完済までの回数と返済総額を算出した。 

 終盤では，年利や返済額の条件を変更した

場合の影響について考察を行い，最後に数学

を消費生活に活用する意義を確認して授業を

終えた。 

 
図 4 研究授業で使用した学習プリント  

 

（２）生徒の反応と授業の状況 

 リボ払いという実生活と関連した題材に対

し，生徒の関心は非常に高く，返済回数の予

想場面では生徒同士の活発な意見交換が行わ

れた。授業者とのやり取りもスムーズで，全

体として意欲的な学習態度が見られた。 

 一方で，数学的作業の段階では，特性方程

式を用いた解法を思い出せず手が止まる生徒

が散見された。これに対し，授業者から特性

方程式の解法について解説を行なった。ま

た，時間配分の都合により，条件変更後の議

論を十分に行うことができなかった。 

 

６．研究授業の分析と考察 

（１）質問紙調査の比較と変容の分析 

 研究授業の前後における生徒の意識変容を

明らかにするため，授業後の調査に回答した

14 名の生徒を対象に，事前・事後調査の肯

定的な回答の割合を算出し比較した結果，以

下の３つの主要な変容が見出された。 

表  2 事 前 ・ 事 後 質 問 紙 調 査 の ⽐ 較  

 

 第一に，数学の有用性や実用経験に関する

項目（設問 (1)～ (3)）がいずれも 14.3 ポイ

ント上昇した点である。特に設問 (1)（役立

つ）と設問 (2)（使おうとする意欲）が

92.9％に達したことは，リボ払いを題材とし

た数学的モデル化の授業が，生徒にとって数

学を「社会で機能する生きた道具」として再

定義させる強力な契機となったことを示して

いる。また，授業での利用経験（設問 (3)）

の上昇は，三輪（ 1983）のいう「事象の数学

化」や「解釈・評価」を実際に遂行した実感

が反映された結果であるといえる。 

 第二に，「数学の社会的な必要性」への認

識（設問 7）が 100％に達した点である。全

員が「数学は社会のあらゆる分野で必要であ

る」と回答したことは，リボ払いの利息計算

という具体的な経済事象を通して，数学が経

済システムの基盤を成していることを生徒が

強く実感した結果であると考えられる。 

 第三に，学習意欲（設問 (5)）や職業意欲

（設問 (6)）が低下したという特筆すべき傾

向である。設問 (5)は 100％から 78.6％へ，

設問 (6)は 28.6％から 21.4％へ減少した。こ

の要因は「数学的作業（計算）」の困難さに

よるものと考える。一般項を求める際に，特

性方程式を用いる解法で多くの生徒が躓いた

ことにより，数学を「使う」ことの価値は認

めたものの，それを自力で「使いこなす」た

めに必要な「知識・技能」のハードルを実感

し，将来的に数学を専門とする道への慎重姿

2025/10/28� 2 年⽂系� 名前� � � � � � � � � � � � � � � � �
本時の⽬標�
�
�
�
問題�
�
�
�
�

予想�
・返済回数と返済総額�
�
�
�
・どうやって解決する？�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
まとめ� 振り返り�
� �

リボ払いについて考えよう！�
30万円の商品をリボ払い（元利定額⽅式）で購⼊した。�
毎⽉の⽀払い額は3万円，年利は12％（⽉利1％）とする。返済回数と返済総額を求めよ。�

�

購⼊⾦額 ⽉利 ⽀払鱉⽉額
300,000 1% 30,000

⾦利⼿数料 元⾦返済分 残鲏鱳借⾦額

１鳮⽉後 返済1回⽬

２鳮⽉後 返済2回⽬�… �… �… �… �…

�

事前 事後 事前 事後
設問(1) 78.6% 92.9% 設問(5) 100.0% 78.6%
設問(2) 78.6% 92.9% 設問(6) 28.6% 21.4%
設問(3) 71.4% 85.7% 設問(7) 92.9% 100.0%
設問(4) 78.6% 85.7%
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勢が生まれた可能性がある。 

 

（２）ワードクラウドによる頻出語の分析 

 ⽣ 徒 の 振 り 返 り に お け る ⾃ 由 記 述 を 分 析
し ， 作 成 し た ワ ー ド ク ラ ウ ド （ 図 4） を ⾒ る
と ， 最 も ⼤ き く 中 央 に 表 ⽰ さ れ て い る 語 は ，
「 数 列 」「 漸 化 式 」「 特 性 ⽅ 程 式 」「 リ ボ 払
い 」 で あ る 。 数 学 の ⽤ 語 （ 数 列 ・ 漸 化 式 ） と
現 実 の 題 材 （ リ ボ 払 い ） が 同 等 の 重 要 度 で ⽣
徒 の 意 識 に 残 っ て い る こ と が 読 み 取 れ る 。 ま
た ，「 導 き 出 す 」「 解 け る 」「 た ど り 着 く 」 と
い っ た 肯 定 的 な 動 詞 が ⽬ ⽴ ち ， ⾃ ら 計 算 を ⾏
い 結 論 に ⾄ っ た こ と に よ る 達 成 感 が う か が え
る 。  
 ⼀ ⽅ で ，「 難 し い 」「 つ ま ず く 」「 忘 れ か け
る 」 と い っ た 語 も ⼀ 定 の ⼤ き さ で 出 現 し て お
り ， こ れ は 特 性 ⽅ 程 式 を ⽤ い た 計 算 に 代 表 さ
れ る 数 学 的 作 業 に お い て ， ⽣ 徒 が 苦 戦 し て い
た 様 ⼦ を ⽰ し て い る 。     

 
図 5 ワードクラウドの結果  

 

（３）共起ネットワークによる分析 

 共起ネットワークにおいて， [一般-項 -簡

単 -つまずく ]といった語の結び付きが形成さ

れていた。このことから，特性方程式を用い

た解法を思い出せず手が止まる生徒が散見さ

れたことと整合する反応が可視化されてい

る。 

 「返済」「元金」「総額」「回数」「デビット

カード」など，日常生活に関連する語がまと

まりをもって共起している点も特徴的であ

る。特に， [返済-総額-回数 -求める ]といっ

た強い結び付きは，数列の考え方が実生活の

場面と結び付けて理解されていることを示唆

している。このことから，本授業における日

常的文脈の導入は，数学的概念の意味づけに

一定の役割を果たしたと考えられる。 

 さらに，「考える」「取り組める」「良い」

「楽しい」といった語が他の語と結び付いて

出現していることから，生徒が受動的に説明

を受けるだけでなく，自ら思考しながら学習

に参加していた様子がうかがえる。これは，

本授業が生徒の主体的な活動を一定程度促し

ていたことを示す結果といえる。 

 一方で， [数学の問題 -長い -難しい -読解力

-感じる ]といった語の共起も確認された。こ

れらは授業内容そのものの理解困難さという

よりも，文章量の多さや情報処理の負荷に対

する生徒の負担を反映している可能性が高

い。 

 
図 6 共起ネットワークの結果  

 

７．成果と課題 

（１）成果 

 最大の成果は，数学的モデル化のプロセス

を体験させることで，生徒の数学に対する有

用感を有意に向上させた点である。事前・事

後調査の比較において，「数学は生活や社会

で役立つ」という肯定的な回答が 78.6%から

92.9%へと上昇し，「数学は社会のあらゆる分

野で必要である」という認識については回答

した生徒の 100%に達した。これは，リボ払
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いという実生活に関連した問題を数列という

数学の問題に置き換える「定式化」の経験

が，数学を受験の道具から意思決定を支える

道具へと変容させたことを示唆している。 

 もう一つの成果は，リボ払いという実生活

に関連した題材を提示したことで，生徒の学

習意欲が大きく喚起された。返済回数の見通

しを立てる場面において生徒同士の活発な意

見交換が自然発生し，主体的に課題を解決し

ようとする姿勢が顕著に見られた。自由記述

の分析（ワードクラフトと共起ネットワー

ク）からも，「実生活」と「数列」が結び付

いた思考構造が確認され，単なる知識の伝達

にとどまらない，実感を伴う深い学びが実現

されたといえる。 

 

（２）課題 

 今後の課題は，数学的結論を得た後に，そ

れをどのように実生活の意思決定へと結び付

けさせるかという点である。本実践では，リ

ボ払いを数列として定式化し，返済回数や返

済総額を数学的に導き出すことには成功し

た。しかし，その結論をもとに「では自分な

らどのような支払い方法を選択するのか」

「どの条件であれば利用すべきでないのか」

といった，生活者としての判断にまで十分に

踏み込む時間を確保できなかった。 

 その結果，数学が実生活の仕組みを理解す

る有効な道具であることは実感できた一方

で，数学を用いて自ら意思決定を行うという

段階まで自己効力感を高めるには至らなかっ

た可能性がある。数学的モデル化の段階であ

る「解釈・評価」を，単なる結果の確認にと

どめず，複数の選択肢の比較や価値判断を伴

う活動として設計することが，実生活との関

連性を一層高める上で重要な課題である。 
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小学校低・中学年における数学的な見方・考え方の育成を目指した 

算数科授業デザインに関する一考察 

 

カリキュラム・授業開発コース ２５２４４０７   

渡部 温子   

 

１．研究背景・目的 

学習指導要領では、深い学びの鍵として「見方・考え方」を働かせることが重要になる

ことが示されている。算数・数学において、数学的な見方・考え方の育成に焦点を当てた

実践報告は、小学校高学年や中学校段階を対象にしたものが多く、小学校低学年から中学

年段階における実践事例は十分に蓄積されているとは言いがたい。令和５年度全国学力・

学習状況調査の結果からは、小学校中学年段階からの図形分野における数学的な見方・考

え方の育成に課題が見え、指導の改善の必要性が示された。このような背景及び今年度の

教職インターンシップ配属校の児童の実態を踏まえ、本実践では小学校第３学年の児童を

対象に、教材や発問を工夫し、数学的な見方・考え方を働かせる契機とすることができる

ような授業デザインを試みた。 

本研究は、数学的な見方・考え方を目指すにあたって効果的な授業デザインの示唆を得

ることを目的とする。数学的な見方・考え方の全体像を網羅的に論じるものではなく、一

授業の実践事例をもとに授業デザインの可能性と課題を検討する一考察である。 

２．研究方法 

数学的な見方・考え方に関する先行研究や実践、令和５年度の全国学力・学習状況調査

の報告書を拝読し、これを踏まえて、小学校第３学年の児童を対象とした数学的な見方・

考え方に焦点を当てた授業を構想した。算数科の単元「三角形」の導入部において、教材

や発問を工夫して授業実践を行った。板書、児童の学習ノート及び図形の具体物（児童が

授業内で操作した教材）の様子から、数学的な見方・考え方が働いている場面を捉え、質

的に分析した。 

３．成果と課題 

本実践を通して、具体物を操作する活動を可能にする教材や、発問の工夫により、児童

が身の回りのものを図形として捉え直し、図形を構成する要素である「辺」に着目しよう

とする様子が見られた。また、既習事項との関連を意識し、統合的に捉えようとする思考

の一端がうかがえる場面もあった。これらのことから、小学校第３学年においても、教材

や発問の工夫によって、数学的な見方・考え方を働かせる契機を設定し、その様相を見取

ることは可能であることが示唆された。 

一方で、統合的・発展的な考察までには至らなかった児童も多く、その点を含め、教

材、授業の展開、手立てなど全体的に授業改善の余地があると考える。また、発達段階を

考慮した児童一人一人の適切に評価するための方法についても検討の余地があると考え

る。 
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既習事項と関連付けよう
としたことがうかがえる 「三角形にもいろいろな形があると分かりました。このべんきょうで

形にもっときょうみがわきました。楽しかったです。」

直線で切れていない
ため、正確ではない

確認問題は正答であったが、
長さの把握の仕方は直観的？

完成した三角形からは、使う
ストローの色や長さなど特別
何かに着目してこだわって
つくった様子はうかがえない

折り紙でつくった三角形

・既習事項との関連に気付けるような導入やまとめをした。
・長さの異なるストローとモールで三角形をつくるという
身近な具体物を操作する活動を通して、具体物を図形と
して捉え直すことができるようにした。
・折り紙を半分に折って二等辺三角形をつくる機会を設け、
身の回りのものと本時の学びの関連付けを促した。

小学校第３学年においても、教材や発問の工夫によっ
て、数学的な見方・考え方を働かせる契機を設定し、そ
の様相を見取ることは可能であることが示唆された。

・統合的・発展的な考察までには至らなかった児童も多い。
→この点を含め教材、授業の展開、手立てなど全体的に授業改善。
・発達段階を考慮した、児童一人一人の適切な評価について検討。

同じストローを２本使って
三角形をつくろうとしてい
たことがうかがえる

確認問題は、
二等辺三角形、
正三角形とも
に正答

物事を固定的なもの、確定的なものと考えず、
絶えず考察の範囲を広げていくことで新しい
知識や理解を得ようとする

異なる複数の事柄をある観点から捉え、
それらに共通点を見いだして一つのもの
として捉え直す

小学校低・中学年における数学的な見方・考え方の育成を目指した
算数科授業デザインに関する一考察

２．数学的な見方・考え方

『小学校学習指導要領（平成29年告示）解説 算数編』

小学校低・中学年において目指すものは…？（例：小学校第３学年）

事象を数量や図形及びそれらの関係などに着目して捉え，
根拠を基に筋道を立てて考え，統合的・発展的に考えること

〔第３学年〕 Ｂ 図形（１） イ（ア）
図形を構成する要素に着目し、構成の仕方を考えるとともに、図形の性質を見
いだし、身の回りのものの形を図形として捉えること

１．研究背景・目的

４．実際の児童の様子

５．成果と課題

３．授業実践

対象：秋田市内A小学校
第３学年児童 3３名 （※当日出席は26名）

単元：「三角形」（導入部）
（二等辺三角形と正三角形を学習）

分析：板書、学習ノート、具体物から質的に分析

カリキュラム・授業開発コース ２年次 2524407  渡部温子

中島（2015）、片桐（2017）
「『 統合といった観点による発展的な考察』と読みとることが望ましい」のではないか。

笠井（2012） （「見方・考え方」について）
「初めて出合った問題に、既習の知識を活用しながらどう対処して答えを出していくか」

【授業の流れ】
ストローとモールで
三角形を作る

三角形とは？（2年生の復習）
仲間分け

まとめ
二等辺三角形と正三角形の整理 確認問題

折り紙を使って
二等辺三角形をつくる

ふりかえり

（第２時）（第１時）

図形を構成する要素に着目して、
考察でき、身の回りのものの形を
図形として捉えることができる

既習事項と
関連付けられる

教材
発問

の工夫？

授業デザインの重要事項

【成果】 【課題】

A児

B児

C児

『 統合』と 発展』は切り離して考えられる、起こりうるものではなく、
それらが交互に発生することによって考察が深まっていくという視点は共通

『小学校学習指導要領（平成29年告示）解説 総則編』 ｐ.４

深い学びの鍵として「見方・考え方」を働かせることが重要になること。各教科等の「見方・考え方」は，「どのような視
点で物事を捉え，どのような考え方で思考していくのか」というその教科等ならではの物事を捉える視点や考え方である。

（３）『令和５年度全国学力・学習状況調査小学校算数』で正答率が全国平均２割程度にとどまった問題は、小学校第３学年で
学習する三角形の性質に関する内容が含まれたものであった。

（２）数学的な見方・考え方に関する実践で、小学校低・中学年を対象とする事例の蓄積が不十分。

授業実践を行い、数学的な見方・考え方の育成に効果的な授業デザインの示唆を得たい

（１）形づくりに高い意欲を示す反面、 身の回りのものを図形として捉えることに困難が生じている児童の姿。

山野（2020）…「新たな知識や理解を得ることを目的として、関連付けたり、既習事項と結
び付けたりし、一つの ものとして捉え直したものを、さらに適用範囲を広
げたり、条件を変えたり、新たな視点から捉え直したりする考察」では？

「３本の直線でかこまれた形」

問題「これは三角形？」

① ② ③

四角形 さんかく 直線でかこま
れていない ※つくったものに出席番号

シールを貼るように指示

ストローの長さ→辺の長さ

２つの辺の長さが等しい三角形は二等辺三角形
では、３つの辺の長さが等しい三角形は？
三等辺三角形？（児童）→実は、正三角形

まとめの場面において、
（「正三角形」と聞いて）
「…正方形？」とつぶやく

二等辺三角形と
正三角形を見つける
（教科書の問題）
コンパスの使用OK

…

…

…

ふりかえり
「いろいろな三角形の名前がわかった。」
授業を通してストローの長さ→辺の長さに着目し、
既習事項と関連付けて考えることができていた？

「二等辺三角形と正三角形はおりがみでつくれると分かった。」

授業を通して、辺の長さに着目し二等辺三角形と正三角形の特徴を
理解することができた？身の回りのもの（折り紙）との関連付けを
はかってはいるが、正確な理解に至っているかは疑問

同じストローを３本または
2本使って三角形をつくろう
としていたことがうかがえる

辺の長さに着目し、三角形の種類ついて理解はできた？本時の学習が、
身の回りの形に対して数学的な見方を働かせる契機となりうる？

ずらして重ねて切ってもいい？
ダメだと思う…（数名の児童）

なぜこの方法で二等辺三角形ができる？
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１．研究背景・目的  

現行の学習指導要領（文部科学省、2017）

では、深い学びの鍵として「見方・考え方」

を働かせることの重要性が示されており、算

数・数学科においても、数学的な見方・考え

方の育成が求められている。一方で、全国学

力・学習状況調査の結果や先行研究の動向か

らは、小学校低・中学年段階における数学的

な見方・考え方の育成について、十分な実践

が蓄積されているとは言いがたい。こうした

課題意識のもと、筆者は教職インターンシッ

プ配属校における児童の実態に着目し、本研

究のテーマを設定した。 

この章では、以下、研究背景の詳細を述べ

て整理し、目的を明示する。 

 

（１）研究背景①：対象児童の実態 

本実践の対象となった学級の児童には、形

づくりに高い意欲を示す反面、身の回りのも

のを図形として捉えることに困難が生じてい

る様子がよく見受けられていた。具体的に

は、休み時間に折り紙を折って遊んだり、図

画工作科では夢中で作品をつくったりしてい

て、絵を描くことが好きな児童も複数いるな

ど、発想が豊かな児童が多く在籍していた。

一方で、いざ工作を進めるとなると、紙に何

の下書きもせずに無計画に切り始めたり、段

ボールを円状に切り取ろうとして歪んだ形に

なっていたり、「先生、りんごってどう描けば

いいの？」「さくらんぼは？」などと聞いてき

たりしていた。この様子を見て、算数科を専

攻する私は、丸いものを円として捉えて下書

きしたり、ものの左右対称性に気付いて紙の

扱いを工夫したりすれば、より正確な形をつ

くることができるのではないかと考えた。 

つまり、この学級の児童は、身の回りのも

のの形を図形として捉え直す「数学的な見

方・考え方」が育てば、自分のつくりたいよ

うに作品がつくれるのではないかと考えた。 

 

（２）研究背景②：実践の蓄積 

 先行研究に関して、「数学的な見方・考え

方」に関する実践は、小学校高学年から中学

校段階の児童・生徒を対象としたものが多

く、小学校低・中学年を対象とする事例の蓄

積が十分とはいえない。 

筆者はこれまでに「数学的な見方・考え

方」の育成に関連するテーマで、第 4 学年、

第 5 学年の児童を対象に授業実践を行った

が、今年度は、さらに児童の思考の見取りが

困難であることが予想される、第 3 学年の児

童を対象とした実践を試みた。 

着目したことや考えたことを、発言によっ

て明確に表すことや、学習ノートやふりかえ

りに詳細な記述を残すことが困難である実態

をもつ児童を対象とする実践事例の一つをつ

くる意義はあるのではないかと考える。 

 

（３）研究背景③：全国的な算数教育の課題 

『令和 5 年度全国学力・学習状況調査小学

校算数』（国立教育政策研究所、2023）で正答

率が全国平均 2 割程度にとどまった問題に

は、小学校第 3 学年で学習する三角形の性質

に関する内容が含まれていた。この問題は、

「テープを二つ折りにして斜めに切り、開い

たときにできる図形（三角形）の角度につい

て考える」ものであった。テープをぴったり

重なるように折り、正しく切れば二等辺三角
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形ができる。さらに、角度を逆算することに

よって正三角形を作ることも可能である。こ

れは、「正三角形の意味や性質について理解し

ているか」を見るための問題であったが、正

答した児童は全国で 25.3％、秋田県ではさら

に下回って 23.5％であった。解答の分析結果

から、国立教育政策研究所は、「目的の図形を

つくるために、どのような操作をすればよい

か、図形の意味や性質を基に、見通しを立て

ることができるようにすることが重要であ

る。」として、学習指導の改善を求めた。この

ためには、そもそも、図形の構成要素である

辺や角に着目した指導が必要である。 

 

（４）研究目的 

これらのことから、本実践では小学校第 3

学年の児童を対象に、教材や発問を工夫し、

「数学的な見方・考え方」を働かせる契機と

することができるような授業デザインを試み

たいと考えた。よって本研究は、「数学的な見

方・考え方」の育成を目指すにあたって効果

的な授業デザインの示唆を得ることを目的と

する。つまり、「数学的な見方・考え方」の全

体像を網羅的に論じるものではなく、今年度

の教職インターンシップでの省察を記した実

践報告書として、一授業の実践事例をもとに

授業デザインの可能性と課題を検討する一考

察を行うものである。 

 

２．数学的な見方・考え方 

（１）数学的な見方・考え方の捉え 

『小学校学習指導要領（平成 29 年告示）解

説 算数編』（文部科学省、2017）では、「数

学的な見方・考え方」を働かせるとは、「事象

を数量や図形及びそれらの関係などに着目し

て捉え、根拠を基に筋道を立てて考え、統合

的・発展的に考えること」と定義している。

「統合」は「異なる複数の事柄をある観点か

ら捉え、それらに共通点を見いだして一つの

ものとして捉え直すこと」、「発展」は「物事

を固定的なもの、確定的なものと考えず、絶

えず考察の範囲を広げていくことで新しい知

識や理解を得ようとすること」と示されてい

る。 

この「統合的・発展的に考えること」の表

記や解釈については、主に中島（2015）や片

桐（2017）が一部の捉えについて批判的な立

場を示しており、山野（2020）が自身の実践

報告にあたって整理しようと試みた。 

中島（2015）の捉えは、「統合」と「発展」

は並列のものではなく、「『統合といった観点

による発展的な考察』と読みとることが望ま

しい」というもので、片桐（2017）は、その

捉えには賛同しつつ、「統合」と「発展」をそ

れぞれ定義している。 

山野（2020）は、これらを踏まえ、「統合と

いった観点による発展的な考察」を「新たな

知識や理解を得ることを目的として、関連付

けたり、既習事項と結び付けたりし、一つの

ものとして捉え直したものを、さらに適用範

囲を広げたり、条件を変えたり、新たな視点

から捉え直したりする考察」と捉えた。 

また、笠井（2012）は、「見方・考え方」は

「初めて出合った問題に、既習の知識を活用

しながらどう対処して答えを出していくか」

というときに見取ることができると示してい

る。 

どの捉えにも共通して、既習事項との関連

付けて考える内容が含まれているため、本研

究では文部科学省の定義をもとに、既習事項

との関連付けを重視した実践を行った。 

 

（２）小学校低・中学年における具体 

小学校低・中学年において求められる「数

学的な見方・考え方」とはどのようなもので

あるか、小学校第 3 学年の図形分野を例に挙

げる。『小学校学習指導要領（平成 29 年告

示）解説 算数編』では、図形分野の目標を

「図形を構成する要素に着目し、構成の仕方

を考えるとともに、図形の性質を見いだし、
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身の回りのものの形を図形として捉えるこ

と」としている。第 3 学年の図形分野の単元

「三角形」では主に辺に着目して学習するこ

ととなる。  

また、国立教育政策研究所（2020）が発行

する『「 指導と評価の一体化」のための学習

評価に関する参考資料 小学校編算数』では、

図形分野の「思考・判断・表現」の評価基準

例が示されている。第 2 学年では、図形を構

成する要素である辺の数に着目して「三角

形」「四角形」を捉え、辺の長さや直角に着目

して「正方形」「長方形」「直角三角形」など

の図形を捉えているが、第 3 学年では、三角

形の辺の長さに着目して「二等辺三角形」や

「正三角形」を捉えることとなる。 

したがって、第 3 学年の二等辺三角形（あ

るいは正三角形）を学習する際には、図形を

構成する要素である辺に着目し、図形がどの

ような辺で構成されているかを考えるととも

に、二辺（あるいは三辺）が等しい三角形で

あることや図形の対称性を見いだし、身の回

りのもの（折り紙など）の形を二等辺三角形

や正三角形として捉える児童の姿を引き出す

契機となるような授業を構想するべきである

と考えた。 

 

３．授業の構想 

（１）授業デザインの概要 

前章で述べたことを踏まえ、小学校低・中

学年における「数学的な見方・考え方」を育

成するための授業デザインは、既習事項との

関連と、図形を構成する要素に着目して、考

察でき、身の回りのものの形を図形として捉

えることができるような教材や発問の工夫が

必要なのではないか、と考え、これをもとに

授業案を作成し、実践した。単元「三角形」

の導入部を行うが、具体物を操作する時間を

十分に確保するため、2 時間扱いとしている。 

授業の流れは、図 1 の通りである。 

まず、第 2 学年で学習した三角形の定義が

定着しているかを確認する。次に、4 種類の長

さのストローから 3 本を選び、ストローをモ

ールでつなげて組み合わせ、個々で思い思い

に三角形つくる。つくった三角形を 3、4 人の

グループ内で共有し、仲間分けする。グルー

プでの仲間分けの結果を全体で共有し、スト

ローの長さという具体から辺の長さという図

形的な捉えに移行できるような学び合いを促

す。最終的に、仲間分けした結果は二等辺三

角形と正三角形、それ以外として捉え直す。

その後、複数の三角形の中から、二等辺三角

形と正三角形を見つける確認問題を行い、発

展問題として、『令和 5 年度全国学力・学習状

況調査小学校算数』（国立教育政策研究所、

2023）の問題と関連する、折り紙をつかって

二等辺三角形をつくる方法について扱う。ま

ずは指示通りに図形を切ってもらい、「どうし

てこの方法で二等辺三角形をつくることがで

きるのかな。」と発問することで、折り紙の切

り方と辺の長さの関係に着目し、折り紙をぴ

ったり重ねて直線に切らなければ二等辺三角

形にならないことに気付けるようにする。最

後に授業のふりかえりを記述してもらい、授

業を終了するという流れである。 

図 1 授業の流れ 
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（２）数学的な見方・考え方を働かせる工夫 

授業デザインの重点は（１）述べたよう

に、「既習事項との関連と、図形を構成する要

素に着目して、考察でき、身の回りのものの

形を図形として捉えることができるような教

材や発問の工夫」であり、図形指導法や評価

方法も踏まえて検討した結果、実際の授業で

は、本実践の工夫を次の三つに整理した。 

 

①具体物の操作 

4 種類の長さのストローから 3 本を選び、ス

トローをモールでつなげて組み合わせ、個々

で思い思いに三角形をつくるという身近な具

体物を操作する活動を通して、具体物を図形

として捉え直すことができるようにする。確

認問題の後には、折り紙を半分に折って二等

辺三角形をつくる機会を設け、身の回りのも

のと本時の学びの関連付けを促すようにす

る。 

これらはいずれも、『令和 5 年度全国学力・

学習状況調査小学校算数』の結果から、具体

的な図形の操作の経験の不足が指摘されてい

ることを踏まえた工夫である。 

 

②発問の工夫 

導入においては、三角形とは言えない三つ

の図形を提示し、なぜ三角形とは言えないの

かと発問することによって、第 2 学年で学習

した三角形の定義を児童から引き出す。はじ

めに第 2 学年の内容を確認することによっ

て、本時の学習との関連付けをはかる。 

展開においては、どんな仲間に分けられる

か、何に目をつけて仲間分けをすればよいか

と発問し、観点を決めて仲間分けできるよう

に促す。そして、グループでの仲間分けの結

果を全体で共有し「ストローの色や長さと

は、図形としては何を指すか」などといった

発問をすることで、ストローの長さという具

体から辺の長さという図形的な捉えに移行で

きるような学び合いを促す。 

発展においては、指示通りに図形を切って

もらった後、なぜその方法で二等辺三角形を

つくることができるのかと発問することによ

って、折り紙の切り方と辺の長さの関係に着

目し、折り紙をぴったり重ねて直線に切らな

ければ二等辺三角形にならないことに気付け

るようにする。 

 

③板書の工夫 

板書には、児童がつくった複数個、複数種

類の三角形を掲示する。これは長谷（2024）

が図形指導法について、「共通な性質をもつ図

形の中に 1 つ異質な図形を提示したとする。

すると、子どもたちはその図形に違和感を感

じ、それまで提示された図形と最後に示した

図形の違いは何だろうか、という問い』が生

まれ、図形の性質を明らかにしたいという主

体的な学びが始まるのである」と述べている

ことを根拠としている。  

また、仲間分けの際に着目したことから図

形の特徴へと捉え直しをすることができるよ

うに、具体物と用語を対応させる形で板書す

る。 

さらに、既習事項と関連付けて考えている

児童の発言を板書に取り入れ、学級全体の気

付きにつなげる。 

 

（３）分析の方法 

①児童が操作した具体物の質的分析 

 つくられた三角形の様子から、どのような

意図をもってつくったものか、どこに着目し

てつくったのかを推察し、児童の思考を見取

る。小学校高学年以上の児童に比べて発言や

学習ノート、ふりかえりの記述として明確に

表出しにくい部分を、具体物の分析を伴わせ

ることによって、見取ることができるかを検

証したい。 

  

②児童の発言 

 児童の実態や心理的負担を考慮し、今回は
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録音データによる発話分析は行わないもの

の、既習事項と関連付けて考えている児童の

発言を板書に取り入れることで記録とし、児

童の思考を見取る。 

 

③学習ノート、ふりかえりの記述 

 先行研究でもなされているように、学習ノ

ートやふりかえりの記述の様子から、児童の

思考や本時での学びの様相を見取る。 

 

４．実際の児童の様子 

本授業は、秋田市 A 小学校第 3 学年の児童

33 名を対象に行うこととした。 

（１）具体物の操作における児童の様子 

 意欲的に操作する児童の様子が見受けら

れ、一人で複数個、複数種類の三角形をつく

っている児童が多く見受けられた。個でつく

った三角形をグループで仲間分けする際は手

が止まっている様子が見られたが、最終的に

二等辺三角形の仲間や正三角形の仲間として

捉える様子が見られた。実際の板書は図 2 の

通りである。  

 

（２）発問と児童の反応の例 

１）導入において 

三角形とは言えない三つの図形を提示し、

「どうして三角形ではないのかな。」という発

問に対しては、児童から予想通りの反応が返

ってきた。「問題①は四角形だから違う」「問

題②は角が丸いから『三角形』ではなく『さ

んかく』」「問題③は欠けているから三角形で

はない、欠けているので直線とは言わない」

といったものであり、三つの問題を通して

「三角形とは、3 本の直線でかこまれた形であ

る」という定義につなげることができた。 

 

２）展開において 

見通しの段階で、「何に目をつけて仲間分け

をするか」という発問により、児童からは、

「形、色、かど、ストローの長さ」といった

分類の観点が引き出された。それを踏まえ

て、グループで仲間分けした結果を全体で共

有した際には、「ストローの長さは、図形とし

ては何を指すか」といった発問をすること

で、児童の捉えは、ストローの長さという具

体的な捉えから辺の長さという図形的な捉え

に移行し、「ストローの長さが全部同じ三角

形」ということを、「三つの辺の長さが等しい

三角形」と表現し直すことができた。 

 

３）発展において 

折り紙を用いて二等辺三角形をつくる方法

について、指示通りに図形を切ってもらった

後、「どうしてこの方法で二等辺三角形をつく

ることができるのかな。」と発問した。この発

問に対しては、児童は言葉に詰まっていた。

図 2 実際の板書 
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そこで、折り紙をずらして重ねて見せて、「ず

らして重ねて切ってもいい？（二等辺三角形

になるか）」と補助発問をしたところ、数名の

児童が「ダメだと思う…」とつぶやいた。そ

う思った理由を聞くと、1 名の児童が発言を試

み、ぴったり重ねなければ同じ長さにならな

いということを伝えようとしている様子が見

受けられたが、学級全体の理解までには至ら

なかった。 

その児童の学習ノートは図 3 のようになっ

ている。大方板書通りに書かれているが、確

認問題や発展の際に用いた折り紙でつくられ

た三角形（ふりかえりの上部に貼られたも

の）を踏まえて、本時の学習によって理解が

深まった児童であると考える。 

  

図 3 学習ノート 記述例 

（３）個々の児童の反応と全体的傾向 

読みとれた様子の違いに着目し、3 名の児童

の様子について、図 4 に整理した。 

１）児童 A 

 児童 A は、個人で三角形をつくる段階で、

同じストローを 2 本使って三角形をつくろう

としていたことがうかがえる。そして、まと

めの場面において、「正方形…？」とつぶやい

た児童である。ふりかえりには、「いろいろな

三角形の名前がわかった。」と記述していた。

この児童のように、本時の学びを簡潔に表す

記述や、まとめの文言を踏まえて「～がわか

った。」と記したふりかえりが多く見受けられ

た。 

 これらのことから、児童 A は授業を通し

て、ストローの長さに着目していたところか

ら、まとめの段階でそれを辺の長さとして捉

え直し、既習事項を踏まえて図形の名称の規

則性に気付き、三角形の種類とそれぞれの特

徴について理解を深めたと見受けられる。 

 

２）児童 B 

 児童 B は、個人で三角形をつくる段階で、

同じストローを 3 本または 2 本使って三角形

をつくろうとしていたことがうかがえる。 

 確認問題では全問正答であったため、二等

辺三角形と正三角形の特徴は理解していると

考えられるものの、長さの測り方が正確とは

言えず、直観的に長さを捉えていた可能性が

ある。 

ふりかえりには、「三角形にもいろいろな形

があると分かりました。このべんきょうで形

にもっときょうみがわきました。楽しかった

です。」記述していた。児童 B は、辺の長さに

着目し、三角形の種類について理解はできた

と考えられる。また、本時の学習が、身の回

りの形に対して数学的な見方を働かせる契機

となった可能性がうかがえた。 

 

図 4 児童 A、B、C の様子の整理 
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３）児童 C 

児童 C は、個人で三角形をつくる段階にお

いて使うストローの色や長さなど特別何かに

着目してこだわってつくった様子はないとも

捉えれるが、様々な三角形をつくる意図があ

った可能性もある。このように、出来上がっ

た三角形の様子からは意図を見取ることがで

きない児童が複数名いた。確認問題は全問正

答しており、二等辺三角形と正三角形の特徴

については理解したと考えられるが、折り紙

でつくった二等辺三角形は正確ではなかっ

た。ふりかえりには、「二等辺三角形と正三角

形はおりがみでつくれると分かった。」と記述

していた。正確な理解とは言い切れない部分

はあるが、この児童は授業を通して、辺の長

さに着目し二等辺三角形と正三角形の特徴を

理解することができ、身の回りのもの（折り

紙）との関連付けをはかっていた。 

 

５．成果と課題 

本実践の成果は、小学校第 3 学年において

も、教材や発問の工夫によって、数学的な見

方・考え方を働かせる契機を設定し、その様

相を見取ることは可能であることが示唆され

たことである。 

ストローや折り紙を用いた具体的な操作に

よって、身の回りのものを図形として捉え直

す機会を設けることができた。学級の多くの

児童がふりかえりに「分かった」「楽しかっ

た」「（新しい図形を）知れてうれしい」と記

述していることから分かるように、図形学習

への関心を高めた児童がいたことも、児童の

実態を踏まえた教材の工夫の成果であると考

える。学習ノートやふりかえりの記述のみで

は把握しきれない児童の様子も、授業の冒頭

でつくられた具体物を含めて分析することに

よって、児童の形づくりの意図や着目点に気

付き、授業全体を通しての児童の学びの様相

の考察に役立てることができた。 

また、発問の工夫によって、児童の捉えが

具体的な捉えから図形的な捉えに移行してい

く様子を見取ることができた。これは、「数学

的な見方・考え方」を働かせることにおけ

る、事象を数学的に捉えることの契機を設定

できたということであると考える。 

さらに、児童がつくった複数個、複数種類

の三角形を掲示して、その具体物と用語を対

応させる板書の工夫によって具体的な捉えか

ら図形的な捉えに移行することを促すことが

でき、既習事項と本時の学びとを関連付けた

児童の気付きを全体に共有することができ

た。まとめの際の、ストローでできた三角形

を辺の長さに着目して捉え、既習事項を根拠

として、正方形と正三角形という別々のもの

を「全ての辺の長さが等しい形」として統合

的に捉えた児童もいた。 

 また、児童にとって身近であり全国的な課

題にも関連する、折り紙を用いた指導の仕方

について検討できたことも実践上の一つの成

果であると捉えている。 

課題は、実践を通して、辺の長さに着目

し、具体物を図形として捉え直す姿や、既習

事項との関連付けをはかる姿が見られた一方

で、児童がつくった多様な形の二つの辺が等

しい三角形を二等辺三角形として統合するな

ど、統合的・発展的に考察する指導について

は十分とは言えなかった。これは、操作活動

から図形の特徴の一般化や言語化へとつなぐ

ための発問や支援、授業の時間配分が十分で

なかったことに起因すると考えられる。 

また、児童の発達段階を踏まえた「数学的

な見方・考え方」の見取りについては、整理

できていない。児童一人一人がどの程度見

方・考え方を働かせていたのかを見取ること

は困難であり、評価規準や分析視点の精緻化

が今後の課題であると考える。 

今後は、児童の発達段階に応じた数学的な

見方・考え方の見取りについて検討を進める

とともに、統合的・発展的な考察を促すため

の教材や発問、授業展開の工夫について継続
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的に研究していく必要がある。また、本実践

は一授業の事例にとどまっているため、単元

全体や他学年への展開、さらには ICT を活用

した図形の操作活動なども視野に入れ、数学

的な見方・考え方の育成に効果的な授業デザ

インの在り方を検討していきたい。 
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探究的な学びのための教師の働き掛け方に関する研究 

―知的障害特別支援学校高等部「Ｄスタディ」の実践から― 

 

発達教育・特別支援教育コース ２５２４５０２   

田中 智佳   

 

１．問題と目的 

近年、「令和の日本型学校教育」の構築に向け、児童生徒の興味・関心を生かした探究

的な学びの充実が求められている。探究的な学びは、生涯にわたる学びや社会参加に必要

な力を育む可能性があるものの、知的障害のある生徒においては、認知特性や適応行動の

特性から実践に難しさがあり、特別支援学校における教師の具体的な働き掛けについての

知見は十分に整理されていない。 

 

２．目的 

本研究では、知的障害のある生徒の探究的な学びを支える教師の働き掛けを明らかにす

る。具体的には、教員の認識と指導上の課題を整理し、探究の各プロセスにおける具体的

な支援の在り方を実践から検討する。 

 

３．方法 

研究１では、Ａ県内の知的障害特別支援学校高等部教員 234名を対象に質問紙調査を実

施し、探究的な学びに対する認識や指導上の困難を量的・質的に分析した。 

研究２では、同県の知的障害特別支援学校高等部で実施している、探究のプロセスを導

入した生活単元学習「Ｄスタディ」を対象に、授業実践及び教員のグループインタビュー、

生徒 25名へのアンケート調査を行い、探究の各プロセスにおける教師の具体的な支援方

法を整理した。 

 

４．結果・考察 

研究１の結果、教員は探究的学びの必要性を高く認識していた。一方で、特に経験年数

10年以下の教員は、指導の自信に関する数値が有意に低く、生徒の興味・関心把握や学習

集団の多様性、実態差への対応に難しさを感じていた。また、教材や評価方法の工夫が十

分に共有されていないことも課題として浮かび上がった。 

研究２では、「課題設定」「情報収集」「整理・分析」「まとめ・表現」の探究の各プ

ロセスにおいて、教師が学習の見通しを示し、情報や思考を構造化する働き掛けを行うこ

とで、生徒が主体的に探究を進める姿が確認され、生徒が自ら課題を発見して解決策を考

え、実行及び表現する力を段階的に伸ばしていた。また、教師の計画的かつ柔軟な支援が

学習成立のポイントであることが明らかとなった。本研究は、知的障害のある生徒に対す

る探究的な学びの実践的な指針を示すとともに、特別支援学校での教育改善や教員研修へ

の具体的示唆を提供することができると考える。 
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〇研究１
対象：A県知的障害特別支援学校高等部教員170名
結果：

・必要性を高く認識
・「興味関心の把握」「実態差への対応」は共
通の課題

▲指導の自信は低い（特に教員経験10年以下）

〇方法
＜研究１＞
質問紙調査：教員の認識・課題の把握

＜研究２＞
実践研究：「Dスタディ」の質的分析

↓
探究の各プロセスにおける教師の働き掛け方の整理

〇研究２
対象： A県特別支援学校高等部「Dスタディ」

〇背景・目的
＜背景＞
・探究的な学びの重要性の高まり
・特別支援学校、知的障害児への実践例は限定的
・教師の支援に関する具体的知見が不足
★探究的な学びの理念と現場の実践との間にギャップ

＜目的＞
知的障害のある生徒の探究的な学びを支える教師の具体
的な働き掛け方を明らかにする。

探究的な学びのための教師の働き掛け方に関する研究

発達教育・特別支援教育コース 2524502 田中 智佳

―知的障害特別支援学校高等部「Dスタディ」の実践から―

・探究的な学びのプロセスを取り入れた生活
単元学習

・生徒の実態や教育的ニーズを基に問題発見、
解決型の授業を展開

結果①：各プロセスにおける教師の働き掛け方

結果②：探究的な学びに対する生徒の受け止め
・約90％が「楽しい」「好き」と肯定的に評価
・適度な難易度で、過度な負担は少ない
・自由記述に基づく生徒の学び

各プロセス 教師の働き掛け方 生徒の学び・成果

課題の設定
・興味関心の可視化
・学習の見通しの提示

・課題を選択する
・活動の方向性を考える

情報の収集
・手段の選択肢を提示
・協働的な情報取集の支援

・必要な情報を集める
・適した情報を選択する

整理・分析
・情報整理の構造化
・協働的な活動による比較

・共通点や相違点に気付く

まとめ・表現
・多様な表現の保障
・振り返りの設定と充実

・学びを表現する
・発展的に思考を働かせる

視点 内容 具体例

難しさ ICT機器の操作、協働 アプリ操作

学習成果 各種技能、社会性 調理、表現

学習意欲 楽しさ、達成感 「できた」

個人差 感じ方の差 楽しさの違い

〇総合考察

１．教師の支援と生徒の学び
・学習過程を丁寧に支援
→循環的な学びを促進

・主体的な学び、表現力、協働力の向上
・生徒の充実感や難しさを踏まえた支援
の重要性

２．学習成果
・自己決定力、協働力等の向上
・技能の習得や社会スキルの向上
・内発的動機付けや学習意欲の高まり



 

探究的な学びのための教師の働き掛け方に関する研究 

―知的障害特別支援学校高等部「Ｄスタディ」の実践から― 

 

発達教育・特別支援教育コース ２５２４５０２   

田中 智佳   

 

１．問題と目的 

『「令和の日本型学校教育」の構築を目指

して～全ての子供たちの可能性を引き出す、

個別最適な学びと、協働的な学びの実現～

（答申）』（中央教育審議会， 2 0 2 1）にお

いて、「令和の日本型学校教育」の構築に向

けた今後の方向性として、「児童生徒の興

味・関心等を生かした探究的な学習等を充実

すること」が示され、義務教育段階、高等学

校教育段階ともに、より一層の探究的な学び

が 目 指 さ れ て い る 。 横 山 ら （ 20 2 2 ） は 、

「探究が授業改善の一つのキー概念になって

いる昨今の状況を踏まえると、知的障害のあ

る児童生徒も、自ら探究しつつづける力を育

むことが必要である」と述べており、予測困

難な社会の変化に主体的に関わり、よりよい

社会と幸福な人生の創り手となる力を身に付

けられるようにする学校教育が求められてい

る。また、平成 3 0 年度に改訂された高等学

校学習指導要領では、従来の「総合的な学習

の時間」という名称が「総合的な探究の時間」

に変更され、「総合的な探究の時間を教育課

程の中核に位置付けるとともに、各教科・科

目等との関わりを意識しながら、学校の教育

活動全体で資質・能力を育成するカリキュラ

ム・マネジメントを行うこと」（文部科学

省 , 2 0 18）と記されていることからも、教育

課程における探究的な学びの重要性が見て取

れる。特別支援学校においても、学校教育法

第 7 2 条「特別支援学校は、（中略）幼稚園、

小学校、中学校又は高等学校に準ずる教育を

施す」と示されているとおり、探究的な学び

を推進していくこととなる。  

J i m e n ez ( 2 0 10 ) は、科学の重要な目的が

生徒の実際に使える探究の力を身に付けるこ

ととした上で、科学について伝えるための語

彙や、概念を理解すること以上に、生徒が探

究の実践を身に付けることが重要であり、科

学への取り組み、問題解決、コミュニケーシ

ョンを促進することで、生徒は自然界の現象

を発見する方法を生涯にわたって身に付ける

ことができるという探究的な学びの本質につ

いて提言している。このことから、卒業後の

社会への円滑な移行に向けて、この探究的な

学びは、生涯にわたる学びや成長を支えるス

キルを付与する可能性がある。  

知的障害とは、「知的機能及び適応行動に

おいて顕著な制限があることを特徴とし、適

応行動は概念的スキル、社会的スキル、実践

的 ス キ ル に お い て 表 れ る 」 と 定 義 さ れ る

（ A A I DD， 20 1 2）。そのため、探究的な学

びの難しさが想定される。しかしながら、こ

のような探究的な学びの推進は、障害のある

生徒にとっても、重要であることは言うまで

もない。 E as t e r ly  an d  M y e r s（ 2 01 1）は、

障害のある高校生（学習障害、言語障害、視

覚障害、情緒障害、整形外科的障害、その他）

と障害のない高校生を対象に探究型学習によ

る農業教育を実施した結果、障害の有無によ

る授業内容の理解度に差は見られず、探究型

の指導が障害のある生徒にも同様に効果的で

あったことを示している。  

以上から、探究的な学びは、知的障害のあ

る生徒にとって有用であり、将来の社会参加

に向けて教育の中で取り組む必要性の高いも
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のである。その一方で、障害特性により、知

的障害のある生徒の探究的な学びを支える教

育実践の難しさが存在する。そのための探究

的な学びに関する教育実践を見聞きすること

は少ないのが現状である。  

そこで本研究では、知的障害のある生徒の

探究的な学びのための教師の働き掛けについ

て実践に基づいて明確化し、知的障害のある

生徒が探究的な学びを実践するためのポイン

トを整理する。 

２．研究１ 

（１）目的 

 知的障害のある生徒の探究的な学びに対す

る教員の認識を調査するとともに、実施上の

課題について検討する。  

（２）調査対象と方法  

１）調査対象者  

 Ａ県の知的障害特別支援学校、全 12 校の

高等部教員、全 2 3 4 人を対象とする。 1 70 人

からの回答があり、回収率は、 7 2. 6 %だった。 

２）方法  

調査期間は、 2 02 4 年 7 月 18 日～ 9 月 1 日

の期間であった。各学校の高等部所属教員分

の質問紙調査用紙を配付した。  

教員の探究的な学びに対する認知を調査

するために、「探究的な学習という言葉を知

っているか」という質問に対して、「はい」

あるいは「いいえ」のいずれかの回答を求め

た。また、探究的な学びに関する意識を調査

するために、「知的障害児が探究的な学びを

するために必要な指導・支援の具体的なイメ

ージがあるか」「知的障害児にとっての探究

的な学びはどの程度の必要性があるか」「知

的障害児が探究的な学びをするための指導・

支援に自信があるか」という３つの質問を設

定し、５件法で回答を求めた。そして、教員

の探究的な学びに対する認識を調査するため

に、「知的障害児が探究的な学びをするため

に大切なことは何か」「知的障害児の探究的

な学びにはどのような指導の難しさがあるか」

という問いに自由記述で回答を求めた。  

本研究は、秋田大学手形地区における人

を対象とした研究倫理審査委員会の承認を得

た（ 2 02 4 年 6 月 1 4 日付，第 6 - 1 2 号）。 

（３）結果及び考察  

１）知的障害児の探究的な学びに対する意識  

回答した教員 1 7 0 人のうち、「探究的な学

習という言葉を知っているか」という質問に

対して、「はい」と回答した教員は、計 1 50

人（ 8 9. 8％）であった。  

知的障害児の探究的な学びに対する意識の

平均得点は、表１の通りである。平均得点か

ら、知的障害児の探究的な学びの意識に関す

る３項目について、教員年数 10 年以下と 11

年以上の２群間の平均点の差を算出した。自

らの指導に対する自信に関しては、教員年数

1 0 年以下の群の数値が大きく低く、２群間

に有意な差が見られた  

表１  探究的な学びに対する意識 

項目  全体  
1 0 年  

以下  

1 1 年  

以上  
P 値  

指導の  

方法  
3 . 5  3 . 3  3 . 5  P = . 1 0 1  

必要性  4 . 2  4 . 2  4 . 2  P = . 5 6 9  

指導の  

自信  
2 . 9  2 . 5  3 . 0  P = . 0 0 2 * *  

* * P < . 0 1  

２）知的障害児の探究的な学びに対する認識  

教員の探究的な学びに対する認識を明ら

かにするために、「知的障害児が探究的な学

びをするために大切なことは何か」、「知的

障害児の探究的な学びにはどのような指導の

難しさがあるか」という探究的な学びに対す

る認識の自由回答を質的に分析した。全 1 51

個の認識が得られ、それを意味の類似性から

まとめ、その結果を表２に示した。なお、表

内の（ ）で示された数字は、得られた認識

の数である。  

表２のように、教員年数 1 0 年以下は、

個々の生徒への対応方法や学習活動の設定と
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いった授業づくりに関すること、教員年数

1 1 年以上は、生徒の自己調整力や般化する

力を育む指導方法といった授業以外の場面及

び卒業後に発揮できる力を身に付けるための

指導の在り方に関することが難しさとして挙

げられていた。また、生徒の興味関心の把握

とそれを生かした授業づくり、学習集団の実

態差への対応については、２群間で共通して

いる要素であった。  

３）考察  

 本研究では、教員年数 1 0 年以下と教員年

数 1 1 年以上のいずれの群においても、知的

障害児の探究的な学びについて重要性を高く

認識しているものの、様々な難しさを感じな

がら実践を重ねていることが分かった。また、

教員年数 10 年以下の群は、「指導の自信」

に関する数値が低く、経験の少なさが自信と

関連している可能性を推察することができた。  

一般的に経験年数の少ない教員は、様々

な教育活動に対する自信のなさがあることや

経験が自信のなさを補うことが推察される。

教員年数 10 年以下の群は、個々の生徒への

対応方法や学習活動の設定といった基本的な

授業づくりに関することの難しさを感じてい

ることからも、経験の不足を前提として、ど

のように教員の自信のなさを補うための支援

を提供するかが重要であると考える。 

総合的な探究の時間の実施促進に向け、

文部科学省がまとめた「今、求められる力を

高める総合的な探究の時間の展開」（文部科

学省 ,2 0 2 3）によると、教師が探究のプロセ

スや具体的なイメージをもつことの重要性が

示されており、具体的な授業展開や授業要素

の理解が必要であると考えられる。 

 このような経験を補う知識の必要性がある

一方で、知的障害児の探究的な学びに関する

情報の少なさがあるのも現実である。実際、

本研究でも、教員の探究的な学びに関する指

導方法の知識に関して、 3 . 5 程度と低い平均

点を示している。また、自由回答から経験年

数に関わらず、「生徒の興味関心の把握とそ

れを生かした授業づくり」や「学習集団の実

態差への対応」に関連する難しさを感じてい

た。また、知的障害児への指導や支援ならで

はの難しさに関する記述も多く見られた。特

別支援学校における探究的な学びに関する先

行研究が少ない現状からも、日々実践を行っ

ている現場の教員が活用できる情報や実践例

などが他校種と比較しても不足していること

が指導の難しさを感じさせる要因の一つであ

ると考えられる。  

３．研究２ 

（１）目的  

 実践を通して、教師と生徒双方の視点から

探究的な学びの課題とそれに対する具体的な

対応方法や働き掛け方を整理する。 

（２）方法  

１）実践をとおしたリフレクション  

 Ａ県の知的障害特別支援学校では、「生徒

表２  探究的な学びに対する認識 

教員  

年数  
認識  

1 0 年  

以下  

【実態や特性への対応】 ( 2 4 )  

・興味関心や個々のニーズの把握  

・活動や見通しの提示方法  

・発語が難しい生徒や障害の程度が

重い生徒への対応  

【探究的な学びのための授業】(13） 

・実態差に応じた単元や活動内容の

工夫  

・必要感のある学習活動と体験的な

学びの機会  

・学びのモチベーションを維持する

環境設定  

1 1 年  

以上  

【主体的な学びの姿を引き出す授業

づくり】（ 7 0）  

・テーマ設定の工夫  

・自ら課題を見付けて学び進めるた

めの支援  

・学習グループ内の実態差を考慮し

た学習活動  

【生涯にわたって学び続ける力の育

成を目指した指導】（ 4 4）  

・般化や活用に向けた工夫  

・自己調整力や他者理解を育てるた

めの指導  

・地域との連携や地域資源の活用  
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の実態や教育的ニーズに基づいて知的好奇心

を喚起し、主体的にヒト・モノ・コトに関わ

りながら自ら課題を発見し、解決する力やそ

の方法を身に付けること」をねらいとして、

探究的な学びのプロセスを取り入れた生活単

元学習「Ｄスタディ」を行っている (秋田大

学教育文化学部附属特別支援学校  研究紀

要 , 2 0 22 )。2 0 2 0 年度より対象校で実践され

ているものであり、本研究では、探究的な学

びの教育実践としてこの取組を分析する。生

徒の興味関心や得意な学び方から４つのグル

ープを編成しており、月、雪、星、宙（そ

ら）グループでの実践を分析する。実践期間

は、 2 02 5 年 5 月 1 日～ 1 1 月 3 0 日である。  

２）教員へのグループインタビュー  

Ａ県の知的障害特別支援学校の高等部教員

1 0 名を対象とする。いずれも教員年数８年

以上である。「Ｄスタディ」の実践は、対象

校に赴任してからであるため、全員が５年以

下である。また、全員が知的障害を対象とす

る教育に携わった経験がある。  

３）生徒へのアンケート調査  

 単元終了後、授業を受けた全生徒 2 5 名を

対象にアンケート調査を実施した。授業を受

けた生徒の思いを把握するため、「Ｄスタデ

ィで楽しかったこと」「Ｄスタディで難しか

ったこと」「Ｄスタディで分かったこと、で

きるようになったこと」「感想」に関する質

問を４件法及び自由記述で回答を求めた。  

（３）結果及び考察  

１）「Ｄスタディ」の概要と実践例 

実践した単元は、「雪グループのＤ！～

動画で伝えよう～」である。ストップモーシ

ョン動画の撮影や作成を主な活動に設定し、

表３の「探究的な学び」のプロセスを意識し

ながら授業を展開した。  

まず、生徒と教師及び生徒同士の対話、教

育資料を基に興味関心等を把握して「課題の

設定」を行った。興味関心が限定的な生徒が

多く、課題の設定は多くの教員が難しさを感

じており、生徒が新しいことに気を向けるき

っかけや試す機会の設定が必要であった。

「情報の収集」では、様々な手段の中から生

徒それぞれが得意なものを選択し、撮影や動

画の作成に必要な情報を集めた。地域の放送

局の協力を得て、撮影機材やスタジオの見学

を行った。作成した動画の視聴後には、振り

返りや感じたことを表現するだけでなく、友

達や教育実習生などから意見をもらい、集め

たデータを「整理・分析」して、新たな課題

の発見や改善点の検討を経て、動画を改善す

る活動をした。一連の活動をサイクルとし、

複数回繰り返して発展させることで、生徒が

課題を解決するまでの流れをつかみ、見通し

をもって主体的に活動する姿を引き出せた。  

生徒の中には、家庭でも撮影をし、動画作

りを楽しんだり、探究し続けたりする姿が見

られた。しかし、障害の程度によっては、自

ら考えを広げることが難しい場合もあり、生

徒それぞれが目指す「探究する姿」の検討が

必要であると考えられた。また、探究するた

めに必要な力や基盤について共通理解を図る

ことで、小学部からの段階的な指導が実現し、

生徒の探究する力を育むことができると考え

られた。  

表３  本単元の特徴 

各プロセス  詳細  

課題の設定  

 

個別の指導計画、保護者の

声、話合いから生徒の希望

や疑問基にテーマ設定。タ

ブ レ ッ ト 型 端 末 を 活 用 し

て、友達の考えを参考にし

た。  

情報の収集  インターネット検索を通し

て必要な情報を収集。地域

の放送局の協力を得た。ま

た、作成した動画に対する

意見交換からキーワードで

情報を収集。  

整理・分析  

 

収集した情報の分類、グラ

フ化等の分析に基づき話し

合いをし、新たな課題の発

見や改善策の検討をした。  

まとめ・表現  

 

学習発表会で学習成果を披

露した。単元を通した学び

や気付きを報告。  
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探 究 の プ ロ セ

スと発展性  

探究プロセスを生徒と共有

し、学びの般化や探究の発

展を目指した。  

２）生徒の様子と具体的な働き掛け方   

「課題の設定」では、生徒は興味関心をも

って学習に臨んでいるものの、未経験の内容

については課題として挙げることが難しく、

過去に経験した楽しかったことを中心に課題

を考える傾向が見られた。また、学習グルー

プの生徒同士で興味関心が重なりにくく、共

通の課題を設定することにも難しさがあった。

そこで、昨年度のデータの活用や話合いによ

る年間単元計画の作成を通して、生徒と教師

が協働し、学習の見通しと課題を明確にした。

さらに、学習指導要領の内容とのすり合わせ

を意識し、大学教授の助言も参考にしながら、

生徒のわくわく感を大切にした課題及びテー

マ設定を行った。各プロセスの中で、教員が

最も難しさを感じていた。  

「情報の収集」では、インターネット検索

自体は可能であっても必要な情報の取捨選択

が難しく、自分で調べる内容を決めにくい傾

向があった。また、文字情報の理解や言葉と

意味の結び付きが弱く、文字だけでの理解が

困難な生徒も多かった。そこで、画像や動画、

音声入力など生徒に合った方法を選択できる

よう提示し、友達との意見交換も取り入れた。

さらに、検索ワードをペアで話合う、実物を

用いて五感を活用してイメージをもつ、教師

が聞き取りながら一緒に検索する、項目を絞

ったワークシートを用いて学習を構造化する

などの支援を行い、情報収集の効率化と理解

の促進を図った。  

 「整理・分析」では、収集した情報及び他

者の意見との比較や共通点、相違点を見付け

ることが難しかった。そのため、 I C T 機器の

活用だけでは認知的負荷が高くなる場面があ

り、付箋を用いた手作業による比較などアナ

ログ操作を組み合わせた工夫を行った。さら

に、教師が項目ごとに聞き取りを行い、その

データをもとにペアで整理できるよう仲介を

行った。また、思考や情報の整理を支援する

ため、穴埋め形式のワークシートやシンキン

グツールなどを活用し、学習の構造化と可視

化を図った。  

 「まとめ・表現」では、言語化やまとめ方

が難しい生徒に対して、動画や掲示物など多

様な表現方法を活用して成果を可視化する支

援を行った。友達と協力して学習成果をまと

めて掲示したり、学習発表の機会を設定した

りすることで、表現を通して学びを構造化、

共有する工夫を実施した。  

探究のプロセスを繰り返し、発展させるこ

とを通して、生徒は実践を基に気付き、理解

を深めて、「もっとよくするには」という視

点で意見を出すことが増えた。その結果、

「次にやってみたいこと」を自ら考える姿も

見られるようになった。探究の各プロセスに

おける教師の働き掛け方とそれに対する生徒

の学びや成果を次の表にまとめた。  

表４  各プロセスの教師の働き掛け方と成果  

 教師の働き掛け  生徒の学び・成果  

課  

題  

の  

設  

定  

・過去の学習データ

や事例の提示  

・年間単元計画の共

有と見通しの提示  

・生徒の興味関心に

基にしたテーマ設

定支援  

・興味関心に基づく

課題の選定が可能

になる  

・過去の経験を振り

返り、次の活動の

方向性を見出す  

情  

報  

の  

収  

集  

・情報収集手段の提

示と選択肢の提供  

・検索キーワードの

ペア検討や教師に

よる聞き取り支援  

・焦点を絞ったワー

クシート等の活用  

・自分の課題に必要

な情報を集める力

の育成  

・ I C T 機器や実物・

画像・音声を用い

た情報理解  

整  

理  

・  

分  

析  

・ワークシートや穴

埋めシート、シン

キングツールによ

る整理手順の提示  

・付箋やペア、グル

ープ作業による協

働的な活動  

・デジタルとアナロ

グの組み合わせで

情報整理の構造化  

・収集情報の比較や

共通点、相違点の

認識  

・新たな課題や改善

点の発見  
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 教師の働き掛け  生徒の学び・成果  

ま  

と  

め  

・  

表  

現  

・多様な表現手段

（動画・図・写

真）の提示  

・協力してまとめ、

発表する場の設定  

・振り返りやブラッ

シュアップ時間の

提供  

・学習成果の可視化  

・動画や掲示物を通

じた表現力の向上  

・他者からの意見を

受け取り次の課題

を考える  

教師の働き掛けは、各プロセスにおける学

びを支援するほか、生徒が探究のプロセスを

循環的に進めるための役割も果たしているこ

とが推察される。また、教師の支援によって、

問題解決力や主体性、協働力、表現力を身に

付けることができると考えられる。  

３）生徒が感じる学びの充実感と難しさ  

 生徒を対象に実施したアンケート調査の結

果は、表５の通りである。  

表５  アンケート調査の結果  

質問項目  回答内容  
割合  

（人数）  

Ｄスタディは

楽しいですか  

とても楽しい  
7 2％  

（ 1 8 人）  

少し楽しい  
2 0％  

（５人）  

あまり楽しくない  
８％  

（２人）  

全然楽しくない  
０％  

（０人）  

Ｄスタディは

難しいですか  

とても難しい  
４％  

（１人）  

少し難しい  
3 6％  

（９人）  

あまり難しくない  
3 2％  

（８人）  

全然難しくない  
2 8％  

（７人）  

Ｄスタディは

好きですか  

とても好き  
7 2％  

（ 1 8 人）  

少し好き  
1 6％  

（４人）  

あまり好きではない 
1 2％  

（３人）  

全然好きではない  
０％  

（０人）  

楽しさに関する質問では、肯定的な評価を

示す生徒が多く、否定的な評価は限定的であ

った。Ｄスタディが多くの生徒にとって楽し

い学習活動として受け止められていることが

明らかになった。また、Ｄスタディの難易度

については、やや難しいと感じている生徒が

一定数存在するものの、過度な負担を感じて

いる生徒は少なく、比較的取り組みやすい学

習内容であると捉えられており、多くの生徒

が無理なく学習に取り組めている状況である

と言える。Ｄスタディに対する好意度につい

ても高い評価が得られており、多くの生徒が

本学習活動を肯定的に受け止めていることが

示された。全体として、Ｄスタディは生徒か

ら高い支持を得ている学習活動であると考え

られる。少数ではあったが、Ｄスタディに対

して否定的な評価を示した生徒についても、

授業で扱った学習活動に家庭で自主的に取り

組む姿が見られていることから、生徒一人一

人の興味関心を生かした学習活動の設定が生

徒の内発的動機付けを高め、主体的な学習態

度の形成につながったものと推察できる。こ

れは、生徒の学習への関心が学習態度や学習

成 果 に 影 響 を与 え る と い う 知 見 (Ernawati 

et al.,2022)と概ね一致する結果である。  

生徒の自由記述を難しさや学習成果という

視点で分析すると、表６の通りである。 

表６  自由記述の分析  

視点  主な内容  具体例  

難しさ  

I C T 機器の操作  

技能習得  

動画撮影やアプリの

操作、スポーツや料

理の手順の理解  

協働活動  
話合い、集団での意

思決定  

学習成果  

技能の習得  
調理、スポーツ、動

画制作などの技能  

社会的スキル  

他者との交流や協

力、表現力やコミュ

ニケーション能力  

学習意欲  

達成感  

活動の楽しさ  

達成感  

スポーツや調理、動

画制作を楽しむ体験  

個人差  
活動への感じ

方  

学びや楽しさの実感

には個人差あり  

生徒の自由記述から、Ｄスタディでは I CT

機器の操作及び技能の習得、協働的な活動に

関連する難しさが認められた。特に、動画制
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作における撮影位置やアプリ操作、スポーツ

や調理における手順の理解、グループでの意

思決定などが挙げられた。これらの難しさに

対しては、個別の支援や指導の工夫により学

習の円滑化が図られることが示唆される。生

徒が感じている学習成果としては、新しい技

能の習得や社会的スキルの向上が挙げられた。

電子レンジを用いた調理やスポーツ活動を通

じて技能を習得しており、家庭でも応用でき

る可能性のある学習成果が確認された。また、

グループでの話し合いや協働活動を通じて、

他者との交流や協力の経験を積み、表現方法

の習得やコミュニケーションスキルの向上を

実感している生徒も多かった。また、授業の

感想から、Ｄスタディが生徒にとって楽しさ

や達成感、学習意欲を喚起する活動であるこ

とが示された。「次回もやりたい」「他の活

動にも挑戦したい」といった記述から、Ｄス

タディが学習の継続や学びの発展に対する意

欲の形成にも寄与していることが示唆される。

一方で、現行のＤスタディでは、学びや楽し

さの実感に個人差があることも明らかになっ

た。 

４．おわりに 

本研究の結果から、知的障害のある生徒に

対する探究的な学びの推進には、教師の計画

的及び協働的な働き掛けが不可欠であること

が示された。具体的には、「課題の設定」

「情報の収集」「整理・分析」「まとめ・表

現」の各プロセスにおいて、教師は生徒の興

味関心や理解度に応じた支援を行い、学習の

見通しを提示することで、探究の循環的プロ

セスを促す役割を果たしていると考えられた。

生徒の学びの姿や成果の観点から見ると、教

師の働き掛けは様々な効果をもたらしていた。

「課題の設定」では、生徒は過去の経験や興

味に基づいて自ら課題を選択し、学習の方向

性を自ら考える姿が見られるようになってき

た。「情報の収集」においては、 I C T 機器や

画像、音声、実物など多様な手段を活用し、

必要な情報を選び取ろうとする姿が増えた。

「整理・分析」では、協働作業やワークシー

ト等の活用により、情報の共通点や相違点を

認識し、新たな課題や改善点を見出すことが

可能となった。「まとめ・表現」では、多様

な表現方法や発表の機会を通して、学習成果

を可視化し、表現力やコミュニケーション力

の向上を感じる生徒がおり、さらには次の課

題への意欲が高まる結果が確認された。  

これらの成果は、生徒の感じる学びの充実

感や難しさのデータによっても補完される。

アンケート結果では、約 9 0％の生徒が「楽

しい」「好き」と回答し、学習意欲や内発的

動機付けが高まっていることが示された。一

方で、I C T 機器の操作や情報の整理、協働的

な活動の難しさを感じる生徒も一定数存在し

ており、教師による個別的な支援だけでなく、

他者との協働的な学習活動を円滑に進めるた

めの支援も必要であることを裏付けている。

また、「次回もやりたい」「もっと挑戦した

い」といった自由記述から、探究のプロセス

を繰り返し発展させる学びの意欲が生徒の内

面に育まれていることが示され、教師の働き

掛けが生徒の学習意欲や探究心を支える役割

を果たしていることが確認できる。  

以上より、知的障害のある生徒に対しても、

教師が学習過程を丁寧に支援し、探究の各プ

ロセスで循環的な学びを促すことは、主体的

な学びの形成や表現力、協働力の育成に寄与

することが明らかとなった。生徒の感じる学

びの充実感や難しさの両面を踏まえた働き掛

けは、探究的な学びを実効的に推進する上で

重要である。さらに、知的障害のある生徒が

探究的な学びに取り組むことには、単なる知

識の習得にとどまらず、自己決定力や問題解

決力、他者との協働力を育む価値があること

が示された。本研究で明らかになった教師の

働き掛け方は、個々の生徒が主体的に学びを

159



深めるための支援モデルとして他校でも応用

可能であり、生徒の能力を最大限に引き出す

具体的な方策として活用できる。また、教員

研修や教育指導計画の策定において、探究の

プロセスを理解し、適切な働き掛けを行う重

要性を示す資料としても活用できると考えら

れる。特別支援学校高等部における探究的な

学びの実践は、教師によるプロセスに応じた

支援と生徒の主体的な学びの循環を通じて、

様々な技能の習得や社会的スキルの向上、内

発的動機付けの喚起に寄与することが示され

た。本研究は、知的障害児における探究的な

学びの教育的価値を具体化し、今後の特別支

援教育における探究的な学びの充実や実践指

導の改善に資する知見を提供するものである。  

なお、Ａ県の知的障害特別支援学校及び特

定の１校の教員と生徒を対象としており、全

国の特別支援学校への一般化には限界がある。

また、他の学習内容やより長期的な視点（小

学部からの系統的な指導など）における効果

の検証も、今後の課題として残されている。  
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情報活用能力の育成に着目した知的障害特別支援学校の授業における 
ICT活用の効果検証 

―中学部数学科の「長さ」を事例にー 

 

発達教育・特別支援教育コース 2524501   

田口陽介   

1．問題と目的 

 近年の知的障害教育における ICT 活用の現状として、子どもへの ICT 活用の教育的効果

が客観的に検討されておらず、ICT活用の促進に向けて客観的な授業評価や児童生徒の学習

評価の充実が必要という課題がある。そのような研究背景の中で、「情報活用能力の体系表

例」（文部科学省,2020）を知的障害のある生徒に合わせて整理した「情報活用能力段階表例」

（小原ほか,2023)に着目した。情報活用能力の段階が進めば、情報活用能力が高まったと客

観的に評価することができること、その上で知的障害児の認知機能や障害特性を踏まえた

体系表例を作成する必要があること（山崎ほか,2022）が述べられており、「情報活用能力段

階表例」は、課題解決の糸口になると考えた。 

 このような研究背景を踏まえて、本研究では、「情報活用能力段階表例」を活用した知的

障害特別支援学校中学部数学科「長さ」の授業実践による ICT活用の効果検証と、教員への

半構造化面接による評価方法の検討を目的とした。 

2．研究の方法と内容 

 本研究では、秋田県立 A 知的障害特別支援学校に在籍する中学部生徒 4 名と特別支援学

校教諭 1名を対象に、ICT活用の効果検証を行った。 

・実践前後による情報活用能力の段階の向上に着目した授業実践 

・授業実践における効果検証と評価方法に関する半構造化面接 

3．成果と今後の展望 

(1)成果 

①授業実践による検証・・・対象生徒４名中、１名に、情報活用能力の段階向上が見られた

が、短期間での測定には、限界があることが明らかになった。 

②半構造化面接による方法論的知見・・・質的分析から、情報活用能力の向上には「生徒の

経験」「必要感」「教員の手立て」の 3要素が相互に作用することが明らかになった。これを

踏まえ、今後の評価について以下の重要な知見が得られた。 

【評価の視点】→「困った時に ICTを開く」「自分に合う方法を選択できる」などの具体的

な行動変化を評価指標として補完することが現実的である。 

【授業作りとの関係】→こうした行動は、必要感を生み出す教員の投げかけや環境設定、生

徒自身が「もっと良い方法はないか」と気づく場面を設定し、解決手段を提示し自己選択を

促すという授業の流れの中で育まれる。 

【評価の時間軸】→学期や年間を通じた長期的な行動変化の観察が必要である。 

(2)今後の展望 

 本研究では、短期間での段階測定に限界があること、教科や活動による段階の違い、対象

生徒の実態差による評価の困難さ、「0 段階」に位置する生徒の見取り方という課題が明ら

かになった。しかし、半構造化面接から、こうした困難を乗り越える方向性として、「相互

作用して情報活用能力を向上させる 3要素」「具体的行動指標の重要性」「長期的観察の必要

性」という知見が得られた。これらを基に、教科・活動の特性や生徒の実態差を考慮しつつ、

教員が授業づくりの中で日常的に活用できる評価枠組みの開発と、学期・年間単位での長期

的な効果検証の実践蓄積を行うことが求められる。 
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・知的障害教育におけるICT活用の現状と課題
近年の知的障害教育におけるICT活用の現状として、
以下の課題が挙げられている。
●客観的な指標や評価方法の開発が不十分で、
指標や評価についての取り組みが少ない（木下：2023）

●実践前後の客観的な指標がないため、どれほど指導やICT活用の教育的
効果があったか客観的に検討されていない（山崎・水内・山西：2019）

●これまでの知的障害特別支援学校におけるICT活用に関する研究では、
「実践報告」にとどまる事例が多く、効果検証が難しい

●さらにICTの活用を促進していくためには客観的な授業評価や
児童生徒の学習評価の充実が求められている（郡司・藤川：２０２３）

情報活用能力の育成に着目した知的障害特別支援学校の授業におけるICT活用の効果検証

ー中学部数学科の「長さ」を事例にー

発達教育・特別支援教育コース 2524501 田口 陽介

・情報活用能力の体系表
●ICT機器を活用して育成すべき資質・能力→「情報活用能力」

「情報活用能力の体系表例」（文部科学省：2020）
→育成が求められる情報活用能力の具体例を発達の段階等を踏まえた５段
階で整理したもの

情報活用能力の体系表例の段階が進めば、情報活用能力が高まったと客観
的に評価することができる
その上で知的障害児の認知機能や障害特性を踏まえた体系表例を作成する
必要がある （山崎・斎藤・水内：2022）

「情報活用能力段階表例」（小原ら ：2023)
→知的障害のある生徒において育成を目指す情報活用能力について、５要素
20小項目で、 「情報活用能力の体系表例」の整理を行ったもの

・研究の目的
このような研究背景を踏まえて、本研究では、「情報活用能力段階表例」を活用し
た知的障害特別支援学校中学部数学科「長さ」の単元におけるICT活用の効果
検証を試み、その評価方法について検討することを目的とする。
・研究の対象
●秋田県立A知的障害特別支援学校に在籍する中学部生徒4名
●秋田県立A知的障害特別支援学校に在籍する特別支援学校教諭1名

・研究方法
以下の２つの方法から、ICT活用の効果検証を行った。
①生徒４名に対する実践前後による情報活用能力の段階の向上に着目した
授業実践

②教員1名に対する授業実践における効果検証と評価方法に関する半構造化
面接

・研究結果
●授業実践から
【事前の情報活用能力段階】
授業実践前の情報活用能力段階は、以下のようになった

→それぞれがほぼ第１段階の状態であった。
また、記録・編集については、授業内での生徒達のタブレット端末を活用した
写真撮影の経験が少ないこともあり、１段階とした。

試行錯誤の項目に関しては、教科や活動内容の違いによって、第１段階だけで
なく、第２段階に属する場面が少しだけであったが見られた。

【実践後の情報活用能力】
授業実践内での行動を、情報活用能力の段階に合わせて整理し、再度情報活用
能力の段階を測った結果、以下のようになった。

→段階の向上が見られたのは生徒Aのみであった。
また、生徒B、生徒Dに関しては、他の活動では、１段階の行動が見られたもの
の、本実践では、１段階に関する行動が見られなかった。
また、記録・編集については、全員一番下の段階の１段階としたが、本実践にお
いては、１段階より前の「０段階」であることが分かった。

短期間による実践であったため、実践の評価測定には限界が見られた。

●半構造化面接から
→質的分析から、情報活用能力の向上には、

「生徒の経験」「必要感」「教員の手立て」
の3要素が相互に作用することが明らかになった。

これを踏まえ、今後の評価について以下の重要な知見が得られた。

【評価の視点】
→短期間での段階測定には限界があり、「困った時にICTを開く」「自分に合う
方法を選択できる」などの具体的な行動変化を評価指標として補完すること
が現実的である。

【授業作りとの関係】
→こうした行動は、必要感を生み出す教員の投げかけや環境設定、生徒自身
が「もっと良い方法はないか」と気づく場面を設定し、解決手段を提示し自
己選択を促すという授業の流れの中で育まれる。

【評価の時間軸】
→短期的測定ではなく、学期や年間を通じた長期的な行動変化の観察が
必要である。

・今後の展望
本研究を通して、以下の課題が明らかになった。

・短期間での段階測定には限界があること、
教科や活動による段階の違い、
対象生徒の実態差による評価の困難さがあること。

・「０段階」に位置する生徒の見取り方という新たな課題。
特に「0段階」に位置する生徒の存在が確認されたことは、既存の情報活用能
力段階表の適用範囲を再定義し、評価指標を拡充する必要性を示唆するもので
あった。

また、半構造化面接から、評価に関する困難を乗り越える方向性として、

「相互作用して情報活用能力を向上させる3要素」
「具体的行動指標の重要性」
「長期的観察の必要性」
という知見が得られた。

これらを基に、教科・動の特性や生徒の実態差を考慮しつつ、

教員が授業づくりの中で日常的に活用できる評価枠組みの開発と、
学期・年間単位での長期的な効果検証の実践蓄積が必要である。
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情報活用能力の育成に着目した知的障害特別支援学校の授業における ICT活用の効果検証 

―中学部数学科の「長さ」を事例に― 

 

発達教育・特別支援教育コース 2524501   

田口陽介   

 

1．問題の所在と研究の目的 

現在、GIGA スクール構想により教育現場で

の ICT 活用が推進されてきており、知的障害

特別支援学校においても同様である。近年の

知的障害教育における ICT 活用の現状には、

次のような課題が示唆されている。 

木下ら（2023）は、日本の知的障害・発達

障害教育における ICT 利活用に関する研究動

向を分析し、実践研究は多いものの、客観的

な指標や評価方法の開発が不十分であり、指

標や評価についての取り組みが少ないことを

指摘している。 

山崎ら（2019）は、知的障害特別支援学校

小学部における ICT を活用した国語科指導の

実践において、実践前後の客観的な指標がな

いため教育的効果を十分に検討できていない

ことを課題として挙げ、客観的な指標を用い

た効果検証の必要性を述べている。 

郡司ら(2023)は、知的障害特別支援学校に

おける ICT 活用に関する研究が「実践報告」

にとどまる事例が多く、効果検証が難しいこ

とを指摘し、客観的な授業評価および児童生

徒の学習評価の充実が求められているとして

いる。 

 このような課題を踏まえ、本研究では、ICT

活用の効果を客観的に評価するための枠組み

として「情報活用能力」に着目した。特別支

援学校学習指導要領では、ICT 機器を活用して

育成すべき資質・能力として情報活用能力を

挙げており、これを「学習活動において必要

に応じてコンピュータ等の情報手段を適切に

用いて情報を得たり、情報を整理・比較した

り、得られた情報を分かりやすく発信・伝達

したり、必要に応じて保存・共有したりとい

ったことができる力であり、さらに、このよ

うな学習活動を遂行する上で必要となる情報

手段の基本的な操作の習得や，プログラミン

グ的思考、情報モラル、情報セキュリティ、

統計等に関する資質・能力等も含むものであ

る」と定義している。 

 文部科学省(2020)は、育成が求められる情

報活用能力の具体例を発達の段階等を踏まえ

た 5 段階で整理し、「情報活用能力の体系表

例」として示している。山崎ら(2022)は、こ

の体系表例について、段階が進んでいけば情

報活用能力が高まったと客観的に評価するこ

とができると述べ、その上でより知的障害児

の認知機能や障害特性を踏まえた体系表例を

作成する必要があると主張している。 

 小原ら(2023)は、文部科学省(2020)の「情

報活用能力の体系表例」および学習指導要領

に示された「問題解決・探究における情報活

用」「基本的な操作等」「プログラミング」「情

報モラル・情報セキュリティ」「統計」の 5 つ

の要素を検討し、知的障害特別支援学校の実

態に即して、各学部のつながりや段階、系統

性を踏まえた 5 要素 20 小項目からなる「情報

活用能力段階表例」を作成している。 

 以上の研究動向を踏まえ、小原ら(2023)の

「情報活用能力段階表例」を用いた授業実践

を通じて、ICT 活用の効果を客観的に評価する

手法を検討できるのではないかと考えた。 

本研究では、「情報活用能力段階表例」（小

原ら,2023）を用いた授業実践による ICT 活用

の効果検証と、教員への半構造化面接による

評価方法の検討を目的とする。具体的には、

対象生徒の ICT 機器活用頻度が高く、タブレ

ット端末による撮影・拡大機能を効果的に活
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用できる中学部数学科「長さ」の単元におい

て検証を行う。 

 

2．研究の方法 

（1）研究対象 

 秋田県立 A 特別支援学校の中学部生徒 4 名

（中 1 男子 2 名、中 1 女子 1 名、中 2 女子 1

名）を対象とした。 

 

（2）研究方法   

1)授業実践前の情報活用能力段階の測定 

 本研究では、小原ら(2023)の「情報活用能

力段階表例」を評価枠組みとして用いる。対

象生徒の実践前の情報活用能力の段階を、こ

の段階表を用いて、普段の授業の様子をもと

に測定した。対象生徒をそれぞれ生徒 A、B、

C、D とする。 

2）授業実践 

ICT 機器を活用して、中学部数学科「長さ」

の単元にて授業実践を行った。 

3）授業実践後の情報活用能力段階の測定 

授業実践後に再度情報活用能力の段階を測

定し、情報活用能力の向上が確認されたのか

を分析した。 

4）半構造化面接 

授業実践後に対象生徒の所属する学習グル

ープの担当教員 1 名を対象に、授業内でのど

の ICT 活用がどの情報活用能力の向上に寄与

したかの判別、効果検証における成果と課題

について半構造化面接を実施した。 

 

（3）授業の内容 

令和 7 年 10 月～11 月の期間に計 3 時間、中

学部数学科の「長さ」の単元の授業を行っ

た。この単元の中で育成を目指す情報活用能

力を「タブレット端末操作」「記録・編集」

「試行錯誤」の 3 つに定めて、授業づくりを

行った。この 3 つの情報活用能力について、

「情報活用能力段階表例」を活用し、段階を

次のように定めた。 

・タブレット端末操作 

1 段階 ・電源の ON,OFF をする 

・指定されたアプリを画面上で探

し、起動する 

2 段階 ・指定したアプリを画面上で探し 

て、起動したり、アプリを終了し 

たりする 

3 段階 ・使いやすいように、設定を変更し

て使用する 

・記録・編集 

1 段階 ・カメラで写真を撮る 

2 段階 ・写真を編集する（トリミング） 

3 段階 ・写真や動画を編集する 

・試行錯誤 

1 段階 ・教師と一緒に方法を変えながら取 

り組む 

2 段階 ・うまくいかないときに自分で修正

して取り組む 

3 段階 ・やり方を工夫し、よりよい方法を

考えて取り組む 

  

ICT 機器は、タブレット端末と大型モニタ

ー、ノート PC を活用した。単元全体の目標と

して、次の二つの目標を設定し、授業づくり

を行った。 

・cm と mm の単位について理解し、目的に応じ

た単位でものの長さを的確に表現できる。 

・測り方について理解し、目盛の原点を対象

の端に当ててものの長さを間違えずに測定

することができる。 

ICT 機器は主に二つの方法で活用した。一つ

目は、大型モニター、ノート PC で動画や

PowerPoint によるスライドを用いて、物差し

で長さを測る際の手順や測り方について視覚

的に分かりやすく確認できるようにする方法

である。二つ目は、タブレット端末を一人一

台配り、カメラで、物差しによる長さの測定

場面を撮影し、写真を拡大することで、細か

いメモリを読みやすくする方法である。 

授業内容は、紙テープや折り紙など身の回
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りのものの長さを測る練習問題と、指定され

た長さに対して、予想して紙テープを切っ

て、実際の長さと比較する「長さぴったりゲ

ーム」を行った（図 1）。 

 

図 1：授業で使用したワークシート 

 

（4）半構造化面接の内容 

授業実践後の半構造化面接は、令和 7 年 12

月の期間に実施した。半構造化面接の回答

は、対象者の同意を得て録音し、逐語録を作

成した。所要時間は 1 時間程度であり、以下

のような内容で実施した。 

○授業実践で設定した情報活用能力について 

・「情報活用能力段階表例」の段階に関する意  

 見 

・生徒の実態と今回の情報活用能力の段階設 

定が適していたか 

○授業実践内での ICT 活用の成果と課題につ 

いて 

・今回の実践の成果と課題についての参与観 

察者としての意見 

・今回の実践と同じ期間で成果を出すために 

はどのようにしたらよいか 

○客観的評価の実現について 

・現場で実践するためにはどのようにしたら

よいか 

・ICT 活用における客観的な評価の視点とは 

 どのようなものか 

 

（5）分析方法 

半構造化面接の内容は、逐語録をもとに、

コーディングの手法で、質的分析を行った。

コーディングにより、得られたコードをもと

に、重要な要素やその関係性をまとめた。 

 

3．結果 

（1）授業実践から 

・実践前の情報活用能力について  

授業実践前の情報活用能力は、それぞれ以

下の通りに設定した。結果として、全ての生

徒が 3 つの情報活用能力において、1 段階であ

ることが明らかになった（表 1）。 

表 1：実践前の情報活用能力 

特に、「タブレット端末操作」においては、

アプリの誤操作により、アプリが閉じてしま

った際に、どれがもとのアプリなのか探すこ

とができないという場面が多く確認された。

また、「記録・編集」においては、授業内での

生徒達のタブレット端末を活用した写真撮影

の経験が少ないこともあり、1 段階とした。こ

の段階の中で、「試行錯誤」においては、「パ

ンケーキゲーム」において、高く積み上げる

ためにフリックの方法を変化させて真っ直ぐ

落とすなど学習活動の違いによって、生徒 A、

生徒 C は、段階が 1 段階から 2 段階に上がる

場面が確認された。 

 

（2）授業実践内での生徒の ICT 活用の様子に

ついて 

・「タブレット端末操作」「記録・編集」に関

わる場面 

授業において、まず紙テープの長さを測る

学習活動では、生徒 A は、長さの計測場面

で、タブレット端末を使ってカメラアプリを

開き、具体物の撮影を行い、写真アプリを開

いて、拡大しながら読みやすいように工夫し

て長さを読み取れていた。しかし、生徒 B

は、タブレット端末を操作することに集中し

てしまい、指定のカメラアプリを開くことが

           

                  

  
       

    
       

165



できず、別のアプリを開いてしまい、長さを

測る活動に取りかかれなかった。生徒 C も、

カメラアプリを開いたものの、カメラアプリ

の使い方が分からず、長さを測る活動に取り

かかることができなかった。生徒 D は、タブ

レット端末を手渡すと、画面のスワイプに集

中してしまい、長さを測る活動に取りかかれ

なかった。また、後半の長さぴったりゲーム

で、タブレット端末を活用したのは、生徒 A

のみであったが、ここでも、自分で切った紙

テープの長さをカメラアプリで撮影し、写真

を拡大しながら見ることができていた。 

 

・「試行錯誤」に関わる場面 

長さぴったりゲームにおいて、生徒 A に、

長さを測定するときに、タブレット端末を使

って測定するか、物差しだけを使って測るか

選ばせたが、生徒 A は、タブレット端末で、

撮影して長さを測定する方法を選んだ。授業

のまとめの際に、生徒 A に実際にタブレット

端末を使って長さの測定を行ってみて、どう

だったかを尋ねると、「見えやすかった」と答

えており、タブレット端末のカメラアプリを

活用して長さを測定する方法のよさを感じて

いたと考えた（写真 1）。 

写真 1：3 回目の授業で生徒 A が撮影した写真 

 

また、動画や PowerPoint での手順や学習活

動の提示を行ったが、生徒 A、B、C、D 全員

が、それを見て、自分で手順や学習活動を理

解して長さの計測に取り組む場面は見られな

かった。特に、生徒 B は、長さの計測に関し

て、どういう手順で取り組めば良いか分から

なくなる場面や、物差しの目盛りのどこを読

み取るべきか分からなくなってしまう場面が

多々あった。その際、動画や PowerPoint を手

がかりにしようとすることはなかった。 

 

（3）授業実践後の情報活用能力について  

授業内での行動場面をもとに、授業実践後

の情報活用能力の向上について、それぞれ表 2

の結果になった。 

表 2：授業実践後の情報活用能力 

授業内で確認された実態から、段階の向上

が確認されたのは、生徒 A のみであった。生

徒 A は、授業内で適切にカメラアプリ、写真

アプリの切り替えができており、「タブレット

端末操作」の段階が 2 段階に位置することが

明らかになった。また、カメラアプリで長さ

の測定場面を撮影し、拡大して物差しの目盛

りを読み取ることのよさに気づき、自分でよ

いと思った方法を選ぶ場面があったことか

ら、「試行錯誤」の段階においては、 3 段階に

位置することが明らかになった。また、生徒

B、C、D については、「タブレット端末操作」

「記録・編集」の項目において、事前に「情

報活用能力段階表例」にあった最低段階の 1

段階にしていたものの、実際には、1 段階に関

する行動ができない場面が確認された。 

 

（4）半構造化面接から 

コーディング分析を行い、重要な要素とし

て、生徒の経験、必要感、教員の手立ての 3

要素があることが明らかになった（表 3）。以

下、それぞれの要素について、重要なコード

を【】、回答内容を「」で示した。
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表 3：コーディングによる分析結果 

 

・生徒の経験 

生徒の経験については、主に【使い慣れの

影響】と【経験と手がかり】が鍵となってい

ることが明らかになった。【使い慣れの影響】

について、「タブレット端末を操作する際に、

アプリのアイコンや見た目をもとに探すの

で、使い慣れているものは探せるし、そうで

ないものは探せない」「ICT 機器は文房具と同

じものであり、例えば、文房具でも、使い慣

れている鉛筆や消しゴムはその場で使えて

も、使い慣れていない筆で書くのは難しい」

といった回答が得られており、授業内で ICT

機器を継続的に活用し、生徒が ICT 機器につ

いて、使い慣れることが、情報活用能力の向

上に大きく影響することが明らかになった。  

また、【経験と手がかり】については、「試

行錯誤を行うには、うまくいかなかったとき

に「A じゃなかったら B」「B もうまくいかなか

ったら C」というような修正の道筋や経験が無

いと難しい」「短期間で生徒が ICT 機器を活用

できるようになるには、どこかで一度『これ

だと見えないし正解も分からない、困った

な』という経験がある、また、例えば黒板に

困った時の解決方法が書いてあるなどの手が

かりがあって、それを見て子供がカメラを使

ってメモリを読み取るといったことができる

といったことが必要ではないか」というよう

な回答が得られた。 

 

・必要感 

必要感については、【ICT 機器が有効な課

題】からくる ICT 機器活用に関する【必要性

の実感】が重要であることが明らかになっ

た。【ICT 機器が有効な課題】に関しては、「長

さの単元において、子供たちのつまずくとこ

ろは、ミリ単位の読み取りやメートルとの関

係、端数の部分だと思っていて、通常の物差

しだと少しのズレで 1mm 変わってしまうので

難しい。そこで ICT 機器を活用した拡大が有

効となる」といったような授業内の課題や困

難によって生まれる ICT 機器の必要性の指摘

があった。また、【必要性の実感】について

は、「何をするにも子供が「必要性」を感じる

かどうかが大事」「『小さくて見えない』とい
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うことをどれぐらい自覚させられるか、その

上で『じゃあどうする？』という投げかけが

必要」「生徒が何か困った時に『あ、 iPad を使

おう』と思えるかどうか」といったような回

答が得られた。 

また、必要感を感じて、ICT 機器を活用する

ことによって、【自己選択】が生まれることが

挙げられた。【自己選択】については、「何か

作る時に文字入力がいいのか、キーボードが

いいのか、書いたものを写真に撮るのかとい

った選択肢から、自分に合うものを選べるよ

うになればいい」「本の方が良ければ iPad を

使う必要はなく、自分に合うものを選べるの

がいい」といった回答が確認された。 

 

・教員の手立て 

教員の手立てについては、【言葉かけ・環境

設定】の重要性が挙げられており、それらの

【授業づくりの積み重ね】が情報活用能力の

評価に大きく関わってくることが明らかにな

った。【言葉かけ・環境設定】に関しては、

「こちらがどういう風な指示や手立てでアプ

リを起動するようにしたかでも左右される」

「黒板などの目につくところに『困った時の

対応』が掲示してあるなどの仕掛けがあれば

いい」「普段の授業作りにおいても『困った時

にここを見れば解決するかも』と思える環境

設定が必要」といった回答が確認された。 

また、【授業づくりの積み重ね】において、

「情報活用するに至るまでに『こちらがどの

ような手立てをしたか』というところが大

事」「客観的評価であれば、活用能力単体とい

うよりは、授業のこれまでの積み重ねや授業

作りとの関連が欠かせない」といった回答が

確認された。 

半構造化面接の中で、評価に関する課題と

して、教員の手立てによる情報活用能力の段

階の見え方の違いと、どの単元でも ICT を使

う時と使わない時があるため、ICT だけ単体で

抜き出すとなると、現実的な業務を考えた時

に継続しにくいという 2 つの課題が確認され

た。特に、教員の手立てによる情報活用能力

の段階の見え方の違いについては、「口頭の指

示で開けた子もいれば、アイコンを提示され

て開けた子もいて、何も言わなくても前回の

経験で開けた子もいる。それらを全部一括り

に『起動して終了できた』と評価していいの

か」「そこは情報活用能力の段階表例だけだと

評価がしにくい部分なのではないか」という

指摘が確認された。 

 

4.考察 

（1）授業実践の結果に対する考察  

今回の授業実践において、生徒 A 以外に

は、情報活用能力の向上が見られなかった。

逆に、生徒 B、C、D に関しては、実践前の情

報活用能力よりも下の情報活用能力段階であ

るような場面が確認された。今回の授業実践

による情報活用能力段階の測定は、短期で行

ったが、長期で情報活用能力を測定すること

で、今回と異なる結果が出ることも考えられ

る。また、生徒 B、C、D の、1 段階に関する行

動ができなかった場面において、「情報活用能

力段階表例」では 1 段階までしかなかった

が、実際にはさらに下の「0 段階」があり、生

徒 B、C、D は 0 段階から 1 段階の間に位置し

ていると考えられる。 

 

（2）半構造化面接の結果に対する考察  

得られた 3 要素について、回答の中で、生

徒が、ICT 活用の必要性を自覚し、「ICT 機器

を使おう」という「必要感」を感じるために

は、教員の呼びかけや、困ったときに見る場

面を作る環境設定といった「教員の手立て」、

過去の修正経験などの手がかりとなる「生徒

の経験」が関連していることが明らかになっ

た。よって、情報活用能力の段階向上は、「生

徒の経験」「必要感」「教員の手立て」という 3

要素がそれぞれ単独で機能することで起こる

のではなく、3 要素それぞれの相互作用によっ
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て起こるものであると考えられる。このこと

は、今回の授業実践においても当てはまる。

生徒 A においては、物差しで長さを測定する

際に、カメラアプリを使って記録し、拡大し

て読み取るという「教員の手立て」によって

カメラアプリを活用して長さを測定するとい

う「生徒の経験」ができ、カメラを使った方

が読み取りやすいという「必要感」が生まれ

たため、情報活用能力が向上したと考えられ

る。逆に、生徒 B、C、D については、生徒の

実態に対して、「教員の手立て」が充分でなか

ったため、「生徒の経験」が起こらず、「必要

感」が生まれなかったと考えられる。このよ

うに、3 要素それぞれが満たされていないと、

情報活用能力の段階の向上は起こらないとい

える。この 3 要素の相互作用という知見は、

郡司ら(2023)が指摘した効果検証の難しさの

背景を示すものである。 

また、半構造化面接の回答を通して、今後

の評価について以下の知見を得た。 

 

 

山崎ら(2022)は、情報活用能力の体系表例の

段階が進んでいけば、情報活用能力が高まった

と客観的に評価することができると述べてい

たが、今回の半構造化面接において、教員の手

立てによる情報活用能力の段階の評価の違い

について、情報活用能力の段階表例だけだと評

価がしにくいという指摘をもとにすると、情報

活用能力の段階表例だけでは、客観的評価を行

うのは難しいといえる。情報活用能力の適用範

囲を再定義し、一つ一つの条件をより精緻化し

て、きめ細かい評価指標を作成することによっ

て、課題解決に繋がるものと考える。 

 

5．おわりに 

本研究を通して、今回のような短期間の授業

実践では、生徒の情報活用能力の段階を測るに

は、限界があること、教科や授業内の活動内容

によって、同じ生徒であっても、情報活用能力

の段階に違いが生まれてしまうこと、生徒の実

態が、「支援によって○○ができるようになっ

た」「支援が無くても○○ができるようになっ

た」というように、同じ情報活用能力の段階に

あっても、その実態に差がある中で、どのよう

に評価をするかという困難さがあること、1 段

階より前の「0 段階」に位置する生徒をどのよ

うに見取るかということといった課題が明ら

かになった。 

特に、「0 段階」に位置する生徒が確認された

ことについては、既存の情報活用能力段階表の

適用範囲を再定義し、評価指標を拡充する必要

性を示唆するものであった。小川ら（2025）の

「情報活用能力の体系表例」を踏まえた授業実

践から、知的障害特別支援学校における情報活

用能力育成のためのモデルを検討した研究に

おいても、ステップ 1 の範囲が広く、ステップ

1 をクリアできているとは言い切れないとも考

えられ、各ステップの指導を丁寧に進める必要

性を指摘している。 

また、半構造化面接から、情報活用能力を評

価していく方向性として、「生徒の経験」「必要

感」「教員の手立て」というそれぞれが相互作用

して情報活用能力を向上させる 3 要素、生徒の、

困ったときに ICT 機器を活用しようとする姿や

自分に合う方法を考えて選択しようとする姿

【評価の視点】 

短期間での段階測定には限界があり、「困っ

た時に ICT を開く」「自分に合う方法を選択

できる」などの具体的な行動変化を評価指

標として補完することが現実的である。 

【授業作りとの関係】 

こうした行動は、必要感を生み出す教員の

投げかけや環境設定、生徒自身が「もっと

良い方法はないか」と気づく場面を設定

し、解決手段を提示し自己選択を促すとい

う授業の流れの中で育まれる。 

【評価の時間軸】 

短期的測定ではなく、学期や年間を通じた

長期的な行動変化の観察が必要である。 
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といった具体的行動指標の重要性、短期的な測

定ではなく、学期や年間を通じた長期的観察の

必要性といった重要な知見が得られた。 

しかし、今回の研究では、中学部数学科「長

さ」の単元における 3 回の授業実践による情報

活用能力の測定と特別支援学校教員 1 名を対象

とした半構造化面接を行ったが、今回得られた

成果と課題を一般化することは困難である。よ

って、今後は、長期での授業実践や対象を増や

した半構造化面接の分析の結果蓄積が必要と

なる。 

また、今回の研究は、知的障害特別支援学校

の教科教育において実践を行ったが、生徒 A の

ものの長さの読み取りの課題を、タブレット端

末を活用して解決する姿は、学習指導要領で示

されている教科目標の段階の向上と情報活用

能力段階の向上の関連を示唆するものである

と考える。授業における ICT 活用の効果検証を

行うためには、教科目標の段階と情報活用能力

の段階の関係を明らかにする必要がある。 

そのため、今後の研究課題として、教科・活

動の特性や生徒の実態差を考慮しつつ、教員が

授業づくりの中で日常的に活用できる評価枠

組みの開発と授業実践・半構造化面接による学

期・年間単位での長期的な効果検証の実践蓄積

を行うことが求められる。 
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